
小渕内閣府特命担当大臣の所信表明

(衆議院内閣委員会 平成21年３月11日 (水))

○小渕国務大臣 少子化対策､ 男女共同参画を担当す

る内閣府特命担当大臣として､ 所信の一端を申し述べ

ます｡ (略)

公文書の管理については､ 公文書管理法案を先般国

会に提出いたしたところです｡ (以下略)

(衆議院会議録議事情報より抜粋)

小渕内閣府特命担当大臣の所信表明

(参議院内閣委員会 平成21年３月12日 (木))

○国務大臣 (小渕優子君) 少子化対策､ 男女共同参画

を担当する内閣府特命担当大臣として､ 所信の一端を

申し述べます｡ (略)

公文書の管理については､ 公文書管理法案を先般国

会に提出したところです｡ (以下略)

(参議院会議録情報より抜粋)

小渕内閣府特命担当大臣に対する西村智奈美議員の質

疑

(衆議院内閣委員会 平成21年３月18日 (水))

○西村 (智) 委員 おはようございます｡ 民主党の西

村智奈美です｡ (略)

きょうは､ 小渕大臣にお越しいただいております｡

公文書管理について､ 小渕大臣が担当大臣となられた

ということでありますけれども､ 私たち民主党の中で

も､ 今この公文書管理については作業チームをつくっ

ておりまして､ 論点整理､ どうしてもこの公文書管理

に必要なポイントは何かということで論点整理をして

いる最中なんですけれども､ 率直に言いまして､ 私は､

この公文書管理というのは､ 行政改革の中でも極めて

重要な柱を占めるんだというふうに考えています｡

一方では公務員制度改革というのがありますけれど

も､ この公文書管理のあり方そのものが､ つまりは､

最後の行政改革と言ったらいいのか､ 最初の行政改革

と言ったらいいのか､ 本当に大事な柱を占めるんだと

思いますけれども､ 小渕大臣は､ 公文書管理の要､ ポ

イント､ これは何だというふうにお考えになっておら

れますか｡ これから法案審議､ 法案が今月の上旬に閣

議決定されていますので､ その審議の際には大臣が答

弁に立たれるわけですけれども､ この公文書管理の本

当の意味での要､ ポイント､ ここは何だというふうに

小渕大臣はお考えになっていますか｡

○小渕国務大臣 お答えいたします｡

委員が御指摘のとおり､ 本当に公文書の管理につい

ては大変重要なことであると考えております｡ 国の意

思決定に関して､ しっかりとした公文書を作成し､ 管

理をし､ そして保存をしていく｡ そして､ 現在また将

来の国民にしっかりと正確に伝えていくこと､ これは

本当に重要な国の責務であるというふうに考えており

ます｡ そうした考えのもとで､ 今回国会に公文書管理

法案を提出したところであります｡ 具体的な内容であ

りますけれども､ まず大事なのは､ 各府省において､

今ばらばらな管理のルールになっていますので､ そう

したことをしっかり統一するということと､ 内閣総理

大臣が各府省における文書管理の状況をしっかりチェッ

クをする､ 歴史的公文書を国立公文書館に移管するこ

とを原則とするなどを規定しております｡

国の公文書管理のあり方がこれによりまして抜本的

に改善されるものと考えておりますので､ 一日も早い

法案の成立に御理解と御協力をよろしくお願いしたい

と考えております｡

○西村 (智) 委員 先ほど私､ LASCOM の放映番組

がどこにも記録が残っていないというお話をしました｡

これは､ 行政､ 要するに政府内部ではなくて外郭団体

ですから､ またちょっと問題は別なんですけれども､

やはり行政情報､ どこでどういうふうに意思決定がさ

れたかということを見える形で文書を作成して残して

いく､ そして､ それを廃棄するときにも､ 省庁の中で

判断するのではなくて､ きちんと第三者の目でそれを
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責任を持ってやっていくという仕組みが私は大事なん

だと思っています｡ 細かい点については､ これからも

もっともっといろいろ議論を審議の過程でさせていた

だきたいと思います｡ (以下略)

(衆議院会議録議事情報より抜粋)

小渕内閣府特命担当大臣に対する佐々木隆博議員の質

疑

(衆議院内閣委員会 平成21年３月18日 (水))

○佐々木 (隆) 委員 民主党の佐々木でございます｡

私も､ 地方分権とそれから公文書管理についてそれぞ

れお伺いをさせていただきたいというふうに思います｡

(略)

次に､ 公文書についてお伺いします｡

先ほども若干お話､ 質疑がございましたが､ 所信で

管理法について２行ほどで触れられてございましたけ

れども､ 先ほど大臣がおっしゃられていたように､ こ

れは､ 説明責任というものと､ もう一つのポイントと

して､ 一つはそこが大事なポイントですが､ もう一つ

は､ 国が意思決定をしていくときの証拠的記録､ 要す

るに､ 同じ間違いを繰り返さないためにどうしていく

のかということのためにも､ 私は公文書というのはしっ

かり管理をされなければならないというふうに思って

おりまして､ まだ本格論議でございませんので､ 少し

きょうは何点かについて､ 確認の意味で触れさせてい

ただきたいというふうに思います｡

まず､ 法的な位置づけなんですが､ 既存の国立公文

書館法､ それから情報公開法についてどのように考え

られているのか､ これは事務方で結構です｡ 申しわけ

ございません､ ちょっと時間がありませんので､ あわ

せてもう一つ｡ 外務省とか宮内庁の文書は､ またこれ

は独自に保管されているわけですけれども､ これの扱

いもどうなるのか､ あわせてお願いをいたします｡

○山崎政府参考人

この公文書管理法案でございますけれども､ 公文書

の管理に関します基本的事項を定める法案でございま

して､ いわば公文書管理に関する一般法という性格を

持つものでございます｡ したがいまして､ この法案が

仮に成立するとしますと､ 現在の国立公文書館法にお

きます公文書の保存に関します規定､ また情報公開法

におきます文書管理に関する規定は､ この法律に移行

することになるということでございます｡

次に､ 外務省､ 宮内庁のお尋ねがございましたけれ

ども､ この公文書管理法案というのは､ すべての省庁

において適用されるものでございまして､ 外交史料館､

あるいは宮内庁書陵部に関しましても､ 国立公文書館

と同じ扱いの施設ということになりますと､ これらの

施設が保管する文書につきましても､ 本法案の規定が

適用されることになります｡

○佐々木 (隆) 委員 それから､ 次に少し具体なとこ

ろをお聞きしたいんですが､ 先ほど申し上げました共

有財産という視点と､ もう一つは証拠的記録という視

点との､ この目的を達成していくわけですが､ 一つに

は､ ではそのための文書は､ どこまでの範囲をこの公

文書館で管理をするのか｡ 文書の範囲と､ もう一つは､

どうやって運用するのかというような点について少し

お伺いをしたいというふうに思うんです｡

例えば､ 審議会などの記録､ それから省庁を横断し

ているようなプロジェクトのようなものの文書､ それ

から､ ここは私は非常に大事だと思うんですが､ 意思

決定のプロセスの部分の文書､ 最終場面だけではなく

て｡ 私は､ 政治の場面においては､ 最終責任､ 結果責

任もありますが､ むしろプロセス責任というのが問わ

れるんだというふうに思うんですね｡ そこのところの

文書｡

それから､ 決裁の程度といいますか範囲といいます

か､ 例えば係長クラスの文書なのか､ 課長クラス以上

の文書なのかとかいうようなものについて｡ それから､

今は電子文書の方がかなり多くなっているんだという

ふうに思うんですが､ それをわざわざ紙に落として保

存するのかどうなのか｡ それから､ 民間の文書､ 民間

の文書の中にも記録的には残した方がいいというよう

な文書もたくさんあるわけで､ これはお願いをすると

いうことになるのかもしれませんが､ こうした範囲の

部分｡

それから､ 移管までの文書を､ だれがどのように管

理をして､ どのようにチェックをするのかというよう

なことについて､ どのように厳格化を考えているのか

についてお伺いをいたします｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

初めに､ 公文書の範囲でございますけれども､ この

法案におきましては､ 行政機関のいわゆる行政文書､

独立行政法人等の法人文書､ そして国立公文書館等が

保有する特定歴史公文書､ この三つを総称いたしまし

て公文書等と定義しております｡

また､ この国立公文書館等が保有する文書の中には､

アーカイブズ 37

59

���������������������������������������

����



行政機関のみならず､ 立法府､ 司法府から移管された

文書､ また､ 民間から寄贈された文書も今後は含むよ

うな規定になっております｡

また､ この一番根本であります行政文書の定義でご

ざいますけれども､ これは現在の情報公開法の定義を

そのまま引用しておりまして､ 行政機関の職員が作成

または取得した文書､ これが一つ目の要件｡ そして二

つ目は､ 当該行政機関の職員が組織的に用いるもの｡

そして三つ目が､ 当該行政機関が保有しているもの

という要件を定めているところでございます｡

この法案の提出に先立ちまして､ 有識者会議でいろ

いろ御議論いただいたんですけれども､ そのときに我々

が調査いたしましたところ､ 現在は､ 範囲のお尋ねが

ございましたけれども､ 課長ぐらいで相談して､ この

方針でいきましょうといったようなものから保存され

ているという実態が多うございました｡ ただ､ 事務事

業の内容によりましては､ 課長からでいいのかどうか

という御指摘もございますので､ これにつきましては､

基準づくりのところで鋭意検討していきたいと考えて

おります｡

また､ チェックの問題でございますけれども､ 今ま

では､ 各府省が文書管理規則をそれぞれ独自に制定し

て､ いわばばらばらで行われたわけでございます｡ こ

れを､ 今回の法案におきましては､ 各府省共通のルー

ルを策定して､ そしてそれに各省も従っていただく｡

また､ その共通ルールに基づきまして､ 各府省が独自

の文書管理規則を設定する場合でも､ 内閣総理大臣に

事前協議をしていく｡ そして､ 統一性の確保に努めて

まいりたいと考えております｡

また､ その後のチェックでございますけれども､ 従

来は､ 保存期間満了間際になって､ 各省大臣と内閣総

理大臣が相談いたしまして､ 協議いたしまして､ この

文書は保管､ あるいはこの文書は廃棄というのを決め

ていたわけでございますけれども､ 保存期間満了間際

でこういうことをやりますと誤廃棄の問題等も生じま

すので､ この法案におきましては､ 文書作成のできる

だけ早い段階から､ 統一基準に基づきまして､ 歴史的

価値のある文書は保存､ またそうでないものは廃棄と

いったようなものを定めていきたいと考えております｡

ただ､ それも､ 各省任せにするのではなく､ 毎年一

回､ 文書管理状況を各省から内閣総理大臣に報告して

いただきます｡ そこで､ やや不適正らしい事例等がご

ざいましたら､ 実態調査を国立公文書館の職員に行わ

せることができることになっておりますし､ また､ 問

題が生じた場合には内閣総理大臣の勧告ができる､ こ

ういうような仕組みにしているところでございます｡

○渡辺委員長 手短に｡

○山崎政府参考人 そういうことで､ 政府といたしま

しては､ 格段に文書管理の実態が改善するものと考え

ております｡ 以上でございます｡

○佐々木 (隆) 委員 大臣に､ せっかくおいででござ

いますので､ 一点か二点､ できるだけ簡潔にお伺いし

たいというふうに思います｡

文書管理の先進国はたくさんありますが､ 国内での

先駆者と言われている神奈川県のお話を聞いたことが

あるんですが､ 三つのポイントを提示していました｡

一つは､ 永年保存文書の撤廃｡ 要するに､ 省庁に置か

ないということですね｡ 永年保存させないということ

ですね｡ だから､ 保存期間をすべて期限つきにしたと

いうこと｡ それから二つ目は､ 引き継ぎ､ 引き渡しの

義務｡ 条例によって義務化させたということですね｡

それから三つ目が､ 選別､ 廃棄の権限をすべて公文書

館の方の責任でやるというふうにした｡ この三つがポ

イントだというふうに言っておられました｡

今ほどお答えをいただいたんですが､ 今までの文書

管理というのは､ 満了までは各省庁が保管､ それから

満了すると移管文書の申し出､ それから移管すべき文

書は協議､ そして合意した文書だけ移管､ こういうふ

うになっているわけで､ すべてここは協議とか合意と

か申し出とかいうことが中心になっているわけです｡

今度の中でもちょっとそういうことが心配をされる

んですが､ 本気でやろうとする場合に相当厳格なもの

が必要だというふうに思うんですが､ その辺の大臣の

決意を伺いたいと思います｡ もう一点ありますので､

できるだけ簡潔にお願いします｡

○小渕国務大臣 今回の法案のポイントになる点であ

りますけれども､ 今委員が御指摘のように､ どの期間

保存するかということ､ レコードスケジュールをしっ

かり導入していこうと考えております｡ それも､ 専門

家のサポートのもとで移管か廃棄か､ これも早いうち

に検討することとなっております｡

○佐々木 (隆) 委員 もう一点だけお伺いをいたした

いと思います｡

それは､ 今後の体制ということにもかかわるという

ふうに思うんですが､ 先ほど申し上げたように､ ポイ

ントの引き渡しの義務とか､ それから選別､ 廃棄を省
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庁に相談したりなんかするのではなくて､ すべて公文

書館の方の責任でやるというようなことをもし目指そ

うとするならば､ まずはすべてを公文書館に一度持っ

てこいということになるわけですから､ そうなれば､

当然のことながら中間書庫という考え方が必要になっ

てくるわけですね｡ そうでなければ省庁である程度整

理をしない限り来ないことになりますから､ このこと

が必要だというふうに思うんですが､ そのことが一つ｡

もう一つは､ 公文書の管理というのは､ 一つには職

員の意識改革でありますし､ もう一つはプロをどう育

成するかということだと思うんですね｡ ましてや中間

書庫というものを目指してやっていこうとするならば

相当な人数も要るわけですし､ 今の私たちの国の職員

は42人程度ですが､ アメリカの2500人､ イギリス600人､

フランス460人､ 韓国300人と比較しても余りにも貧弱

な状況であるわけであります｡

プロを育成するということになればそれは年月もか

かるし､ 中間書庫をつくるということになってもそれ

は年月がかかりますが､ そういうことを目指さなけれ

ば本当の意味での公文書管理というのはできないので

はないかというふうに思うんですが､ その辺の決意を

あわせてお伺いいたします｡

○小渕国務大臣 御指摘の点はまさにおっしゃるとお

りでありまして､ まず､ 専門家につきましては､ やは

りこれは中長期的な視野に立って､ しっかりとした人

員を集めるということとともに､ しっかりとした専門

家を養成していく必要があると考えております｡ 計画

的に増員にしっかり努めていきたいと考えております｡

また､ 中間書庫の仕組みについてですけれども､ こ

ちらにつきましても､ 法的に整え､ 必要に応じて専門

家が現物をチェックすることも可能となるような､ そ

うした仕組みを考えていきたいと考えております｡

(衆議院会議録議事情報より抜粋)

並木内閣府大臣政務官に対する武正公一議員の質疑

(衆議院外務委員会 平成21年３月25日 (水))

○武正委員 おはようございます｡ 民主党の武正公一

でございます｡ (略)

○武正委員 (略) この国会に提出されております公文

書等管理法案への対応について伺いたいと思います｡

(略)

○武正委員 (略) そこで､ きょうは内閣府政務官もお

見えなんですが､ 今国会に提出されておりますこの法

案でありますが､ この法案で ｢国立公文書館等｣ とい

うふうにされておりますが､ この ｢等｣ には外交史料

館が含まれるということでよろしいでしょうか｡

○並木大臣政務官 先生も御承知のとおり､ そうした

｢等｣ という施設の概念を設けているわけですけれども､

現時点においては､ 外交史料館に関しましては､ 国立

公文書館に類する機能を有する施設として認められれ

ば､ これは施行令で認めるということになりますので､

その法案が､ 規定が適用される､ そういうことになり

ますけれども､ その時点の違いですけれども､ そうい

う方向になるかと思います｡

○武正委員 法案もまだこれから審議に付されるとい

うことでありますので､ まだこれからということも､

前提があったわけですけれども､ 国立公文書館等とい

うことで､ この外交史料館が含まれるという方向だと

いうことであります｡

今回の公文書等管理法案の趣旨として､ 国立公文書

館等が特にそうした政府の文書に対してより強い働き

かけができるようになるという法律の趣旨だというふ

うに理解するんですけれども､ その法律の趣旨でどの

ような点が強化されるのか､ 一部御紹介いただければ

と思います｡

○並木大臣政務官 当然のことながら､ 移管を受けた

文書の保存､ また目録作成とか､ あるいは利用者の利

用請求への対応､ 展示その他の方法による利用提供と

か､ こうしたことが法文において明確になっていく｡

そして､ 保存､ 利用状況について､ もともと公文書館

ができるときに､ 外交史料館とか宮内庁の書陵部とか

あったわけですけれども､ そういったものが今法案に

よって､ 内閣総理大臣への報告などの事務を行う､ そ

れが一つにまとめられていくというか､ そういう方向

が強化されるかというふうに思います｡

○武正委員 文書の保管､ あるいは移管､ 廃棄､ これ

についてより積極的に国立公文書館等が関与するとい

う法案の趣旨というふうに理解をいたしました｡ (以下

略)

(衆議院会議録議事情報より抜粋)

小渕内閣府特命担当大臣

｢公文書等の管理に関する法律案｣ 提案理由説明

(衆議院内閣委員会 平成21年５月22日 (金))

公文書等の管理に関する法律案につきまして､ その

提案理由及び概要を御説明申し上げます｡
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国民の貴重な知的資源である公文書を適切に管理し､

後世に伝えることは､ 国の重要な責務であります｡ し

かしながら､ 昨今､ 行政機関において不適切な文書管

理事案が発生するなど公文書管理の状況は､ 国民の国

に対する信頼を失わせるものがあります｡ 国の重要な

責務を果たし､ 不適切事案の再発を防止するためには､

文書管理法制を確立することにより国民の期待に応え

得る公文書管理システムを構築する必要があります｡

このため､ この法律案を提出した次第です｡

この法律案の概要は､ 統一的な､ 行政文書のライフ

サイクルを通じた管理ルールや歴史公文書等の保存及

び利用のルールを規定するとともに､ その適切な運用

を図るため､ 公文書管理委員会の設置､ 内閣総理大臣

による改善勧告などについて定めるものです｡

何とぞ､ 慎重に御審議の上､ 速やかに御賛同くださ

いますようお願い申し上げます｡

政府案質疑

西村智奈美君 (民主)／逢坂誠二君 (民主)／吉井英勝

君 (共産)／重野安正君 (社民)／上川陽子君 (自民)

(衆議院内閣委員会 平成21年５月27日 (水))

○西村 (智) 委員 おはようございます｡ 民主党の西

村智奈美です｡

公文書管理法案の質疑､ きょうからスタートという

ことになりました｡ 行政情報公開法の制定からちょう

ど10年､ もう本当に長い時間がかかったなという感じ

がいたします｡ それぞれの立場でそれぞれの方々が努

力をされてきて､ きょうの審議に至ったんだろうとい

うふうに理解をしております｡ そのことについては､

心からの敬意を表したいと思います｡

私は､ 公文書管理法というのは､ いわゆる10年前の

情報公開法とセットで､ 車の両輪でやはり制定される

べきだったし､ 運用もそのようにされるべきであると

いうふうに考えております｡ 行政情報公開法の運用の

中では､ 情報公開請求をしても､ 例えば､ 文書が不存

在であるという理由で不開示になったり､ いろいろな

ことがあるわけですけれども､ 今回の公文書管理法が

制定されると､ そのような事態はこれからもう決して

生じないんだろうというふうに確信をし､ そういう法

律案になるように､ 私たち民主党としても修正のポイ

ントなどをまとめさせていただいたところであります｡

きょうは､ この法案の言ってみれば基礎､ 土台となっ

ておりますいわゆる公文書管理の在り方等に関する有

識者会議の最終報告をベースに質問をしてまいりたい

と私は考えております｡

｢｢時を貫く記録としての公文書管理の在り方｣ ～今､

国家事業として取り組む～｣､ 非常にすばらしいタイト

ルがついている最終報告でありまして､ この最終報告

を私も読んで､ これだったらいい公文書管理法案がで

きるかなというふうに非常に期待をしておりました｡

ところがであります｡ この最終報告に盛り込まれて

いたことがすっぽりと抜け落ちていたり､ また､ 極め

て中途半端なままで終わっている項目が大変多くあり

ますので､ そのことについて､ まず一つ一つ伺ってい

きたいと思います｡

まず､ 小渕大臣に伺います｡

この最終報告の最初には ｢公文書の意義｣ というこ

とで記載があります｡ 公文書というのは ｢未来に生き

る国民に対する説明責任を果たすために必要不可欠な

国民の貴重な共有財産である｡｣ というふうに書かれて

いるとともに､ ｢公文書は ｢知恵の宝庫｣ であり､ 国民

の知的資源でもある｡｣ というふうに書かれています｡

政府として､ この最終報告に書かれている記載と同じ

ような認識を持っておられるかどうか､ 伺います｡

○小渕国務大臣 国の活動や歴史的な事実の正確な記

録である公文書は､ 民主主義の根幹を支える基本的な

インフラであります｡ 過去､ 歴史から教訓を学ぶとと

もに､ 未来に生きる国民に対する説明責任を果たすた

めに必要不可欠な国民の貴重な共有財産であると認識

をしております｡ そして､ これを適切に管理し､ 後世

に伝えていくことは国の重要な責務であると考えてお

ります｡

そのため､ 今般､ 統一的な文書管理のライフサイク

ルを通じた管理ルールや､ 歴史公文書等の保存及び利

用のルール等について定める本法案を提出させていた

だいたところであります｡

○西村 (智) 委員 貴重な共有財産だというふうにおっ

しゃっていただきましたし､ 説明責任も果たされるべ

きだというお言葉をいただきました｡

そういたしますと､ やはり法案の中では､ いわゆる

国民の知る権利についての保障がきちんとされるべき

だったのではないかと思います｡ 説明責任の裏返しは､

これは国民の知る権利というものがあるというふうに

考えますし､ 民主党の考えとしては､ やはり､ 公文書

は国民共有の財産であるということと同時に､ 国民主

権､ そしてまた知る権利を保障することを明記すべき
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だというふうに考えておりますけれども､ この点につ

いてはなぜ盛り込まれなかったのでしょうか｡

○小渕国務大臣 いわゆる知る権利につきましては､

その内容や憲法上の位置づけについて学術上さまざま

な理解の仕方があり､ また､ 請求権的な権利としての

知る権利は最高裁判所の判例において認知されるに至っ

ていないとのことであります｡

そのため､ 本法案におきましては､ あえてそのよう

な文言を使わず､ 情報公開法と同様に､ ｢国民主権の理

念にのっとり､｣ や ｢国及び独立行政法人等の有するそ

の諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全う

されるようにする｣ という文言を用いているところで

あります｡

○西村 (智) 委員 それではやはり明確になっていな

いと私は思うんですね｡ ここは意見がなかなかかみ合

わないところだというふうに思いますが､ 私たちとし

てはやはり､ 知る権利というのは明記できるし､ 明記

すべきだというふうに考えております｡ そこは主張と

して申し上げます｡

次に､ 有識者会議の４ページに､ いわゆる行政文書

の定義について記載があります｡ ここからは行政文書

の定義に関する質問なんですけれども､ 公文書管理に

当たっては､ ここは極めて重要なポイントの一つであ

ると考えております｡ その行政文書の定義について､

最終報告の中では､ ｢経緯も含めた意思形成過程や事務・

事業の実績を合理的に跡付けることができる｣ ように

文書を作成､ 保存しなさい､ こういう方向性が書かれ

ておりますけれども､ この点について､ 公文書管理法

案の中ではこの意思形成過程についてどのように示さ

れているのでしょうか｡

○増原副大臣 お答え申し上げます｡

御指摘の有識者会議の最終報告における文書作成の

方向性でありますが､ 我々としましては､ それを踏ま

えて第４条に､ 意思決定について文書を作成すること

を法律上義務づけるということにいたしております｡

その具体的な範囲につきましては､ 有識者で構成す

る､ 新たに設けます公文書管理委員会の御意見を伺い

ながら政令で定めることを予定しておりまして､ 今後､

本国会での御審議あるいは最終報告の提言に沿って検

討を進めてまいりたい､ そのように考えております｡

○西村 (智) 委員 この公文書管理法案の中でも極め

て重要なポイントだと思われる行政文書の定義につい

て､ 政令で定める､ そして今後の議論にゆだねたいと

いうのは､ 余りにも見えない法案であると思うんです

ね｡ 本来であれば､ 行政文書の定義､ それは事細かく

書くことは難しいのかもしれませんけれども､ 最低限

の基準なりを示して､ 法定化した上で法案審議に付す

ることは必要なのではないかというふうに考えており

ます｡ ですから､ 政令に任せるという空手形ではとて

も､ なかなか納得できないということは申し上げてお

きます｡

行政文書の作成についてでありますけれども､ 私も

よく､ 行政文書の作成､ 作成と､ 言葉を聞いています

と､ とかく行政機関の中だけでつくられる文書につい

てのみが対象範囲として頭の中に浮かぶんですけれど

も､ 本来､ 行政文書というのはもっと広い定義なので

はないか｡ つまり､ 今政府がいろいろな意思形成を行

う過程において､ 行政機関などが民間の例えばリサー

チ会社などに委託事業を行っているケースはかなり多

くあると思うんです｡

ただ､ その報告の中では､ 調査のもとになるデータ

が示されていなかったりいたしまして､ 結局､ そのこ

とによって､ 意思形成にかかわるトラブルといいます

か､ そういったものが少なくないというふうに考えて

いるんですけれども､ 意思形成過程にかかわる委託調

査によるデータは極めて重要なものだと思いますけれ

ども､ 作成だけではなくていわゆる取得､ この取得義

務に関してはどういうふうにお考えでしょうか｡

○増原副大臣 御指摘の点につきましては､ 委託元で

ある各省庁が､ 委託事業の成果物の活用や適正な事業

執行が行われたかどうかを確認するためなどの必要性

を的確に判断して文書等を取得することが適当である

と考えております｡

このため､ 政令等の文書管理ルール上の委託事業に

係るもとデータの取り扱いにつきましては､ これはそ

れぞれ､ 昨年の予算委員会でもありましたように､ 道

路関係でＢバイＣについての委託の分がありました｡

かなり膨大なデータとなっておりますが､ あるいは､

そうでない､ 簡易なデータもあるんだろうと思います｡

いずれにしましても､ その取り扱いにつきましては､

有識者で構成する公文書管理委員会の意見も伺いなが

ら､ そのあり方について今後検討していく必要がある

と思います｡ いろいろなケースがあります｡

それから､ 先ほどの公文書の件ですが､ 私も､ 大蔵

省にいましたときに財政演説の草稿をつくった立場で

ありますが､ 案件それぞれ､ 最終的にはそこでは財政
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演説が公文書になるわけでありますけれども､ その前

に､ まず､ 私は企画官であったんですが､ 係長クラス

から､ パーツをそれぞれ割り振って､ 出させます｡ そ

れを私が全部まとめてたたき台をつくる｡ それが課長

のところに行って赤字がたくさん入る｡ 局長のところ

に行って入る｡ さらには､ あのときは渡辺美智雄大蔵

大臣でしたが､ 大変な赤字が入りました｡

だから､ どれをもって意思決定の過程で､ どこまで

を公文書とするかというのは､ かなり難しい問題であ

ると思っております｡

○西村 (智) 委員 難しい問題であるということは承

知の上です｡ 有識者会議の報告はもう既に出ているん

ですよ｡ 有識者会議の最終報告を踏まえてこれからそ

の取得データについては検討するというのは､ どうい

うことですか｡

今すぐここで､ 取得データについても､ これは取得

義務がある､ 行政文書の範囲に含めるというふうに副

大臣がおっしゃってくだされば､ それは入るんですよ｡

どうですか｡ 答えてください｡

○増原副大臣 委託事業につきましては､ 委託をすれ

ば､ そのデータは全部委託をした者の､ 要は行政庁の

ものになると思います｡ そのうちどこまでを公文書と

いう形にしていくかという議論ではないでしょうか｡

そこのところはケース・バイ・ケースによっていろい

ろあるのではないかということから､ 公文書管理委員

会の意見も伺って決めていきたい､ こういうことであ

ります｡

○西村 (智) 委員 有識者会議の意見というのはこの

最終報告に尽きているんですよ｡

その有識者会議の最終報告の中で ｢経緯も含めた意

思形成過程や事務・事業の実績を合理的に跡付けるこ

とができる文書が作成・保存されるようにする｡｣ とい

うふうに書いてあるんですよ｡ だから､ そうすべきな

んです｡ ですから､ 委託データ､ 調査結果のもとデー

タなども､ これは取得義務を課すべきだというふうに

強く主張をしたいと思います｡

先ほどの長い答弁でちょっと時間が限られてきまし

たので､ 先に進みます｡

その行政文書の定義でありますけれども､ 行政情報

公開法と同一の定義であるということで説明を受けま

した｡ 行政文書の定義では､ ｢当該行政機関の職員が組

織的に用いるもの｣ というふうにされておりますけれ

ども､ ｢組織的に用いる｣ というのはどういう意味でしょ

うか｡

何か､ 政府の説明を聞いていても極めてあいまいで

ありまして､ 私は､ 個人的なメモであっても､ 例えば

２人以上で回覧したもの､ 閲覧したものであれば､ こ

れは組織共用文書として行政文書の定義に加えるべき

ではないか､ 範囲に加えるべきではないかと考えます

が､ いかがですか｡

○増原副大臣 個人的なメモの件でございますけれど

も､ 委員が言われている個人的なメモというのはどう

いうケースを言われているのかということになると思

います｡ 外交上の交渉の話なのか､ 各省折衝の話なの

か､ あるいは､ ある国会議員から調査依頼が来たとき

にメモった話なのか､ これはいろいろケースがあると

思いますよ､ 先ほどの委託事業と同じでして｡

それを､ 一体どこまで含めるようにすべきか｡ これ

は､ 意思形成にかかわってくる､ そしてそれが組織的

に使われるというものであれば､ 個人的なメモも行政

文書に該当することは当然あり得る､ そのように考え

ております｡

○西村 (智) 委員 私の考えですと､ 先ほど副大臣が

おっしゃられた三つとも､ すべて組織共用文書に含ま

れることになると思います｡

民主党は､ この点についても､ 個人的なメモであっ

ても､ ２人以上で回覧､ 閲覧したものについては､ 組

織共用文書として行政文書の定義に含めるという考え

であります｡ ですので､ その点についてはここでは明

確な御答弁はいただけなかったのかなというふうには

思いますけれども､ ここのところは､ 今後の審議の過

程でもまた明らかにしていきたいというふうに考えて

います｡

次に､ 最終報告の５ページ､ ６ページ､ 文書ファイ

ルの点について伺いたいと思います｡

５ページのところになりますが､ ｢一連の業務プロセ

スに係る文書が､ その個々のプロセスごとに別のファ

イルに編集され､ 異なる保存期間で保存されるため､

後から一連の業務プロセスの全体像を把握することが

困難な場合がある｡｣ というふうに書かれております｡

これについては､ 政府はどういうふうに認識しておら

れますか｡ 有識者会議と同じ課題があるというふうに

考えておられますか｡

○増原副大臣 基本的には､ 有識者会議と同じような

認識を持っております｡

本法案につきましては第５条の方で､ 統一的な保存
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期間基準を定めた政令を策定することにいたしており

ます｡ また､ その有識者会議の最終報告におきまして

も､ ｢業務遂行上の必要性に対応するとともに､ 一連の

業務プロセスに係る文書の一覧性を高める観点から保

存期間が設定されるようにする｡｣ という方向性も示さ

れております｡

これを踏まえて､ 保存期間基準につきましては､ 業

務遂行上の必要性､ 一連の業務プロセスに係る文書の

一覧性の確保等の観点から､ 公文書管理委員会の御意

見をお伺いしながら､ 今後検討してまいります｡

○西村 (智) 委員 そこは非常に大きな問題だと思う

んですね｡

有識者会議が指摘している点は､ ｢一連の業務プロセ

スに係る文書が､ その個々のプロセスごとに別のファ

イルに編集され､ 異なる保存期間で保存されるため､

後から一連の業務プロセスの全体像を把握することが

困難な場合がある｡｣ というふうに書いてあります｡ つ

まり､ 一つのファイルの中に､ いわゆる決裁文書と意

思形成過程に係る文書が一緒に保存されている｡ 恐ら

くそれは､ 決裁文書と意思形成過程の文書ですから､

保存期間が異なるということになると､ 一冊のファイ

ルの中に異なる保存期間のものが含まれるということ

になるわけですね｡ ところが､ 法案の第５条の２項で

は､ 括弧書きで､ ｢(保存期間を同じくすることが適当

であるものに限る)｣ と書かれているんです｡ これは矛

盾しますよね｡

そういたしますと､ 先ほど私が読み上げた有識者会

議の指摘の点というのは解消されないのではないかと

思うんです｡ 有識者会議の最終報告に忠実にこの法案

をつくるのであるとすれば､ この括弧書きの中は削除

しなければならないというふうに考えるんですが､ い

かがですか｡

○増原副大臣 西村委員御指摘の点につきまして､ 私

も､ 法案を読んだときにあれっと思ったんですよ｡ 正

直申し上げまして､ 思いました｡

それで､ これはこういうことなんです｡ 例えば､ 審

議会の答申が出ました､ こういうものは10年です､ 閣

議決定なり閣議了解､ そういうものは大体30年と保存

期間が定められておりますと｡ これをいかに一覧性の

あるものにするかということが､ 実はベースにそうい

うものがあってこの５条２項があるというふうにお考

えいただきたいと思います｡ 審議会の答申を受けて政

省令をつくります､ 閣議了解をしますというようなケー

スであれば､ 10年と30年であれば､ 両者を一緒にして

30年にする､ こういうことなんです｡ 保存期限という

ものを､ 一応それぞれの事項ごとに今つくっています｡

それを今度は一つの一覧性のあるものにしてまとめて

いくとき､ その必要があるものという意味でこの５条

２項が書かれておりまして､ そういう意味で､ まとめ

たときは全体を30年として保存期間にする､ こういう

趣旨であります｡ ｢単独で管理することが適当であると

認める行政文書を除き､｣ というふうになっております

ので､ ここの括弧書きのところは､ そういう意味をよ

り強調している､ こういうことでございます｡

○西村 (智) 委員 それでしたら､ 国民にきちんと説

明責任を果たすということにはならないのではないで

すか｡ 保存期間の異なるものが一つのファイルの中に

あって､ 10年のものと30年のものがあったら､ そのファ

イルの保存期間は30年ということになるんですか｡ (増

原副大臣 ｢そうです｣ と呼ぶ) その間は利用できない

ということですか｡ ほかの文書については利用できな

いということですか｡ (増原副大臣 ｢それはどういう意

味ですか｣ と呼ぶ) 閲覧できないのかという意味です

が｡

○増原副大臣 保存期限でありますから､ 破棄しない

ということなんですね｡ 閲覧できるかどうかというの

はまた別の話でありまして､ 破棄しないということで

ありまして､ 従来は10年で破棄していたものを､ これ

は意思決定の全体の一覧性を確保するために30年にし

ておりますということで､ 破棄しないということであっ

て､ 保存期限ですから､ その点はちょっと御趣旨とは

違うのかなと思います｡

○西村 (智) 委員 それでしたら､ 次の点について伺

います｡

行政文書ファイルの管理簿についてでありますけれ

ども､ 情報公開で情報公開請求をする場合に､ ファイ

ル管理簿の上での文書の名前のつけ方が極めてずさん

であるために､ これが役に立たないという指摘を受け

ておると思います｡ 私たちでも､ ヒアリングをする中

でそういうお話を承りました｡

ファイルの名前と管理簿上の名前を一致させておか

なければ全く役に立たないというふうに考えておりま

すけれども､ 今後そういった問題が発生しないために､

具体的に内閣府ではどういう対応を考えておられるの

か､ 具体的な対応策をお答えください｡

○増原副大臣 御指摘のようないろいろな問題につき
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まして我々も重々承知をいたしております｡

したがいまして､ 今のような御指摘を踏まえまして､

新たな公文書管理法のもとでは､ 国民へのわかりやす

さを意識したファイル名の設定など､ 行政文書ファイ

ル管理簿の記載方法につきまして､ 先ほど来申し上げ

ておりますが､ 委員会の審議､ 調査も経ましてマニュ

アル等で定めてまいりたい､ そのように考えておりま

す｡ 国民によりわかりやすく､ アクセスしやすいよう

な形にしてまいりたい､ そのように考えております｡

○西村 (智) 委員 またここから先も検討なんですね｡

具体的な問題がわかっておられるのに､ また有識者会

議の最終報告などを受けて検討ということでは､ とて

も､ 政府の国民に対する説明責任を果たそうという姿

勢が欠けているのではないかというふうに指摘をさせ

ていただきたいと思います｡

○増原副大臣 西村委員､ それは違うんじゃないでしょ

うか｡ 今現在そういったような問題がある､ したがっ

て､ このたび新たな法律をつくって､ きちっとしたも

のをつくっていこうということでありますから､ ちょっ

とそれは委員の御指摘とは違うと思いますよ｡

やはり､ 国民から見てわかりやすく､ どのように持っ

ていくかということですから､ 私が答弁申し上げたの

は｡ 国民の期待にこたえていないという御指摘は､ ちょっ

とそれは私はいただけないと思います｡

○西村 (智) 委員 先ほど来､ 今後検討しますという

御答弁が非常に多いわけですよ､ 行政文書の定義につ

いても｡ しかし､ 本来､ 有識者会議の最終報告がここ

まで出ていて､ しかも法律案を出されているわけです

から､ できる限りこの法案の中で法定化をして､ 本当

にこれで政府は説明責任を果たすんだという姿勢をもっ

と強く打ち出すべきであるというふうに私は考えてい

るんです｡ ですから､ そういう点から先ほどのことは

申し上げました｡ これは副大臣にも御理解をいただき

たいと思います｡

次に､ 最終報告の９ページと10ページ目､ 移管と廃

棄についての記載がございますので､ その点について

伺いたいと思います｡

最終報告の中で､ 移管と廃棄については､ ｢移管・廃

棄基準の具体化・明確化を図り､ 移管基準に適合する

ものについては､ 原則移管とするとともに､ 公文書管

理担当機関の判断を優先する仕組みを確立する｡｣ とい

うふうに記載をされています｡ この点について､ 政府

の認識はいかがでしょうか｡

○増原副大臣 本法案につきましては､ 歴史資料とし

て重要な公文書はすべて移管する､ 第５条５項及び第

８条１項､ これを明確に規定いたしております｡

また､ 確実な移管､ 廃棄の措置を担保するために､

あらかじめ移管または廃棄の措置の設定を行います｡

これは５条第５項です｡

当該措置につきまして行政文書ファイル管理簿に記

載され､ これは第７条であります､ 定期的に内閣総理

大臣への報告が行われるとともに､ 公表も行います､

第９条｡ さらには､ 改正行政機関情報公開法第22条１

項となっております｡

さらに､ この報告等によって移管､ 廃棄の設定に問

題があると考えられる場合には､ 内閣総理大臣が実地

調査や勧告を行い､ 改善を行っていく､ 第９条３項､

第31条となっております｡

これらの措置により､ 公文書管理担当機関の判断に

沿った適正な移管､ 廃棄の措置が講じられるもの､ そ

のように考えております｡

○西村 (智) 委員 要約いたしますと､ つまり政府案

では､ 行政機関の長が政令で定めるところによって移

管をして､ それ以外のものは廃棄する､ こういうこと

になっているわけですね｡ 有識者会議が求めていたの

は､ 公文書管理担当機関の判断を優先する仕組みをつ

くるということであったはずです｡ ですので､ そういっ

たことからいたしましても､ 公文書担当機関､ これは､

担当大臣ないしは内閣府などに置いた場合は内閣総理

大臣ということになるんだと思いますが､ 公文書管理

担当機関がチェックする仕組みにすべきではないか｡

私たち民主党の考えでは､ 当面､ 公文書管理につい

ては政治的なリーダーシップが必要だと考えますので､

内閣総理大臣に移管､ 廃棄の最終責任を負ってもらう

というふうに考えているんですけれども､ 政府案では

そのようなことは検討されなかったんでしょうか｡ な

ぜ公文書管理担当機関がチェックする仕組みにしなかっ

たんでしょうか｡

○増原副大臣 委員御指摘の公文書管理機関というの

は､ 内閣府も入れば公文書館も入ればあるいは公文書

管理委員会も入ります｡ ある意味では､ 関係省庁も全

部入ります｡ 政令できちっとルールを定めれば､ これ

は各省庁ということではなくて､ 政府全体という形に

なってまいります｡

毎年それをチェックしていく規定をこのたび入れて

おります､ 先ほど申し上げましたように｡ 内閣総理大
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臣への定期的な報告､ さらにそれを受けて､ もちろん

それも公表いたしますが､ さらに実地調査や勧告､ こ

れを行うことにいたしておりますので､ 実質的にそれ

は担保できるというふうに考えたものであります｡

○西村 (智) 委員 今のは大変苦しい答弁だったと思

いますね｡ 公文書管理担当機関というのが政府全体と

いう説明は､ 今初めて私伺いました｡ 公文書管理担当

機関のあり方については､ 有識者会議の中でもこれと

いった結論は実は出ていません｡

私たちもいろいろ考えました｡ 公文書管理庁という

独立した庁を置くか､ それとも内閣府の中に局とか置

くか､ 外局として置くか､ 担当大臣を置くか置かない

かということまで含めていろいろ考えてきたんですけ

れども､ これは政府全体で各行政機関の長で任せてき

たから､ 今のように文書があるとかないとか､ それか

ら勝手に捨てられてしまったとか､ 保存期間前なのに

捨てられた文書もありましたね､ たくさん｡ こういっ

た問題が起きているわけであって､ だからこそ有識者

会議は公文書管理担当機関がきちんとチェックする仕

組みにしなさいよということを言っていたはずなんで

すよ｡

そういったことからいたしますと､ 今の答弁という

のは非常に理解に苦しむんですけれども､ ですから､

ここは私たちの主張としては､ やはり内閣府の中にき

ちんと庁なりを置いて､ 最終的に総理が最終責任をとっ

て移管､ 廃棄を行うという仕組みにすべきだ､ この主

張だけはさせていただきたいと思います｡

次に､ 移管後の利用についてなんですけれども､ こ

れも有識者会議最終報告の10ページから11ページで､

こういうふうに書かれていますね｡ ｢一般の国民や海外

からの利用がまだまだ十分とは言えない｡｣ というふう

に指摘をされております｡

この点について伺いたいと思うんですけれども､ 一

般の国民や海外からの利用がまだまだ十分ではないと

いうことからいたしますと､ 公文書というのは､ 国民

共有の財産であるのと同時に､ これからデジタルアー

カイブということにもなってくるでしょうから､ 海外

からのアクセスを容易にするということは必要だと思

いますし､ 公文書管理において国際的な知見というの

も大変貴重､ 重要だと思っております｡

国際的には､ 既に､ 利用制限は原則として30年を超

えないといういわゆるマドリッド原則があるんですけ

れども､ これをきちんと記載して､ この移管後の利用

促進というものを図るべきではないかというふうに考

えます｡ この30年原則を法定化することについての是

非､ 法定化されておりませんけれども､ 法定化すべき

であると私は考えておりますが､ この点についての意

見を伺います｡

○増原副大臣 西村委員の御質問は二つあったと思い

ます｡ 一点は､ 要は､ 移管後の利用について､ 一般国

民含め､ 海外も含めて､ より強力に推進すべきではな

いかということと､ マドリッド原則ですか､ その30年

ルールというのをどのように考えておるか､ 日本もす

べきではないか｡ 二点あったと思います｡

一点目につきましては､ 利用者にとっては行政手続

法の関係規定が適用されるわけでありますので､ 利用

制限に関する不服申し立て､ 取り消し訴訟といったよ

うな手当ても既に用意してございます｡ それから､ 海

外の場合になりますと､ どうしてもデジタルアーカイ

ブズが非常に重要になってくるということでございま

すので､ この点についてはしっかりこれからもやって

いきたいというふうに考えております｡ これは法の第

23条の方に位置づけております｡

それから､ 国際ルールの30年ということであります

が､ 先生御指摘の部分は､ ICA のマドリッド大会､

1968年の部分だと思いますが､ 文書閲覧開始まで30年

を超えないものとすべきであるとの勧告が出されてお

ることは私どもも承知しておりますが､ 30年たったら

一律に全面公開するということは､ それは必ずしも､

実務的なケース､ いろいろな各国のケースを見ても､

そのようになっているわけではございません｡

本法においては時の経過を踏まえる規定を置いてお

りまして､ これによってこれからさらに積極的な公開

を行っていきたい､ そのように考えております｡

ちなみに､ ICA でありますが､ これは､ いわゆる国

際機関というよりも､ 国際公文書館会議ですね｡ です

から､ 国連のもとにある国際機関というわけではあり

ませんで､ また､ 各国によってもその取り扱いはいろ

いろあるということを申し上げておきたいと思います｡

○西村 (智) 委員 戦後の外交史を知る上で､ 私たち

日本人が､ 日本で公開される日本の行政文書によって

知るのではなく､ アメリカで公開されるアメリカの行

政文書によって知ることができるのはなぜかといえば､

やはりここが違いなんだと思うんです｡ つまり､ 30年

原則というのをきちんと踏まえて､ アメリカは､ 年月

がたったからということで公開をする｡ しかし､ 日本
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は相も変わらず､ やれいろいろな障害があるとかなん

とか理由をつけて､ なかなかそういった分野での情報

というのは公開されていかないんですね｡ ですから､

このままでいけば､ やはり政治的な意思といいますか､

今回､ 公文書管理法ができるんだ､ 法案が出ているん

だということをきっかけにして行政文書の情報公開を

進めるんだという本当に強い意思がないと､ この点は

やはり前に進んでいかないんだと思うんですよ｡ です

から､ ここは私としては強く主張したいと思います｡

ぜひ､ この30年原則を踏まえて､ より適切な公文書の

管理と情報公開はやるべきだというふうに考えます｡

今の副大臣の答弁では､ 私は､ 正直言うと納得はして

いないんですけれども､ その点を主張させていただき

ます｡

次に､ 同じく移管後の利用について､ 第16条の関係

で伺いたいと思います｡ 法案の第16条では､ ｢特定歴史

公文書等｣､ つまり､ 行政文書の中から歴史公文書が選

択をされて､ その中から国立公文書館に移管されたも

のが特定歴史公文書等ということになるわけですけれ

ども､ その特定歴史公文書等の利用権について記載を

されている｡ 私は､ ｢これを利用させなければならない｡｣

という16条の書きぶりは非常に評価をいたしておりま

す｡

ただ､ この１のハとニのところなんですけれども､

政府案では､ ｢公にすることにより､｣ ちょっと省略を

いたしますけれども､ ｢おそれがあると当該特定歴史公

文書等を移管した行政機関の長が認めることにつき相

当の理由がある情報｣ はそこから除くことができると

いうふうに書かれているわけですね｡

一方では利用原則､ やはり国民に対する説明責任を

果たさなければならないというふうに考え､ 利用原則

というものを掲げていながら､ 一方で､ こういうおそ

れがあるというふうに当該の行政機関の長が認めるこ

とにつき相当の理由がある情報は利用できませんよと

いうのは､ ある種これは非常にきつい利用制限なので

はないかというふうに考えるんですけれども､ ここの

ところは改めるべきではないか｡ つまり､ 行政機関の

長がおそれがあるかどうかということを判断するとい

う､ その判断の主体は削除すべきではないかというふ

うに考えていますが､ いかがでしょうか｡

○増原副大臣 要は､ その ｢相当の理由｣ に全部尽き

るんだろうと私は思っておりますが､ 外交文書あるい

はいろいろなジャンルの文書によっていろいろ違いは

出てくるんだろうと思いますけれども､ できるだけそ

ういうものはやはり制約すべきではないかと私は思っ

ております｡

そして､ 先ほどもいろいろありましたけれども､ 要

は､ 有識者会議の報告でも､ 合理的な理由とか､ ある

意味ではそういう一般論､ 抽象論がついている｡ そこ

のところをより具体的にどう落としていくかというこ

とではないかと思っております｡ 特に､ 外交とか犯罪

とか､ 将来予測等の専門的､ 技術的な判断､ こういっ

たものが必要になってくるということになりますと､

やはり現在の情報公開法と同様に､ これらに知見のあ

る行政機関の長の第一義的な判断を重視するという規

定ぶりとしたところであります｡

○西村 (智) 委員 おそれがあるものはあるでしょう｡

それは私も認めます｡ 例えば警察あるいは外務省の情

報､ 防衛省の情報､ 出せないものもあると思います｡

しかし､ それを判断する主体がなぜその当該の行政機

関の長なのか｡ 別の主体が判断してもいいと私は思う

んですね｡ 当然のこと､ 担当の行政機関から意見は聴

取はしますよ｡ 意見は聴取しつつ､ だけれども､ 判断

を主体的に行うのは､ その行政機関の長ではなくて､

別の機関が行う｡ それは､ 公文書管理委員会というも

のに意見を聞いてもいいでしょうし､ また､ その担当

課などが意見を聴取して､ 判断するという手段もある

と思いますけれども､ ここのところは､ やはりここの

ところを削除しないと､ 一方で利用原則があるのにそ

の利用を制限するという､ 何といいますか､ 冷房と暖

房を一緒につけるような､ そういうような極めておか

しな話になっているわけですから､ ここのところは改

めるべきだと思います｡

次に､ 先に進みますが､ 統一的管理について伺いた

いと思います｡ これも最終報告の中でありますけれど

も､ 12ページから13ページにかけて､ ｢統一的管理の推

進｣ と記載をされています｡ その中で､ ｢公文書管理担

当機関が､ 基準の設定・チェック等により適切に関与

する仕組みとする｡｣ というふうに記載をされているの

と同時に､ ｢保存期間満了時の移管・廃棄の扱いについ

て､ 公文書管理担当機関が定める統一的基準に基づき

一次的な評価・選別を行う､｣ となっております｡ 政府

としては､ この点､ どういうふうにお考えでしょうか｡

つまり､ 文書管理の際の基準の設定について､ 行政

機関の長が定めることが望ましいとお考えか､ それと

も､ 公文書管理担当機関が統一的に定めることが望ま
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しいか､ これはどちらと政府は認識しておられるので

すか｡

○増原副大臣 私ども､ 本法案では行政文書に関する

統一的な管理ルール､ 作成は４条､ 整理が５条､ 保存

が６条､ それから行政文書ファイル管理簿は第７条で

あります､ 移管または廃棄は第８条でございますが､

これについての具体的なルールについては政令で定め

るということになっております｡ 当然のことながら､

これは内閣府が主導して統一的な基準をつくってやり

ますということであります｡

その上で､ 各省庁の行政文書管理規則､ いわゆる省

令になると思いますが､ ｢行政文書の管理が第４条から

前条までの規定に基づき適正に行われることを確保す

るため､ 行政文書の管理に関する定め｣､ いわゆる行政

文書管理規則､ これを設けなければならないと第10条

１項で規定しております｡ したがいまして､ その統一

ルールの範囲内で各省庁が定めるということになって

おるものでございます｡

○西村 (智) 委員 私の質問は､ 基準は行政機関の長

が定めるのが望ましいと思うか､ それとも統一的な基

準として公文書管理担当機関が定めることが望ましい

か､ どちらですかと伺ったんですよ｡ どちらですか｡

○増原副大臣 これは､ 先ほど申し上げましたように､

政令をつくるときも､ 当然のことながら公文書管理委

員会の方に諮問をして､ そこできちっと協議をし､ そ

してそれをもとに政令を作成していくということにな

るわけでありまして､ 内閣府も今先生御指摘の公文書

管理機関でありますし､ 公文書管理委員会､ これも公

文書管理機関ということになっておるわけでありまし

て､ そこのところはどれがどれというわけではない､

私どもの案は｡ 広義でいえば､ それは公文書管理機関

であります｡ 先ほど私が申し上げたところであります｡

そういう意味で､ 西村委員の御指摘､ 非常に､ 何か別

の公文書管理庁というようなものがあって､ そこだけ

が専権的に公文書を管理している公文書管理機関であ

るというふうに定義づければ､ 今の西村先生のような

頭の整理になるのかもしれませんが､ 我々としては､

先ほど来申し上げているように､ 内閣府が主導して公

文書管理委員会に諮問をして､ その意見を聞いて､ 内

閣全体として政令を定めていく､ 統一ルールは政令の

レベルで定める｡ そして､ 各省庁それぞれ特別なこと

もあると思いますが､ この規則､ 今度は省令でそれを

さらに裏打ちしたものをその統一ルールの範囲内でつ

くっていく､ このような構成にいたしております｡

○西村 (智) 委員 民主党は､ この点については､ 行

政文書管理規則は､ 今回は内閣総理大臣が責任を持っ

て､ しかも､ 各行政機関に今までのように､ そして政

府案のようにお任せをする形ではなくて､ 内閣府令と

いう形で横ぐしをより強力に刺す｡ 今までそれはでき

てこなかったわけですから､ 今回､ 公文書管理法案が

提出されたのに合わせて､ やはりここはもう少し強力

に横ぐしを刺していく｡ ですから､ 内閣府令で定める

必要があるのではないかと考えております｡ ここもこ

の法案の非常に重要なポイントの一つであります｡ こ

の点について､ もう一回副大臣に見解を伺いたいと思

います｡ 先ほど私は､ どっちが望ましいと思いますか

と伺ったんですよ｡ 政府案の説明は十分､ もう二回も

聞きましたので､ 理解をいたしました｡ どちらがつく

るのが望ましいというふうにお考えですか｡

○増原副大臣 こういう場で個人的見解を申し上げる

のはなかなか難しいのでありますが､ 要は､ やはり､

このたびの法案で関係省庁も非常にその責務をきつく

いたしております｡ また､ 内閣府､ 内閣総理大臣､ そ

れとの､ 調査や勧告や､ そういった行き来もある｡ か

なり全体を厳しくしている状況であります｡ そういう

ときに､ 私どもが提案しているのは､ 一つの統一的な

ルールを政令でつくって､ あと､ 各省庁個別事情があ

ると思います､ 外務省､ 防衛省､ あるいは国家公安委

員会とかあると思います､ そういうところはそういう

ところで､ 今度はそれぞれの特色を加味したものをつ

くっていくというふうになるんだと思うんです｡ 先生

御指摘のように､ 政令だけではなくて省令も府令も全

部内閣府で一たんつくって､ あと､ 関係省庁がそれ以

外のものをつくりたいのであれば個別に協議に来なさ

いというふうなことになるのかな､ 先生の御意見です

と｡ 多分そういうことになるんだと思うんですけれど

も､ 当然､ その場合も公文書管理委員会の意見を全部

聞いてやっていくことになると思うんです｡ 我々は今

この法案を出しております｡ 個人的には､ どちらがよ

り整合的であるかどうか､ ちょっと考えなくてはいか

ぬところもあると思いますが､ ぜひ私どもの現在の立

場を御理解賜ればと思う次第でございます｡

○西村 (智) 委員 非常に誠意のある御答弁ありがと

うございました｡ ぜひ､ できれば一緒にその点につい

てはこれからも議論させていただければなというふう

に考えております｡
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行政文書の管理規則について､ 今度は IT 化に向け

た方策の関連で伺いたいと思います｡ 最終報告の17ペー

ジに､ ｢IT 化への対応｣ ということで､ ｢公文書管理担

当機関は､ 紙文書と電子文書を通じた統一的な基準を

定める｣ というふうに書かれているんですけれども､

これも行政機関の長に任せることになるのでしょうか｡

私はやはり､ 統一ですから､ 内閣でやるべきではない

かというふうに考えております｡ この点が第一点と､

あわせて次の質問を一緒に伺いますが､ 実は著作権法

の関係です｡ IT 化については､ この後､ 逢坂委員の方

からも質問があると思いますけれども､ デジタルアー

カイブがこれから進展していきますと､ 著作権の問題

が発生してくると思うんですね｡ つまり､ 著作権が発

生するものが出てくる｡ 一方で､ これは国立公文書館

に移管されているわけですから､ 特定歴史公文書等と

して扱われるとなりますと､ この扱いをどうするかと

いうのは極めて難しい問題になってくるのではないか

と思います｡ これは､ ですから､ その説明責任という

こと､ 利用原則というものを考えたときには､ 公文書

として優先されることになるのかなというふうに考え

るんですけれども､ この点についてはどのように検討

されておられますか｡

○増原副大臣 前者の点につきましては､ これから我々

は十分､ 内閣府としまして､ 全体を統制と言ってはお

かしいですけれども､ 調整していく上では､ ある程度

積極的に意見を申し上げていきたい｡ さらには､ 恐ら

く受けることになると思います､ 公文書管理委員会が

ございますので｡ 当然､ 内閣総理大臣の調査やあるい

は勧告という権限もあるわけですから､ そういうもの

を利用して充実を図っていきたいということでありま

す｡

後者の点につきましては､ いわゆる例外的なケース

としまして､ 特定歴史公文書等に著作物が含まれてい

た場合でありますが､ 当該著作物についてのみ､ それ

らの複製権とか公衆送信権との関係が論点になり得る

というふうに考えております｡ これは著作権法の第21

条､ 23条あたりであります｡ この取り扱いにつきまし

ては､ これから関係省庁とも十分よく相談していかな

くてはいけない､ こういう事項でありますが､ 方向性

としては､ できるだけ前向きに持っていくべきである

というふうに考えております｡

○西村 (智) 委員 ありがとうございます｡

次に､ 最終報告の20ページ､ 先ほどからも出ておりま

した公文書管理担当機関のあり方についてであります｡

有識者会議は､ この公文書管理担当機関に､ いわば司

令塔としての役割を果たせというふうに言っているん

ですね｡

では､ 政府案としては､ この公文書管理担当機関の

役割や機能などの強化についてどういうふうにお考え

になっておられるのか､ 司令塔としての役割を担うに

足る組織形態や機能､ 権限の付与のされ方となるのか

どうか､ なっているのかどうか､ そこを伺います｡

○増原副大臣 行政全体の司令塔という意味では､ 今

参議院で審議をいただいております消費者庁の設置と

いうのがございまして､ これは200人余りで司令塔的機

能を果たすというので､ いろいろ､ 各党の御理解を得

ながら､ 今その審議をしていただいております｡

本件についてもそのような御意見を民主党の方々が

お持ちであるということは我々も聞いておりますが､

公文書管理担当機関のあり方につきましては､ ライフ

サイクルを通じた統一的な､ かつ効率的な文書管理を

実現するため､ ここがポイントだと思いますが､ 本法

案では､ 政府における公文書管理に関する事務を内閣

府に一元化しておる､ そういうことにいたしておりま

す｡

また､ 国立公文書館が行政文書を含む歴史公文書等

の保存に関し専門的な知識を持っておりますので､ そ

の助言を行えるようにすること､ これが国立公文書館

法の第11条､ これもあわせ改正することにいたしてお

りますけれども､ あるいは内閣総理大臣が国立公文書

館に実地調査等を行わせることができるようにする､

内閣総理大臣の調査権を国立公文書館に委託しまして

それを行うということでございますが､ そういうこと

をするなど､ 内閣府が国立公文書館と連携して､ その

専門的な知見を生かしながら公文書管理に当たる､ そ

ういう意味ではいわゆる司令塔ということになってお

ります｡

○西村 (智) 委員 聞くところによりますと､ 内閣府

の中に置かれるのは担当部局､ いわゆる課レベルだと

いうふうに聞いておりますし､ また､ 先ほど国立公文

書館の知見を生かしてというふうにおっしゃいました

が､ 国立公文書館の職員は､ 今､ 42名ですよね｡ 他の

国の公文書館の例えば数百人規模とか数千人規模とか

いうのからいたしますと､ これで本当に日本の公文書

管理はできるのかというような､ 大変情けない状況な

んです｡ ここのところは私たちも､ やはり専門職の養
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成､ 育成は非常に大事だと考えておりまして､ そこは

目標数値などをきちんと入れて進めていくべきだと考

えておりますし､ また､ あわせて､ 本来だったら私た

ちはやはり公文書管理庁というのを目指していくべき

だと思いますが､ 同時に､ その行政機関の中で仕事を

する職員一人一人に対する研修､ これはきちんと行う

必要があると考えております｡ しかし､ 今回の法案の

中にはそういったことは何も書かれていないのは不満

なんですけれども､ そういうふうに考えております｡

もう一つ､ この有識者会議の中で､ 公文書管理担当

機関に関連して､ 組織のあり方として､ 国立公文書館

を現在の独法形式から特別の法人とすべきであると｡

つまり､ 今も国会や裁判所などの記録は移管できると

いうことになっておりますけれども､ この移管は進ん

でいません｡ ですから､ 特別の法人として､ そのよう

な政府とのいろいろな連携､ そしてまた､ 司法府､ 立

法府からの文書の移管ということをよりスムーズに進

めるために特別の法人にするということについて最終

報告の中でも提起をされているわけですけれども､ こ

の点について政府としてはどうお考えですか｡

○増原副大臣 御質問は二つあったと思います｡ 一つ

は､ その体制が十分であるかどうか｡ これは消費者庁

の場合もいろいろ議論になりまして､ いろいろな御意

見があったと思います｡ この行財政改革を非常に厳し

くやっているときにどうかという議論もありますが､

私はやはり､ 今の体制は極めて､ 必要最小限にすぎな

いといいましょうか､ これからもう少しこういった分

野について強化をしていかなくてはいけない､ そうい

う分野だというふうに思っております｡

それから､ 特別の法人でありますが､ あの有識者会

議の報告では恐らく､ 恐らくというよりも､ 行政の公

文書だけではなくて､ 立法府そして司法府､ これも入

れた全体､ 国民から見ればもちろんその方がいいんだ

と思います｡ 一覧性がある､ そこに行けば､ アプロー

チすれば全部そこで見られる､ こういうことを前提に

したものをつくれという御趣旨なんだろうと思います｡

そうした中にあって､ 我々もいろいろやってまいり

ましたけれども､ 政府側としましては､ 立法府､ 司法

府からの文書の移管に関する協議機関の設置の是非に

つきましては､ それぞれ立法府､ 司法府の事情や判断

もあることから､ 三権分立の観点から見て､ 内閣の提

出法案の中に､ 協議機関を設置し両府の参画を義務づ

ける､ この規定を入れるということは難しかったとい

うことでございます｡

それぞれ独立の三権分立になっておりますので､ こ

のために､ 本法案では立法府､ 司法府との間の協議機

関を法定することはしなかったこと､ その結果として､

特別の法人ではなく独立行政法人になったというとこ

ろでございまして､ 御指摘の点､ 我々も十分わかって

おりますので､ 引き続き､ これからもいろいろ立法府､

司法府との協議も続けてまいりたい､ そのように考え

ております｡

○西村 (智) 委員 時間からすると最後の質問になる

かと思いますけれども､ 10年前の行政情報公開法が施

行されたとき､ 実は､ 行政情報公開法の施行目前に霞

が関から大量の文書が廃棄されたということが市民団

体の調査などによってもわかっております｡ 物すごい､

何倍にも膨れ上がっているんですよね､ その数字､ ト

ン数で見ましたら｡ こういったことが今回も起きない

ようにという願いを持って質問をさせていただきたい

と思います｡

上川前担当大臣が､ 平成20年の３月の時点で､ 有識

者会議の議論を行っている間､ 当分の間は､ 保有する

行政文書の廃棄を一たん中止していただきますようお

願いしますと､ これは閣僚懇談会において発言をされ

ておられます｡ 小渕現大臣は､ 平成20年の11月に､ こ

の最終報告がまとまったことに関連して､ ｢今後の行政

文書の管理に関する取組について｣ ということで､ ｢行

政文書・公文書等の管理・保存に関する関係省庁連絡

会議申合せ｣ ですか､ ここにおいてペーパーを出され

ておられるようでありますけれども､ これがどう担保

されているのか｡ これは適正に､ 行政文書の作成につ

いて､ 保存期間の設定について､ 保存場所について､

あるいは延長､ 移管または廃棄についてということで､

事細かく各省庁にお願いをされておられますけれども､

これが本当に担保されているのかどうかということに

ついてはどう確認をされるのでしょうか｡

ここで､ ぜひ大臣からは断言をしていただきたいん

です｡ 情報公開法の施行前のように､ 霞が関からあん

なに大量に､ 一気に文書が消えるようなことは､ 私の

責任においてありません､ しませんということをぜひ

言っていただきたいんですけれども､ いかがでしょう

か｡

○小渕国務大臣 御指摘のように､ 昨年の11月に閣僚

懇談会におきまして､ この有識者会議の報告を踏まえ

て法案化の作業を進めていくということ､ そして､ 法
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制化を待たずに取り組めるものについては､ 各府省の

移管､ 廃棄の判断に関しては速やかに対応していただ

きたいということ､ また､ 職員の意識改革､ 積極的な

文書の移管の協力要請などにつきまして発言をさせて

いただきました｡ これを受けまして､ 11月の25日に関

係省庁の連絡会議が開催され､ ｢今後の行政文書の管理

に関する取組について｣ の申し合わせが行われました｡

そして､ 現在､ 各府省では､ この申し合わせに基づ

き､ 行政文書の作成から移管､ 廃棄に至るライフサイ

クルに沿った文書管理の徹底の取り組みを進めておる

ところであります｡ また､ この申し合わせにつきまし

ては､ その取り組み状況について毎年度内閣官房が調

査を行い､ 結果を公表することとなっておりまして､

現在､ 昨年度の状況について調査､ 集計を行っている

ところであります｡ この結果がまとまり次第公表をさ

せていただきますが､ 大体本年の７月中を目途に公表

できるように作業を進めておるところであります｡

委員が御指摘のように､ 前回の轍を踏まないように､

今回の法律整備前にそのような廃棄が行われることの

ないように､ 徹底して関係省庁に発言してまいりたい

と考えております｡

○西村 (智) 委員 最後に､ 今回の公文書管理法の制

定プロセスというのも､ 私は､ これは後世に残す極め

て貴重な資料としていろいろ残していくべきだろうと

思います｡ きのうファクスで送っていただいたこの文

書､ 上川前大臣の閣僚懇談会での発言､ そして小渕現

大臣の閣僚懇談会での発言等も､ これも貴重な発言で

ありますので行政文書として定義されるべきものだと

思いますけれども､ その点について１点伺います｡

２点目は､ これからつくられる政令､ そしてさまざ

まな規則の制定過程も､ きちんと後から合理的に裏づ

けできるように､ まさに他の省庁のお手本になるよう

なファイル作成､ そして管理､ 公開というような､ ま

さに他の省庁のお手本になるような取り組みを進めて

いただきたいと思いますけれども､ この点についてい

かがでしょうか｡

○小渕国務大臣 委員の御指摘は､ まさにもっともな

お話であるかと思います｡ この法律の趣旨というもの

は､ その意思決定の過程をしっかりと行政文書として

適切に作成､ 管理をしていくということでありますの

で､ この法律につきましての意思決定過程もしっかり

と文書として管理をしていきたい､ そして､ 委員の御

指摘のように､ 各省庁の今後のモデルケースとなるよ

うに努めてまいりたいと考えております｡ (西村 (智)

委員 ｢これはどうですか､ 閣僚懇談会｣ と呼ぶ) それ

も含めてしっかりと管理をしていきたいと考えており

ます｡

○西村 (智) 委員 時間になりましたので､ 終わりま

す｡ ありがとうございました｡

○逢坂委員 民主党の逢坂誠二でございます｡ それで

は､ 一時間､ よろしくお願いいたします｡ 最初に､ お

手元に資料を配らせていただいておりますが､ 届いて

おりますでしょうか｡

１枚目の資料でございます｡ ｢諸外国における公文書

館の制度と現状｣ ということで､ 国会図書館におまと

めをいただいた資料でございます｡

もう既に御案内のことというふうに思いますけれど

も､ 諸外国に比べれば非常に日本の公文書管理は手薄

である､ しかも､ けたを外れて手薄であるというふう

に感じているわけですが､ まず小渕大臣にお伺いした

いんですけれども､ 日本の公文書管理の現状について

どういう認識をお持ちになっておられますか｡

○小渕国務大臣 御指摘の点でありますけれども､ 我

が国におきまして､ 今､ 行政文書のライフサイクルを

通じた管理や歴史公文書の保存､ 利用について統一的

に定めたルールがなく､ また､ この管理に当たっても

専門的な知見を生かすような仕組みというのが整って

いない状況でありまして､ 委員が御指摘のように､ 諸

外国から比べますとかなり手薄な状況であるかと思っ

ております｡

しかし､ 公文書は､ 民主主義の根幹を支える基本的

なインフラでありまして､ 国民に対する説明責任を果

たすために必要不可欠な､ 国民の貴重な共有財産であ

ります｡ これを適切に管理をして後世に伝えていくこ

とは国の重要な責務でありますので､ しっかりとした

ルールや仕組みを定めるためにこの法律を提出させて

いただいたところであります｡

○逢坂委員 民主主義のインフラだという言葉がござ

いましたけれども､ まさにそのとおりなんですね｡ 実

は､ アメリカの公文書館の館長がこういうことを言っ

ているんです｡ 公文書館は､ 社会がどれだけ民主的で

あるかをはかるバロメーターになるんだ､ 公文書館は､

アメリカが百年後も民主的な社会でいられるかどうか

のかぎを握っている､ 公文書館の衰退は民主主義の衰

退を意味するとまで言い切っているわけですね｡ すな
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わち､ 日本の現状､ 公文書館の職員が42名､ 本棚の延

長が48キロだと｡ 翻ってアメリカは､ 職員2500名､ 書

架の延長930キロ｡ 日本の場合は､ 衰退どころか､ この

アメリカの公文書館の館長の言葉をかりるならば､ ま

だ民主主義の芽生えすらできていないというふうに､

この公文書管理の面を見ると言わざるを得ないわけで

す｡

やはり､ 主権者である国民が主体的に物を判断し､

考えて､ 行動していくためには､ その物を判断し､ 考

え､ 行動していくもとになる情報というものが適切に

提供されていなければいけないわけです｡ ところが､

そこが日本の国はまだ全く不十分だというのが今の現

状ではないかと思うんですね｡

もちろん､ アメリカは､ これは非常に進んでいる国

だから､ 2500名は､ 逢坂さん､ それはアメリカだから

特殊なんだというふうに言うかもしれないが､ イギリ

スでも580人の職員､ 書架の延長176キロ､ あるいはド

イツでも800人の職員､ 書架の延長が300キロというふ

うに､ やはりけた外れに大きいわけでございまして､

ぜひ､ この分野についてはどんどんやはり力を入れて

いかなければいけないというふうに私は思っておりま

す｡

そこで､ まず最初に､ 議論に入る前に内閣府にちょっ

と確認しておきたいんですけれども､ 今､ 公文書管理

担当機関､ 公文書管理担当機関という言葉が何度も出

てまいりましたけれども､ 今回政府が提出している法

案における公文書管理担当機関というのはどこのこと

を指しておりますか｡ ちょっと説明いただけますか｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

公文書管理担当機関でございますけれども､ 先ほど

の答弁にもございましたように､ まず､ 現在は､ 現用

文書は総務省の行政管理局､ そして歴史公文書は国立

公文書館を所管する内閣府というふうに分かれており

ますので､ それを一元化していく､ これがコアでござ

います｡ そういうことで､ 新たに設けられます内閣府

の行政機関､ そして専門的知見を有する国立公文書館､

そして有識者の意見をお聞きする公文書管理委員会､

この三者が中核になって､ 各省とも協力しながら適切

な文書管理を推進していくというのが本法案の趣旨で

ございます｡

○逢坂委員 では､ その認識を踏まえた上で､ 条文､

それぞれの中身をちょっと議論していきたいと思うん

です｡

まず､ 私､ 今回の法案の目的規定を読みまして､ ちょっ

とやはり残念だなというふうに思いました｡ と申しま

すのは､ これをストレートに読むと､ やはり､ 政府が

決める公文書というある種の範囲､ それに基づく説明

責任が全うされるということだけが一つの目的になっ

ているわけですね｡ しかしながら､ 先ほど来､ 小渕大

臣も､ 公文書というのは国民共有の財産だという話が

ございました｡ あるいは､ 知る権利というものについ

ては裁判上の定義はまだ必ずしも十分ではないけれど

も､ やはり主権者である国民が主体的にその公文書を

利用できるということは､ 私はこれは非常に大事なこ

とだと思うんですね｡ 公文書管理は何のために行うか

といえば､ それは､ 政府が説明責任を全うするために

行うこともこれまた一つの理由でありますけれども､

国民が､ 政府の意思とは関係なしに､ 自由にその情報

を活用できるということも､ これは大事なことなわけ

ですね｡ 政府の一方的な上意下達的な説明だけでは私

は十分ではないというふうに思うわけです｡

そこで､ お伺いしたいんですけれども､ 上川前大臣

も､ 公文書は国民共通の財産だとおっしゃっておられ

る､ 今小渕大臣もそうおっしゃっておられるのに､ な

ぜそれを盛り込まなかったのかということが一つと､

もう一つ､ 知る権利という言葉を盛り込むか盛り込ま

ないかはいろいろ議論のあるところでありますけれど

も､ 先ほど私が説明したように､ 主権者である国民が

主体的に利用すべきというような言葉を盛り込むこと

で､ 法律上の知る権利のいろいろな議論を飛び越えて､

その概念だけは体現できる､ 具体化できるのではない

かと思うんですけれども､ そのあたり､ いかがでしょ

うか｡

○小渕国務大臣 公文書に関しまして､ 国民の貴重な

共有の財産であるという点に関しては､ 私は､ 委員と

思いを同じくするところであります｡ しかし､ この財

産という用語についてでありますけれども､ これはま

た､ 法律上､ 通常､ 金銭的な価値のある権利と解され

ておりまして､ 国民の共有の財産という用語を本法案

の目的規定に用いるということはなかなか難しいと考

えております｡ また､ 知る権利についてでありますけ

れども､ 先ほど答弁をさせていただきましたし､ 委員

も御指摘のあるように､ 今､ 最高裁判所の判例におい

て認知されるに至っていないという状況であります｡

しかし､ そのような趣旨をしっかりこの法律の目的に

規定をするという意味におきまして､ あえてそのよう
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な文言を使わずとも､ 情報公開法と同様に､ ｢国民主権

の理念にのっとり､｣ また ｢国及び独立行政法人等の有

するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務

が全うされるようにする｣ という文言を用いていると

ころであります｡

○逢坂委員 まず､ 財産のことについてですけれども､

では､ 財産がだめだったら､ ほかの言葉もあるわけで

すね｡ 国民共有の資源であるとか､ 国民共有の資産で

あるとかという言い方もできるわけでありまして､ そ

れによって法の思う概念というのは十分伝わるのでは

ないかと思うんです｡ そのあたり､ いかがですか｡

○小渕国務大臣 今御指摘がありました､ 国民の知的

資源という言葉を用いたらどうであるかということで

ありますけれども､ そうしたところも全部含めまして､

この ｢国民主権の理念にのっとり､｣ や ｢国民に説明す

る責務が全うされる｣ ということをあわせて用いてい

るところであります｡

○逢坂委員 余り答えになっていないようなんですけ

れども｡ 財産という言葉が法律上難しいのであれば､

ほかの言葉を使うことは可能ではないかという問いか

けを私はしたわけでありますけれども､ 再度､ いかが

ですか｡

○小渕国務大臣 国民からの目線を意識した規定とし

ていくために､ そうした委員の御趣旨も踏まえまして､

しっかり考えてまいりたいと思っております｡

○逢坂委員 ぜひそういうところも､ これから法案の

中身を､ 我々も一緒になって､ より考えていきたいな

というふうに思います｡

それともう一つですが､ 先ほどの答弁で､ 説明責任

を全うするという話は､ 全く同感で､ それはそれでい

いのでありますけれども､ 国民が利活用するという観

点もやはり公文書管理には必要でありまして､ 後にも

議論になりますけれども､ 検索ファイルなどが非常に

使いづらいなんという話もあるわけでありまして､ や

はり国民がちゃんと利活用できるというような概念も

入れておくことが公文書管理法をより強固なものにな

らしめるのではないかと思うんですけれども､ そのあ

たり､ いかがですか｡

○小渕国務大臣 その視点もまさにおっしゃるとおり

でありまして､ 今回の公文書の法案におきまして､ そ

うした国民の利用につきまして､ 最大限､ 公文書館と

いたしましては､ 国民の利用を促進していきたいと考

えております｡ そうした趣旨におきましては､ この16

条に記述しておるところであります｡

○逢坂委員 ぜひこの二つは目的規定に検討していく

べきだというふうに私はとりあえず申し上げておきた

いと思います｡ それから次に､ やはり問題になります

のは２条の ｢定義｣ でございますね｡ 小渕大臣､ 行政

文書というのは何だと思いますか､ どういうものだと

思いますか｡

○小渕国務大臣 行政文書につきましてですけれども､

これは､ 職員が職務上作成､ 取得したものであるとい

うこと､ また､ 組織的に用いるものであり､ 当該行政

機関が保有しているものと理解をしております｡

○逢坂委員 今のは行政情報公開法の定義と一緒のこ

となわけですね｡ 今の行政情報公開法の定義で､ これ

までの公文書に係るさまざまな国会での議論や､ 国民

への説明責任というのは十分に果たされているという

ふうにお考えですか｡ いろいろな事件が起きています

ね｡ そういうことを踏まえてみて､ 公文書の範囲なん

かもいろいろ問題になっているわけでございますので､

今の定義で十分だというふうにお考えですか｡

○小渕国務大臣 先ほど申し上げました二つの定義が

確実に果たされているのであれば十分ではないかと考

えております｡

○逢坂委員 またアメリカの例を引き出して大変恐縮

ですけれども､ アメリカでは､ いわゆる起案文書に当

たるものだけではなくて､ メモ､ 電信文書､ あるいは

手書きの草稿､ あるいは電話録､ 電子メール､ これら

も公文書の範囲に含めて公開をするということをやる

ことによって､ 政府の意思形成過程がどういうもので

あったかということがよりつまびらかにわかるように

なっているわけですね｡ 今の日本のこの規定でいけば､

私は､ こういうものは必ずしも十分には入らない｡ も

ちろん､ 先ほど副大臣から答弁があったとおり､ 公文

書の定義というのはなかなか簡単なものではないのが

事実ではありますけれども､ 公文書管理の出発点はど

こかというと､ 公文書というものは何かというところ

をしっかり議論することが実は重要なんですね｡ ここ

がすべての物事の発生源でありますから､ ここの範囲

を狭めてしまうと､ どんなにいい公文書館をつくろう

が､ どんなにいい管理のシステムをつくろうが､ それ

は機能しないというか､ そもそもターゲットが狭いも

のになってしまうわけですね｡ だから､ 公文書という

ものの定義はいかなるものか､ 行政文書というものの

定義はいかなるものかということをやはり十分に議論
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しなければならないと思うんですけれども､ 大臣､ い

かがですか｡

○小渕国務大臣 政府の諸活動を国民に説明する責任

がしっかり全うされるように､ 行政文書というものを

しっかり残していかなければならないということであ

るかと思います｡ 本法案におきましては､ 行政機関の

意思決定並びに事務及び事業の実績について､ 文書作

成原則を明記しておるところであります｡ 具体的にど

のような文書を作成すべきかにつきましては､ 公文書

管理委員会において御議論いただき､ 文書作成の統一

的な基準として政令で規定することといたしておりま

す｡

○逢坂委員 必ずしも議論がかみ合っていないんです

けれども｡ ですから､ 私が主張したいのは､ 公文書と

いうものの定義はある一定の時期にこうであるという

ふうに決めることは､ それはそれでいいとは思うので

すが､ 公文書の定義について､ やはり不断の見直しを

しておく｡ 不断の見直しというのは､ 切れ目のない見

直しを常にするんだという思想がなければまずいとい

うふうに私は思います｡

それともう一つですが､ 大臣､ やはりちょっと御認

識されていないようなんですが､ それは､ 役人の書い

た答弁を読んでいるからどうしても御認識されない｡

本当は､ お心の中では御認識されているとは思うんで

すけれども､ 政府の説明責任を全うするということだ

けを何度も言うんですけれども､ そうじゃないんです

よ｡ 政府の説明責任を全うすると同時に､ 国民が自由

意思で､ その行政情報というものを知りたい､ 活用し

たいという､ そのことを保障してあげることがなけれ

ば､ それは一方通行の押しつけ的なことになってしま

うわけですね｡ だから､ そのことも含めて公文書の定

義というものが決められなければいけないと思うんで

すが､ 不断の見直しをするということについてはどう

思われますか｡

○小渕国務大臣 今お話がありましたように二つの大

事な視点があるということは十分に承知をしておりま

すし､ 国民がしっかりとそうした情報というものを知っ

ていくということについて､ こちらとしては､ その情

報を狭めていくということではないようにと思ってお

ります｡ 委員が御指摘のように､ そうした範囲を狭め

ることなく､ 今後しっかりとした議論の上で広げてい

くことの重要性については十分に承知をしておるとこ

ろであります｡

○逢坂委員 ぜひ､ 公文書の定義､ 行政文書の定義の

ところが出発点でありますから､ ここを何度も何度も

議論をしていくということが大事だと私は思います｡

これもまたアメリカの例でありますけれども､ アメリ

カでは､ 公文書とは何か､ 私文書とは何かということ

について､ 具体的な事例をもって､ これは私文書だ､

だけれどもそれ以外のものは公文書だというようなこ

とを､ 何度も何度も繰り返し議論をし､ かつまた､ そ

れを職員に周知するわけですね｡ だから､ そういう不

断の見直しが必要だということで､ ぜひ大臣にも御認

識をいただきたいというふうに思います｡

そこで､ 次でございますけれども､ 第４条 ｢作成｣

ということがございました｡ 私は､ この閣法の第４条

の ｢作成｣ の規定では十分ではないのではないかなと

いうふうに思うんですね｡ もう少し法律で具体的に書

いてもよいのではないか｡ もちろん ｢政令で定めると

ころにより､｣ というふうには書いてはおるのでありま

すけれども､ 私が役人だったら､ これを読むと､ まあ

これだったら作成しなくてもいい文書が山のように出

るなというふうにも､ 私が役人ならですよ､ 思うので

ありますけれども､ 大臣はこの規定で十分だと思われ

ますか｡

○小渕国務大臣 どういうものを残していくか､ 残し

ていかないかにおきましては､ やはりそれぞれの事案

によって異なってくるものではないかと思いますので､

統一的なルールを決めてこちらに書き込むということ

がなかなか難しいのではないかと思っております｡ そ

れにつきましては､ 先ほど申し上げました公文書管理

委員会によって具体的に議論をしていくことになるか

と思っております｡

○逢坂委員 私は､ 最低限やはり､ これは有識者会議

でも何度も出ていることでありますけれども､ 意思決

定に至る過程を合理的に跡づけることができるように

するとか､ あるいは､ 例えば閣議だとか関係行政機関

の長で構成される会議または省議の決定､ 了解及びそ

の経過みたいなものは必ずちゃんと残すとか､ あるい

は､ 複数の行政機関による申し合わせ､ 打ち合わせ､

あるいは行政機関に示す基準の設定みたいなもの､ あ

るいは地方に対していろいろと指示をしているような

こと､ そういうことも､ どういうプロセスでそれが決

められたのかなんということもしっかり残すというよ

うなことも例示をより具体的にしておくことが必要だ

と思うんですけれども､ いかがですか｡
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○小渕国務大臣 今御指摘の点､ もっともだと思って

おりまして､ 今委員が例示として並べられたことは基

本的に残されるべきものであるかと思っております｡

ただ､ 一つ一つやはり丁寧に管理委員会におきまして

議論をしていく必要性があるかと思っておりますので､

この法律上ではそうした細かな事例まで明記していな

いというところであります｡

○逢坂委員 でも､ もし法律に書けるのであれば､ 私

は可能な範囲で書いた方がよいのではないかなという

ふうに思います｡ 例えば､ 今私が言ったようなことを

例示として書くことは､ それほど法文としては問題の

ないことだというふうに思いますので､ この点は指摘

をしておきたいなというふうに思います｡

そこで､ 先ほど来､ 副大臣の先ほどの答弁の中にも

幾つかあったのでありますし､ 今の小渕大臣の言葉の

中にもあったのですけれども､ 今後､ 公文書管理委員

会で議論するとか､ 有識者会議で議論をするという話

がございました｡ いわゆる公文書管理担当機関の一翼

を担う委員会なわけですね｡ このいわゆる公文書管理

担当機関というのはどういう位置づけであるべきだと

いうふうにお考えですか｡ どういう位置づけだという

のは､ 私は､ これはやはり独立性の強いものでなけれ

ばだめなのではないかというふうに思うんですね｡ 例

えば､ またアメリカの公文書館の話をさせていただき

ますが､ アメリカでウォーターゲート事件というもの

が起きたのは皆さんも御承知だと思います｡ あのとき､

アメリカの公文書館の独立性というのは余り強くなかっ

たんですね､ アメリカでウォーターゲート事件が起き

たときに｡ そして､ そのときに､ 当時のニクソン大統

領は､ その証拠を隠そうとして､ ホワイトハウスの執

務室でとっていた録音テープや文書を廃棄しようとい

うようなことをやろうとしたわけですね｡ しかも､ そ

れをだれに頼んでやったかというと､ 文書管理担当の

長官に頼んで､ それを持ちかけてやろうとしたという

ことがあるんですね｡ これを契機にして､ アメリカで

は､ これは公文書管理担当機関というのは政府と一体

ではだめなんだ､ もっと独立性の強いものにしなけれ

ばいけない､ そうしなければ､ その時々の権力の恣意

性で､ 文書の範囲だとか､ 廃棄するだとか保管するだ

とかが決められてしまう､ これではまずいということ

で､ NARA､ アメリカの公文書館の独立性を強めると

いうことになったわけですね｡ こういうアメリカの事

例から見れば､ 今回の日本の法案､ やはりこれは必ず

しも独立性が強くないというふうに思うんですね｡ そ

の独立性の強くない公文書管理委員会にいろいろなこ

とを預けて､ そこで決めていただくというのは､ 私は

相当に問題が多いのではないかと思うんですけれども､

いかがですか｡

○小渕国務大臣 公文書管理委員会につきましてであ

りますけれども､ この委員会は､ 審議会等の､ いわゆ

る諮問機関ということで､ 内閣府に置かれることが適

当であるかと考えております｡ 内閣総理大臣が､ この

公文書管理委員会のメンバーも､ その責任とリーダー

シップのもとでこのメンバーを決め､ この委員会は､

内閣総理大臣が権限を行使する上で必要な場合に､ そ

の諮問に応じて専門的見地から意見を述べる役割を果

たすということであります｡

○逢坂委員 法律のしつらえは私も理解をしておりま

すけれども､ いわゆる公文書管理委員会や公文書管理

担当機関は独立性が強くなければだめだという私の指

摘に対してはどうお考えですか｡

○小渕国務大臣 公文書管理委員会もしくはその担当

機関というものが独立性が高くあるべきだというお話

でありますけれども､ 今のこの体制で十分にその機能

を発揮できるものと考えております｡

○逢坂委員 今の体制で十分にその独立性は担保でき

るという根拠は何ですか｡

○小渕国務大臣 先ほど申し上げましたように､ この

委員会のメンバーにつきましても､ 内閣総理大臣の決

定のもとで決められることでありますので､ しっかり

と内閣総理大臣のチェックのもとでこの委員会ができ

るということで､ その管理体制もしっかりとしたもの

になるかと思っております｡

○逢坂委員 私の指摘はそうじゃないんですね｡ 先ほ

どウォーターゲート事件の例を引っ張り出したのは､

大統領であっても自分の都合のいいように文書を廃棄

してしまうということだから､ アメリカの公文書館は

独立性をさらに強めて､ 政治からある程度離れた場所

に置くということに最終的になったわけですね｡ です

から､ 今回の法律のしつらえは私も理解はいたします｡

しかしながら､ 大臣に､ 将来の課題として独立性を強

めていくということについてどう思うかというふうに

私は伺っているんですね｡

○小渕国務大臣 確かに､ 委員が御指摘のように､ 大

統領でさえもそうした機密文書を隠してしまうという

ような事例があるというお話でありましたけれども､
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そういうことが行われてはもちろん困ることでありま

すので､ この委員会の権限やそうした立場につきまし

ては､ しっかりと議論を進めていきたいと考えており

ます｡

○逢坂委員 現状ではこういう法案が出されていると

いうのは､ それは事実としては理解をいたしますけれ

ども､ 今後においては､ この公文書管理担当機関とい

うものがより独立性を強めていくということを考えざ

るを得ないと私は思います｡ 当初は､ やはり政治のリー

ダーシップによって､ 日本の公文書管理というものの

あり方を生み出していく､ つくり出していく､ これは

政治がやる以外にないというふうには思うんですけれ

ども､ 政治がある一定程度のところへ押し上げていっ

た暁には､ 公文書管理担当機関を､ さらに独立性を強

めて､ ある種､ 政治の権限から離れた､ まさに公平､

中立な存在にしていくということは私は大事だという

ふうに思いますので､ ぜひこの点は将来に向かっての

検討事項にしていただきたいと思うんですが､ どうで

すか｡

○小渕国務大臣 今後進めていく上で､ やはり公文書

管理委員会の役割というものが大変大きなものになっ

ていくのではないかという御懸念というものもそのと

おりであるかと思いますので､ しっかり議論してまい

りたいと考えております｡

○逢坂委員 そういう観点から見たときに､ 今度は､

第５条 ｢整理｣ という規定がございます｡ 第５条の５

項に ｢行政機関の長は､｣ ということで､ ここで､ 移管

をするのか廃棄をするのかということを行政機関の長

が定めることになっていますね｡ ５条の５項､ 行政機

関の長が定めるわけであります｡ あるいはまた､ これ

も先ほど来ちょっと議論になりましたけれども､ 第10

条で ｢行政機関の長は､｣ ｢行政文書の管理に関する定

めを設けなければならない｡｣ と､ 主語が行政機関の長

になっているわけですね｡

私は､ 公文書管理の基本的な精神は､ やはりある種､

政治や行政の現場とは違ったところで､ 公平､ 中立に

管理をしなければならないという観点からするならば､

この規定というのは､ この主語が行政機関の長になっ

ているのはいかにもまずいのではないかな､ せめてこ

こは内閣総理大臣でもいいし､ もっと別なところがや

る｡ それは､ 先ほど西村委員も話があったとおり､ 行

政情報公開法ができる直前に文書の大量廃棄が起こる

なんというのは､ 本当にこれはひどい話なんですね｡

そういうことをやはり避けるためにも､ ここの主語は

もっと別な人にする必要があるというふうに思うんで

すけれども､ どう思われますか｡

○小渕国務大臣 本法案におきましては､ 文書ごとに

保存期間満了時の移管や廃棄の措置はあらかじめ定め

る､ いわゆるレコードスケジュールを導入しておりま

す｡ しっかり統一的な管理ルールの策定というものを

した上で､ 各府省におきまして､ 文書管理の規定とい

うものを､ 同意のもとでしっかりとした策定をしてい

ます｡ ですから､ それぞれの府省の責任というものは

しっかり果たしていかなければなりませんし､ もとも

と統一的なルールというものがあって､ その枠内でそ

れぞれの省ごとの規定の案というものが定められるこ

とになってまいりますので､ そのあたりの心配という

ものは当たらないのではないかと考えております｡

○逢坂委員 今大臣､ もともと統一的なルールがあっ

てとおっしゃいました｡ もともと統一的なルールとい

うのは何ですか｡

○小渕国務大臣 統一的な管理ルールというものを政

令で規定することとなっておりまして､ その枠内にお

きまして､ それぞれの省庁におきまして基本的な案と

いうものを作成することになっております｡

○逢坂委員 すなわち､ 現在のこの法案は枠組み法な

んですね｡ 眼鏡でいえば､ 枠だけはあるんですけれど

も､ 眼鏡の度数がまだ入っていないんですよ｡ だから､

先ほど来もいろいろなことが､ 有識者会議で決めます､

政令で決めます､ どっちで決めますと｡ 本当のことを

言うと､ 余り議論にならないんですね､ 細かいところ

は｡ だから､ そういうところはできる限り法律に落と

し込めるものは落とし込むということをしなければ､

本当の意味での公平性は保てないし､ 行政機関の長が

自分に都合のいいことをやらない保証はなかなかない

んだということを指摘しておきたい｡ もしこの法案が

このとおり成立するとするならば､ 大臣､ これから､

政令をつくるとか､ 各府省がつくる規則の段階､ これ

は物すごく大事ですよ｡ ここをちゃんとやらないとえ

らいことになってしまうというふうに思うんですね｡

ぜひそのことに対する御認識を､ 決意を｡

○小渕国務大臣 公文書の管理につきましては､ これ

までのさまざまな事案がありまして､ それの反省のも

とに今回のこの法案があると思っております｡ ですか

ら､ もちろん各府省におきまして勝手やたらのことが

できるということはあってはならないことですし､ そ
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うしたことがないように､ しっかりとした統一的な政

令を定めるということであります｡ 先ほど西村委員の

御質問にも答えさせていただきましたが､ まさにこの

法案をつくるに当たっての意思決定というものがしっ

かり文書にされていくことが大事であると思っており

ますし､ 委員の御指摘はしっかりと受けとめさせてい

ただきたいと思います｡

○逢坂委員 それじゃ､ 逐条の方は若干お休みをして､

ほかの話題に行きたいと思いますので､ しばしお休み

ください｡ 体にさわるといけませんので｡

それで､ 今度は総務省にお伺いしたいんですけれど

も､ 総務省では､ 文書管理業務の業務・システム最適

化計画というのをお持ちになって､ これは2008年２月

13日に改定したものによって､ 総務省が､ 何か各府省

を横断化する文書管理システムをつくり上げようとし

ている｡ それで､ 現にこれは19年からもういろいろ作

業が始まっていて､ これまでに､ システムの最適化に

係る設計開発業務に約５億円､ それからソフトウエア

の賃貸借一式に約９億円､ それから運用の請負一式に､

21年度から24年度までに３億円ということで､ これま

で都合17億円を投資しているわけですね｡ 17億円を投

資して､ 総務省として各府省横断的な文書管理業務の

最適化をしていくんだということをおやりになってい

るんですが､ 私､ これはちょっと何か変なんじゃない

かなという気がするんですね｡ 今まさに公文書管理法

案が議論されていて､ これから各府省でいろいろなこ

とを決めていきましょうという段階で､ もう既に17億

使ってこういうことをやっているというのは､ どうも

ちょっと腑に落ちないのでありますけれども､ 今回の

法案と総務省がやられているシステム最適化計画との

整合性というのは､ 倉田副大臣､ どのようにとるおつ

もりですか｡

○倉田副大臣 今おっしゃられましたように､ 最適化

計画というものがあるわけですが､ これまで各省庁が

各別に運用管理していた文書の管理につきまして標準

化､ 一元化していこう､ これによって文書管理業務を

全体的に効率化する､ 結果として費用の削減もできる､

こういうことでございます｡

今回の法案は､ 公文書のライフサイクルを通じた管

理ルールを定めよう､ こうしているわけです｡ 最適化

計画によるシステムは､ 例えば文書の散逸を防いだり

誤った廃棄を防いだり等､ 防止する機能など､ 適切な

文書管理を行うという基盤整備を行っているわけであ

ります｡ したがって､ 今回の法案ができた場合に､ そ

の運用の基盤としてこれに資することになる､ こうい

うぐあいに考えております｡

○逢坂委員 今回のシステムのイメージ図を見ますと､

これはどうも紙ベースではなくて電子媒体でやるのか

なというふうに思うんですけれども､ そこで､ 総務省

の政府参考人にお伺いするんですけれども､ これは電

子媒体ということでよろしいのでありましょうか｡

○田部政府参考人 先生御指摘のとおり､ 電子媒体で

ございます｡

○逢坂委員 ちょっと通告はしていないんですけれど

も､ 総務省でもし答えられれば答えていただきたいし､

副大臣でもよろしいんですが､ 電子媒体でこういうも

のを管理するということになると､ 私は､ 電子媒体の

メリットというのはあるとは思うんですけれども､ 電

子媒体には相当デメリットも多いんですね｡ 電子媒体

のデメリットも考えた上でこういうことをやろうとし

ているんですか｡ そのあたりはいかがですか｡ あるい

は､ 電子媒体のメリットについて何らかの認識はござ

いますか｡

○田部政府参考人 基本的に､ 電子媒体でやりますと

非常に効率的に業務が遂行するということで今最適化

もやっておるわけでございますので､ 基本的な考え方

としては､ 電子媒体で業務を遂行することに相当なメ

リットがあるというふうに考えてございます｡ (逢坂委

員 ｢デメリットは考えておりませんか｣ と呼ぶ) 当然､

それに移行する際に､ いろいろなシステムの整備なり

あるいは業務の見直し､ そういったものが必要になる

というふうには考えてございます｡

○逢坂委員 非常に認識が甘いですね｡ 実は､ 紙媒体

というのは古臭くてだめなシステムのように思われる

かもしれないんですけれども､ 紙ベースの記録は千年

残っているという実証がございます｡ 電子媒体が千年

残るという実証はまだございません｡ それから､ 一覧

性､ 一覧性というのは､ ぱっと見て情報が全部入って

くるという点においては､ 電子媒体よりも数段すぐれ

ております｡ 例えば新聞も､ 電子新聞というのが最近

ございますね｡ 携帯電話などでも､ ある新聞社なんか

は無料で紙面を閲覧できるというものがありますけれ

ども､ あれも､ 一覧性という点､ 一覧性というのは､

紙面をざっと開いて､ 自分が見たい記事､ 見たくない

記事を含めて目に飛び込んでくるという､ それにおい

ては電子媒体よりも紙媒体の方が数段すぐれている｡
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電子媒体は､ その意味においてやはり数段下なんです

ね｡ それから､ 電子媒体は､ 記録するメディア､ これ

が日々進歩をしていますから､ 電子媒体で何らかの形

で保管をしたとしても､ ５年後､ 10年後に媒体変換と

いうことはこれまでの歴史を見ると必ずあるんですね｡

そのときに､ やはり相当なコスト､ 手間､ そこでいろ

いろな判断が必要になってくるということなんですね｡

ほかにも電子媒体のデメリットはいろいろあるんです

が､ メリットがあることは事実なんですけれども､ こ

ういうことをもう既に十七億をかけてやられていて､

電子だから全部いいんだみたいになっていくことは相

当に危険だというふうに私は思います｡

特に公文書においては､ 先ほど来議論になっており

ますように､ 公文書というもの､ 行政文書というもの

の定義が非常に重要なわけですね｡ アメリカの例に見

られるように､ メモだとか電子メールだとか､ いろい

ろなものも広く含めている､ 手書きの草稿まで含める

わけですね｡ 電子媒体で電子決裁なんかがたくさん使

われるようになると､ そういう手書きのメモや草稿な

んというものは全部忘れ去られる可能性があるんです

ね｡ だから､ そういう意味でいうと､ 電子媒体はすご

くいいように思うけれども､ 実は危険な部分もあると

いうことを承知してやらなければいけないのではない

かと私は思っていますが､ 副大臣､ いかがですか､ 今

の私の話を聞いて｡

○倉田副大臣 おっしゃる要素が私にはよくわかりま

す｡ これまでの文書の部分については､ その項目等を

電子記録にはしておく､ けれども､ そのもともとのも

のをどうしていくのかということはより適切に考えて

いかなければならない､ そう思います｡

○逢坂委員 きょうの本論ではないので､ これはまた

どこか別の場でやりたいと思うんですけれども､ 行政

文書の電子化というのは極めて危うい部分があるとい

うことをぜひ皆さんにも御認識いただきたいんです｡

繰り返しますけれども､ 紙といえば､ 古臭くて何か古

典的な､ レガシーシステムだというふうに思っている

方もいるようですが､ 実は､ 紙媒体というのは相当に

有能なものだというふうに私は思いますね｡ だから､

その両方をちゃんと考えながらやるというのが大事だ

というふうに思います｡

そこで､ 今度､ 総務省に改めてお伺いをしますが､

総務省では､ この公文書管理法制とは別に､ こういう

システムをこれまで､ 公文書管理法制の議論が始まる

前からやっているわけですから､ 別にこのシステムの

ことをいろいろやっておられたわけですけれども､ 今

回の公文書管理法案､ 閣法の策定過程で､ 総務省とし

て､ 内閣官房の公文書管理検討室に対して､ 何かこの

ことで注文をつけられましたか､ 今回の法案をつくる

上において｡ 私たちはもう既にこういうシステムを検

討､ 準備している､ だから今度の法案に当たってはこ

ういうことをやはり入れてもらわなきゃ困るとか､ 今

度の法案を我々と独立したところでやられちゃちょっ

と整合性がとれないというようなことも含めて､ 何か

注文はつけられましたか｡

○田部政府参考人 今回の法案の作成に当たりまして､

公文書管理の在り方等に関する有識者会議､ こういっ

たところで､ 当局も､ ヒアリング等行いまして､ 意見

交換をやってございます｡ その中で､ 文書管理に関す

るシステムについての御理解をいただきますとともに､

最終報告におきまして､ 分類基準に沿って適切に管理

できる機能､ 適切な文書管理のための本システムの整

備すべき機能､ こういったことについての御指摘もい

ただいているところでございます｡

○逢坂委員 分類について適切にやれるようにという､

そのことだけだったんですか｡ ほかはなかったですか｡

主張は､ 総務省としてはなかったですか｡

○田部政府参考人 詳細はあれですけれども､ 電子決

裁についての取り決めとか､ そういったものも入って

ございます｡

○逢坂委員 私先ほども指摘したとおり､ 公文書管理

ということは､ 日本で､ まさに入り口に今立っている

わけですね｡ これからスタートなんですね｡ そのとき

にまた新たなシステムが入るということでありますか

ら､ これは､ 相当に注意を持って､ 整合性を持ってや

らなければ､ 日本の公文書が本当にむちゃくちゃなこ

とになる可能性を､ そういうおそれを感ずるんですね｡

ですから､ ぜひこのシステムの運用に当たっては､

慎重さを持って､ 今の公文書管理法制の精神をちゃん

と踏まえたものになるように､ 大臣､ 具体的に何かや

る必要があるんじゃないでしょうか｡ 倉田副大臣､ い

かがですか｡

○倉田副大臣 御指摘は非常に重要な点だと思います｡

電子化､ 電子化ですべてが解決するというような考

え方をしているわけではありませんので､ 本当の意味

で､ 決定内容だとか､ あるいはその思考過程だとかい

うようなものも何らかの形で残っていくことは重要だ
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と思いますので､ よく認識して今後も対処してまいり

ます｡

○逢坂委員 ちょっと通告していないんですけれども､

参考までに､ 総務省､ 教えていただけますか｡ このシ

ステムがフル稼働したら､ 年間の維持管理費､ どれぐ

らいだというふうに見込まれておりますか｡

○田部政府参考人 現在､ 年間25億ほどかかってござ

います｡ これが11億削減されまして､ 14億円という運

用経費になります｡ (逢坂委員 ｢ちょっと言っている意

味がわからない｣ と呼ぶ) 年間25億円の運用経費が現

在かかってございまして､ 新しいシステムになります

と11億円削減されまして､ 年間14億円の運用経費とい

うことになります｡

○逢坂委員 今25億かかっているというのは､ 今の紙

ベース､ 現状の､ 今のシステムを動かしているという

ことではなくてということですか｡ 今､ そもそも総務

省として行政文書の管理に25億かけているという意味

ですか｡

○田部政府参考人 現在､ 各省で運用しておりますシ

ステム､ そういったものの総体の費用でございます｡

○逢坂委員 この点についてはまた別の機会に詳しく

やらせていただきたいと思いますので､ よろしくお願

いします｡

さて次に､ 今度､ 現在のところについて再度お伺い

したいんですけれども､ 電子政府の総合窓口というの

が政府のホームページにございますね｡ ここに行政文

書ファイル管理簿の検索というところがあって､ 行政

文書ファイルを､ 国民の皆様に､ 検索してどうぞ御利

用くださいというところがあるわけであります｡ とこ

ろが､ 私がいろいろこれを操作してみたり､ あるいは

私以外の者が使ってみると､ 極めて使い勝手が悪い､

評判が悪いもので､ こんなもの､ 全然ファイル検索に

ならないじゃないかという声があるのでありますけれ

ども､ この行政文書ファイル管理簿の検索に対する現

状の認識について､ どう思われますか､ 副大臣｡

○倉田副大臣 私は､ 自分ではやらぬものですから､

けさ､ 秘書がやるのを横でのぞいて､ 見ておったんで

すけれども､ なかなか具体的に知りたいことがわかり

にくい｡ したがって､ 今後ちょっと､ もう少し詳しい

項目､ 中身がわかるようなことまで表示をやっていく

べきではないかな､ こんなことを感じております｡

○逢坂委員 今､ 御実感されたように､ 余り使えない

んですね｡ それで､ ファイル名､ 行政文書ファイルの

名前を､ ある種恣意的というか､ 皆さんが自由につけ

られるわけですから､ それにうまくヒットしなければ

目的の文書に到達できないわけですね｡ そこで､ こう

いうものをやるときにはメタデータという考え方があっ

て､ メタデータというのは､ ファイル名は確かに何々

に関する文書というふうになっているけれども､ その

中に何が含まれているのか｡ 例えば､ 交付税であると

か特別交付税であるとか､ あるいは漁業であるとかと

いう､ 検索にかかりやすい言葉もあわせて埋め込んで

おいて､ 検索にヒットできるように､ メタデータを埋

め込むということは必須のことなんですね｡ それをや

らないで､ ファイル名だけで検索させようとすると､

それは全くやはり使えないものになりますので､ ぜひ

その方向で､ 今後この新しい公文書管理法制ができた

暁にもそういう対応をしていただくように､ 副大臣､

よろしいですね｡

○倉田副大臣 情報の件名とか､ あるいは作者､ つくっ

た人間､ あるいは保存期間だとか､ 幾つかのものを､

すぐにそういう表示が出てくるようなシステム､ これ

を考えていかなければならない､ そのようにしていこ

うと思います｡

○逢坂委員 次に､ ｢2008年国会審議における行政文書

の保存期間問題｣ というペーパーを､ 資料を用意させ

ていただきました｡ 裏表で６ページにわたるものでご

ざいます｡ これは日本計画行政学会のある報告の中か

らおかりをしてきたものでございますけれども､ これ

以上にももしかしたら国会審議の中でいろいろと議論

はあったのかもしれませんけれども､ とりあえずここ

で拾っているものはこの程度の件数があります｡ 随分

やはり行政文書について国会でも指摘がされているわ

けであります｡ そこで､ その中で何点かについて､ ちょっ

ときょうはそれを一つの題材にして議論させていただ

きたいんです｡

私が用意した参考資料の６分の５､ ５枚目をごらん

いただきたい｡ ５ページ目です｡ これの下から２段目

に､ これは､ ６月３日､ 民主党の富岡議員が八ツ場ダ

ムの問題についていろいろと議論をしているわけであ

りますね｡ 八ツ場ダムの問題についていろいろ議論を

している中で､ 八ツ場ダムをつくるときのいわゆる費

用対便益､ その積算根拠になった資料はないかという

質問をしているのに対して､ 隣におりますけれども､

平井たくや国土交通副大臣が､ これはないというふう

に答えているわけですね｡ それで､ ｢これ､ 私もないは
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ずがないと思っておりまして､ 捜していただいたんで

すけれども､ これが本当にないわけでありまして､｣ と

副大臣も答えざるを得ないような状況になっているん

ですね｡ 御案内のとおり､ 八ツ場ダムはまだ事業継続

中のものであります｡ その事業をスタートさせるとき

の費用便益に関する資料がないなどということは､ こ

れはどう考えてみてもおかしいわけであります｡

そこで､ 国土交通省にお伺いしたいんですけれども､

今回の法案ができ上がるとなったときに､ こういう問

題というのはなくなるんですか､ 国土交通省としては｡

ちゃんとなくそうとしてくださいますか｡ どうされま

すか｡

○西銘大臣政務官 委員御指摘のような答弁があった

ことを承知しております｡ 国土交通省といたしまして

は､ この公文書管理法案が成立をしました後には､ 法

案の趣旨を踏まえまして､ 現在の文書管理規則を必要

に応じて改正し､ また､ 保存期間を過ぎた文書が事務

的､ 機械的に廃棄されることのないよう､ 文書の性格

に応じ適切な保存期間の設定､ また､ 必要な場合には

保存期間の延長などの措置を講じ､ より一層適切な行

政文書の保存に努めてまいりたいと考えております｡

(発言する者あり)

○逢坂委員 隣の席からも､ もっと踏み込めという話

がございましたけれども､ ぜひ､ 役人答弁ではなくて､

政治のリーダーシップでこれはいかなきゃいけない｡

先ほども言ったとおり､ 行政文書の管理というのは､

私は､ 何も役人の皆さんが悪いというふうに言うわけ

ではないのでありますけれども､ やはり､ ある種第三

者の目線でやらなければだめなんだというふうに思う

ので､ もう一歩しっかり踏み込んで､ 絶対そういうこ

とはないようにしますというふうに､ もうちょっと御

自分の言葉でいかがですか｡

○西銘大臣政務官 先生おっしゃっている意味は十二

分にわかりますので､ この法案の趣旨が十二分に生か

されるように､ 国土交通省の文書管理規定もその趣旨

に沿うような形で､ 二度と副大臣が答弁したような事

態が起こらないようにしっかりと対応してまいりたい

と考えております｡

○逢坂委員 次に､ もう一つの事例をちょっと出した

いと思います｡ 私が用意したペーパーの６分の４､ ４

ページ目です｡ ６分の４の上から２番目でございます｡

郵政民営化準備室というのが2004年から2005年にござ

いました｡ これは有名な話になりました｡ この郵政民

営化準備室がアメリカ側と､ 我々が知っているだけで

18回にわたって何らかの協議､ 交渉､ 面談なんかをやっ

ているわけであります｡ ところが､ この問題について

国会でいろいろとお話を伺いますと､ 当初､ 竹中総務

大臣は､ これは外交上のことなので相手側の了解を得

なければならないからこの18回の協議内容については

お出しできません､ 相手の了解をとる必要があります

というふうに最初は答弁をいたしておりました｡ とこ

ろが､ 竹中大臣から今度は増田大臣にかわったあたり

で国会答弁が変わってまいりました｡ それは儀礼的な

ものだった､ アメリカから来てあいさつをしに来た程

度のものだったからメモ程度しかないんだということ

だったんですね｡ それからまた､ だんだん時間がたつ

と､ メモ程度しかなくて､ 郵政民営化準備室からまた

組織がかわってきたので組織がかわる段階でメモも廃

棄をしたらしい､ どうもどこにもないんだという話に

なっているわけなんですね｡ 私は､ これはいかにもひ

どい話だなというふうに思うんですが､ 御案内のとお

り､ 郵政民営化は､ 日本の将来をどうするかで､ もう

国を挙げた大議論になったテーマですね｡ その政策の

発生源であるところの議論について､ いや､ 外交上だ

から出せないと言っていたのが､ 最終的には､ メモだ

から廃棄しましたなんということは､ これはまことに

お粗末きわまりない､ 民主主義国家として信じられな

いことだというふうに思うのであります｡

さて､ そこで今回この担当のところにお伺いしたい

んですけれども､ 今回の公文書管理法案ができたらこ

ういう問題はなくなるんでしょうか｡ あるいは､ こう

いう問題を起こさないためにどういう対応をするおつ

もりでおりますか｡

○利根川政府参考人 お答えいたします｡

郵政民営化法案につきましては､ 先生御案内のとお

り､ 当時の小泉総理の大方針のもとに経済財政諮問会

議で議論をして取りまとめた基本方針に基づきまして､

準備室の方が法技術的に条文化するという作業を担当

したということでございます｡ したがいまして､ 第三

者と協議とか交渉をするような立場には任じていなかっ

たというふうに承知をいたしております｡ 実際､ 私ど

もの方で当時の準備室の担当者に話を聞きましたとこ

ろ､ 面談メモを作成したことはあったと思うけれども､

先ほど先生御指摘のとおり､ 儀礼的なものであります

とか､ あるいは問い合わせでありますとか､ あるいは

各種陳情的なものであるというようなことで､ 保存を
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要するほどのものではないことから廃棄をしたという

ことではないかというようなことを伺っておりまして､

その旨､ 私どもの室長からも御説明させていただいた

ところでございます｡ したがいまして､ 御指摘のメモ

に関しましては軽微なものであったということで当室

に引き継がれていないということではございますけれ

ども､ あのような非常に政治主導でつくられた法案と

は違う､ 積み上げ的にプロセスを経てつくられるよう

な場合に､ その内容に影響するような会合や何かが役

所の中であったというような場合におきましては､ 私

どもは本法案を所管する部局ではございませんけれど

も､ 本法案の趣旨にのっとりましてメモを作成し､ 一

定の期間は保存するといった適切な措置が講じられる

ことになるものというふうに考えております｡

○逢坂委員 今皆さんお笑いになっておりましたけれ

ども､ まさにこの事例は､ 今回の法案の第４条の問題

でありますとか､ 第２条の公文書の定義､ 行政文書の

定義の問題でありますとか､ ５条の廃棄の問題であり

ますとか､ しかも､ それは行政機関の長の裁量によっ

てやっているわけですね｡ やはりこういうことを起こ

してはいけないわけですね｡ そのためにこの法案をつ

くっているんですが､ ただ､ 今の答弁からは､ ではこ

の法案が成立した暁には本当にそれがちゃんと跡づけ

られるのかというところについては､ 私は心もとない

ような気がするんですね｡ 小渕大臣､ 今の話を聞いて

どう思いますか｡

○小渕国務大臣 御指摘のように､ 今の話を聞いてお

りましたり､ あるいは出していただきました資料を見

ておりますと､ これまでの公文書管理のずさんな状況

というものがまさに浮き彫りになっておると思ってお

ります｡ こうした状況というものが今後決してないよ

うにしていくためにこの公文書の法案というものが出

てきておるわけでありますし､ 先ほども申し上げた､

しっかりとした統一的なルールを政令で定め､ その範

囲内においてそれぞれの役所においてしっかりとした

案を策定していただきたいと考えておりまして､ 本当

にこうしたことが二度とないような形になりますよう

にこの法律を制定するということであります｡

○逢坂委員 ぜひ､ 今度統一的なルールをつくる､ あ

るいは各行政機関が規則をつくるというときには今の

ことも頭に置きながら､ これじゃやはりだめなんだと｡

各行政機関の長が､ これは儀礼的で簡単だなんと言っ

て､ でも､ 本当に儀礼的だったのか､ 簡単であったの

か､ 後でそれを証明できないんですから｡ しかも､ あ

のたった１年の間に18回もやっているわけですよね｡

なぜ日本の郵政民営化にアメリカがあそこまで来て､

18回もごあいさつに来なきゃならないのか｡ これはや

はり､ はてな､ はてな､ はてなというふうになるわけ

ですね｡ ぜひこれは解決されるように､ 大臣､ 頼みま

すよ｡ 本当によろしくお願いしますね｡

ところで､ 大臣､ 日本の予算の中で､ １年間にいわ

ゆる委託費というのはどれぐらいあると思いますか｡

委託費というか､ 外に対していろいろ､ 例えば設計委

託とか､ あるいはＢバイＣなんかをやるときに民間業

者にいろいろ調査してもらって､ 事業効率がいいとか

悪いとかとやる委託費､ これが21年度予算で､ 表に委

託という文字があるものだけで約８千億円あります､

８千億円｡ それから､ 表に委託というのが出ていない､

補助金とかなんとかの中で､ 独立行政法人とかにお願

いするものの中に委託費が含まれているものがこれに

カウントされておりません｡ 例えば今回話題になって

おります国立メディア芸術総合センター､ これの設計

費なんというものは､ あれも設計委託なんですけれど

も､ それはこの８千億の中に入っていないんですね｡

だから､ 日本の行政機関は相当多くの部分を外部に委

託して仕事をしているということがこの金額からもわ

かるのかなというふうに思うんです｡ 多分１兆円近い

お金が委託費になっているのではないか｡ この中には

あれは入っておりません､ 例えば庁舎の清掃管理委託

とかは入らないで､ このぐらいの額なんですね｡ その

ときに､ 先ほど西村議員のお話の中にもありましたけ

れども､ こういう委託に係る文書､ 何か調査を委託し

て成果物が来るということになったときに､ 成果物の

根拠になったようなデータとか､ それを開示してほし

いというふうにこれまでいろいろな場面でお願いをす

ると､ それは私どもの文書ではありませんので開示で

きませんとか､ 文書が不存在ですという言い方をして､

なかなか行政機関ではこの部分を開示してくれないん

ですね｡ だから､ 道路やダムの費用対効果を考えると

きの根拠のもとデータ､ 生データが知りたいと思った

ら､ 国民はなかなか知れなかったわけであります｡ こ

れは､ 大臣､ 問題だと思いませんか｡

○小渕国務大臣 やはりそうしたところも含めて､ わ

からないでは済まないことですので､ 問題であると思

います｡

○逢坂委員 ぜひ､ 公文書の統一的なルールをつくる
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とか規則をつくるときに､ ここも配慮が必要だと思う

んですね｡ 委託であってももとデータは必ず我々の方

に､ 民間事業者であっても開示をして､ 我々がそれを

ハンドリングできるんだというふうにしなければ､ 本

当の意味での政策の発生源がわからなくなってしまう

んですね｡ この点､ しっかり担保をしていただくとい

うことで､ 大臣､ いかがでしょうか｡

○小渕国務大臣 委託先のバックデータというものも

しっかり委託元である各府省ができる限り取得をして､

保存していくことが望ましいと考えております｡ しか

し､ それぞれの事案によりましては､ 例えば委託先の

秘密のものということもありますので､ おのおのにお

きましては､ その委員会におきまして議論していただ

きたいと考えております｡

○逢坂委員 業務を進める上でのノウハウみたいなも

のとか､ そういうのはまさに秘密､ それぞれの事業者

の専門性だと思うんですね｡ ところが､ やはり生デー

タみたいなものというのはそうじゃないので､ それは

しっかり担保できるようにしてもらわなきゃ困ると思

います｡

最後に､ 一つだけ申し上げておきたいと思います｡

公文書管理法制あるいは公文書管理の体制に､ 資源､

人や物や金を使うことについて､ 行政の焼け太りだと

いう指摘が一部にあるようでございます｡ あるいは､

行政改革に逆行するというような指摘が一部にあるよ

うなんですが､ 私の経験からしますと､ それは全く逆

だというふうに思われます｡ 公文書の管理をしっかり

やることで､ 私は､ 相当程度行革が進むのではないか､

情報公開にもつながりますし､ 役所内の事務室の整理

にもつながりますし､ かけたコストがその倍､ 倍とい

うのは言い過ぎかもしれませんが､ 倍にも､ 二倍にも

なって､ 実はプラス効果となって返ってくるというこ

とがあると思いますので､ ぜひ大臣､ 行政文書に資源

を割くことは行革に逆行するということに対しては､

そうではないという認識をお持ちいただきたいと思い

ますが､ その点の認識を聞いて､ 終わりたいと思いま

す｡

○小渕国務大臣 確かに､ こうしたお話をしますと､

行革に反しているのではないかというお声が聞こえて

まいります｡ しかし､ 委員が御指摘のように､ 本当に

大事なことでありますし､ 将来的なことを考えたら､

逆に効率的になることであると考えております｡ 人員

の問題につきましても､ 現在の状況ではかなり少ない

人数でやっておるわけでありまして､ これを拡充また

育成していかなければなりません｡ 委員の御指摘をしっ

かり踏まえながら､ 決して行革に反するものではなく､

将来的には大変大きな成果を残していくということを

しっかり言ってまいりたいと思っております｡

○逢坂委員 終わります｡

○吉井委員 日本共産党の吉井英勝です｡ 私は､ 最初､

小渕大臣に､ そもそも公文書とは何かという基本の問

題について､ 考え方を簡潔に伺っておきたいと思うん

です｡ もともと､ 国民の税金を投じて行政が行う､ こ

れは公務ですね､ そういう行政において作成される文

書というのは本来的に公文書という性格を持つと思う

んですが､ この公文書､ それから公的記録とか情報で

すね､ 本来そういう公文書というのは国民共有の財産

であるというこの考え方が､ やはりこうした問題を考

えるときの一番基本の問題として必要だと思うんです

が､ まずそのことを確認しておきたいと思います｡

○小渕国務大臣 御指摘のように､ 公文書は､ 国の活

動あるいは歴史的事実の正確な記録でありまして､ 民

主主義の根幹を支える基本的なインフラであります｡

過去､ 歴史から教訓を学ぶとともに､ 未来に生きる国

民に対する説明責任を果たすために必要不可欠な国民

の貴重な共有財産であると認識をしております｡ そし

て､ これを適切に管理し､ 後世に伝えていくことは国

の重要な責務であると考えております｡

○吉井委員 そこで､ 今度は政府参考人の方に伺って

おきたいんですが､ 公文書とは何かということになり

ますと､ レクチャーを聞いていたときには､ 例えば奈

良時代の古文書も公文書だということのお話もありま

した｡ そうすると､ 飛鳥の時代の木簡等に書かれた記

録､ その破片と言ったら変ですけれども､ 断片になり

ますから､ 当時､ どの地域から幾らの税に相当するも

のが納められたかとか､ そういう記録として残ってい

るわけですが､ そもそも公文書を考える場合､ いつの

時代のものからを公文書として考えていくことになる

のか､ これを伺っておきたいと思うんです｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

この公文書管理法案におきましては､ その文書がい

つ作成､ 取得されたものであろうと､ 行政文書､ 法人

文書あるいは公文書館に移管された特定歴史公文書等

に該当するものであれば公文書等に当てはまるという

こととしているところでございます｡ したがいまして､
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どんな古い文書であろうと公文書等に含まれ得るとい

うところでございます｡

○吉井委員 今回の法案は､ 行政の文書主義の原則を

法文化するというところが大事なところだと思うんで

すね｡ それで､ 文書管理の内部監査や点検については､

各省庁ばらばらというのがこれまでの実態でした｡ こ

れを統一的なルールを定めることは当然必要なことだ

と思うんです｡ このばらばら管理が今回の法律案によっ

て根本的に解決されると考えていいのかどうか､ これ

を伺っておきます｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

本法案におきましては､ 第４条におきまして､ 行政

機関の意思決定に関する文書作成原則を法制化いたし

ました｡ また､ 行政文書ファイル等の名称､ 保存期間

満了時の措置等を管理簿に記録することを義務づけま

した｡ また､ 各省庁の文書管理規則につきまして､ 記

載事項を法定するとともに､ その作成､ 変更に当たり

まして､ 内閣総理大臣への協議と同意を義務づけたと

ころでございます｡ また､ これらの措置の実効性を担

保いたしますため､ 文書管理の状況の報告義務､ これ

は各府省から内閣総理大臣への報告義務でございます｡

また､ 内閣総理大臣によります各省庁の実地調査､ そ

の権限､ また､ 問題がある場合には改善勧告､ この規

定も盛り込んでいるところでございます｡ これらの一

連の規定が相まって､ 各省庁において適正かつ統一的

な文書管理が行われることになると考えております｡

○吉井委員 保存期間を明記するというお話はそれは

それとして､ 行政機関が保有する公文書が保存年限に

達した場合には､ それを公文書館に移管するのは文書

が歴史公文書に該当する場合であって､ 歴史公文書に

該当しなければ､ 保存年限が来れば廃棄するわけです

ね｡ 法案では､ 文書が歴史公文書に当たるかどうかの

基準がやはり明確に規定されていないというふうに思

うんですよ｡ 法律施行後に国立公文書館が作成する判

断基準に従って各行政機関の長が決定する､ 各行政機

関の長にフリーハンドがゆだねられるという状況です

ね｡ これでは､ 行政の意思形成過程を示した文書が､

行政府の恣意的判断によって､ 公文書館に移管される

ことなく､ 保存年限に達すれば廃棄されてしまうとい

うことが非常に懸念される問題があります｡ これは､

国民の知る権利を否定する重大な問題じゃないかと思

うんですが､ なぜ公文書館に移管する文書を歴史公文

書に限定するのか､ ここを伺いたいと思います｡

○山崎政府参考人 この法案におきましては､ まず､

どういう歴史的文書について保存すべきか､ また､ ど

ういう文書は保存する必要がないか､ こういうような

ものについて､ 政令で各府省共通の基準を設定いたし

ます｡ また､ 各府省は､ 恣意的に行うのではなく､ こ

の政令で定められた基準に従いまして､ レコードスケ

ジュールを各文書に設定いたします｡ それは､ 文書ご

とに､ 例えば､ この文書は保存期間30年､ その後移管

でありますとか､ あるいは､ 歴史的価値のないものに

つきましては､ 保存期間が１年､ その後廃棄とか､ そ

ういうレコードスケジュールが設定されるわけでござ

います｡ そのレコードスケジュールによりまして､ 歴

史的価値があるとして移管というふうにラベリングさ

れた文書については､ 保存期間満了後､ 自動的に移管

する､ そういうようなシステムになっているところで

ございます｡ なお､ 現在は､ 保存期間満了後､ 土壇場

になって､ 国立公文書館と各府省が協議いたしまして､

この文書を移管してください､ いや､ これは当方で保

存しますとか､ そういうやりとりを保存期間満了時ぎ

りぎりに行っていたわけでございますけれども､ こう

いうレコードスケジュールの導入によりまして､ 各府

省統一基準にのっとって､ 保存すべき文書は歴史公文

書等として国立公文書館に移管され､ 保存される､ こ

ういうことにした次第でございます｡

○吉井委員 何か､ レコードスケジュールと言うたら

物すごいように聞こえるんですけれども｡ 大事なこと

は､ 基準の問題だと思うんです｡ 各省庁が､ 一応ぼん

やりした基準があるにしろ､ それに基づいて保存期間

を決めて､ 過ぎたら破棄だとか何だとかやるとやはり

まずいわけで､ 一応､ 公的文書というのは､ 例えば公

文書館の中間書庫的機能を持つものに移して､ そこで､

もう一方の側では､ 基準については､ 第三者機関でき

ちんと基準を設ける､ ルールを設けて､ それに照らし

て､ これはもとの役所できちんと保存をしてください

とか､ あるいはこれは何年たったら廃棄してよろしい

とか､ あるいはこれは歴史公文書として公文書館でき

ちんと保存しましょうとか｡ 役所の場合も､ 役所その

ものもまた歴史的文書を残しておくことが大事な意味

がある場合がありますから､ やはり中間書庫的機能を

持つもので全部､ 役所が勝手に廃棄したり処分するん

じゃなくて､ 預かって､ もう一つはきちんとしたルー

ルを定めておいて､ ルールに照らして判断をする｡ や

はりそういう仕組みというものを考えていかないと､
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本当に公文書の管理というのがきちんとできるかどう

かというのは大変問題のあるところだと思うんですが､

この法案のどこを読み取れば､ 中間書庫的機能を持つ

問題とか､ あるいはその基準をどうつくるかというこ

とを読み取ることができるのかを伺っておきたいと思

います｡

○山崎政府参考人 委員御指摘の､ 基準が大切だ､ ま

さに御指摘のとおりでございまして､ この法案におき

ましては､ 先ほど申しました､ 政令を定める､ そのと

きにも､ 役所の人間だけでやるのではなく､ 公文書管

理委員会に諮問をして､ それに基づいて政令､ 共通基

準を策定するということにしております｡ それによっ

て､ より透明かつ合理的な基準が設定できるのではな

いかと考えております｡

また､ もう一点の委員御指摘の中間書庫でございま

すけれども､ これも有識者会議の最終報告にございま

して､ それを踏まえて､ 本法案におきましては､ 国立

公文書館法の業務規定のところに中間書庫的事業を行

うことができる規定を設けたところでございます｡ ま

た､ 整理､ 保存のところに､ 時の経過に配慮して保存

というふうに規定したところでございますけれども､

これは､ 時の経過によって､ 例えば全部原課で保存す

るのではなく､ 一定期限たったら例えば集中的に管理

するとか､ そういうことも念頭に置いた文言は盛り込

んだつもりでございます｡

○吉井委員 文言は入ったんですが､ 中間書庫的機能

を持つものはつくるんですね｡

○山崎政府参考人 現在パイロット事業で既に行って

おりますし､ 本法案におきましても､ 先ほど申しまし

たとおり､ 国立公文書館法の中間書庫の事業を行う規

定ができますので､ それに沿って検討してまいりたい

と考えております｡

○吉井委員 これは検討の段階から実現に移る段階の

話だというふうに思います｡ 次に､ 防衛省に来ていた

だいておりますから伺っておきますが､ 実は､ 防衛省

には宇宙開発利用推進委員会というのが設けられてい

ます｡ 宇宙基本法を根拠に､ 防衛省が宇宙で軍事利用

を具体的にどう進めるかの議論をしています｡ この委

員会は､ これまで３回行われていると思うんですが､

議事録は公開されていないんですね｡ 議事要旨という

のをいただきましたが､ 余りにもお粗末な､ メモ書き

程度の紙１枚です｡ 議事録を作成していないのではな

いかというふうに思われますが､ 今回の法案を提出し

ている以上､ 防衛省は､ やはり文書管理の不適切事案

を反省して､ 改善して､ そして議事録をきちんと作成

する｡ つまり､ 議事録を残しておかないと､ 公文書館

をつくっても公文書として来ないわけですよ｡ これに

ついて､ どういう扱いをしているのかを伺っておきま

す｡

○松本政府参考人 お答え申し上げます｡ 今御指摘の

宇宙開発利用推進委員会の議事録等の件でございます

けれども､ 先生からもお話がありましたように､ 本委

員会については､ 率直な意見交換を行うため非公開と

いたしまして､ 委員会における個々の発言者の氏名あ

るいは発言内容のすべてを公開することは差し控えさ

せていただいております｡ そのかわり､ 議論の透明性

を確保する観点から､ 主要な発言内容等を記録した議

事要旨を作成し､ これを公開してきているところでご

ざいます｡ 本会議については､ 発言者の発言を正確に

記録する必要がある会議というよりも､ むしろ､ 私ど

も､ 出席者の自由な意見を提示することを重視する会

議というふうに考えておりますので､ そういった観点

から､ 議事録というのは作成しておりません｡ そのか

わりに議事要旨というのをつくりまして､ 公表させて

いただいているところでございます｡

○吉井委員 その議事要旨ですね､ これは､ 武田防衛

大臣政務官あいさつというのが４行､ 講演者の氏名が

３人出ていて､ 岸大臣政務官あいさつ､ これが４行｡

これは恥ずかしく思いませんか｡ こういうものを議事

要旨とは言わないんですよ｡ 余りにもひどいものをつ

くっておいて､ 議事要旨だと｡ 私は､ 小渕大臣にここ

で伺っておきたいんですけれども､ 実は､ 僕はこの件

に関して質問主意書を政府に出して､ 答弁書をもらっ

ているんですが､ 防衛省の第２回目の宇宙開発利用推

進委員会では､ ３名の外部の人を講師として招聘して

いるんです､ この議事要旨に出ているんですけれども｡

慶応大学の青木節子さんと､ 航空宇宙工業会技術顧問

の中田勝敏さん､ 現在この方は宇宙戦略本部事務局の

技術参与をやっている方ですが､ 講演に招いているわ

けですよ｡ そもそも､ 開催すること自体の文書決裁が

ないんです｡ さらに､ 青木節子さんと中田勝敏さんを

講師招聘することについては文書決裁がないんです､

とっていないんです｡ しかし､ 謝金は支払われている

んです｡ これは行政の文書主義を否定する行為なんで

すね｡

私は､ 小渕大臣に伺っておきたいのは､ こういうこ
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とをやると､ これは公文書管理以前の問題なんですよ｡

公文書がそもそも作成されていないんです｡ だから正

式議事録もない｡ そうなると､ 幾ら公文書管理だと言っ

てみても､ これは､ その公開もない､ 記録もない､ 何

もない｡ これではもう本当に法律以前ですから､ まず

こういう事態は､ これは内閣を挙げて改めさせるとい

うことにしないと､ 確かに､ 自由にしゃべってもらう

ので､ その人が､ こんな話をするのは恥ずかしくてた

まらぬというので､ もう恥ずかしいから記録を残さぬ

といてくれという話は､ 恥ずかしい話をされたとして

も､ 例えば30年たったら30年たった時点で公開する､

今は恥ずかし過ぎる話だけれども､ 30年たったらその

方もかなり御高齢で､ もう恥をかいてもかまへんとい

うふうになったら公開したらいいと｡ やはりこれが本

来の公文書管理というもののあり方だと思うんですが､

私は､ これは内閣を挙げてきちんとその姿勢を貫くべ

きだと思うんです｡ これを小渕大臣に伺っておきます｡

○松本政府参考人 事実関係をちょっと御説明させて

いただきたいと思います｡ 宇宙開発利用推進委員会で､

講師の招聘等を文書決裁を行っていないというお話が

ございましたが､ 私ども､ 宇宙開発利用推進委員会設

置要綱というものを決裁をとって定めておりまして､

そこの中で､ 委員長の権限として､ 部外有識者の招聘

という事項がございます｡ こういった文書の規定に基

づきまして部外の有識者を招いたということでござい

ます｡ また､ 謝金の支払いにおいても､ 当然のことな

がら､ 決裁をとってやっております｡

○小渕国務大臣 今のお話を聞いておりますと､ しっ

かりとした意思決定過程における文書が残っていない

という事実が明らかになっているのだと思っておりま

す｡ 公文書管理法以前の問題ではないかという御指摘

でありましたので､ しっかりと問題意識を持って､ そ

れぞれの各省庁におきまして､ 意識改革といいますか､

しっかりとした意識のもと､ こうした公文書を歴史的

文書として残していくという思いでやっていただかな

ければなりませんし､ もちろんこの法案の中には､ 文

書作成原則を法制化すること､ あるいは定期的な報告

や実地調査によりチェックをするということもしっか

り入っておりますので､ この法案が成立すればこうし

たずさんな管理というものがないようにできることと

思っております｡

○吉井委員 昨年12月９日の答弁書をいただいている

んですが､ この中では､ 青木節子さんとそれから今挙

げました中田さん､ このお二人については文書による

決裁は行われていないと､ ちゃんと答弁書に書いてい

るんですからね｡ だから､ そういういいかげんな言い

わけをしちゃいかぬということをまず言っておきたい

と思うんです｡ 私は答弁書を持ってきて言っているん

です｡ それで､ 法案が成立すると､ 文書主義が徹底さ

れて管理がしっかり行われ､ 都合の悪い文書を廃棄､

隠ぺいすることがなくなる､ 文書が存在しないから開

示できない､ こういう理由からの非公開というのはま

ずなくなると思いますが､ これはなくなりますね｡ こ

れは一言でいいです｡

○山崎政府参考人 委員御指摘のとおり､ なくなるも

のと思われます｡

○吉井委員 それで､ 実は法務省の方で､ 日本に駐留

するアメリカ兵犯罪に関する日米間の密約を裏づける

法務省文書があるんです｡ 法務省刑事局が72年３月に

作成した合衆国軍隊構成員等に対する刑事裁判権関係

実務資料｡ 内容は､ アメリカ兵の犯罪に対し､ 日本側

が優先的に裁判を行う権利の大部分を放棄するよう指

示している1953年の通達など､ アメリカ側の特権事項

が書いてあるんですね｡ これまで国会図書館で実は閲

覧可能だったんです｡ ところが､ 法務省は国会図書館

に閲覧制限をやってくださいと要請するという形をとっ

て､ この圧力によって､ 2008年６月下旬から国会図書

館は閲覧禁止の措置になっているんですね｡ その批判

を受けて､ 国会図書館も2008年11月から､ 墨塗りにし

て一部閲覧できるようにした｡ 問題は､ 墨塗り部分が

非常に重要な意味を持っているんですが､ 日本側が優

先的に裁判を行う権利の大部分を放棄するよう指示し

た箇所なんですよ｡ なぜ国会図書館にそういう指示を

したのか､ 伺っておきます｡

○甲斐政府参考人 御指摘の資料は､ 法務省刑事局に

おいて作成いたしました合衆国軍隊構成員等に対する

刑事裁判権関係実務資料でございますが､ 平成20年５

月に､ 秘文書でございます本件資料が国立国会図書館

に所蔵され､ 一般の閲覧に供されていることが判明い

たしました｡ そこで､ 同月､ 同図書館に対して､ 同館

規則に従い利用制限の措置をお願いしたというところ

でございまして､ ６月には同図書館において閲覧禁止

の措置がとられたものと承知しております｡ 法務省刑

事局が本件資料につきまして利用制限の申し出を行い

ましたのは､ 同資料には米国との間の協議の内容でご

ざいますとか刑事裁判権の行使に関する記載というも
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のがございまして､ 公にすることにより米国との信頼

関係の維持や､ 捜査､ 公判の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあるものと判断したからでございます｡

○吉井委員 私､ あわせて外務文書の方を見ておきた

いんですけれども､ 砂川事件をめぐって東京地裁が59

年３月に米軍基地の存在を違憲として被告を無罪とし

た､ 有名な伊達判決というのがあります｡ これに関し

て事件の元被告が､ 最高裁､ 内閣府､ 外務省に､ 日本

側の公文書を2009年３月に開示請求したんですね｡ こ

れに対して三機関とも､ そういう文書は存在しません

と不開示を決定しました｡ ところが､ 2008年４月､ 昨

年４月ですが､ 新原昭治氏の砂川事件をめぐる公文書

開示請求で､ 実はアメリカの公文書館では外交文書が

見つかっているんですよ｡ それが出てきているんです｡

その中では､ 伊達判決をめぐる当時の､ ダグラス・マッ

カーサー二世アメリカ駐日大使が､ 藤山愛一郎外相に

高裁への控訴を飛ばす最高裁への跳躍上告を提案して

みたり､ 田中耕太郎最高裁長官が大使と極秘会談を持っ

て､ 短期間で判決を出す言質を得ていることなどが明

らかになっております｡ つまり､ アメリカの公文書館

では全部明らかになっているんですよ｡ アメリカ公文

書館には公文書が残されているのに､ なぜ日本政府は

存在しないと言うのか｡ これはおかしいと思うんです

ね｡ 公文書､ つまり情報を明らかにしないために､ 文

書は存在しない､ 不存在だ､ こう主張しているわけで

すよ｡

これは大臣に伺っておきたいんですけれども､ 先ほ

どの法務省の例にしても､ 法務省の場合には､ 要する

に､ 国会図書館に､ アメリカとの関係は秘密にしてく

ださい､ 表にしてくれるなと｡ 一方､ アメリカの公文

書館では公開しているんですよ｡ これは本当に恥ずか

しい話だと思うんですね｡ それで､ 特に法務省の文書

についてはアメリカ兵犯罪の第一次裁判権放棄に関す

る通達や非公表の日米合意などが記されているんです

が､ 日本政府の裁判権放棄の密約は､ 日本でのアメリ

カ兵を特別扱いにして､ アメリカ兵の犯罪を助長させ

るということにもなっているんです｡

実は､ これについては､ 日本図書館協会は､ 全国の

すべての図書館が加盟しているんですよ､ 国会図書館

に対して閲覧禁止措置を見直すよう要請しているんで

すね｡ 国民が情報を受け取る自由を妨げる行為は､ 私

は戦前の検閲と同じことになると思うんですよ｡ 社会

的､ 政治的圧力による自己規制は図書館の運営原則に

反しているというふうに図書館協会は言っているんで

す｡ もともと図書館法では､ 真理が我々を自由にする

と前文でうたっているんですよ｡ だから､ 法務省のやっ

ていることは図書館法にも反するし､ 今回の公文書管

理やあるいは情報公開にも反するし､ アメリカの公文

書館と比べてみても､ 法務省や外務省のやっているこ

とは余りにも恥ずかし過ぎる｡ 私は､ こういうことに

ついては､ やはり大臣として､ 法務省や外務省､ ある

いは防衛省とか関係するところに対して､ 内閣を挙げ

て､ この法律を出しているのは､ 公文書の管理はきち

んとやりましょうと｡ 外交関係がありますから､ 私も

直ちに全部出せと言っているんじゃないんですよ｡ ア

メリカだって30年たったら公開するわけでしょう｡ 30

年たったものがアメリカでは公開されて､ わかったん

ですよ｡ しかし､ 日本は､ その文書は存在しないんだ

といううそまでついて公開しようとしない｡ こういう

ことでは公文書管理のこの法律が生かされないと私は

思うんですよ｡

やはり提案するからにはこれはきちっとする､ それ

も内閣を挙げてやるんだという姿勢を内閣として徹底

していただきたいと思うんですが､ これは小渕大臣に

伺っておきます｡

○小渕国務大臣 御指摘の点に関しましては､ まさに

ごもっともなことであるかと思います｡ ただ､ 他国が

公開をしているから日本も全部公開しますという､ 一

律に公開する仕組みということはなかなか難しいかと

思いますけれども､ やはり他国の公開事情のこともしっ

かり勘案しまして､ 可能な限り積極的な公開を進めて

いきたいと考えております｡

○吉井委員 そこで､ 私､ 最初に伺った基準の問題に

戻るんです｡ 日本が第三者機関を中心にして基準をき

ちんとつくって､ 今直ちに出すことが外交上問題あっ

たとしても､ 例えばアメリカの場合､ 大体おおむね30

年たったら全部公開するわけですね｡ たとえそのとき

に恥ずかしい思いをするにしても､ 自由に物を言いた

いという点は､ 恥ずかしいことを言ったために30年先

に恥をかくという人はかなわぬかもしれぬけれども､

やはり公開しなきゃだめなんですよ｡ 私は､ やはりそ

ういう姿勢を貫くことが必要だというふうに思うわけ

です｡ それで､ 不存在ということがありますから､ あ

わせてこの機会に伺っておきますが､ 法律案が施行す

れば不存在により開示できないという事案はなくなる

と理解していいのかどうか､ これを伺っておきたいと
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思うんです｡ 実は私､ あらかじめ国会図書館に調べて

もらったんですが､ 2001年は3151件が不存在になって

いるんですね｡ 不開示の部分は､ 一部開示合わせて､

全体の開示したものの中の16.1％だったんです｡ 2002

年は9.6％､ 2003年は10.3％､ 2004年は11.0％､ 2005年

は16.6％､ 2006年が19.7％､ そして2007年度は8.7％｡

大体10％から20％は､ 情報公開を求められたら存在し

ませんというんですね｡ でも､ 本当に廃棄しておった

らそれ自体問題なんですけれども､ 存在しないという

ことを口実にして公開しないというのは､ これはまた

私は､ 公文書管理のあり方として大きな問題だと思う

んです｡ そういう点では､ まず今回の法律に基づいて､

不存在ということを理由にして公開しないようなこと

はしない､ させないということを最後に小渕大臣に決

意を伺っておいて､ 質問を終わるようにしたいと思い

ます｡

○小渕国務大臣 もともと､ 文書が存在しない限り文

書管理のしようがないということでありますので､ や

はり何よりも文書が存在しているということが大事で

ありますので､ 不存在という事態が起こらないように

しっかり努めてまいりたいと考えております｡

○吉井委員 時間が参りましたので､ 終わります｡

○重野委員 社会民主党の重野安正です｡ 公文書等の

管理に関する法律案の審議が行われているわけであり

ますが､ 私は､ まず公文書の目的に関して尋ねておき

たいと思います｡ 昨年十一月に公文書管理の在り方等

に関する有識者会議の最終報告が出されましたが､ そ

の中で､ ｢公文書の意義｣ について ｢国民の貴重な共有

財産｣ ということが明記されています｡

ところが､ 今提出されております法案の目的におい

て､ この国民の貴重な共有財産という文言がないわけ

であります｡ これは非常に大きな意味を持っていると

思うんですが､ なぜこの国民の貴重な共有財産という

文言が抜け落ちたのか､ まずその点について聞いてお

きます｡

○小渕国務大臣 有識者会議の最終報告におきまして

国民の共有財産という言葉を用いておりますが､ これ

は公文書が､ 国民が正確な情報に自由にアクセスし､

それに基づき正確な判断を行い､ 主権を行使するため

に､ また､ 国民に対する説明責任を果たすために必要

不可欠な基本的なインフラであるということをとらえ

て､ このような表現をしておるかと思います｡ 財産と

いう言葉についてでありますけれども､ 先ほどお話を

したとおり､ 財産ということを法律に明記するという

のはなかなか難しいということでありまして､ しかし､

このような趣旨を十分にこの目的の規定に反映するた

めに ｢国民主権の理念にのっとり､｣ ｢国及び独立行政

法人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説

明する責務が全うされるようにする｣ 旨を規定してお

るところであります｡

○重野委員 私が問題にするのは､ 今の大臣の答弁で

も､ 国民というのはこの中ではあくまでも受け身なん

ですね､ 受け身｡ この法律は､ まさしく公文書､ 公の

文書でありますが､ そういう与えられるものではなく

て､ それらについて国民は主体的にかかわる権利を持っ

ている､ その趣旨がこの法案の目的のところに出てい

ないという認識を私は持つわけです｡ そこのところは､

やはりこの法律そのものを規定づける極めて重要な要

素をはらんでいると思うんです｡ この法律の主体が国

民にあるんだというところがなぜもっと具体的に表現

されないのか､ 改めて聞きます｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

国民の共有財産という御指摘でございます｡ 確かに､

有識者会議で国民の共有財産という提言をいただいた

わけでございますけれども､ 財産という用語は､ 通常､

金銭的価値のある権利と解されておりまして､ こうい

う用語を本法案で規定するのは適当ではないのではな

いか､ そういうふうに考えたことによりまして､ 目的

規定には含めておりません｡ その一方で､ 公文書を適

切に管理して､ その内容を後世に伝えることは国の重

要な責務であるということを踏まえまして､ 国民主権

の理念にのっとり､ あるいは､ 国及び独法等の有する

その諸活動を現在及び将来の国民に説明する責任が全

うされるようにする｡ 将来の国民への説明責任と入っ

たのはこの法案の新しい特徴でございますけれども､

そういう旨を規定した次第でございます｡ そういうよ

うな規定ぶりとすることによりまして､ 最終報告書で

国民共有の財産と記述された趣旨は本法案において反

映されたのではないかというふうに考えております｡

○重野委員 趣旨において国民共有の財産という認識

を持つのであれば､ 今一々説明をしなくてもいいよう

に､ 国民共有の財産という文言をすたっと入れれば済

むことなんですね｡ なぜこんな回りくどい説明をする

ようなことになるんですか｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡
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国民共有の財産というのは､ 普通は金銭的価値を持

つものに対して使う言葉で､ それに伴いまして分割請

求権という問題が生じまして､ 共有財産というふうに

規定しますと､ 国民が､ では､ うちの持ち分をよこせ

というようなことにもなるのではないかという関係方

面の御指摘も踏まえて､ このような文言にした次第で

ございます｡

○重野委員 今の答弁は､ これは聞き捨てなりません

よ｡ 知らしむべからず､ よらしむべしという言葉があ

りますが､ あなたはまだそんな発想を持っているんじゃ

ないですか｡ 何で共有の財産といえば金銭的なんとい

う狭い解釈をしなければならないんですか｡ 共有の財

産というのはまさしく共有の財産であって､ そういう

金銭的な云々というふうな説明をあえてするというの

は､ 僕はこれはおかしいと思う｡ そんな説明で､ そん

なスタンスでこの法律をつくっているんですか｡ これ

は法律の趣旨を規定づける極めて重要な要素ですよ､

この問題は｡

○山崎政府参考人 公文書が民主主義の基本である､

これは有識者会議の最終報告の提言をいただいたとこ

ろでございまして､ それに基づきまして ｢国民主権の

理念にのっとり､｣ ということを規定いたしましたし､

｢その諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全

うされる｣､ こういう文言を記述したことによりまして､

我々といたしましては有識者会議の趣旨が反映された

のではないかというふうに考えた次第でございまして､

民主主義の原点､ また国民主権の理念というものにつ

きましては十分わきまえているつもりでございます｡

○重野委員 これは何時間やっても平行線｡ これは納

得できません｡ 次に､ 最終報告で､ 今私も触れました

けれども､ ｢国民の貴重な共有財産｣ という文言が入っ

た意味ですね｡ このメンバーの皆さん方が合議をして､

最終的にこういう文書を作成し答申したわけですね､

皆さんに出したわけです｡ その方々がこの ｢貴重な共

有財産｣ という言葉をあえて入れたその意味を､ 大臣､

どのように考えておりますか｡ 昨年12月19日の政府の

答弁書があるんですが､ その中で ｢政府の活動又は歴

史的事実の正確な記録は国民の貴重な共有財産であり､

その記録を公文書として適切に管理・保存し､ 広く国

民の利用に供することは､ 国の重要な責務であると認

識している｡｣ となっているんですね｡ これは政府の答

弁書ですよ｡

例えば大阪市の条例では､ 第１条の目的に ｢市政運

営に関する情報は市民の財産である｣､ このように書い

ているんですね｡ これに比較しますと､ 今の説明を聞

けば聞くほど､ もうわけがわからぬ｡ 何でそんな回り

くどいことを言わなきゃならぬのですか｡ 大臣､ この

｢貴重な共有財産｣ という文言､ この意味をどうとらえ

ておりますか､ お聞かせください｡

○増原副大臣 委員御指摘の点､ 私どもお聞きしてい

まして､ 非常によくわかります｡ とかく内閣法制局と

いうところは､ これまでの事例をずっと調べまして､

それで､ その用語の使用が適切であるかどうかとか言っ

たりいたしますが､ 一方で､ 議員立法などにおきまし

ては､ どんどんと従来の慣例を破った形でもって､ 新

しい感覚でそれを取り入れております｡ 御趣旨は十分

私も御指摘の点についてはわかりましたので､ いろい

ろまた､ この御審議を踏まえながら考えてまいりたい

と思っております｡

○重野委員 我々の側も､ この法案については､ 修正

協議が進められつつありますが､ そういう中でしっか

り生かしていくように､ そしてそれを正確に受けとめ

ていただきたい｡ 次に､ 法案を見ますと､ 目的としま

して､ 公文書の管理と適正な保存は､ 行政の適正かつ

効率的運営のためや､ 国などの国民への説明責任のた

めとなっております｡ 冒頭に ｢国民主権の理念｣ とい

う言葉があるのですが､ いずれも主語は行政であり国

なんですね｡ しかし､ 公文書は決して国や政府､ 時の

為政者のためにあるものではない｡ 中国の春秋時代の

崔杼の例を引くまでもなく､ 記録は時の為政者のもの

ではないんだ｡ はっきりしているんですね｡ 日本はそ

の点で余りにも立ちおくれているんだと言わざるを得

ない｡ これは重要な点ですので､ 大臣の見解を聞いて

おきたい｡

○増原副大臣 ただいまの御指摘でございますが､ 私

も26年間国家公務員をやっておりましたけれども､ や

はりこれまでの我が国の流れを見てみますと､ 知らし

むべからず､ よらしむべし､ 先生が先ほど言われまし

たけれども､ かなり､ まだまだ残っているなというふ

うに思っております｡ そういう意味で､ 先ほど西村委

員の方から御質問がございましたが､ 10年おくれての

この法律案という形になっておるわけでございまして､

もっとこういうものは加速していく必要がある､ それ

がやはり民主主義の原点ということであろうというふ

うに思っておりますので､ 我々もよくそれを拳々服膺

しまして頑張ってまいりたいと思っております｡
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○重野委員 次に､ 公文書管理委員会について伺いま

す｡ 公文書管理委員会というのは､ まさしく文書管理

の司令塔です｡ 今回の法律は､ 私は､ 発想はいい｡ し

かし､ これが結果的に､ 先ほど第一の質問で執拗に聞

きましたけれども､ 骨抜きにならないように､ そのた

めにも､ 公文書管理委員会というものの位置づけとい

うのは､ これはもう極めて重要な点だと思います｡ 法

案では､ 内閣府に置く､ こういうふうになっています

が､ 私は､ その重要性にかんがみ､ 国家行政組織法第

３条に基づく組織にするべきだというふうに思います

し､ そうすることによってこの公文書管理委員会の機

能がより発揮できるのではないか､ このように考える

んですが､ その点についてはいかがでしょうか｡

○増原副大臣 いわゆる３条委員会にしてはどうかと

いう御指摘でございます｡ 先生御承知のように､ ３条

委員会は､ 公正取引委員会等のように､ 強力な権限を

持って､ 法律で授権されてそれを執行していく､ そう

いう委員会でございます｡ そういう意味では､ 私ども

が考えております公文書委員会というのは､ 強力に何

かを執行していくというようなものではございません｡

あくまでもいろいろな形でもって企画立案に対してア

ドバイスをしチェックをする､ こういうところでござ

います｡ そういう意味で､ このたびは内閣府のもとに

この委員会を置いたわけでございますが､ 実は､ 消費

者庁のときも､ 消費者庁､ 今参議院で審議していただ

いておりますが､ その消費者庁のもとに消費者委員会

を置いたのでは弱いではないかという御指摘がありま

して､ それは消費者庁とは別に､ こちらの内閣府の方

の委員会という形で､ ある意味では対等な形にいたし

ました｡ このたびの場合は､ それとはちょっと様子を

異にしておりまして､ 先ほど申し上げましたように､

３条委員会というような強力な執行権を持ってやるよ

うなものではないという点につきまして御理解を賜れ

ばと思う次第であります｡

○重野委員 以下また質問しますが､ そのことがある

からこそ､ 私は３条委員会にすべきだということを提

案しているんですね｡ 以下述べてまいりますが､ この

公文書に関する法律案が出てきたきっかけというか理

由というか､ その一つに､ 例えば､ 年金記録の紛失､

肝炎患者のリストの問題､ これが放置された､ あるい

は､ 卑近な例では､ 自衛官の航海日誌の誤廃棄など､

文書管理のずさんさが表面化してまいりました｡ 単に

ずさんであるだけ､ あるいは意識の欠如であるのなら

ば､ 制度を整備し､ 教育訓練を行えば対応できると思

うんです｡ しかし､ 数々の文書廃棄などを見るにつけ､

そこには意図的な怠業や廃棄があったのではないか､

こういう合理的な疑いが残るんですね｡ そこで､ 尋ね

ますけれども､ 今回のこの法整備で意図的な怠業だと

か廃棄を防ぐことができるんでしょうか｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

御指摘のこれまでの不適切な文書管理の事案を踏ま

えまして､ 本法案では､ 再発防止に資する措置を盛り

込んでおります｡ 例えば､ 文書未作成事案の再発を防

止するためには､ 行政機関の意思決定に関します文書

作成原則を法定化いたしまして､ 適正に文書を作成す

ることを明確化いたしました｡ これは第４条でござい

ます｡ また､ 文書の倉庫への放置などのずさんな文書

保存の再発を防止するためには､ 適切な保存と利用を

確保するための保存義務の明確化､ 第６条でございま

す｡ また､ 文書管理状況の内閣総理大臣への定期的な

報告､ また内閣総理大臣による実地調査を実施する権

限を第９条第１項及び第３項に規定してございます｡

さらに､ 保存期間満了前の誤廃棄の再発防止のために

は､ 保存期間満了前にあらかじめ移管または廃棄の措

置を設定させる､ これがレコードスケジュールでござ

います｡ 第５条第５項でございます｡ また､ その状況

を､ 定期的な内閣総理大臣への報告でありますとかあ

るいは内閣総理大臣の実地調査により確認する仕組み

としております｡ これが第９条第１項及び第３項でご

ざいます｡ これらの仕組みによりまして､ 行政機関の

文書管理は抜本的に改善されるものと考えております｡

○重野委員 違反した場合の罰則はどうなっているん

ですか｡

○山崎政府参考人 不適切な公文書管理を行った職員

につきましては､ 国家公務員法第82条に基づきまして､

その事案によっては免職も含めた懲戒処分が可能となっ

ております｡ この懲戒処分は､ 刑罰と異なりまして時

効がないということでございますから､ 職員の身分を

有する間は相当過去の事案でも処分することが可能と

なります｡ なお､ 公文書管理にかかわる刑罰といたし

ましては､ 刑法におきまして､ 公務所で用いる文書を

毀棄した者を３カ月以上７年以下の懲役に処する公文

書毀棄罪､ 刑法第258条が規定されております｡ そうい

うことを踏まえまして､ 本法案では､ 直接､ 改めて罰

則を規定しなかったところでございます｡

○重野委員 アメリカの連邦記録法での罰則規定はど
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うなっているんですか｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

米国におきましては､ 合衆国法典第18編､ 刑事及び

刑事訴訟という節の中に規定がございまして､ 合衆国

裁判所の書記官あるいは公務員に対しまして､ または

合衆国の公的機関､ 司法官､ 公務員に対して提出もし

くは寄託された記録等を消滅､ 破壊､ 毀損等､ そうい

う意図を持って持ち去る者は､ 罰金または３年以下の

懲役あるいはその両方を科せられる､ こういう規定に

なっております｡

○重野委員 次に､ 前後して恐縮ですが､ 公文書の定

義について尋ねますけれども､ 第２条に､ ｢不特定多数

の者に販売することを目的として発行されるもの｣ ｢を

除く｡｣ となっておりますが､ 除かれた理由は一体何な

んでしょうか｡ これらも公文書の一つだというふうに

私は認識するのでありますが､ いかがですか｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

行政機関あるいは独立行政法人等が発行いたします

出版物を含めまして､ 不特定多数の者に販売する目的

で発行された図書等につきましては､ 一般に､ 容易に

入手､ 利用が可能であるところでございます｡ 一方､

こうした文書につきましては､ 随時､ 定期的に新たな

版が出版されることが多く､ 一般の行政文書､ 法人文

書と同様の管理を義務づけることは､ 新たな取得のた

めに分類､ 保存期間等の設定を行う必要が生じるなど､

行政機関や独立行政法人等の事務負担の面から問題が

あると考えまして､ またその実益も乏しいことから､

本法の目的の一つであります行政運営の効率化にも反

するではないかというふうに考えた次第でございます｡

なお､ 行政機関でありますとかあるいは独立行政法人

におきまして､ 業務上の必要性から保有されておりま

す文書､ 雑誌等につきましては､ 主として特定部分､

その組織の業務に関係する記事でありますとかそうい

う部分を抜粋して用いられることが多くなっておりま

すけれども､ そうした文書につきましては､ 当然､ 行

政文書として管理されることになる次第でございます｡

○重野委員 同じように､ 今度は､ 今まではいわゆる

国あるいは地方がやっていた､ それが､ 今この民営化

の流れの中で民営化された企業というのもたくさんあ

るわけですが､ その民営化される以前の文書､ これに

ついてもしっかり管理すべきだと思います｡ まず､ そ

の点についてどうなっていますかということが一つ｡

また､ 公益法人や民間企業であっても､ 国の補助金な

ど公金による業務でつくられた文書､ たくさんあると

思うんですね｡ それも含むべきだと考えますが､ その

点についてはいかがですか｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

本法案は､ 国民への説明責任を全うするために､ 一

定の文書につきまして公文書等と定義して各種の管理

ルールのもとに置くものでございます｡ 民営化以前に

公社やあるいは特殊法人等であった企業が有する文書

については､ かつて公的な性格を有していたといたし

ましても現在は民間企業であることから､ 民間企業に

なってしまったものにつきましては､ 行政機関が有す

る文書同様の公文書等とすることは適当ではないと考

えております｡ ただ､ 今回､ 法案におきまして､ 民間

におきます歴史的に重要な文書を国立公文書館に寄贈

できる､ そういう規定は設けておりますので､ その規

定に沿って､ 重要な文書が適切に入るように要請ある

いは努力することは可能であると考えております｡

次に､ お尋ねの二点目でございますけれども､ 補助

金など公金で行う文書でございますけれども､ これに

つきましては､ 当該支出を行いました行政機関におき

まして､ 事業終了後に必要な文書を取得することが通

例でございまして､ それを取得した時点で当該行政機

関の行政文書になると考えております｡ これは､ 独法

につきましても基本的に同様でございます｡ その一方

で､ 公金を支出して行われる事業はさまざまでござい

まして､ 例えば研究者への補助金でありますとか､ さ

まざまでございますので､ 当該事業に関して支出先に

おいて作成された文書をすべて行政文書と取り扱うこ

とは必ずしも適切ではないのではないかというふうに

考えている次第でございます｡

○重野委員 関連して､ 法案の第４条には､ ｢軽微なも

のである場合を除き､｣ という文言があります｡ この

｢軽微｣ を理由に文書が破棄されることが起こるんじゃ

ないか｡ とりわけ､ 先ほどの意思形成にかかわる資料

が ｢軽微｣ として廃棄されることを私は危惧いたしま

す｡ その点についての見解を｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

法案第４条におきまして ｢処理に係る事案が軽微な

もの｣ というふうにされておりますのは､ 行政機関内

部におきます日常的な業務連絡でありますとか､ ある

いは所管事項に関します簡単な照会等､ 作成しなくて

も国民への説明責任あるいは業務遂行の観点から支障

が生じないものを想定しております｡ これらにつきま

アーカイブズ 37

91

����������������������������������������

����



しても文書の作成を義務づけることは､ 行政機関の事

務負担の面から考えて､ あるいは実益的にも乏しいの

ではないかというふうに考えている次第でございます｡

なお､ 政令等におきまして､ 作成､ 保存すべき文書の

範囲について規定することとしておりまして､ その中

で､ ｢処理に係る事案が軽微｣ という判断基準を具体的

に盛り込むことを予定しております｡ 以上でございま

す｡

○重野委員 時間が来ましたから､ 通告をずっとして

おりましたけれども､ 行きませんでした｡ ただ､ 今の

答弁を聞いた感想なんですけれども､ せっかく我が国

の公文書に対する情報開示の流れの中で､ 先ほど逢坂

委員も外国の例を報告していましたけれども､ やはり､

今の答弁を聞いていると､ 公文書を国民に広く開示す

るという精神が乏しいと私は思うんですね｡ まだまだ､

抱え込んで､ 知らしむべからず､ よらしむべし､ やは

りそれがあるんだと実感しますよ｡ だから､ 今､ 議員

の方でそれぞれ修正の協議もあると思うんですが､ 私

は､ 所轄として､ もっと幅広に受け入れて､ 本当に情

報公開､ 開かれたという文字どおり､ そういうふうな

関係をこの際しっかり構築していくという基本的な立

場に立って取り組んでもらいたい｡ そのことを要望し

まして､ 通告しておったのにもかかわらず､ そこまで

行き着かなかったことはおわび申し上げまして､ 私の

質問を終わります｡ よろしくお願いします｡

○上川委員 午前中に引き続いての午後ということで､

１時間質問をさせていただきます｡ 自由民主党の上川

陽子でございます｡

本日､ いよいよ､ 公文書管理法案､ この内閣委員会

で審議をされる運びとなりました｡ 渡辺委員長を初め

として理事の皆様､ また委員の皆様の御努力に心から

感謝申し上げたいというふうに思います｡ また､ この

日をある意味では注目していた､ きょう傍聴席にもた

くさんの方がいらっしゃっていますが､ 大変関心を持っ

てフォローしていただいておりまして､ そうした皆様

に対しても心から感謝申し上げたいというふうに存じ

ます｡ 我が国の公文書管理の実情を大変憂えて､ また

その改革に並々ならぬ熱意を持って取り組んでこられ

ました福田前総理が本法案の１日も早い成立を待ち望

んでおられるということを思うと､ 昨年２月に､ 福田

総理から初代の公文書管理担当大臣を拝命した私とい

たしましては､ 本日､ このような形で質問をさせてい

ただく機会をいただきましたことに､ 心から感謝を申

し上げたいというふうに存じます｡ ありがとうござい

ます｡ それでは､ １時間ということで､ きょうは､ 小

渕大臣また副大臣､ 政務官､ よろしくお願いをいたし

ます｡

まず､ 総論的な話でございますが､ 我が国の公文書

管理に取り組むのに際しまして､ 基本的な考え方とい

うことで三点ほどお伺いをしたいというふうに思いま

す｡ まず､ 第一の項目につきましては､ 公文書の意義

についてでございます｡ 昨年の３月に､ 尾崎座長のも

とで公文書管理の在り方等に関する有識者会議が開か

れたわけであります｡ 会議は､ すべて公開のもとで､

計12回に及ぶ大変熱意のあふれる審議が行われまして､

最終的に､ 11月に最終報告という形で取りまとめられ

ました｡ 実は､ そのタイトルでございますが､ ｢｢時を

貫く記録としての公文書管理の在り方｣ ～今､ 国家事

業として取り組む～｣ というこのタイトルでございま

すが､ 私の提案を受け入れていただくことができまし

て､ 大変ありがたく思っております｡ このタイトルの

思いということでございますが､ 論語に､ 我が道は一

をもってこれを貫くという言葉がございます｡ 孔子は､

人の心の中には確固とした理想があり､ その考えは一

つに統一されている､ まさに孔子の人生観でございま

す｡ こうした人としての人生観と同じように､ 国とし

ての国家観という哲学もやはり貫かれていなければな

らないのではないか｡ 公文書は国の営みの記録であり

まして､ 過去､ 現在､ 未来を貫く国の背骨としての役

割を果たすものであり､ また常に国民の皆さんのアイ

デンティティーのよりどころでもあります｡ そういう

意味では､ 国民共有の財産として大変大きな役割を担

うものである､ そんな思いを込めてつけさせていただ

きました｡ 国民が国の活動記録に自由にアクセスし､

また判断をし､ また主権を行使する上で､ この国の活

動や歴史的事実の正確な記録である公文書､ これはま

さに時を貫く､ 重要な､ 民主主義の根幹を支えるイン

フラとも言えると思います｡ 有識者会議のスタートに

当たって､ こうした国の活動の記録を公文書として十

全に管理､ 保存し､ 作成から利用までのライフサイク

ルを通じた公文書管理法制を確立し､ また21世紀にふ

さわしい公文書の管理システムを構築すること､ これ

が国の責任である､ こういう問題意識で最終的な報告

書に至ったというふうに理解をしております｡ 官房長

官であられました福田総理は､ 官房長官時代から大変
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熱意を持って取り組まれてこられた｡ また､ 小渕大臣

におかれましても､ 与党の公文書管理を推進する議員

連盟の事務局長として御活躍であったということ､ ま

さに､ 大変､ 時の重みも含めまして､ いろいろな思い

を感じるところでございます｡ 最終報告にも､ 今申し

上げたようなことも含めまして､ 公文書の意義につい

てしっかりと書き込まれているということであります

が､ 小渕大臣から､ 公文書の意義につきまして改めて

御所見をいただきたいというふうに思います｡

○小渕国務大臣 公文書は､ 民主主義の根幹を支える

基本的なインフラであります｡ 過去､ 歴史から教訓を

学ぶとともに､ 未来に生きる国民に対する説明責任を

果たすために必要不可欠な､ 国民の貴重な共有財産と

認識をしております｡ そして､ これを適切に管理し､

後世に伝えていくことは国の重要な責務であると考え

ております｡ そのために､ 今般､ 統一的な行政文書の

ライフサイクルを通じた管理ルールや歴史公文書等の

保存及び利用のルール等について定める本法案を提出

させていただいたところであります｡

○上川委員 公文書の意義につきましては､ 大変大事

な国民の共有財産であるという認識については､ 今小

渕大臣からのお話のとおりでございます｡ そのことも

含めて､ 本法案におきましての目的の規定の中にもしっ

かりと書き込むべきではないかというような声も実は

いただいておるんですけれども､ このことにつきまし

ては､ 私は､ 法律の持っている趣旨に照らして考えれ

ば､ でき得る限り､ 最終報告の趣旨も生かしつつ､ ま

た今大臣が御指摘いただいたことの大変大事な心髄の

ところを目的の中にしっかりと書き込んでいくという

ことは大変大事なことではないかというふうに思って

おります｡ その点について指摘をさせていただきたい

というふうに思います｡

続きまして､ 第二点でございますが､ 今も､ 行政機

関の中でもあらゆる意思決定がなされ､ またそのため

のさまざまな活動の文書が作成されているところであ

ります｡ 法制度の改革がなければ文書管理の改善が図

られないという趣旨のものでは全くないので､ 今も各

省庁あるいは担当のところでしっかりと文書を残して

いくということ､ これは大変大事なことではないかと

いうふうに私は思っております｡ 法制度の改正がなけ

れば一歩も進まないという趣旨のものではなく､ それ

を待たずとも､ やるべきことは改善努力を惜しみなく

やり続けるということ､ この姿勢が非常に大事ではな

いかというふうに思っておりまして､ その際､ さまざ

まな文書管理の取り組みには差があるということであ

りまして､ いいモデルもある､ いい事例もあるという

こと､ このいい事例をできるだけモデルにしながら､

本気で取り組んでいただきたい､ こういうことをぜひ

強く申し上げたいというふうに思っております｡

私は､ 昨年､ 大臣就任早々に､ 19の省庁を視察いた

しました｡ １時間の予定というところを大幅に上回っ

て､ かなり細かく現場の中を拝見させていただきまし

て､ 省庁によっては､ ああ､ しっかりやっているなと

いうふうに思うところもあれば､ ずさんな管理で､ こ

れで仕事がやっていけるのかというような気持ちにな

るところもございまして､ 今のこの枠組みの中でも取

り組みの実態にはかなりの差があるなという思いでご

ざいました｡ そのほかには､ 国立公文書館はもちろん

のこと､ 地方の公文書館にも行かせていただきました

し､ また､ 満鉄の記録を保存しているアジア経済研究

所にも行かせていただきました｡ また､ 映像記録とい

う意味では､ NHK のアーカイブスにも行かせていた

だきましたし､ また､ 日本銀行の文書管理､ また､ アー

カイブという形で整備している現場につきましても視

察をし､ 意見交換をさせていただきました｡ こうした

各事例の中には学ぶべきことはたくさんあるというこ

とであります｡ しかし､ 同時に､ 先ほど申し上げたよ

うに､ ずさんな管理で､ ある意味では､ 適切な意思決

定ができないのではないかと思うような場面も幾つか

遭遇し､ また､ 事実､ この間の事例の中でも不適切な

文書関連の事例も発生しているところであります｡ ｢と

わだ｣ の航海日誌の誤廃棄の問題､ 記憶に新しいもの

でございますが､ Ｃ型肝炎関連資料の倉庫への放置の

問題､ また､ 装備審査会議の議事録の未作成の問題､

次から次へとこうした文書の作成及び保存､ 管理にか

かわる問題が発生してきたということも事実でありま

す｡ つまり､ ずさんな管理の状況というのは､ 全体と

して見れば､ すべてではないにしても､ 大変厳しい状

況に置かれているところがあるということ､ これはや

はり直視していかなければいけないというふうに思っ

ております｡ と同時に､ いい事例のモデルについては､

率先してこれを共有化し､ また努力をし､ 改善努力に

向けてこうした事例をうまく活用していくということ

も大事ではないかということは､ 先ほど申したとおり

であります｡ そこで､ 文書管理の改善努力､ 公文書管

理担当という形で任命をされてから､ 全体的に見ると
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一年と数カ月たっているところでありますが､ この間

の改善努力は大変私も気になるところでありまして､

このことについての取り組みの最近の状況についてお

伺いしたいというふうに思います｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

法律を待たずにすぐにできる取り組みというのは､

上川先生御指摘のとおり､ 非常に重要だと我々も認識

いたしまして､ 公文書管理の在り方等に関する有識者

会議の報告をいただいた以降直ちに､ 小渕大臣が､ 閣

僚懇談会におきまして､ 法制化を待たずに取り組み可

能なものについて対応をいたしました｡ これは20年の

11月７日でございます｡ その後､ 同じ20年の11月25日

に､ 行政文書・公文書等の管理・保存に関する関係省

庁連絡会議の申し合わせをいたしまして､ そこにおき

まして､ 行政文書の作成､ 保存場所､ 移管､ 管理体制

等について､ 法制化を待たずに取り組むべき事項につ

いて各省庁に依頼いたしました｡ また､ 工夫した取り

組みを行っております省庁の事例を参考として対応す

るため､ 文書管理に関する優良事例集といったような

ものを配付いたしますとともに､ 情報共有のための連

絡会議の開催､ 各府省への研修といった取り組みを実

施しているところでございます｡ 今後とも､ こうした

取り組みを通じまして､ さらなる文書管理の徹底と移

管の促進に努めてまいりたいと考えております｡

○上川委員 制度的というか､ 取り組みについて体系

的に取り組まれているということに対して､ 気になっ

ていた者としては大変よかったというふうに思うんで

すが､ しかし､ 実態が本当に動いているのかどうかと

いうことも大変気になるところであります｡ そういう

意味で､ 私も実態を見にということで現地視察をさせ

ていただいたところでありますが､ デスクのところで

打ち合わせをしていたときの表現ぶりと現実の間には

大きなギャップがあるという印象でありまして､ 小渕

大臣あるいは副大臣､ 政務官､ どなたでも結構であり

ますが､ そのことが現実にしっかりと運用されている

のかどうか､ これを､ 19省庁とは言いませんが､ ぜひ､

問題先につきましては十分に視察に行っていただきた

い｡ そして､ そこでしっかりと､ 言ったこととやって

いることの違いということを指摘していただきまして､

よりレベルアップができるように指導力を発揮してい

ただきたいというふうに､ これはお願いでございます

が､ よろしくお願いしたいと思います｡

第３点目でありますが､ 私は､ 公文書管理の改革と

いうのに当たりましては､ やはり職員の皆さんの徹底

した意識改革が大前提ではないかという思いでありま

した｡ 意識改革なくしてあるべき文書管理の実現はあ

り得ないと言っても過言ではないとさえ思っておりま

す｡ しかし､ 公文書の重要性についてはまだまだ意識

が低いということでありまして､ 今のような取り組み

をしていただいていたとしても､ まだまだお一人お一

人のところまでしみ通っていないのではないか｡ また､

同時に､ 文書管理のスキルという意味でも､ 十分であ

るかどうかということについては甚だ疑問であるとい

うふうに思っているところであります｡ また､ 文書管

理を徹底していくと仕事がふえるというような大変後

ろ向きなとらえ方もあるということでありまして､ 文

書管理はむしろ業務の効率を上げていく大変大事な手

段である､ ぜひこういう前向きなとらえ方で文書管理

の実態を上げていただかなければいけないというふう

に思うところであります｡ そこで､ 私は､ 一人一人が

御自分の仕事､ つまり国の大変大事なさまざまな意思

決定に資する事業を進めていくためのこの仕事に対し

て誇りを持って取り組む､ そしてその記録については

堂々と残していただく､ このことが大事だというふう

に思うわけであります｡ 後世に恥じない､ 公に奉仕す

る､ 公の仕事としてのその誇りをぜひ持っていただき

たいし､ それを堂々と記録として残していただくとい

うことが大事ではないかというふうに思うわけであり

ます｡ そこで､ 統一したルールによる文書の作成､ 保

存また管理のスキル向上のためには体系的な研修がや

はり不可欠ではないかというふうに思っておりまして､

この文書管理の研修を十分に経た上で､ 現場の中で文

書管理をしていただく過程の中で､ 人事考課の評価対

象の一つに加えてもいいんじゃないかというふうに思

うぐらい大事なものではないかというふうに思うわけ

であります｡ そうしたことも踏まえまして､ 職員の徹

底した意識改革についての今後の方策につきまして､

副大臣から御答弁をお願いいたします｡

○増原副大臣 ただいまの､ 職員の意識改革でありま

すが､ 私も26年間行政官をやっておりまして､ 振り返っ

てみまして､ 文書管理といいますと､ 今の財務省､ 前

の大蔵省なんかは文書課というのがあるんですね｡ 省

内の分については大体そこが全部やるんですが､ やは

り日が当たるポストとはとても言えないというところ

がありました｡ 一方において､ 私も主計局で勤務いた

しましたが､ そこに法規課というのがあるんですが､
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そこでは､ 財政法とか会計法､ これに照らして当該支

出が適正かどうか､ 違法性はないか含めまして､ 過去

の事例も含めて､ 全部各予算係から上がってくる相談

事をきちっと起承転結調べて､ そして結論を出してや

るんですね｡ 各省庁から来る場合もあります｡ これは

毎年毎年きちんとしたファイルになっていまして､ 別

冊にしてつくってある｡ 目次集は事項ごとにずっと毎

年毎年できていくという感じなんですね｡ だから､ き

ちっとなっているところとそうでないところの格差は

物すごく大きいんだろうというふうに思います｡ これ

をどのようにして充実していくか｡ 一つは､ 人事考査

の面で､ 今上川委員言われたように､ もう少し日の当

たるようなものにしていく､ これも大事なことだと思

います｡ 一方で､ 要は､ この法案､ これが通れば､ や

はり､ この公文書管理の大切さ､ ただ単に過去のもの

として整理していくというだけじゃないので､ 自分た

ちが働いた､ 公務員として働いたときのあかしですよ

ね｡ よく CMか何かで､ お父さんがあの橋をつくった

んだよというので､ 目に見える形でというので､ 子供

たちをそこへ連れていくとかありますけれども､ そう

いう意味では国民全体から見ての大変な記録になるん

だというふうに私は思っています｡ こういうところか

らしっかり公務員､ 職員の方々の意識を変えていかな

くてはいけないということだと私は思っております｡

もとより､ 昨年11月の閣僚懇談会におきまして､ 小

渕大臣から各大臣に､ 職員の意識改革についての指導､

これの徹底についてお願いをいたしました｡

先ほど事務当局から答弁させましたように､ 進んで

いるところは進んでいるのでございますが､ いずれに

しても､ この法律を通すことが職員の大変大きな意識

改革になる､ そのように私は思っております｡ これを

通していただければ､ その後に統一的な政令によるルー

ルづくりもあります｡ さらには､ 今度は､ もちろん内

閣府と協議しながらでありますけれども､ 各省庁が文

書管理規則というものをしっかりつくっていく､ この

あたりでもってその重要さというのが徐々に浸透して

いく､ そういう意味で新たなこの立法の意義は極めて

大きい､ そのように私は思っております｡ 加えて､ 平

素より余りやっていないと言ったらおかしいですが､

おろそかになっている研修などにつきましても､ どう

いうふうにやればその充実が図られるかについてまた

検討を重ねてまいりたいと思います｡

○上川委員 私は先ほど､ 公務員の皆さんが堂々と記

録を残してほしいということを申し上げましたが､ そ

のことは､ 国民の共有財産としての公文書､ つまり国

民がそれにアクセスするということでありますので､

そうした面からも大変大事な問題であるということで､

そういう意味でも､ 職員の皆さんの意識向上を前提と

してスキルを上げていくということについては､ 法案

成立後､ 体系的に取り組んでいただきたいというふう

に御要請を申し上げたいと存じます｡ それでは､ 次に､

法案の幾つかのポイントにつきまして御質問をさせて

いただきたいというふうに思います｡ まず､ 日本の公

文書管理､ 特に歴史公文書としての移管､ 廃棄という

ことについては､ 他の国と比べても大変見劣りをする

ということで､ よく問題になるわけでありますけれど

も､ 移管率の現状につきまして､ これは省庁別にかな

り違いがあるということでありますので､ そのことも

踏まえて､ 移管率の現状についてまずお伺いしたいと

思います｡

○山崎政府参考人 各府省から国立公文書館に移管さ

れる公文書等の移管率でございますけれども､ 年度に

よって若干のばらつきがございますけれども､ 府省全

体といたしましてはおおむね0.7％程度であったところ､

平成20年度には１％程度になったというふうに承知し

ております｡

省庁別の状況につきましては､ 省庁それぞれに事情

が異なるところでございますけれども､ 例えば農林水

産省からの移管数は､ 平成19年度に約1200冊であった

ところ､ 平成20年度は約４千冊が移管されるなど､ 移

管促進に熱心に取り組んでいただく事例も出てきてい

るところでございます｡

○上川委員 ただいま､ 0.7から平成20年は１％という

御指摘でございまして､ その中でも農林水産省の移管

率が､ 例示的ではありましたけれども､ アップしたと

いうことであります｡ このアップした理由でございま

すが､ 私も大臣就任中に､ 若林大臣が､ 農林水産関係

の､ 特に戦後の農地改革の広報資料というものが大変

各地域に､ 地方に残されていた､ これを移管したいと

決断をなさったということで､ これを受けてもしかし

たら移管率が高くなったのかなというふうに推察する

わけでありますが､ この点はいかがでございましょう

か｡

○山崎政府参考人 確かに､ 上川先生が大臣のときに､

若林農水大臣といろいろと調整をしていただきまして､

それが移管率向上の大きなきっかけになっているので
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はないかと思っております｡

○上川委員 トップの決断というのが大変大事だなと

いうことを改めて痛切に感ずるわけであります｡ その

ときには決断をして指示したということまでは承って

おったわけでありますが､ 実際にこうした形で移管率

が､ 若干ではありますけれども､ 他の省庁と比べては

高くなっているということについては､ これは非常に

大事な点ではないかというふうに思うんです｡ 他の省

庁も､ 恐らく､ そのまま余り変わらないところもあれ

ば､ また著しく移管率が高まった省庁もあろうかとい

うふうに思いまして､ そうした移管率のアップがどう

いう要因で達成されたのか､ ここにつきましてはまた

きめ細かなフォローをしていただきたいというふうに､

これはお願いでございますが､ よろしくお願いしたい

と思います｡

さて､ そうはいっても､ 平成20年の１％というこの

状況は､ 私は､ 他の国々の公文書の移管状況あるいは

公文書の管理の実態から照らしてみても､ 必ずしもレ

ベルの高いものではないというふうに思うわけであり

ますが､ 他の国々の公文書の移管状況につきましても､

比較の中でどう考えているのか｡ またさらに､ この法

律が制定されて､ できるだけ高い比率で移管していた

だきたいというふうに思うわけでありますが､ 大体ど

のくらいのパーセンテージで現用文書から歴史公文書

としての移管をすべきと考えるのか､ この辺の見通し

につきまして､ 今の段階の御見解をお願いしたいとい

うふうに思います｡

○山崎政府参考人 上川先生御指摘のように､ 諸外国

におきましては､ 我が国より移管率がかなり高くなっ

てございます｡ 問い合わせへの回答によるものでござ

いまして､ 厳密な統計数字ではございませんけれども､

例えば米国におきましては２､ ３％､ カナダも同様で

ございます｡ なお､ 米国につきましては､ 昨年秋に中

山恭子大臣がアメリカの NARA に行かれたときに､

ワインシュタイン長官から､ はっきり２､ ３％だとい

う数字を得られております｡ そのほか､ イギリスが５

％､ ドイツが５から10％｡ それに比べまして､ 我が国

におきましては0.7あるいは0.8というのは極めて低い､

今は極めて低いというのが現状でございます｡ そうい

うことで､ 本法案が仮に通って､ 適正な文書管理が行

われ､ 適正な移管が行われた場合について､ 推測する

ことはなかなか難しいわけでございますけれども､ ア

メリカが２､ ３％ということでございますので､ 最終

的にはそういう方向になるのではないかなというふう

に推測をしているところでございます｡

○上川委員 移管率が高まる理由の一つとして､ 先ほ

ど､ トップの大きな決断だということもありますし､

また､ いろいろな要素がかかわるわけでありまして､

その中の大きな柱が文書管理のこの法律の制定という

ことになるわけであります｡ 私は､ 今回の仕組みの中

で特に注目している取り組みとして､ レコードスケジュー

ルを導入したという点に注目をいたしておりますし､

これは大変画期的なものではないか､ つまり､ 移管率

を高め､ また文書を大切に利活用していくための大変

大きなツールになるのではないかというふうに思って

いるところであります｡ レコードスケジュールについ

ては､ 各国でその内容は差があるとはいえ､ 何らかの

形でこうした取り組みをしている国がほとんどだとい

うふうにも承っているわけでありますが､ 今回我が国

でこのレコードスケジュールを導入する意義につきま

して､ そして同時にその内容について詳しくお伺いし

たいというふうに思います｡ あわせて､ 有識者会議に

おきましては立法府と司法府の文書の移管についても

議論されてきたわけでございまして､ 今回の法案では

この点についてどのような規定をされているのか､ そ

して今後この立法府､ 司法府の文書の移管については

どのように検討をしていくつもりなのか､ この点につ

きましてもあわせて御答弁をお願いしたいと存じます｡

○並木大臣政務官 先生の御指摘のように､ レコード

スケジュールというのは､ 個々の文書ごとにライフサ

イクルをあらかじめ定めるというものであります｡ こ

れまでは､ 移管､ 廃棄の判断というのが､ 保存期間を

満了するときに､ 短期間に慌ただしく行われてきたと

いう実態があります｡ そういう意味で､ 今回この法案

でこのレコードスケジュールを導入したことによりま

して､ 行政文書の保存期間満了前に､ 必要に応じて国

立公文書館の専門家のサポートを受けつつ､ 各省庁に

おいて移管または廃棄の判断を行っていく｡ そして､

その上で､ 歴史公文書等に該当するものはすべて国立

公文書館へ移管されるということになっておりますの

で､ 歴史的に重要な文書がこのレコードスケジュール

によって国立公文書館等へ確実に移管されるというこ

とになると考えております｡

立法府と司法府の文書の移管についてでございます

けれども､ これは､ それぞれの府に事情とか判断もあ

ります｡ 三権分立というところから､ 義務的にこの協
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議機関を設けるということは､ 今回､ ちょっと現時点

ではできなかったわけですけれども､ 合意を得ながら

お互い協議して定めをつくり､ そしてその定めに基づ

いて､ 国立公文書館において保存する必要があると認

める場合には内閣総理大臣が移管を受けることができ

るという旨も規定しているところで､ これは14条でご

ざいますけれども､ そういう規定がございます｡ 政府

としましては､ この規定に基づいて､ 立法府､ 司法府

の保有する歴史公文書等が適切に保存されるよう積極

的に取り組んでまいろうと思っております｡ 現在､ 司

法府から大学等に､ 判例等司法府の文書が配付されて

いる､ そうしたものは今度直接的に受けることができ

るんじゃないか､ 現在そういったところの協議も進ん

でいるところであります｡

○上川委員 ありがとうございます｡ ただいまの御説

明でいきますと､ レコードスケジュールについては､

これまでの仕組みでいきますと､ 最終的に移管､ 廃棄

というステージになったときに初めてそのことが決定

される､ 合意されるということ､ しかし､ レコードス

ケジュールという制度を導入することによって､ 文書

の作成の早い段階でこの道筋をあらかじめ決めておく

ということだというふうにおっしゃったと思うんです

が､ 具体的に､ 文書が作成された後のどのような段階

でこのレコードスケジュールが決められるのか､ この

ことについて政府の方からよろしくお願いしたいと思

います｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

レコードスケジュールにつきましては､ できるだけ

早く設定したいと考えております｡ また､ 設定された

後は､ 行政文書ファイル管理簿に記載されますし､ ま

た定期的に内閣総理大臣への報告が行われますととも

に､ 公表も行います｡ そこで明らかになるわけでござ

います｡ そして､ この報告を受け､ 移管､ 廃棄の設定

に仮に問題があると考えられる場合には､ 内閣総理大

臣が実地調査あるいは勧告を行いまして改善を図る仕

組みとなっておりますので､ これらの手段を総動員す

ることによりましてかなりの改善が図られるのではな

いかと考えております｡

○上川委員 このレコードスケジュールのところにお

いては､ 法文上はどのような記述がなされているのか

ということについて回答をお願いします｡

○山崎政府参考人 第５条の第５項に規定がございま

して､ ｢行政機関の長は､ 行政文書ファイル及び単独で

管理している行政文書について､ 保存期間の満了前に

あらかじめ､ 保存期間が満了したときの措置として､

歴史公文書等に該当するものにあっては政令で定める

ところにより国立公文書館等への移管の措置を､ それ

以外のものにあっては廃棄の措置をとるべきことを定

めなければならない｡｣ という規定でありまして､ 法律

上は保存期間の満了前と｡ これは､ 読みようによって

は保存期間満了前に設定して事足りるというふうにも

読めないわけではないんですけれども､ そこは､ 毎年

内閣総理大臣に実施状況を報告することになりますの

で､ 保存期間満了前までぐずぐずしているようでは内

閣総理大臣の実地調査とかあるいは改善が入るという

ことで､ 実質的には作成段階のできるだけ早い段階で

レコードスケジュールが振られることになるのではな

いかというふうに考えております｡ 以上でございます｡

○上川委員 今の御指摘､ つまり､ 立法の趣旨として

は､ 作成された時期にできるだけ近いところでレコー

ドスケジュールが付与されるという趣旨であって､ 満

了前にあらかじめという､ こちらの､ 移管､ 廃棄のと

ころに近い時期に決定をされるという趣旨ではない､

こういう理解でよろしゅうございますか｡

○山崎政府参考人 上川先生御指摘のとおりでござい

ます｡

○上川委員 そうしますと､ 作成の早い時期にレコー

ドスケジュールが決められるということでありまして､

そういう意味では大変安心して､ つくってそして保管

していくというプロセスが流れに乗る､ こういう仕組

みになろうかと思います｡ ただ､ その満了した後に廃

棄するのか､ あるいは歴史公文書であるのかどうか､

この判断を､ できるだけマニュアルにのっとって､ 一

律に､ 統一的なルールで決めていくべきと私は思いま

すけれども､ 仮にこれがなかなか難しい判断だという

場合の対応につきましては､ ここは専門的な知見が大

変大事ではないかというふうに思うわけであります｡

この点については新しい法制度の中ではどのような工

夫がなされているのか､ よろしくお願いします｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

先生御指摘の点は極めて重要な点でございまして､

内閣総理大臣への報告､ 実地調査､ 改善勧告､ そして

それには公文書管理委員会の専門家が関与する仕組み

となっておりますので､ そういう専門家の支援を得な

がら､ また国立公文書館の専門家もフェーズ､ フェー

ズで専門的な支援を行うことになっておりますので､
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そういう専門家がいろいろな文書管理段階の段階ごと

に関与していただいて､ 文書管理担当機関としてしっ

かりと運営できるような仕組みをつくっていきたいと

考えております｡ また､ そのような仕組みで法案を作

成した次第でございます｡

○上川委員 各府省の文書管理が進まない原因の一つ

として､ 文書管理が各省に任せられておりましてルー

ルがまちまちではないか､ こういう御指摘がございま

す｡ 今回の法案で､ ルールについてまちまちであるこ

とが考えられるというこのことについてどう改善して

いるのか｡ また､ コンプライアンスはどう図られるの

か｡ 特に､ 作成すべき文書に関しては､ 意思決定の結

果だけではなく､ その意思形成過程についてもきちん

と文書が作成されるべきと考えているわけであります

が､ この法案の中ではこの点に関してどのように確保

されているのか｡ 御答弁をいただきます｡

○山崎政府参考人 確かに､ 最近問題になった事例を

見ますと､ 文書管理が各省任せ､ あるいは各省によっ

て文書管理の実態がばらばらであるというような点も

明らかになった次第でございます｡ そういう反省を踏

まえまして､ この法律では､ 従来各省ばらばらに文書

管理規定を定めていたものを､ 今度は､ 政令で各府省

統一的な基準を作成し､ その統一的な基準の範囲内､

そしてその統一的な基準にのっとりまして各省庁で文

書管理規則を定めるという仕組みにしたところでござ

います｡ それでも､ 各省庁統一的な運用ができるかと

いうような心配もあったものですから､ これは普通は､

各省庁の文書管理規則は省令でございますので､ その

大臣で判断していただくのでございますけれども､ こ

の法案では､ そういう省令を定めた場合､ 事前に内閣

総理大臣に協議して､ 内閣総理大臣が承認する､ そう

いう仕組みになっております｡ そういうことで､ 省令

におきましても､ 各省ばらばらな対応にはならないの

ではないかというふうに考えております｡ また､ お尋

ねの第二点目､ コンプライアンスの確保でございます

けれども､ そこも､ 各省に任せっ放しではなかなか統

一的な運用､ 改善が得られないではないかという点に

立ちまして､ まず､ 各省でしっかりと御自分の文書管

理の実態を調査していただきます｡ そして､ 毎年度一

回､ 内閣総理大臣に報告していただきます｡ それに問

題があると思われる場合には､ 内閣総理大臣が実態調

査をいたします｡ そして､ 実態調査で問題があるとい

う場合には､ 公文書管理委員会に諮問して､ 御意見を

聞いた上で勧告をする､ これがコンプライアンスの仕

組みになっております｡

また､ 文書の作成､ これは第４条でございますけれ

ども､ 事務事業の実績あるいは意思決定過程をわかる

ように書くということで､ これは有識者会議の提言を

踏まえて､ ただ､ 法案作成の過程で､ 法律の条文とし

ては有識者会議そのままの言葉とはなっておりません｡

しかしながら､ 有識者会議の報告書をもとにこの法案

をつくったわけでございまして､ 当然､ 有識者会議の

御提言を反映して法体系を築き上げるというのはもち

ろんでございますので､ 今後､ 政令で定める詳細な基

準につきましては､ 公文書管理委員会で御議論いただ

いた上で決定されるわけでございますけれども､ この

有識者会議の趣旨が最大限生かされるようにしていき

たいと考えている次第でございます｡

○上川委員 コンプライアンス､ 大変大事なことであ

りますので､ 今御指摘があったとおり､ この仕組みが

しっかりと国民に理解されて､ そして､ これが透明性

の高いところで運用されることを強く要請したいとい

うふうに思います｡ また同時に､ 文書作成については､

意思形成過程も含めて作成義務があるというふうに理

解しておりますけれども､ この点も確認をさせていた

だきたいというふうに思います｡ 再度､ 答弁をお願い

します｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

昨年11月にいただきました有識者会議の最終報告で

は､ 意思決定過程や事務事業が合理的に跡づけられる

ように文書を作成すべきといったような御提言をいた

だいております｡ それにのっとりまして､ この法案､

そしてそれに基づく政令で､ 最大限それを尊重して規

定するということを考えております｡

○上川委員 次に､ 集中管理につきまして質問をさせ

ていただきます｡ 私は､ この集中管理ということにつ

いて､ 実は現場の視察の中で大変印象深かった事例が

ございました｡ これは人事院の視察の場でありました

けれども､ 保存期間３年以上の文書につきましては､

原則､ 主管課において１年間保存した後に文書管理担

当課に引き継いで､ 文書管理担当課において集中管理

をしている､ こういう事例でございます｡ 先ほど増原

副大臣の話に主計局という話もありましたし､ 各業務

によっても違いがあろうかと思いますけれども､ 一定

の年限が来たら原則すべて集中管理にしていくという

形で原課を離れるということ､ このことは､ 文書の自
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立というか､ そういう意味でも大変大きな制度になり

得るのではないかというふうに思ったところでありま

す｡ 最終報告におきましても､ ｢長期保存される文書を

中心に､ 統一的な管理を推進することにより､ 組織の

改編・廃止があった場合も含めて､ ファイルが､ 劣化・

散逸等しないようにする｡｣ ことが提言されているとこ

ろであります｡ 同じ省の中でもさまざまな形で局や課

が統廃合されたりということが起きるわけであります

ので､ その際の措置としても､ 一定の年限が来たとこ

ろで集中管理の方向にでき得る限り持っていく､ そう

いう意味での集中管理のシステムというのは大変重要

というふうに考えておりますが､ この点につきまして､

本法案でどのように確保されているのか､ お伺いをい

たします｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

先生御指摘のとおり､ 有識者会議の最終報告におき

まして､ 集中管理の推進につきまして御提言をいただ

いたところでございます｡ これを受けまして､ この法

案の第６条におきまして､ ｢時の経過､ 利用の状況等に

応じ､ 適切な保存及び利用を確保するために必要な場

所｣ における保存義務を定めております｡ 若干持って

回った言い方というような判断もあるかもしれません

けれども､ この時の経過というのが､ 大体､ 文書とい

うのは各府省の原課､ 要は何々局何々課というところ

で保存されるわけでございますけれども､ そこは､ 一

定期間終了後､ 文書管理の統括課に移すというような

やり方もあるでしょうし､ また､ 同じ法案の国立公文

書館法第11条第１項第２号等におきまして､ 国立公文

書館において中間書庫業務を行うことができる規定を

設けているところでございます｡ ただ､ こういう､ や

やちょっとおっかなびっくりのような､ 義務づけまで

は至っていない規定を置いておりますのは､ この中間

書庫を仮に設けるとなりますとかなり経費がかかる話

でございまして､ 内閣府といたしまして､ おととしぐ

らいからこのパイロット事業を始めたところでござい

ますので､ そこは引き続き検討すべき点もあるという

ことを踏まえまして､ こういう条文になっている次第

でございます｡ さらに､ 昨年11月の関係府省連絡会議

におきまして､ ｢作成又は取得から一定期間が経過した

行政文書ファイルについて､ 文書管理担当課による集

中管理の実施について検討する｡｣ ということを申し合

わせておりまして､ 引き続き研究あるいは推進を図っ

ていきたいというふうに考えている次第でございます｡

○上川委員 今､ 持って回ったような文言になってい

るということでありまして､ まさに持って回ったよう

な文言になっているということであります｡ 先ほどの

人事院の事例というのは､ 私が一番先にちょっと申し

上げた､ やはり好モデルをできるだけ目標にしながら､

それに合わせて､ どうしたらそうした方向に持ってい

くことができるのかという物の考え方で引っ張ってい

ただきたい､ こう思っておりまして､ それで､ あえて

人事院の事例を申し上げたところであります｡ 外部の

機関におきましても､ また地方の公文書の中でも､ 一

定期間を経たものについては原則集中管理をするとい

うところもありますので､ ぜひ､ そうした制度､ また

パイロット事業も十分に踏まえた上で､ こうした集中

管理が最終的には中間書庫制度という形に発展するこ

とができるように､ 検討及び取り組みを早急にしてい

ただきたいというふうに思っております｡ これは要望

ということでとどめさせていただきたいというふうに

思います｡

それでは､ 有識者､ 専門家の活用というところでご

ざいます｡ 先ほど､ レコードスケジュールのところの

質問の中でも触れたところでございますが､ やはり､

重要な文書の移管や､ あるいはまた廃棄というような

重要な局面におきましては､ 専門的､ 技術的な助言を

しっかりと仕組みの中に入れて､ そして､ その徹底し

た保存が行われることができるように担保していくと

いうことは大変大事であるというふうに思っておりま

す｡ 先ほどでは､ 現用段階から､ 文書管理のライフサ

イクルの全般を通じて､ いろいろな形の専門的知見を

生かすことができるような仕組みを入れているという

ことでありますが､ もう一度この点に関して､ どのよ

うな改善を図っているのか､ この点について御答弁を

お願いいたします｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

本法案におきましては､ 内閣総理大臣が､ 政令､ 要

は統一基準の政令でございますけれども､ 政令を制定

しようとしたり､ あるいは各省庁に対する勧告､ ある

いは特定歴史公文書等の廃棄の同意をしようとすると

きなど､ 適切な公文書管理の実現のための重要な場面

に､ 外部有識者から構成されます公文書管理委員会へ

の諮問を義務づけているところでございます｡ また､

国立公文書館等の長が特定歴史公文書等の利用に関し

ます異議申し立てを受けたときも､ 公文書管理委員会

への諮問を義務づけております｡ 加えまして､ 国立公
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文書館が各省庁に対しまして､ 文書管理状況の実地調

査､ あるいは日常的な文書管理に関する助言を行うこ

とができるという仕組みにするなど､ 文書管理の現場

で専門的なサポートが行える仕組みも整えたところで

ございます｡

このように､ 本法案におきましては､ 適切な公文書

管理の実現のため､ 文書のライフサイクルのさまざま

な段階で､ 外部有識者でありますとか､ あるいは国立

公文書館の専門家の知見を最大限に生かす仕組みを構

築しているところでございます｡

○上川委員 ここは大変重要な点であるということで､

再度御質問をさせていただいたわけでありますが､ 現

場の判断に任せないということ､ そして､ 専門的な立

場での知見を最大限活用し､ 適切に文書が移管される

ということ､ この仕組みを､ 先ほどのお話でもありま

したとおり､ 作成のなるべく早い段階からしっかりと

した道筋をつけていくということだというふうに思っ

ております｡ ぜひここの点については､ 制度の実際の

運用というところに至るすべての過程の中で透明性の

高い形になるように､ このフォローにつきましてもよ

ろしくお願いしたいというふうに思っておるところで

あります｡ 次に､ 利用の促進ということでの質問をさ

せていただきたいというふうに思います｡ 先ほど小渕

大臣の中でも､ 公文書の意義というところでも御説明

がございましたけれども､ 現在及び将来の国民への説

明責任を果たす､ こういう文言をおっしゃったという

ふうに思います｡ 現用､ 非現用を問わず､ 文書のライ

フサイクルを通じた利用を確保する､ そして､ その利

用を促進するための施策を講じることは大変重要であ

るというふうに思うところであります｡ この公文書の

利用促進に関しての方策につきまして､ 御答弁をお願

いいたします｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

利用の促進につきましては､ 上川先生が大臣のとき

以来一番強調されていた点でございます｡ 現用文書の

利用につきましては､ 本法案におきまして､ 本法に基

づく文書管理の徹底が図られることによりまして､ 文

書の不存在といったような件数が減少し､ 現用文書の

情報公開制度の的確な運用を通じて､ その一層の利用

に資するものと考えております｡

また､ 非現用､ いわゆる国立公文書館に移管された

歴史公文書の利用につきましては､ 本法案におきまし

て､ 移管された文書につきまして､ 国民からの利用請

求を請求権というふうに法的に位置づけました｡ この

法的に位置づけるということは､ もし不開示に不服が

ある場合には不服申し立てができるということでござ

います｡ これによりまして､ 標準処理期間の設定等の

行政手続法の関係規定が適用されますとともに､ 特定

歴史公文書等の利用制限に対しまして､ 利用者が行政

不服審査法に基づく不服申し立て､ あるいは行政事件

訴訟法に基づく取り消し訴訟を行うことができるよう

になることが明確になりまして､ 利用に関する手続的

保障が格段に整備されるということになります｡ あわ

せまして､ 国立公文書館所蔵の文書のインターネット

利用を可能といたしますデジタルアーカイブ化など､

特定歴史公文書等のさらなる利用の促進､ これは第23

条でございますけれども､ 規定もございますので､ こ

のデジタルアーカイブ化の促進につきましても一層努

めてまいりたいと考えております｡

○上川委員 文書のライフサイクルを通じた利用の促

進ということについては､ シームレスに利用ができる

ようにということでありますので､ 情報公開法との絡

みも含めて､ でき得る限り､ この公文書管理法の中に､

公開という形の中の規定も明示的に入れ込むべきでは

ないかな｡ 情報公開法の絡みの中で推測するというこ

とではなくて､ 情報公開法との関連の中で利用という

ことではありますけれども､ この公文書管理法の中に

も､ この利用ということについて､ しっかりと公開の

ルールを入れ込むべきではないかというふうに私自身

思っているところであります｡ この点につきましては､

またこの委員会での議論もしていただけたらというふ

うに思うところであります｡

それから､ この一連のルールが､ 制度ができますと､

それで移管がうまくいくかなということにつきまして

は､ 私は､ いかにも､ 国立公文書館も含めて､ 施設､

体制ともに大変貧弱であるということから考えると､

理想を掲げても､ なかなかその実態が伴わないのでは

ないかということを大変懸念いたしているものでござ

います｡ よく言われることでありますが､ 同じ並びで､

例えばアメリカの公文書を扱っている NARA の事例

でいきますと2500人の職員数を擁している｡ イギリス

でも580人､ 最近､ 韓国でも300人規模ということであ

りまして､ それに比較して､ 日本の42人というこの数

字は､ いかにも何もしないということのあらわれでは

ないかと思うぐらい貧弱でございます｡ この公文書管

理の体制を強化していくためにも､ こうした機能の強
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化､ また組織の抜本的拡充ということが大変大事では

ないかと思いますし､ そのための予算は､ やはり国家

事業として進めるということでありますので､ しっか

りと千年､ 二千年に恥じないものをつくっていく､ そ

うした覚悟で臨むべきというふうにも考えるところで

あります｡ 今後の取り組みの基本的な考え方につきま

して､ 副大臣から答弁をお願いいたします｡

○増原副大臣 御答弁申し上げます｡ 上川委員も､ 総

務省の政務官､ 私の後､ やられましたよね｡ あのとき

にやりましたように､ 行政改革というので､ 毎年毎年

定員削減をしていく､ 要るところにつけていくという

のをやってきておりますね､ 小さな政府を目指してと

いうのでありますが｡ 今のような状況だと､ 極めて難

しいことだと思います｡ 消費者庁の設置法案､ 今参議

院でやっておりますが､ ここでもやはり同じような壁

にぶつかっておりまして､ これをどういうふうに突破

していくかということだろうと思います｡ 日本は議会

制民主主義ですから､ アメリカのような大統領府の形

ではないと思いますが､ それにしても､ イギリスと比

較してみても､ かなりシャビーであることは間違いな

いと思います｡ 午前中､ 本当に司令塔として大丈夫か､

こういうふうなお話が出ました｡ まことに私はお寒い

限りであるというふうに思っております｡ 定員あるい

は予算の面においてもっとしっかりしたものをつくっ

ていかないと､ この法律で目的に書かれてあることが

達成できないと思います｡ そういう意味で､ しっかり

頑張ってまいりますので､ よろしくお願いしたいと思

います｡

それから施設面でありますが､ 21年度の当初予算に

おきまして調査検討費をつけていただいております｡

これでもってやっていくのでありますが､ いずれこれ

も､ 施設､ これでいいのかという議論は当然出てまい

ります｡ そのときに､ 将来を見据えた形のことをしっ

かり頭に据えて､ この調査検討費の中では､ 将来設計

を施設についてもやはりきちんとしていかないと､ 今

のシャビーなままの部分を前提にした部分はよろしく

ないと思っておりますので､ 頑張ってまいりますので､

ぜひ先生方の御支援もよろしくお願いいたします｡

○上川委員 今回の法案は､ もちろん国家機関という

ことにまず絞られるわけでありますが､ 当然､ 地方の

公文書館の建設促進も含めての動きや､ また同時に､

こうした専門家の皆さんにつきましてはまだまだ日本

の中では育つ環境にない､ そういう意味での教育とい

う面でも大変大きな課題を持っているわけであります｡

そういう意味では､ 全体体系の中で､ この施設あるい

は人材養成､ こういうことも含めて､ 一連の体系の中

で取り組んでいかなければいけないという意味では､

まだまだ､ これから国家事業として取り組むというス

タートをこの法案は切るわけでありますが､ そのこと

の実現に向けての取り組みには､ 段階を経ながら､ 十

全にその整備がなされるように努力をしていかなけれ

ばいけないということでございます｡ そのことを含め

まして､ 国家事業として進めるんだ､ こういう御決意

もあわせまして､ 小渕大臣に､ この法案への思いも改

めて触れていただきながら御決意をお願いし､ 私の質

問を終わらせていただきます｡ よろしくどうぞお願い

します｡

○小渕国務大臣 この法案によりまして公文書管理の

枠組みが整備をされます｡ しかし､ 枠組みだけではだ

めでありますので､ この枠組みのもとで積極的な取り

組みを進めまして､ 抜本的にこの国の公文書管理のあ

り方というものを改善していきたいと考えております｡

上川委員におかれましては､ これまでもいろいろな形

で御指導､ 御協力いただきましたが､ どうか引き続き

よろしくお願い申し上げたいと思います｡

○上川委員 時間でございますので､ 最後に一言だけ｡

この公文書のあり方､ これは将来の我が国の背骨とな

る､ 大変大事な民主主義の基盤であることを考えます

と､ やはり立法府､ 各政党ございますけれども､ 本当

に協議を踏まえながら合意をもってこの法案を通して

いく､ こういう意思を明確にしながら､ ぜひそうした

結論が出るように努力をしていきたいというふうに思

いますが､ また､ その点につきましても､ その意思を

踏まえて､ 政府の方でもしっかりとした取り組みをし

ていただきたいということを再度お願い申し上げまし

て､ 質問を終わらせていただきます｡ ありがとうござ

いました｡ (以下略)

(衆議院会議録議事情報より抜粋)

公文書等の管理に関する法律案についての参考人質疑

尾崎護君 (公文書管理の在り方等に関する有識者会

議座長)

三宅弘君 (弁護士・獨協大学法科大学院特任教授)

福井秀夫君 (政策研究大学院大学教授・日本計画行

政学会常務理事兼行政手続研究専門部会長)
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菊地光興君 (独立行政法人国立公文書館)

参考人に対する質疑

加藤勝信君 (自民)／佐々木隆博君 (民主)／田端正

広君 (公明)／吉井英勝君 (共産)／重野安正君 (社

民)

(衆議院内閣委員会 平成21年５月29日 (金))

○渡辺委員長 これより会議を開きます｡ 内閣提出､

公文書等の管理に関する法律案を議題といたします｡

本日は､ 本案審査のため､ 参考人として､ 公文書管理

の在り方等に関する有識者会議座長尾崎護君､ 弁護士・

獨協大学法科大学院特任教授三宅弘君､ 政策研究大学

院大学教授・日本計画行政学会常務理事兼行政手続研

究専門部会長福井秀夫君､ 独立行政法人国立公文書館

長菊池光興君､ 以上４名の方々から御意見を承ること

にいたしております｡ (略)

尾崎参考人､ 三宅参考人､ 福井参考人､ 菊池参考人

の順に､ お一人15分程度御意見をお述べいただき､ そ

の後､ 委員の質疑に対してお答えをいただきたいと存

じます｡ (略)

○尾崎参考人 公文書管理の在り方等に関する有識者

会議で座長を務めております尾崎でございます｡ どう

ぞよろしくお願いいたします｡ 本年は､ 行政情報公開

法が公布されましてから10年ということでございまし

て､ まことに記念すべき年にこの公文書管理法が審議

をされているわけでございますけれども､ 私､ 実は､

平成７年に行政改革委員会に行政情報公開部会という

のが設けられまして､ そこの委員を務めさせていただ

きました｡ 自来､ 公文書問題とはずっとおつき合いし

ているわけでございますけれども､ ようやく情報公開

法ができて､ いろいろな手当てが行われてまいりまし

て､ 現在ここで審議されております公文書管理法がで

き上がりますと､ 一応制度としては整ったということ

になるんだろうと思います｡ 大変ありがたいことであ

ると存じております｡ また､ その機会にここで意見を

述べさせていただきますことは大変光栄でございまし

て､ 厚く御礼申し上げます｡

しかし､ その間､ 情報公開法ができまして､ あれは

やはりかなりのショックを行政の世界に与えたという

ように思います｡ いろいろ行政内部におきましても改

善が進められてまいりまして､ その後､ 個人情報につ

いての法律の整備もできましたし､ だんだんとよくは

なってきていると思うんですけれども､ まだまだ不十

分なところがございまして､ そのためにいろいろ文書

に関連した不適切な事例が散見されるという状況がな

かなか改まらないのでございますけれども､ この法律

ができますと､ そこは一つまた新しい段階を迎えるこ

とになるのではないかと期待をいたしているわけでご

ざいます｡ やはり最大の問題は何かといいますと､ 公

文書というものに対する公務員の心構えといいますか､

意識といいますか､ そういう問題であろうと思います｡

何か日本の公務員の文化を変えるというものがこの公

文書管理法ではないかというように考えておりまして､

これを機会に､ 先進諸国あるいはアジアの諸国に劣ら

ないような公文書管理が実現することを期待いたして

いるわけでございます｡

まず､ ちょうど第一次世界大戦が終わりまして､ ロ

シアのツァーが去り､ ドイツの皇帝が去りというよう

なころから､ 近代的な国家の骨格というのがだんだん

はっきりしてきたといいますか､ いろいろ議論が進め

られてきたわけでありますけれども､ その中で､ いわ

ゆる文書主義といいますか､ 文書に基づいて行政をと

り行うということが､ 終始一貫､ 強調されてきたわけ

でございますが､ 我が国ではそれが法律上はっきりし

ているものがございませんで､ 今回の法律によりまし

て文書作成の義務というものが法律上明らかにされる

ということは､ これは非常に大きな話であるというよ

うに思います｡ 文化を変えるという意味で､ これがや

はり出発点であろうかと思います｡ それから､ 今まで

は､ それぞれ次官会議その他で相談をして各省庁の統

一をとる､ 内閣府とか総理府が中心になってそういう

ようなことを進めてきたわけでございますけれども､

現実には､ 各省庁それぞれのやり方で文書管理を行っ

ておりましたから､ どうも統一がとれていない｡ これ

は､ 逆に言いますと､ 国民の側から見ますと､ いろい

ろ情報公開法で文書の開示を要求するというようなと

きにも不便なことでございまして､ 各省庁の文書が統

一的にできておりますと､ 検索もそれだけ容易になり

ますし､ アクセスが非常に楽になるということがあろ

うかと思います｡ やはり､ 文書管理の共通のルールと

いうものを定めるよう今回の法律ではっきり書いてい

ただいておりまして､ 具体性は政令を見るまでははっ

きりしないというところもあるのでございますが､ と

にかく共通のルールを法律上つくろうというわけです

から､ これは今までとは格段の差があるわけでござい

ます｡ これも私ども有識者会議としては非常に期待し
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た一つのことでございまして､ その実現を目指してい

ただいているということは大変ありがたいことでござ

います｡

それから､ それでは各省庁が本当にその定めを守っ

ているかという､ いわゆるコンプライアンスの問題に

つきましても配慮がなされておりまして､ 定期的な報

告でありますとか､ 臨時の実地調査を行うとか､ 改善

の勧告を行うとか､ そこにも目配りが行き届いており

まして､ それも大変結構なことだというように思って

おります｡ 体系的に整えるといいますか､ 一つのシス

テムとして共通のものにしていくということは非常に

大切なことでございますし､ 特に各文書の保存に際し

まして､ メタデータというんでしょうか､ これがどの

ようなときに､ どのようなところで､ だれによってつ

くられて､ どういう内容のもので､ これは将来廃棄す

るのか､ それとも歴史的資料として公文書館の方に引

き渡すのかとか､ そういうようなデータが全部はっき

り示されるということになりますと､ これは実は行政

の生産性が非常に上がるんじゃないかなというように

私ども考えております｡ かつてのように､ それぞれが､

各省庁共通していればまだいいんですけれども､ 各局

各課でもって文書管理の方法が違っていたりしますと､

転勤して異動したりして､ そこにある文書を使いこな

すまでに､ やはり少しなれなくてはいけないというこ

とがあるわけですけれども､ そこの統一がとれますと､

異動した途端に少なくも過去の文書を引き出して参考

にするということができるわけでありますから､ そう

いう意味で非常に生産性が高まる｡ これは､ 文書管理

と言っておりますが､ 同時に非常に大きな行革ではな

いかというように見ております｡ 特に､ 新しい試みと

いいますか､ 別段先進諸国より新しいという意味では

ないんですけれども､ レコードスケジュールというの

をつくりまして､ それぞれの文書､ ファイルごとにそ

の記録をずっと残していく｡ それによって､ いつ作成

され､ どこに保存され､ そして将来どうするのかとい

うことまでがわかるようになるわけでありますから､

これはとても役所としても便利なんだろうと思うわけ

です｡ これがございませんと､ 果たして歴史的文書と

してそれを残すかどうかという判断をその文書の作成

にかかわったことのない人がやるというようなことに

なるわけでございまして､ それをきちんと決めろと言

われても､ 実際にこれはなかなか判断がつかないんで

すね｡ それで､ いろいろ先輩に対する遠慮もあります

し､ 結局判断がつかないでそのまま保管しているとい

うようなことになるわけですが､ そのつくった本人が

将来のあり方､ スケジュールを決めてやって､ それを

見れば非常に参考になるわけでございます｡ 途中でそ

の文書に対する考え方が変わったり価値が変わったり

して､ 廃棄する予定が保存することになったり､ もち

ろん変わっていくことはあると思いますけれども､ し

かし､ それがあるとないとでは､ 後世､ 後輩たちが非

常に楽であるということもあります｡ これも行政の効

率を上げることではないかというように思います｡ し

かも､ 歴史的な公文書､ 歴史的に価値のある文書につ

きましては原則すべて移管するということになってお

ります｡ これは我々非常に望んでいたことでございま

して､ 長い目で見て､ 各省庁が資料を抱え込んでしま

うということは非常によくない､ 本当に､ その時期が

来たら公文書館に引き渡して､ だれでもそれを見るこ

とができるというような体制にしなくてはいけない､

そこも確保されているわけであります｡ また､ その段

階からは､ 御承知のとおり､ 立法府､ 司法府からの移

管もされることになっておりまして､ 三権全体にわた

る文書がそこで保存されているということは､ 国民に

とっては大変ありがたいことであるということでござ

います｡ 現在も実は制度としてはそうなっているわけ

なんですが､ さっぱり進んでいないというのが実情で

ございます｡ これは立法府にも関係することでござい

ますので､ この法律を機会にぜひ立法府から公文書館

への移管というようなこともどんどん進めていただき

たいとお願い申し上げます｡ 先ほど､ 公務員の文化の

話だと申し上げましたが､ 職員の意識を改革してやる

ということが非常に大切なことであると思います｡ そ

うしますと､ 自分がこの仕事にかかわってこのような

努力をしたということが文書として将来に残るわけで

ありますから､ 公務員にとっても張り合いのあること

であります｡ そのためのスキルを向上させていくとい

う手段として､ 研修のようなもの､ これを非常に重視

した方がいいと思うわけでございます｡ 率直に言いま

して､ 現在の中堅から上の公務員というのは文書管理

についてほとんど関心を持っていなかった人たちでご

ざいまして､ むしろこれからの若い人たちに新しい公

務員文化を築いていただくということからも､ 研修を

きっちりやることが大切ではないかと思っております｡

実は､ 人事院の国家公務員初任者研修の中に一こまこ

の問題を入れてほしいということをお願いいたしまし
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て､ 昨年から入っているわけでございます｡ そして､

もう最初､ 公務員になりたてのころから､ 文書という

ものは大切にしなくてはいけないし､ これを将来にき

ちんと残さなくてはいけないということを徹底的にた

たき込むことが必要ではないかと思っております｡ ぜ

ひその点につきましてもお力をおかしいただけたらあ

りがたいと存じます｡

それと同時に､ 先ほど申しましたように､ 先輩のつ

くった文書をどのように処理するかというような問題

は､ なかなか現役の人にとってはつらい決定をしなく

てはいけないということもあるわけでございます｡ そ

のときにだれか相談相手がいてくれたら非常に助かる

わけでございまして､ 実は有識者会議のヒアリングで

も､ 各省から意見を聞きました中にやはり､ 相談相手

がいてくれたらありがたい､ そういう意見がございま

して､ 俗にアーキビストと言われますが､ そういう文

書に関する専門家というものを育てていく､ これも非

常に大切なことではないかというように思います｡

この問題､ 実は公務員の仕事そのものでありまして､

どういうような制度にするかということについては本

当は公務員の中から声が出てくるというのが理想であ

ると思うわけでございますが､ 制度の整備に当たりま

しては､ 公文書館の設立以来､ 議員立法で行っていた

だいていたわけでございます｡ 今回は閣法で法律がで

きるようになりまして､ それも非常にいいことである

なというように思っております｡ 公文書館法､ 公文書

館の設立以来､ 立法府からはいろいろと御協力をいた

だいております｡ 例えば国会図書館などは､ 皆さんの

お力で､ 定員で900人､ 公文書館は42人でございますか

ら､ それで､ 予算で約200億円､ 公文書館は20億円ぐら

いなんですね｡ そういうような格差がある状況になっ

ております｡ このパワーを持っていらっしゃる皆さん

に､ ぜひ公文書館にももう少しお力をおかしください

まして､ 定員の充実､ 施設の充実等も､ これは法律の

外の話でございますが､ 皆さんから御声援がいただけ

たらというように思います｡ また､ そういうことによっ

て公務員の意識が高まってくるのではないかというよ

うに思っております｡ どうぞよろしくお願いいたしま

す｡ (拍手)

○三宅参考人 公文書管理法の審議において参考人と

して意見を述べる機会をいただきましたことを､ まず

感謝いたします｡ 今お話にありましたように､ 10年前､

情報公開法の制定に当たり､ 私は日本弁護士連合会の

対策本部の一員として､ 情報公開法と車の両輪という

べき公文書管理法の制定を強く求めましたが､ 衆参両

院の各委員会における附帯決議にあっては将来にわた

る課題とされました｡ それから10年目のことし､ 公文

書管理法案が上程され審議されることは､ まずもって

積極的に評価されるべきことであると考えております｡

もっとも､ この10年間において､ 政府においては情報

隠しと言われかねない事態も生じました｡ 社会保険庁

における年金記録の不適切な管理や､ Ｃ型肝炎の関係

資料の倉庫への放置などが代表例です｡

私も情報公開法に基づいて裁判を幾つかいたしてお

りますが､ 財務省が編集する公の経済歴史というべき

｢昭和財政史｣ のうち､ 沖縄の返還の章に関しましては､

執筆の原資料が､ 情報公開請求に対してもない､ 財務

省は文書不存在､ では行政文書ファイル管理簿､ これ

は情報公開法に基づいてつくられるべきものなんです

が､ そこへの登載もない､ 廃棄文書のリスト､ これも

ない､ そういうような事態が明らかになりました｡ 公

式見解としての財務省の歴史の原資料をたどることが

できない､ こういう事態もあるということをまず念頭

に置いていただきたいと思います｡ 情報公開法が制定

されて､ 国立公文書館に移管される公文書の数がかえっ

て減ってしまうというようなことがございまして､ 2003

年から､ 国立公文書館の有識者会議の委員や､ また､

当時の福田官房長官主宰の公文書の管理､ 保存､ 利用

の懇談会の委員として､ 事あるごとに公文書管理のあ

り方について発言してまいりました｡ この経験を踏ま

えて意見を述べさせていただくということをあらかじ

め私の立場として明らかにしておきます｡ お手元に

｢衆議院内閣委員会参考人意見骨子｣ というものを用意

いたしました｡ ｢はじめに｣ のところは今お話をしたと

おりでございますので､ この中で一つつけ加えておく

とすれば､ 福田官房長官の計らいで､ アメリカの国立

公文書館とカナダの国立公文書館・国立図書館を視察

するということもさせていただきましたので､ きょう

は､ そのことも踏まえて､ 少しばかりアイデアをも述

べさせていただきたいと考えております｡

お手元の資料の次にポンチ絵を用意しました｡ 日弁

連の案を少し図にしたものでございますが､ 意外と総

花的ではございますけれども､ これは､ 公文書管理の

在り方等に関する有識者会議の､ 先ほどお話しになり

ました尾崎座長のもとでの最終報告､ それを踏まえて､
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できる限り私どもも支援していきたいということでい

ろいろ考えた結果でございますので､ 積極的にできる

限り取り入れていただきたいということを図示したも

のでございます｡ ｢基本的な考え方｣ といたしましては､

有識者会議の最終報告にも一つの考え方として述べら

れておりましたように､ 政府部内に公文書管理庁を設

けて､ 文書の作成､ 保存､ 移管､ 廃棄という文書のラ

イフサイクルを通じた管理を適切に行わせるとともに､

行政機関本体から距離を置き､ 立法府､ 司法府からの

文書をも含め､ その移管を適切､ 円滑に受ける特別の

法人としての国立公文書館であるということを､ 私ど

もも積極的にそうあるべきだということで意見を述べ

てまいりました｡ もっとも､ 今回の法律案は､ そうい

う特別の法人という位置づけにはなっておりませんし､

行政文書の管理についての作成義務にとどまっており

ますので､ かなり小ぶりになったという感じがいたし

ます｡ そこの点は､ できる限り国会の御審議の上で最

終報告に近づけ､ またプラスアルファしていただいて､

できる限りいいものとして当法案を通していただきた

いと考えているところでございます｡

そこで､ 考えました修正の条項を少し文書にしまし

たので､ ポンチ絵の次に新旧対照表の形で用意しまし

たのが､ 日弁連の改正を文書にしたものです｡ 以下､

これを比較しながら意見を述べさせていただきたいと

思います｡ 一応､ 法文の修正の形にしましたが､ 法文

修正がいいのか附帯決議がいいのか､ その辺は国会の

審議で十分御検討いただいて､ 充実したものにしてい

ただければと思うところでございます｡ まず､ 先ほど

文書の作成義務のお話がございました｡ これは多分､

法案の４条のところでございますが､ 法案の方は､ こ

の比較対照表の下で申しますと､ 意思決定と事務事業

の実績ということになっておりますので､ 結果につい

ての文書は歴史的な文書として保存しようというニュ

アンスが強くあろうと思います｡ でも､ 意思決定の過

程の文書の中にも重要なものもあると思われますし､

個人的なメモはそういうところに意外とあるのではな

いかと思いましたので､ ここのところは､ 情報公開法

の規定を援用しまして､ 地方公共団体､ 国の機関等の

｢内部又は相互間における審議､ 検討又は協議について､｣

これは情報公開法の５条の規定でございますので､ そ

れをそのまま持ってくれば意思決定過程の情報につい

ても十分作成義務を課すことができるということが言

えると思います｡ 情報公開法の対象になっていますの

で､ 当然､ 作成の義務としてはあり得るものと考えて

おります｡

それから､ 今回､ 保存期間と保存期間の満了する日

を決める､ 先ほどレコードスケジュールのお話が出た

ところでございますけれども､ この点につきましては､

30年ルール､ これは菊池館長の方がお詳しゅうござい

ますが､ 国際公文書館会議で決議された国際的慣行と

いうことで､ 先ほどちょっと御紹介しました､ 私も委

員として属しておりました懇談会では報告書に書いて

おりますけれども､ この30年の原則を法文の文字で明

らかにするということがやはりあった方がいいのでは

ないかと考えております｡ そういう意味では､ ５条の

１項のところに､ ｢保存期間を最長30年とし､｣ という

のを入れるべきではないかと考えているところでござ

います｡ 情報公開法の施行令では､ 30年の後ろに ｢以

上｣ とついたものですから､ その ｢以上｣ で永久保存

と同じ取り扱いになってしまっているというところが

ありますので､ やはり30年ということを明確にする必

要があると思います｡ でも､ それ以上に長くなる保存

の必要性もあるではないかということがございますの

で､ ５条の４項あたりに５年ごとに見直す規定を入れ

たらどうかというようなことを提案させていただいて

いるところでございます｡

その他､ 本法案には政令委任事項や規則委任事項が

非常に多うございますが､ 先ほどの尾崎座長のお話に

もありましたように､ 各省でばらばらのものにならな

いように､ 内閣府でこれは責任を持って規定を一本化

するというところをぜひともお願いしたいところでご

ざいます｡ 中間書庫につきましては､ 国立公文書館法

の中に権限として入っていますけれども､ これは今ま

での有識者会議や懇談会の報告ではもっと中核のもの

として位置づけられたはずですので､ この公文書管理

法のもとにも条文として入れたらどうかということで､

６条の２項のような規定を考えているところでござい

ます｡ 附帯決議等でも結構でございますので､ 御勘案

いただければと思います｡ それから､ 政令委任とかに

当たっての一番大事なところは文書の廃棄の手続でご

ざいますが､ これにつきましては､ やはり最終的には

内閣総理大臣の承認を得なければ廃棄できないような

形にすべきではないかと思います｡ これは､ アメリカ

の国立公文書記録管理局制定の処分許可申請手続とい

うところで､ こういうものを処分しますということを

明らかにすると国民が意見を述べるという手続がアメ
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リカにはありますので､ こういうところはぜひ日本で

も参考にしていただければと思いまして､ ８条､ ９条

のような規定を考えたところです｡ 特に９条３項のよ

うな規定で､ 何人も意見を述べることができると｡ 多

分､ 想定しますのは､ いろいろ管理状況の報告等が上

がりますが､ これをホームページに出して､ そのとき

に廃棄予定文書をホームページ上にリストとして掲載

して国民の目に触れるようにする｡ そのリストを見て､

ああ､ これはひょっとして大事なものじゃないかとい

うことで､ メールでこれは処分してほしくないと送信

できるような､ そういうシステムがあればこれは可能

ではないかと考えているところでございます｡ それか

ら､ 国会や裁判所の公文書につきましては､ 行政文書

と同様の管理ができるということに今回なっておりま

せんけれども､ これにつきましても､ ぜひ､ 小ぶりの

法律にとどまらないで､ 国会と裁判所の文書について

も行政文書と同じような管理ができるように､ ここで

は附則で一年という規定にしておきましたが､ 何年か

後には必ず行政文書の管理と同じようなことが国会や

裁判所の文書でもできるようにお願いしたいと思いま

す｡ 特に､ 研究者の中で議論していますのは､ 立法関

係の資料がなかなか研究者の手に入らないと｡ 特に､

今､ 議員立法が多くなっておりますが､ 閣法の資料に

つきましては情報公開法でとれるんですけれども､ 議

員立法の資料がなかなか手に入らないという困った問

題が上がっておりますが､ これはぜひ国会の文書管理

の中できっちりしていただきたいところだと考えてお

ります｡

それから､ 特定歴史公文書の利用請求については､

裁判で争えるようになったところは大変結構なところ

だと思いますが､ でも､ 利用を拒否できる事由として

情報公開法の規定が16条の１項１号等に挙がっており

ます｡ これによりますと､ 私､ いろいろ裁判例等を見

ますと､ なかなか厳しいところがございます｡ つまり､

公文書館には移管されるけれども国民の目には触れな

い感じになるんだろうと思います｡ そういう点では利

用拒否事由の限定ということが必要だと考えますけれ

ども､ 一つの考え方としては､ 16条２項にある時の経

過を考慮して､ なるべく公開しましょうというところ

につきましては､ 16条４項のように､ 30年以上経過し

た文書については情報公開法の非公開の理由に該当し

ないものと推定すると､ 少し立証を軽目にしていただ

いて､ 役所の方が厚目の立証をしないと非公開にでき

ない､ 利用拒否できないという形の規定が本当は必要

ではないかと思います｡ でも､ ここはお役人は一番抵

抗するところではないかと思いますので､ なかなか難

しいところもあるかと思いますが､ 参考にしていただ

ければと思います｡

それから､ 刑事確定記録や軍法会議の記録というの

は刑事確定訴訟記録法に基づくことになっていますが､

この法律ではコピーができません｡ ですから､ 二・

二六事件の記録を見に行った人は､ 手書きで写し取っ

てきて､ それで本を書くというような形になっていま

すが､ ここのところは､ 附則の７条が､ 刑事確定訴訟

記録法はそのままということになっていますので､ こ

れは国会や裁判所の記録とともに少なくとも国立公文

書館に移管されるべきだと考えております｡ ロッキー

ド事件の記録につきましても､ 閲覧請求した人は毎日

足しげく通って書き写してきたという経過がございま

すので､ このあたりは十分審議していただいて､ この

法律で十分できるかどうかという問題もありますけれ

ども､ 今後の課題として挙げておいていただければと

思うところでございます｡

それから､ 今回大事なところは､ 公文書管理委員会

がいろいろな意見を述べるというところでございます

が､ できる限り公文書管理全般について建議できるよ

うな権能､ 運用改善についての意見を述べる機会､ 権

能を公文書管理委員会に与えていただければと思いま

す｡

それから､ 地方公共団体につきましてでございます

が､ 今は､ 公文書館法の附則の２条で､ 専門職員を当

分の間置かないでいいという形になっていますから､

なかなか地方で進みません｡ ですから､ ここの点は､

この附則を撤廃していただいて､ 少なくとも１人置い

ていただくような手続にしていただければと思います｡

専門研修につきましては､ 国立公文書館や市町村の職

員研修所､ 私も講師をさせていただいておりますけれ

ども､ 十分可能だと思います｡ それから､ 地方ではお

金がないから公文書館ができないということもあろう

かと思いますが､ カナダでは公文書館と図書館が一つ

の建物に入っておりました｡ これはアイデアとして非

常にいいことだと思いますので､ こういうところも､

財政難の地方公共団体で公文書館を設置しやすくなる

ような扱いを考えていただきたいと思います｡ あとは､

電子文書による原本取り扱い等につきましては引き続

き検討していただきたいこと､ 目的規定に国民の知る
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権利を入れていただきたいこと､ それから､ 言いまし

た利用請求における利用拒否事由関係もありますから､

本来的には情報公開法の改正も必要だということをつ

け加えさせていただきまして､ 終わらせていただきた

いと思います｡ 最後になりますが､ アメリカの情報自

由法は､ 1966年の制定の後､ 74年､ 96年､ 2007年､ ブッ

シュ政権においても改正されておりまして､ 非常に使

いやすいものになっております｡ 10年を迎えました情

報公開法の改正についてもぜひ御検討をいただけるよ

うにお願いしたいところでございます｡ 以上でござい

ます｡ (拍手)

○福井参考人 公文書管理に関して意見を述べる機会

を与えていただきましたことを光栄に存じます｡ 私こ

と建設省に約15年間勤務した経験がございまして､ そ

の間､ 収用､ 河川管理､ 都市計画､ 公共事業予算等を

担当いたしました｡ 例えば成田空港訴訟や長良川水害

訴訟などの国の代理人も務めましたが､ それらの経験

をも踏まえて申し上げます｡

一般的に､ 行政訴訟では､ 過去の行政文書の存否や

内容が論点となることが多くあります｡ ただ､ 証拠等

の提出を当事者の判断にゆだねるという当事者主義の

行政訴訟制度のもとでは､ みずからに不利となる資料

やデータは､ 仮にそれらが存在していたとしても､ 行

政側から積極的に法廷に提出するということは一般的

に行われていないのが実態であります｡ もっとも､ 訴

訟については､ 法廷での攻撃､ 防御を通じまして文書

の存否や所在が明らかになる場合も多く､ その場合は､

証拠提出命令などの司法権の介入で文書が明らかにな

ることもあり得ます｡ しかし､ 国会や一般国民からデー

タや資料を要求した場合には､ 論点が顕在化しにくく､

請求者の目的や意図にもよりますけれども､ 基本的に

はできるだけ不親切にする､ 提出を実質的に拒むか､

そうでなくても､ 何らかの批判を浴びる可能性がある

論点についてはあいまいな形で提出するという傾向が

あります｡ また､ 多くの行政庁職員の実感を聴取いた

しましても､ 行政庁内部の情報は必ずしも､ 十分に整

理､ 分類されて､ 組織として管理し､ だれもが検索で

きるような体制にはなっていないと認識されています｡

実際､ 組織的に業務上作成した文書であっても､ 個人

のファイルだけにおさめられ､ 担当者がかわると廃棄

されたり行方不明になることが多くあるわけでありま

す｡

実は､ 行政の意思決定は､ その結果以前に､ それに

至るプロセスに非常に意味がある､ 特筆すべき場合が

多くあります｡ しかし､ そのようなプロセスが行政文

書として保存されることはほとんど望めないのが実情

です｡ 本来は､ 行政の透明性､ 公正性を確保する観点

からは､ 明確な基準を設けて､ プロセスについてもガ

ラス張りに匹敵する透明度の高いものとし､ 後世の人々

だけでなく､ 現在を生きる国民に情報が同時に共有で

きるようにすることが望ましいと考えます｡ このよう

な問題意識のもとで､ 日本計画行政学会では､ 昨年10

月､ 提言を取りまとめました｡ 配付させていただいて

おります｡ それを踏まえ､ 今後のあり方について､ 以

下に考えるところを述べることといたします｡

まず､ 基本的視点､ 三点です｡ 第一に､ 行政情報は､

行政機関のためのものではなく､ 国民一般のために活

用されるべきものであります｡ その意味で､ 公共財と

言っても過言ではありません｡ 法律による行政の原理

という憲法上の要請からも､ 国会で作成された法や予

算を憲法や諸法令に基づき忠実に執行するという機能

が行政に期待されているはずです｡ しかし､ 実際には､

行政は､ 必ずしも法の忠実な執行者にとどまらず､ 実

質的に政治的な意思決定に影響を与えたり､ 法の趣旨

を独自の立場から読みかえることも多く見られます｡

しかし､ 行政機関や行政庁職員の利害で情報が操作さ

れたり､ または政治的､ 組織的利害で影響されるとい

うことはあってはならないはずであります｡ 行政内部

の意思決定プロセス情報の国民一般への十分な提供や

詳細な公文書の開示の仕組みが存在するのであれば､

行政の意思が特定の利益集団や政治的利害とシンクロ

することは起こりにくくなります｡

第二に､ 行政情報は､ 後世の人々による歴史的検証

の対象とするにとどまらず､ 当該情報が蓄積された同

時代の国民にとって意味を持つものにしなければなり

ません｡ 行政の意思決定を事前に法の趣旨に基づいた

ものとすることは､ 終了してからの開示によって担保

することはできないのであります｡

公文書管理の主たる目的は､ なされてしまった行政

執行を学術的に､ 歴史的に検証するということよりは､

まさに行われようとする行政執行をより適切なものに

するために機能することであると考えなければならな

いと思います｡

第三に､ 行政情報は､ 国民にとって､ それを加工､

検索することが容易で､ 実質的に意味を持つ形で開示
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されなければなりません｡ 例えば､ 大規模な公共事業

などで､ 着手時点に事業の費用対便益の検証など､ 一

種の事業評価を行政が行いますが､ その後､ 事業の完

了に至るまでには長時間を要します｡ ところが､ 事業

継続中の段階で当初の情報あるいは分析の資料要求を

行っても､ 既に３年の文書保存期間を過ぎたといった

理由で､ 文書が不存在だという回答が行政側からなさ

れることがしばしば見られます｡ これは､ 私も国会の

議事録等でも随分事例を調べました｡ しかし､ 継続中

の事業の正当性を支える根拠データが終了もしていな

いうちに廃棄されるとは信じがたい話でありますけれ

ども､ 仮に事実であるとすれば､ そのような保存のあ

り方､ 公文書管理の規律そのものに重大な欠陥が存在

すると考えなければなりません｡ そのような意味で､

公文書管理は情報公開制度と車の両輪であり､ 文書の

作成義務や保存義務も含んで､ 情報公開制度と表裏一

体の統合的な仕組みとして構築されなければならない

のであります｡

以上の基本的視点を踏まえ､ 改革課題を八点申し上

げます｡

第一に､ 行政庁は､ アプリオリに､ 先験的に公益を

体現しているという前提をとらず､ 行政は一利害当事

者としての側面を強く持つという実態を踏まえて制度

設計を行うべきことであります｡ その観点からは､ 公

文書の作成範囲､ 保存期間､ 保存形態､ 提供基準等に

ついて､ 行政庁と利害関係のない第三者が責任を持っ

て行うべきであります｡ 公文書の内容いかんによって

は後に批判を浴び､ または裁判の被告となり得る当事

者に対して管理の責任を担わせるということは､ 人間

の自然の動機づけに反するものであります｡

第二に､ 本来､ だれにとって意味を持ち､ だれに不

利益をもたらす情報であるのか､ だれのための情報や

公文書であるのかなど､ 情報の性質や機能に着目した

管理でなければなりません｡ 例えば､ 刑事司法の場面

で､ 刑事事件の被害者がみずからの供述調書の閲覧を

求めたときに､ 加害者の氏名､ 住所の開示が拒否され

たという事例をヒアリングで聴取したことがあります｡

結果的に相手方を特定できず､ 民事訴訟の提起に支障

を来したという奇妙な実態があるわけであります｡ し

かも､ 被害者がみずからの供述調書のコピーを求める

場合ですら､ １枚45円程度の手数料がかかる｡ 刑事被

害者を守る視点､ あるいは刑事被害者の権利行使をサ

ポートするという視点が刑事関連文書の管理方針にお

いて欠落しているのではないでしょうか｡

第三に､ 事業進行や行政目的達成途上において､ そ

れに関連する文書が廃棄されることはあってはなりま

せん｡ どのような文書をどの程度の期間保存すべきで

あるかは､ 第三者が基準をつくり､ 判定も行うべきで

ありますし､ また､ 少なくとも､ 行政目的が完成しな

い間に行政裁量で文書がなくなったり､ なくなったこ

とにされてしまう事態は法的に阻止すべきであります｡

この点については､ 作成や保存にかかわる公務員に対

して法的に実体上の義務と責任を課して､ 違反に対し

ては刑事罰を含むサンクションを科すべきであると思

われます｡

第四に､ 情報公開や公文書の保存､ 提供形態は､ そ

れらを必要とする人の利便に最もかなう形式でなけれ

ばなりません｡ 表計算ソフトなどで作成し保存してい

る統計情報や公共事業関連情報が多々ございます｡ こ

れらは､ 当該ソフトで操作可能な形態で提供されなけ

れば意味がないのでありますが､ 実際には､ PDF 化し

た電子ファイルや紙の複写で開示して､ 何の意味もな

い紙の束が提供されるというようなことが実際に行わ

れております｡ このような実質的な嫌がらせに等しい

恣意的な提供形態を許すべきではないと思います｡ こ

の点に関連して､ 昨年６月19日の圏央道東京高等裁判

所判決は､ 計算に使用されたプログラムとデータを開

示し､ 図などで必要な説明をすることなくしては､ 推

計結果の妥当性を第三者が客観的に評価することがで

きない､ みずからの行った推計結果の正確性､ 妥当性

を部内で点検するためにも､ 専門知識を有する第三者

から検証によって明らかにするためにも､ 使用したプ

ログラムと使用したデータを保存､ 開示することが必

要であり､ 控訴人らの開示を求めたデータのすべてが

必ずしも保存されているものではないにしても､ 使用

したデータを保存することに意味がないとの被控訴人

らの主張は採用することができないと述べておりまし

て､ 公文書管理形態に対して極めて示唆に富む法律論

を展開しております｡ 公文書管理に関する行政庁に対

する実体的な行為規範の立法に当たりましては､ この

ような考え方を明確に反映すべきであると考えます｡

第五に､ 情報通信技術の急速な進展を踏まえ､ 保存

対象となる行政文書は､ 意思決定途上のものも広く含

め､ 大幅に拡充すべきと考えます｡ この観点からは､

現在の法案では､ 保存対象となる行政文書を ｢当該行

政機関の職員が組織的に用いるもの｣ と限定しており､
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組織共用文書に限定していることは､ 文書の範囲が狭

過ぎ､ 妥当でないと思われます｡ しかし､ 実際上､ 行

政文書は､ 公式会議で配付される段階に至ったり､ あ

るいは決裁の途上にある段階では､ 実質的に組織の内

外での利害調整を終えてしまっており､ 事実上､ 最終

意思決定に近い場合が多いのであります｡ それらのみ

が開示されることによって､ 行政の本来の意思や行動

原理をうかがい知ることは困難と言えます｡ 実質的な

担当者が作成した職務に関する覚書といった資料の中

でこそ､ 意思決定の背景や政治的配慮も含めた真の意

図が読み取れる場合が多いのであります｡ 執務時間中

に業務に関連する文書を作成した場合､ その成果物は

公共財でありまして､ 組織共用文書に限定することは

妥当でないと思われます｡ 同じ規定が情報公開法にも

ありますが､ やはり妥当でないと考えます｡ また､ 公

文書の保存スペースに限界があり得るということを理

由に､ 公文書の範囲を広げることは物理的に困難で､

管理体制にも問題が残るという議論も広く見受けられ

ますが､ 理由がないと考えます｡ 昨今の情報通信技術

を踏まえれば､ 対象文書を抜本的に拡大することは容

易に可能であります｡ しかも費用もほとんどかかりま

せん｡ 検索や加工のためには逐一原本を取り寄せる必

然性はなく､ 一たん原本性を確認した後､ 文書のリア

ルタイムによるデジタルアーカイブ化を行って､ 原本

は保管コストが問題とならないような遠隔地に保管す

る､ 電子情報はインターネット等を通じて全国の一般

国民からのアクセスを可能にする､ こういったことは

十分可能でございます｡

第六に､ 情報公開や公文書としての保存対象の範囲

が広がるほど､ 文書作成をそもそも避けるというイン

センティブを行政機関や職員に与えてしまいかねない

わけです｡ このような弊害を抑止するため､ 一定の節

目の情報については､ 行政機関､ 公務員に文書の作成

義務を課すべきであります｡ 公文書管理法案､ 情報公

開法ともに､ 対象は ｢当該行政機関が保有しているも

の｣ と限定されており､ そもそもどのような情報が文

書化されねばならないのかという基準がございません｡

一定の重要な情報は､ 文書化を義務づけるとともに､

紛失や廃棄が起こりにくいようなチェック措置を設け

なければなりません｡

第七に､ 公文書の適正管理に関して､ 自治体に関し

ての努力義務規定が法案には設けられております｡ し

かし､ 司法権､ 立法権についての法的規律が存在いた

しません｡ 情報公開法も同様ですが､ 本来､ 情報や文

書の公共財的性格は､ 行政権にとどまらず､ 司法や立

法も共通です｡ 判決に関する合議といった領域を除き､

司法権や立法権についても､ 情報開示と公文書管理に

関して開かれた通則法を制定することが望まれます｡

最後に､ 第八ですが､ 公金が投入されて､ その対価

給付として作成された文書や情報は､ 広く公文書に含

めるべきです｡ 例えば､ 国から補助金や委託費が投入

されたのに､ その成果物たるデータや報告書が行政機

関に存在しない､ しかも受託者が民間であるとの理由

で開示が阻まれる例すら見られます｡ 国民負担で作成

された情報については､ 一部補助といった形態も含め､

広く管理､ 開示対象とすべきと思われます｡ そのため､

外部発注等については､ 成果物として､ 結果のみでな

く､ 根拠データ､ 関連文書等の提供を義務づけること

を入札または契約で措置するなど､ 情報の漏れや偏在

を防止することが適切と思われます｡

以上でございます｡ (拍手)

○菊池参考人 ありがとうございます｡ 独立行政法人

国立公文書館の館長を務めております菊池光興でござ

います｡ 本日は､ 現場からの意見陳述の機会を与えて

いただきましたことに対して､ 心からお礼を申し上げ

ます｡ また､ 内閣委員会という極めて権威ある委員会

におきましてこの法律案が審議されるということにつ

いて､ 大変光栄に存じます｡ また､ 今回の法律につき

ましては､ 私ども国立公文書館の関係者はもとよりで

すが､ 広く公文書あるいは行政にかかわる者たちが大

変熱い期待を寄せているということをぜひ御認識いた

だいて､ この法律の成立についてお願いをしたいとい

うふうに思うところでございます｡ よろしくお願いい

たします｡

まず最初に､ 現在の国立公文書館について現況の御

報告､ あるいは我々がどういう仕事をしているかとい

うところを簡単に御説明申し上げたいと存じます｡ 国

立公文書館の職務でございますが､ 歴史資料として重

要な公文書等の保存及び一般に対する利用に供するこ

とを通じて､ 現在及び将来の国民に対する政府の説明

責任を果たしていくということがまず第一点､ 中心と

なっておりますが､ 私どもの仕事をしていく上の意識

では､ やはり､ 日本の先人が残してくれたさまざまな

知的な情報資源というものをできるだけ多くの方々に

使っていただくということによりまして､ 歴史､ 文化､
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学術研究等に寄与することはもとより､ 一人一人の国

民にとって､ 我が国と我が国社会の歩みというものを

跡づけていただいて､ 広く国民のアイデンティティー

を形成していく上で貢献することができればと思って､

私ども日々の仕事を行っているわけでございます｡

現状でございますが､ 国立公文書館は昭和46年に設

置されました｡ 世界の各国では､ 公文書館というのは､

図書館あるいは博物館､ 美術館と並んで三大文化施設､

こう言われているんですが､ 我が国の場合は､ 残念な

がら､ 昭和46年になって初めて国立公文書館というの

ができたという状況でございます｡ そういうことでい

いますと､ 帝室博物館でありますとか帝国図書館とい

うのが明治の初めのころにできた｡ 明治の初めに岩倉

使節団というのが米欧を回覧したわけでございますが､

そのときに帰国途上で､ 一番最後のころでございます

が､ イタリアのベネチアにみんな行きました｡ 三つに

分かれて行きまして､ 一番最初に福地桜痴が行きまし

て､ 次に木戸孝允が行って､ 一番最後に岩倉､ 大久保

という人たちが行って､ みんなベネチアのアルヒーフ

というのを見て感心をしている｡ ところが､ 図書館や

美術館､ 博物館は明治に導入されたんですが､ 公文書

館というのは明治時代導入されなかった｡ これが100年

たった昭和46年に設立されたということは､ まさに100

年おくれの我が国の公文書館制度というような状況で

ございます｡ 46年にできて､ それから先人も努力した

んですが､ 平成13年度からは独立行政法人となりまし

た｡ それ以降私は公文書館に関与しているわけでござ

いますけれども､ 法人となった特質を生かして､ 自律

性をできるだけ生かす､ 効率的､ 弾力的な業務運営を

するということで､ 主務大臣たる内閣総理大臣から示

されます中期目標というものを確実に達成する､ その

ために中期計画､ 年度計画というものを策定いたしま

して､ 効率的な業務運営､ 目標でございます国民に提

供するサービスの質の向上というものに努めてきたと

ころでございます｡ その結果､ 幸いにも､ 毎年度､ 独

立行政法人評価委員会の評価では非常に高い評価をい

ただいているということでございます｡

具体的にどんな取り組みをしてきたかというところ

でございますけれども､ 現在､ 私ども､ 所蔵資料が117

万冊ございます｡ 各省庁から移管されてくるものの中

には､ 非常に劣化しているもの､ あるいは､ 戦中戦後

の悪いわら半紙なんかでもってできたものというのは

本当にばりばりに破れそうなものがございます｡ そう

いうようなものについて補修をしたり､ 酸化防止など

もやっております｡ かつてはそうじゃございませんで

したけれども､ 私が行きましてから､ 2002年からはす

べての所蔵資料についての目録を公開して､ しかも､

各省庁から受け入れた文書につきましては１年以内に

は必ず目録を公開して､ これは公開できるものか､ こ

れは非公開部分を含むかというようなことも表示して

公開をしております｡

閲覧業務ということで､ 毎年多くの方々に来ていた

だきますけれども､ これは比較的昔からのスタティッ

クな形でございます｡ とにかく､ 東京に来てくれ､ あ

るいはつくばの分館に来てくれということでは国民サー

ビスの向上ということは達成できませんので､ 最近で

は､ インターネット等を使いましてデジタルアーカイ

ブというものに大変に力を入れております｡ 今も福井

先生からお話ありましたけれども､ デジタル化という

ようなこと､ これは意外に金はかかります｡ ただじゃ

ないので大変な金がかかりますけれども､ まずマイク

ロフィルムに撮って､ それをデジタル化してインター

ネットに載せていく､ そしてインターネットに載せる

ことによって､ いつでもだれでも､ 世界じゅうどこか

らでもただで公文書館の所蔵資料というものを見てい

ただける､ 利用していただけるというような形でござ

います｡ 公文書館のみならず､ 私どもの方で管轄して

おりますアジア歴史資料センターというところで､ 明

治以降終戦までの我が国と世界各国とに関係するよう

な基礎的な資料をやはりインターネットで公開して､

既に千八百万画像の公開が進んでおります｡ これは､

中国や韓国あるいはアメリカ等､ 大変各国からも評価

をされているという状況でございます｡

そのほか､ 私どもがやっておりますのは､ 我が国の

中核的な機関として､ 地方公共団体あるいは関係団体､

関係機関､ それから学会等に対する連携協力､ それか

ら研修等を通ずる専門的､ 技術的支援というものをやっ

て努めております｡ それでは､ これまですべて円滑に

いっているかというと､ これまでの法律の体系と制度

運用上の課題というところでございます｡ まさにそれ

を踏まえて今回の法律案が提出されているというとこ

ろでございますけれども､ 各行政機関で利用していま

す現用文書と､ それから保存期間が満了して私どもの

方で､ 公文書館で受け入れるいわゆる公文書との間で､

全く文書管理体系というものが分断されております｡

現用文書の管理というのは､ 先ほどから話が出ていま

2009/10

110

����������������������������������������

����



すように､ 行政情報公開法で規定されている｡ そこで

定める各省庁が決める保存期間が満了したもののうち

から､ 歴史的に重要だろうなというもの､ しかも､ そ

れは内閣総理大臣と各省大臣との間で合意が成立され

たものだけが公文書という形でもって私どもの方の管

理に入ってくるということでございます｡ 公文書管理

というのが情報公開法に従属する形でもって規定され

ておった｡ 今回の法律の中は､ 文書というのを､ 作成

から保存期限満了､ 公文書館における公開､ 利用まで､

一つの一貫した体系でもってつくっていただいている

というところが､ これは私どもにとって大変大きな喜

びとするところでございます｡ それから､ 公文書館へ

の移管の障害というところは､ 先ほど申しましたよう

に､ 移管には内閣総理大臣と各省大臣の合意が必要と

いうことでございますけれども､ その前提として､ 行

政文書がそもそも的確に作成されていないんじゃない

か､ 先ほどから御指摘のようなことがございます｡ 今

回の法律の中には､ 行政文書を作成するための共通ルー

ル､ 基準というものをつくろう､ 作成した文書につい

ては日本版レコードスケジュールということで､ いつ

保存期限が満了するのか､ 満了した暁にはそれは公文

書館に移管するのか廃棄するのかというようなことを､

作成時点でつくってしまう､ 決めてしまう｡ 確かに､

30年の保存ルールというのを考えると､ 30年というの

は公務員が採用されてからある程度幹部になって､ あ

るいは場合によると退職する｡ 今から30年前というと

ちょうど第二次オイルショックのころだろうと思いま

す｡ 第二次オイルショックのころの文書が果たして重

要かどうかというのを今の文書管理をやっている人た

ちに判断しろといっても､ これはなかなか難しい｡ 場

合によると､ もっと昔のものがある｡ やはり初めに､

鉄は熱いうちに打てじゃないんですけれども､ まだ事

態が熱いうちに､ これは保存しよう､ これは保存しな

くてもいいねというところをそこで振り分けをしてい

くということができる､ しかも､ それは単に行政庁の

担当官の恣意によるのではなくて､ 基準というものが

きちっとあり､ そういうようなものについて､ 私ども

国立公文書館の専門職あるいは公文書管理委員会の先

生方も含めて､ いろいろな形でもってチェックしなが

らちゃんとレコードスケジュールの運用をしていくと

いうことができれば､ 大変大きな進歩になるだろうと

いうふうに感じております｡

そういうような意味で､ 今回､ 国立公文書館の現用

文書､ 単なる保存期間が満了した歴史公文書だけでは

なくて､ 現用文書に対しても実地調査をするとか中間

書庫の規定が設けられる､ それから､ 各省庁､ 各行政

機関に対する助言あるいは研修を行うというような権

限が､ 権限が欲しいから言っているわけじゃございま

せんが､ そういうことで関与できる余地が非常に広まっ

たということは､ 我が国の公文書を保存していくとい

う目的に対して大変大きな力になるものだというふう

に私ども喜んでおります｡

今回､ こういうような形で法案を御審議していただ

く過程の中で､ 今も話がございましたが､ 公文書館の

職員は42人だ､ これについては､ また定員削減がかか

るような形になっておりますから､ いずれまたそれが

もうちょっと減るということになりますけれども､ そ

ういう状況｡ それから､ 予算も20億ちょっとだという

ことも話が出ました｡ そういうことで､ 現在の公文書

館の非常に貧弱な体制ということについても皆さんに

御認識いただきましたし､ また､ 我が国全体としてこ

ういう問題にきちっと真正面から取り組んでいかない

と､ 日本の文化､ 社会が厚いものになっていかないと

いうことについての関係方面の御認識が非常に深まっ

たんじゃないか｡ この法律を提出していただいて御審

議いただくということが､ 私ども関係者にとってどん

なに力強いことであるかというようなことがわかりま

す｡ 特に､ 今回の法律の中には､ 努力規定だけですけ

れども､ 地方公共団体､ あるいは企業なんかも大変立

派なアーカイブズを持っているわけですけれども､ そ

ういうものが本当に会社の栄枯盛衰の中でどういうふ

うな形でもって保存されていくのかというようなこと

もあります｡ そういうようなことで､ 地方公共団体や

民間団体における文書管理､ こういうものに対する励

ましとなり激励となるということであれば､ 大変あり

がたいことだと思います｡ 公文書館を支える社会的基

盤というのが我が国は学界も含めてまだ非常に弱体で

ございますので､ そういうことも､ 今後､ 法制面以外

の期待としてぜひお願いしたいと思います｡

いずれにしても､ 制度をつくってもそれを動かして

いくのは､ 先ほどからお話がありますように､ 公務員

の意識を最初にして､ まずそれを動かす人たちの努力

と意欲だろうと思いますし､ トライアル・エラーみた

いなものが絶対必要だと思いますから､ そういうこと

で私たち自身も最大限努力してまいりますけれども､

これから折々､ こういう制度については､ まず運用を
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して､ その中で直すべきものは見直しをしていくとい

うような態度で臨むことが一番妥当なのではないかな､

こう思います｡ ぜひ､ 先生方のお力でこの法律を成立

させていただいて､ よりよい､ 我が国が世界に誇れる

ような､ 記録を残し公文書を残すという文化を育てた

いものだと思っています｡ よろしくお願いします｡ (拍

手) (略)

○渡辺委員長 これより参考人に対する質疑に入りま

す｡ (略)

○加藤 (勝) 委員 自由民主党の加藤勝信でございま

す｡ きょうは､ 参考人の皆さん方､ 大変お忙しい中を

こうして私どもの審議にいろいろと御協力をいただく

というか御啓示をいただいていますこと､ まず心から

御礼を申し上げたいと思います｡ 公文書等の管理に関

する法律､ 一般の国民の皆さんから見ると割と地味な

感じの法律だというふうにも受けとめられますけれど

も､ 今お話がありましたように､ また､ 当委員会でも､

参考人の方にも来ていただいて審議をするという意味

では大変重要なものというふうに位置づけているわけ

でありますし､ 私も､ 歴史と言うとちょっとオーバー

かもしれませんけれども､ 事の経緯を踏まえた行政を

実施していくという意味と､ また同時に､ その行政が､

現在もそうですが､ 将来に向けての評価にたえ得るよ

うな行政をしていくという意味からも大変重要なもの

ではないかな､ こういうふうに認識をしております｡

まず最初に､ 既にお話の中にございましたけれども､

今回の公文書の管理に関する法律をいわば制定する目

的というか､ 意味というか､ 期待について､ 一言でそ

れぞれの皆さん方にちょっとまとめていただきたいと

思います｡

○尾崎参考人 私は､ 一言で言うとしたら､ やはり､

しっかりとした文書管理制度をつくるということは民

主主義の基盤をつくるということであると思っており

ます｡ アメリカの公文書館のモットーというのが､ デ

モクラシー・スターツ・ヒア､ ここからデモクラシー

が始まるということだそうでございますが､ 私も､ そ

こから話を始めるべきではないかというように思いま

す｡

○三宅参考人 先ほど冒頭で説明しましたが､ 情報公

開法と公文書管理法は車の両輪である､ 民主主義が情

報公開によって達成できる､ よりよいものになるため

にはまず文書が保存されていないといけないというこ

とで､ いわば情報公開法は民主主義の通貨であると言

われましたが､ この法律はその通貨の作成に当たる部

分だと考えております｡

○福井参考人 一言ということで申し上げますと､ 法

律による行政の原理を補完する､ 内在化させるという

上で大変重要な意味があろうかと存じます｡

○菊池参考人 冒頭申しましたように､ 私ども日本人

の先人が営々として築き上げてきた今日の社会､ 残し

てくれた知的情報資源というものをどうやってみんな

で共有し､ その中で､ それを踏まえて､ 国民一人一人

が日本の歴史というものを把握できるようにするかと

いうこと､ その面で､ 今回の公文書等の管理法案は大

変意義があると思います｡

○加藤 (勝) 委員 ありがとうございました｡ 一言で

言っていただいて､ よりクリアに整理ができたのでは

ないかというふうに思っております｡ お話がございま

したように､ 民主主義の基盤である､ あるいは日本の

歴史把握､ あるいは行政の原理の内在化､ こういうこ

とで大変重要な事柄であります｡ そういう中で､ 私も

20年近く行政をしておりまして､ 先ほどの尾崎参考人

のお話の中で文化を変えるというお話があったわけで

ありますが､ 確かに､ 物をいたずらに廃棄するとかそ

ういうレベルではなくて､ 日々の仕事をしようとする

と､ それに没頭する中で､ それが終わるとまた次の話

が出てくる､ かつてのものを管理するということにな

かなか時間的な余裕､ 精神的な余裕がない｡ しかし他

方で､ 仕事をする上で､ 過去のものがきちんと整理さ

れているとまたこれが非常にやりやすいわけですね｡

過去のものを集める時間が非常に手間取る､ ある意味

では､ かなりの時間をそれに費やしてきている､ 特に

行政の場合は前例というのが大変重要視される部分も

これあり､ そういう意味では､ 行政に対するかなりの

効率化というのもこれによって期待をされるんですけ

れども､ そうはいっても､ 今ある仕事をやっていこう

という意識が非常に強い｡ そういう意味で､ 研修も含

めて文化を変える､ こういうことではないかなと私は

認識をしたんですけれども､ そこのところをもう少し､

どういう文化からどういう文化へ変えていこうという

のか､ その辺を少しお示しいただきたいと思います｡

○尾崎参考人 私自身の経験を申し上げますと､ まこ

とに恥ずかしいことであるんですが､ 私が若いころは

文書整理週間というのがございまして､ ある週､ みん

なで文書を整理しようということなんですね｡ それは､
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山のように積んであった文書を崩して､ 一応眺めていっ

て､ それで整理して保存すればいいんですけれども､

整理すなわち廃棄というようなところがありまして､

結局､ もう今要らないものは捨ててしまう､ そういう

ような文書の管理の仕方をしていたと思います｡ もち

ろん､ 非常に大切なもので､ 指定されていて､ 例えば

決裁文書でありますとか､ そういうものは別途きちん

と保存されているわけですが､ その他の文書につきま

しては､ もうほとんど､ 後世のために貴重な資料とし

て残そうというような意識が率直に言ってございませ

んでした｡ そういうものが残った､ そういう心構えの

ままで幾ら規定を変えてもやはりだめだと思うんです

ね｡ だから､ 公務員である以上､ 自分たちのしたこと

がどういうことで､ それはどういう目的のためになさ

れたかというようなことがきちんと後世に伝わるよう

な文書を､ 忙しいのは確かに忙しくてなかなか大変な

んですが､ やはりつくる習慣というのを若い人たちに

は身につけてほしいと思っているわけでございます｡

先ほど､ 今の公務員の上の方の人たちはちょっと今か

ら無理だと申し上げましたのは､ 若い人たちにそうい

う文化を持ってほしい､ そのためには研修が大切じゃ

ないかな､ こう思っているわけでございます｡

○加藤 (勝) 委員 ありがとうございます｡ ある意味

では､ 整理をする､ 廃棄するということよりも､ しっ

かり残していくということだということでございまし

た｡ そういう意味で､ 今回､ ｢管理｣ という中の最初に

｢作成｣ というところが出てくるわけでありまして､ つ

くったメモとかいろいろな種類の文書､ それをどう保

存するかというのは次の問題として､ 文書化されてい

ないものでも残しておかなきゃいけないものというの

は当然出てくると思うんですが､ この辺の範囲という

ものをどう規定していくのか｡ なかなか文言で書くの

も難しいのではないかという気はしますけれども､ イ

メージとして､ 現状に比べてどういうものが少なくと

も作成はされなければならないのか､ 特に､ 通常作成

されているもの以外のものとしてどういったものが想

定されてくるのか､ その辺に対する御認識をそれぞれ

の皆さんにお示しいただきたいと思います｡

○尾崎参考人 文書の範囲を考えてみた場合に､ 保存

すべき文書の範囲ですが､ やはり公私の別というのは

あると思うんですね｡ 私のためにつくった文書がその

まま保存されて後世に歴史的な文書として伝えられて

しまうというようなのは非常におかしな話でありまし

て､ したがいまして､ それはやはり個人じゃなくて組

織､ 公の世界でつくられたものを残すべきだろうとい

うように私は思います｡ 個人的なメモ､ 皆さんそうだ

と思いますけれども､ ふと思いついたことなどをメモ

しておいたりしますけれども､ それは単なるメモで､

そのまま消えてしまうようなものも紙に書いた形で引

き出しの中に入っているということはあるわけでござ

いまして､ それを公文書だと言うのはちょっとやはり

まずいんじゃないかなというように思います｡ もちろ

ん､ 決裁印が押してあるものでなくちゃいけないとい

う意味じゃございません｡ そうじゃなくて､ その他の

ものでも結構なんでございますが､ やはり組織の中で､

行政として､ 行政体として､ その一部に入るような文

書でなくてはいけないのではないかというように思い

ます｡

○三宅参考人 文書の作成義務と文書の保存義務の関

係で申しますと､ 公務員が文書を作成することについ

ては情報公開法が前提になっていますから､ いわゆる

組織共用文書という情報公開法２条に基づく文書がま

ずありますね｡ それは､ 決裁､ 供覧文書に限らず､ 会

議で配られるものとか部内での打ち合わせに使った文

書で､ 決裁印の欄はないけれども重要なものだという

ような形で､ 個人のメモを除くという意味合いにおい

て組織共用文書としてあるわけですから､ これが公文

書管理法における文書作成義務のまず大事な範囲になっ

てくるのだろうと思います｡ その中には､ 先ほど申し

ましたように､ 事業の実績とか意思決定というもの以

外に意思決定過程情報もございますので､ やはり､ 公

文書管理法における文書作成義務の範囲の中には､ 情

報公開法とパラレルに考えるには意思決定過程情報も

入れないと､ ここは､ 情報公開の請求対象情報から､

公文書管理法の適用になるときに意思決定過程文書が

除外されてしまうという危険が解釈上あり得ると考え

ます｡ そうしますと､ 残るは個人的メモですが､ この

個人的メモも､ 非常に重要なものとしてたまたま残っ

ているものとか､ あるいは､ その当時は人には渡さな

かったけれども､ 10年､ 20年たってみると､ やはりあ

のときメモをとっていたものが非常に大事だというこ

とが出てきますから､ そういう個人的メモについても

保存ができるような､ これは､ 文書の保存義務の方で

そういうものも含まれるような規定が望ましいのでは

ないかなと考えております｡

○福井参考人 保存対象としてあるいは管理対象とし
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て重要な区分は､ 公的な文書か私的な文書か､ まず原

理的にはそういうことだと思います｡ では､ 私的文書

あるいは公的文書の境目は何かということでございま

すけれども､ 私的か公的かというのは､ 公務員が､ い

や､ これが私的だと自分で言い張るものが私的であっ

てはならないということでございます｡ すなわち､ 給

与の対価として作成されたもの､ 執務時間中に作成さ

れたものは､ 幾ら本人が私的だと言い張っても公的文

書だということは当然でございまして､ その観点から､

情報公開法と公文書管理法ではそういった基準を明確

にするということが将来の課題だと考えます｡

○菊池参考人 どういうものが組織共用文書でどうい

うものが私的な文書かというところは､ これは､ もち

ろん大きく分ければ分かれますけれども､ ボーダーラ

インのところは､ 結局はその当事者がどう考えるかと

いうところにかかっていますから､ ここをぎりぎり詰

めても余り有益ではないんじゃないかな､ こう思うん

です｡ 私どもの方の実際に公文書の保存をしている立

場からいいますと､ これは大変よく文書が保存されて

いるなというようなものもございますし､ これは非常

にお粗末だなというところがございます｡ やはり､ き

ちっと残ったものというのは､ 見ると頭が下がるよう

なものがあります｡ 私､ もしかすると記憶違いかもし

れませんけれども､ 戦後の割合早い時期に労働基準法

をつくったときの労働省のつくったファイルというの

は大変なものでございまして､ その法律案についても､

単に閣議請議案をとじているだけというようなものも

場合によるとあるんですけれども､ そうじゃなくて､

第一次案､ 第二次案､ なぜこういう労働基準法のこの

規定を置くかというようなこと､ 逐条ごとに例えば資

料がついていて､ こんな厚さのものが３分冊か４分冊

ぐらいある｡ これをつくった労働省の人たちというの

は､ 多分､ 自分の仕事に誇りを持って､ 自分たちのやっ

ていることをぜひ後世の人たちに見てもらいたい､ 参

考にしてほしいということでつくっているんだろうな

と実感できるようなものが残っています｡ そういうよ

うな形で､ 自分に誇りを持てるような仕事を公務員が

していくということが記録を残していく上でのまず根

本になるべき話なんだろう､ こう思いますから､ 文書

をどういうものを残すかということよりも､ まず残す

に値するだけの仕事を皆さんやるようにしましょうと

いうことを､ 意識を高めていくことにぜひ力を注いで

いくということもあわせてやっていかなければいけな

いんじゃないか､ こう思っております｡

○加藤 (勝) 委員 大変ありがとうございます｡ まさ

に､ そういう面では立法府にも広げて､ 我々もしっか

り後世に残す仕事をしていくということにつなげてい

かなければならないと思います｡ また､ 残りも少なく

なりましたので､ 最後に教えていただきたいと思いま

す｡ こういう形で文書管理を進めていこうとすると､

今とはまた違う形でいろいろな､ 例えば労力も､ もち

ろんコストもかかっていくというふうに思うのであり

ますけれども､ 公文書館というだけではなくて､ 通常

の行政においてもやはりそれなりの配慮をしていかな

いと､ 今の仕事に加えてこれもやれと言うのは簡単で

はありますけれども､ 言っただけじゃできないのであ

りまして､ やれるようにしていかなきゃいけない｡ そ

ういうことも含めて､ 行政全体としての､ そういう意

味では､ 人的な､ コスト的な支援も含めてどういった

対応が必要なのか､ 行政経験も長い尾崎参考人にその

点をお聞かせいただきたい｡

引き続きまして､ 菊池参考人に､ 公文書館の関係で､

先ほどちょっと参考人の中から､ 地方で図書館と公文

書館を一緒にしたらどうかというお話もございました｡

そういうことも含めて､ これから公文書館の位置づけ

が大きくなる､ しかし､ いろいろな意味で､ 行政改革

は進めていく､ 予算の規模も限られていく､ そういう

中で､ その辺はどのようにお考えになられるのか｡ 先

ほど､ 文化三大施設とかに切り分けておられましたの

で､ それを二大にしていいのかどうかなんということ

もございますけれども､ その辺のお考えも含めてお示

しをいただきたいと思います｡

○尾崎参考人 やはり､ この公文書等管理法がもし法

律として成立いたしましたら､ そのときがいい機会だ

と思います｡ 何か役所の中にある仕事のプライオリティー

として､ この管理､ 保存､ 作成､ そういう問題を大い

に高いところに上げていただいて､ そのために時間を

割く｡ やはり､ その点についての上司の理解というの

は必要だと思いますね｡ それから､ 今度の法律では､

今度は法律で決まるわけですから､ コンプライアンス

の問題としてそれを内閣府が見ていくことができるよ

うになります｡ それもやはり一つの大きなインセンティ

ブといいますか強制になるのではないかというように

思って､ それに期待をいたしております｡

○菊池参考人 地方公共団体におきます公文書館のあ

り方ですが､ これも､ 参議院に籍を置かれまして､ 茨
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城県知事をなさった岩上二郎先生が議員立法で公文書

館法というのをつくって､ 国立公文書館も､ 私どもも

含めてですけれども､ 地方の公文書館のあり方につい

て基本の法律をおつくりになっておられます｡ これに

よりますと､ 地方自治体は条例で定めるところにより､

これは必置規制じゃございませんので､ 任意につくる

ということになっています｡ 確かに､ 今御指摘のよう

に､ カナダの例もございますが､ もう既に国内でもそ

ういうところがございまして､ 奈良県なんかは､ 図書

情報館というような形でもって､ 図書館と行政情報の

公文書館､ 両方あわせた形のものをつくっております｡

別に､ 三大文化施設と言ったから三つ別々につくらな

ければいけないということではなくて､ カナダの例は､

ライブラリー・アンド・アーカイブズ・オブ・カナダ､

LAC､ こう言っていますけれども､ そういうものがご

ざいます｡ ですから､ そういうような形で､ どうされ

るかというのはまさに地方自治体の自主的な判断でお

決めになることだと思いますけれども､ ただ､ いずれ

にしても､ 公文書館的な､ きちっと記録を残していく

という機能だけはどこでもある方がいいなと思います｡

残念ながら､ まだ都道府県の中で30ぐらいしかない､

まだないところがたくさんございます｡ 政令市の中で

も半分以下というような状況ですから､ そういうよう

なものをぜひ整備していただきたいなと｡ どういう形

でもいいんです｡ 中越地震でもって被害を受けたとこ

ろは､ 廃校になった学校の校舎をまずとりあえず村役

場の資料を入れるところにしよう､ 保存場所にしよう

ということでもって一生懸命頑張られたところもござ

いますから､ そういうような形でいうと､ 決して箱物

をつくれとか何かということじゃなくて､ 児童が少な

くなってきた学校のところでまず保存しようというこ

とがあってもいいし､ そこをお決めになるのはまさに

自治体､ それぞれの自治体の当局者と住民の方々だ｡

私どもはそれに対してできるだけの支援をしていきた

い､ こう思っております｡

○加藤 (勝) 委員 どうもありがとうございました｡

以上で質問を終わらせていただきます｡

○佐々木 (隆) 委員 民主党の佐々木でございます｡

きょう､ ４人の参考人にはいろいろ貴重な意見を賜り

ました｡ これから我々のこの法案審議に当たって､ きょ

うの提言などを踏まえてしっかりとやっていかなけれ

ばならないと改めて考えさせていただいたところでご

ざいます｡ 余り時間を与えられておりませんので､ 早

速質問をさせていただきたいと思うんです｡

私は､ 常日ごろといいますか､ この課題にかかわら

ず､ 今までの行政､ 役所というところは入り口規制を

ずっとしてきたわけですね｡ いわゆる許認可という入

り口規制をしてきて､ ８年から10年ぐらいかけてです

が､ その規制を緩和したわけです｡ ところが､ もとも

と入り口規制､ 事前規制の国でしたから､ 行政の中に

事後監視の体制というのが余りとられていないんです

ね｡ だから､ 事前を緩和したわ､ 事後も規制はしなかっ

たわというところに､ 今､ 例えば食品安全の問題とか､

いろいろな問題が出てきている｡ 私は､ この文書管理

もある意味で､ これは入り口規制も何もあったわけで

はありませんけれども､ 行政が事後規制をどうする､

事後監視をどうするというところに踏み込んでいかな

きゃならない時代を迎えていて､ その一つとして当然

出てくるべくして出てきた課題なのではないかという

ふうに思っておりまして､ そういった意味でも､ 行政

の公文書管理というのは極めて重要な法律だというふ

うに私は思っております｡ 先ほど尾崎参考人から公務

員の意識､ 文化を変えるというお話がありましたが､

私もまさにそうだと思うんです｡ そういう意味で､ 尾

崎参考人が有識者会議の座長もされておられましたの

で､ その報告書をまとめられた立場も含めて､ 今度出

てきた法案との関係をちょっとお伺いしたいというふ

うに思うんですね｡ 最終報告では､ ｢国民の貴重な共有

財産｣ それから ｢国民の知的資源｣ というようなこと

を言われているわけでありますが､ そのことが必ずし

も今度の法律の中に表現されていないのではないかと

いうふうに私は思っているんですが､ そのことについ

てお伺いをいたします｡

もう一つは､ 作成文書の定義と､ 先ほど来話が出て

おります意思形成過程等の文書作成の義務､ これにつ

いて､ 最終報告書では､ ｢作成・整理・保存｣ の ｢方向

性｣ で､ 経緯も含めた意思形成過程や事務､ 業務の実

績を跡づけができるようにするというふうに提言され

ているわけですが､ まずこの二つのことについて､ 今

度の法案と見比べて､ 尾崎参考人の御意見をいただき

たいと思います｡

○尾崎参考人 私どもの有識者会議では､ 全部公開で

いたしまして､ それで､ 本当に自由に発言をして､ ま

とめ上げた意見というのも､ できるだけ委員の生の声

に近いものでまとめたいと思いました｡ したがいまし
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て､ あそこに書いてある報告と法律用語は違うと思い

ます｡ 私どもが法律用語で議論をしていましたら本当

に有識者の会としての意味がないというように思いま

したので､ できるだけ委員の生の声を使って報告を書

くというようにいたしました｡ それが､ 行政の世界で

見ると､ やや違和感があるのかもしれません｡ しかし､

私たちの意図を酌み取っていただいて､ それでその法

律を書いていただく､ それは法律をつくるところの仕

事である｡ 私どもは､ どういうことが我々の関心事で

あり､ どういうことをしてほしいと思っているかとい

うことを私たちの言葉で言うということでございまし

た｡ それから､ 意思形成過程について､ これは本当に

強い意見でございました｡ したがいまして､ 意思形成

過程というのは､ 皆さん圧倒的にそういう意見でござ

いましたから､ かなりはっきりと書いてございます｡

これは､ 有識者会議ではこういう意見であった､ しか

もそれは非常に強い意見であったということを御承知

の上で法律をつくっていただきたいというのが私ども

の考えであります｡ ただ､ 現段階では政令や何かにま

だいろいろ任されておりますので､ これから政令をつ

くるときに､ 今までは､ 意思決定の経緯については余

り文書にされていない例もあると思うんですね｡ 今度

は､ 新しくそういうものを文書にする､ 必ずそういう

ものを文書として残すという文化ができるような､ そ

ういう手段を講じていただきたいと存じております｡

ぜひお願いいたしたいと思います｡

○佐々木 (隆) 委員 時間がありませんので､ 次に移

らせていただきます｡ 後ほど時間があればもう少しお

伺いしたいと思います｡ 三宅参考人にお伺いをさせて

いただきます｡ 今､ 尾崎参考人にも1条にかかわる貴重

な共有財産､ 公共財の話についてお伺いをさせていた

だきましたが､ 三宅参考人は､ 市民､ 国民という立場

で意見書をまとめられたというふうに思うんです｡ そ

の中には公共財ということにプラス説明責任というの

が書かれているんですが､ 説明責任というのは､ これ

は行政側の話でありまして､ 国民の側から言ったら知

る権利ということになるわけですけれども､ このこと

などを含めて､ 第一章の部分の内容が意見書の意思が

反映されているというふうに思っておられるのかどう

なのかということについてお伺いをしたいと思います

し､ 決定した政策はもちろんですけれども､ 今もお伺

いいたしましたが､ 立案形成過程ですね､ そのことに

ついての知る権利についてどうお考えになっておられ

るのか｡ それから､ 保存期間､ 移管､ 廃棄の権限とい

うのが時々この法律の中で出てくるので私は非常に気

になるところなんですが､ 行政機関の長にゆだねられ

ているという仕組みになっているわけでありますが､

このことについて｡ この三点､ お伺いをいたします｡

○三宅参考人 先ほど加藤議員の､ 制定の目的､ 意義

のところで民主主義の通貨であるということを申しま

したが､ 最終報告ですとこれは国民の共有財産という

言葉で､ 最終報告は法律的な文言にとどまらずお書き

になったということですけれども､ 私､ 先ほど申しま

したように､ 法案になったときに最終報告とずれがで

きて､ いささか小ぶりな法律になったということを申

しました｡ そういう意味では､ 手がたい官僚的文章が1

条になっているんだろうと思うんですが､ 少なくとも､

国民の共有財産､ 知的資源とか公共財､ そういうよう

なところをできる限り従前の法律に照らしてもう一つ

入れていただいて､ 市民の立場から､ 説明責任という

と役所の義務のような形ですが､ 責務ですから義務ほ

ど強くありません､ 努力精神条項というような形のも

のになっておりますので､ 国民主権の理念に基づきと

いうところがございますが､ やはり公共財なり知的資

源としての公文書の保存をするんだという視点をしっ

かり入れていただきたいと思いますね｡ 先ほどカナダ

の話が出ましたが､ 知的資源を総合的に保管､ 保存､

利用するためのものとして､ 図書館と公文書館を統合

するということが一つのポリシーになっていると調査

のときに思いましたので､ そういうところを一つ入れ

ていただければと思うところでございます｡

それから､ 作成文書の件ですが､ 条文上では ｢意思

決定｣ になっているものですから､ 決定後のものとい

う解釈になるとやはり非常に狭いだろうと思いまして､

先ほど御提案しましたように､ 情報公開法の５条のい

わゆる審議､ 協議､ 検討の文書ということを明記する

ことによって､ これはできればやはり法案に入れてい

ただいた方がはっきりすると思うんですが､ そういう

ところで､ 意思決定過程の情報も本来作成しなきゃい

けないんですということをはっきりさせておく必要が

あろうかと考えております｡ それから､ 保存､ 移管､

廃棄の権限ですが､ 先ほど､ 財務省の沖縄返還の記録

について原資料がなくなっているのは大変残念だとい

うことを申しましたが､ 行政機関側が､ これはもう要

らないだろう､ 新しい歴史の本も書けたんだからもう

要らない､ 捨てちゃおうというところに､ 後世の歴史
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家が､ いや､ ちょっと待ってくれ､ 検証したいんだと

いうことがやはり出てくるんだろうと思いますので､

そこのところを内閣総理大臣の方が廃棄についての最

終の承認をするような手続をぜひ入れていただいて､

いわゆる第三者の機関のチェック､ それで､ 内閣総理

大臣のもとには公文書管理委員会が今度できますから､

公文書管理委員会に諮問するような手続も入れていた

だいて､ 第三者のチェックが内閣総理大臣の名のもと

で入るような形の制度にすると､ いたずらに文書が廃

棄されるということはなくなるのではないかと考えて

いるところでございます｡

○佐々木 (隆) 委員 今､ 三宅参考人からお話のあっ

た､ 管理委員会にかかわってもう一点お伺いしたいん

ですが､ 公文書管理推進会議というのを提唱されてお

られるというふうに思うんですが､ このところを通じ

て､ さっきから話の出ております､ 行政だけでなくて

各方面との協議だとかということについての運用など

をしていってはどうかということについて､ もしもう

少し具体的に御提言があれば伺いたい｡ もう一つは､

特別の法人にするべきだということも提言されている

わけでありますが､ ここについて､ なぜそうなのかと

いうことについて｡ この二点､ お伺いをいたします｡

○三宅参考人 実は､ 尾崎座長のもとでの有識者会議

には国会や裁判所のメンバーもオブザーバーとして参

加したということを聞いておりますが､ 一堂に会して

国の公文書のあり方について協議できたことは大変よ

かったということを司法の者からも聞いております｡

それが､ 今回この法律で一段落してしまって､ 国会や

裁判所の公文書の管理がとまってしまうのは非常に危

惧をしたところでございまして､ 男女共同参画会議の

ように国の三権を問わず広く議論できる場をさらに残

したらどうかということで､ それは､ 一応､ 日本司法

支援センターなどは裁判所のメンバーも入って､ 法務

省所管の独立行政法人ですが裁判所の関係者も入って

検討するというものもありますので､ ぜひそういう､

それができなければ､ 公文書管理委員会にオブザーバー

で参加できるようなものでもいいかと思うんですけれ

ども､ やたらと機関､ 組織をつくって､ ずうたいが大

きくなると国の財政上ちょっと大変だというような議

論にもなるとすると問題の点はあるかもしれませんが､

やはり機能としては､ 国の三権で公文書の管理を扱う

ということをぜひしていただければと思うところでご

ざいます｡ そういう意味では､ 独立行政法人としての

国立公文書館というものが､ 三権の一翼を担う行政の

一末端組織というよりは､ 国会や裁判所の方でも情報

提供がよりしやすいようにするには､ 特別の法人とい

うものの方がいいのではないかと考えたところでござ

います｡

○佐々木 (隆) 委員 次に､ 福井参考人にお伺いをい

たします｡ 福井参考人は､ 先ほど､ 行政経験もおあり

だというお話と､ 今は学者の立場でいろいろ提言をい

ただいているわけでありますが､ その中で､ 先ほど来

もかなり厳しい提言をされてこられましたが､ 公共財

の保存方法とかアクセスとかということについて八点

ほど述べられました｡ その中で､ 特に､ 第三者機関の

問題とか､ プロセスの記録､ 今の立案プロセスという

ことになるんだと思いますが､ それと生データについ

ても触れておられました｡ その点について､ できれば

簡潔にお願いをいたします｡

○福井参考人 お答え申し上げます｡ 第三者機関につ

いてでございますが､ 第三者機関の場合のやはり立場

が非常に重要でございまして､ 現在は行政機関内部で

のチェックということになっています｡ 行政機関内部

の場合にも､ 当該官庁が行う場合とほかの官庁が行う

場合､ これは後者の方が当然望ましいと思いますが､

本来は､ 例えば行政のそういった情報開示やあるいは

公文書保存に関する最終的な意思決定は､ 議院内閣制

でありますので､ 国会に直属の形で機関が設けられる

のがファーストベストではないかと思います｡ ただ､

できるだけ利害関係を遮断するという観点が､ 仮に行

政内部に置かれる場合にも非常に重要でありまして､

そういった運用上の行為規範についてもできるだけ実

体化することが望ましいと考えております｡

第二に､ プロセスに関する情報でございますが､ こ

れはもう私るる申し上げたとおりでございますけれど

も､ 勤務時間中あるいは執務の一部として作成した文

書が公のものでないということは､ 私にはちょっと常

識的に考えられないわけでございます｡ あとは､ それ

が公共財であることは当然として､ そういったものを

余りに細かいものまで保存対象にすると､ それは費用

がかかり過ぎるという問題は当然考慮すべきでござい

ますが､ 個人的だと本人が言い張るからというような､

そういう議論はやはり通用しないのではないかと私は

存じます｡ それから､ 生データでございますが､ この

生データの問題も､ 一種の費用対便益といったことは

当然考える必要がありますけれども､ 生に近いデータ
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が加工､ 検索しやすい形で手に入るということは､ や

はり国民が行政を検証する上で大変重要な観点であり

まして､ そういう意味で､ できるだけオリジナルに近

いものも極力残す､ 情報開示の対象にするということ

の枠組みは重要かと思います｡

○佐々木 (隆) 委員 ありがとうございました｡ 時間

がなくなってまいりましたので､ 菊池参考人にお伺い

をいたします｡ 私も､ この公文書管理法というものが､

先ほどお話がありました､ 公務員の意識を変える､ 文

化を変えるという意味で､ 本当に非常に重要だという

ふうに思っております｡ 文化を変えていくためには何

よりも人材だと思うんですね｡ これは二つ私は考えな

ければいけないんだと思うんですが､ 公文書管理をす

る側のいわゆる専門家をどうやって育てていくのかと

いうことと､ もう一つは､ 行政側の､ そこを担当する

人たちの意識をどう変えていくのかという二つの課題､

これは同時にやっていかなければいけない課題だと思

うんですね｡ そういうことの必要性といいますか､ 本

当のプロを育てなければ､ もう一点､ 中間書庫のこと

についてもお聞きしたいんですが､ 例えば中間書庫と

いうものをいずれつくるようになっていくとすれば､

私は､ そこに基本的にすべてのものが行って､ そこで

専門家が必要かどうかということを判断するというこ

とが一番望ましい形だと思うんです｡ そういった意味

で､ 先ほど事前規制から事後監視に変わったと言った

のは､ 入り口というのは５人ぐらいいれば許認可です

から大体間に合うんですけれども､ 事後監視というの

はもっと､ その３倍ぐらい人がいなきゃ本来だめなも

のなんですね｡ そういった意味でいっても､ 中間書庫

についての必要性についてのお考えと､ その人材をど

うやって育てていくのかということについてお伺いを

いたします｡

○菊池参考人 大変ありがたい御指摘をいただきまし

た｡ 私､ 先ほどちょっと申し述べるのをはしょったも

のですから､ そこの部分は十分じゃなかったと思いま

す｡ 国立公文書館､ 私どもの方の施設とそれから人員

を強化していただければそれでうまいかというと､ そ

んなことはなくて､ 実際は､ 各省庁で毎日毎日あるい

は毎年毎年文書管理に携わってくれる人たち､ 各省庁

にもきちっとしたそういう体制ができないと､ とても

いい仕事ができるわけじゃございません｡ そういうよ

うな面でいうと､ 公文書館サイドでの専門家とは別に

各省庁にも人が要るだろうという御指摘は､ まさにそ

のとおりでございまして､ ありがとうございます｡

それから､ 中間書庫にどの程度の専門家が要るかと

いうのは､ 中間書庫のあり方についてどのくらいの機

能を持たせるかというところのやり方だと思うんです｡

アメリカなんかでも､ 2500人ぐらいいるぞと言うんで

すけれども､ 中間書庫をレコードセンターというふう

に言っています｡ そこはどちらかというと工場みたい

な形の､ 保存施設であり工場であり､ そこでは余り評

価､ 選別というのはやっていないんですね｡ ですから､

そういうふうな意味でいうと､ どちらかというと､ そ

こはテクニカルな人たちがたくさんいるというような

状況です｡ 我が国の中間書庫をどういう形でもってこ

れから組み上げていくかによって､ そういう中間書庫

にどういう人を何人ぐらい配置するかということが決

まってくると思いますけれども､ いずれにしても､ 今､

我が国全体としてこういう仕事に携わるような人がい

ません｡ 私どもも､ そういうことでもって､ ここのと

ころ､ 公文書館でも研修とか職員養成というのに力を

大変入れていまして､ 地方公共団体あるいは独立行政

法人､ 国立大学法人なんという方たちも来てくれるよ

うになりまして､ 大変需要がふえてきていますけれど

も､ まだまだとても足りません｡ 大学なんかでもアー

カイブ専攻なんというのがやっとでき始めたところで

ございまして､ そういうような面でいうと､ 私どもも

努力しますけれども､ もう少し日本の各方面でも人の

養成ということを大学等とも手を携えてやっていきた

いと思いますし､ ぜひ御支援を賜りたいと思います｡

○佐々木 (隆) 委員 ありがとうございました｡ 時間

でございますので､ 終わらせていただきます｡

○田端委員 公明党の田端でございます｡ ４人の参考

人の先生方､ きょうは大変にありがとうございます｡

非常に触発される御意見をいただきまして､ 心から感

謝申し上げます｡ 最初に､ まず菊池参考人にお尋ねい

たします｡ 先ほど､ 日本は100年おくれているという､

本当に実感のこもったお話がございました｡ そういう

意味では､ ようやく欧米並みに､ まず一歩その途につ

いたのかなという思いもいたしますが､ だからこそ､

非常に大変大事なテーマだと｡ それで､ 実は､ まず国

立公文書館法との関係で､ この国立公文書館法でも､

第１条のところで ｢国の機関の保管に係る公文書等の

保存のために必要な措置等を定めることにより､ 独立

行政法人国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史
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資料として重要な公文書等の適切な保存及び利用｣ 云々､

こうなっています｡ ここでは､ 一貫して ｢歴史資料と

して重要な公文書｣､ こういう表現でこの法律は成り立っ

ていると思いますが､ そういう意味では､ 今回のこの

法律と整合性がちゃんととれているのかどうかという

のが私の尋ねたいところでありまして､ ここで言うと

ころの歴史的に重要な公文書という位置づけが何か少

し限定されているような気がしてならないんですが､

その点､ いかがでしょうか｡

○菊池参考人 これは ｢歴史資料として重要な｣ とい

うところで非常に幅広く読んでいるんだろう､ こうい

うふうに私どもは思いますし､ そう言わざるを得ない

というのが実の立場です｡ 私個人としては､ 歴史資料

というのは歴史家のためだけではなくて､ 先ほど申し

ましたように､ 国民一人一人が日本の国､ 社会の歴史､

歩みというものを実感でき､ 把握できるようなもの｡

そういうような意味でいうと､ 歴史資料というのは決

して乾いた､ 古びた書類､ 資料だということではなく

て､ 文化の薫り豊かなものも中にはあると思いますし､

それをよく見ることによって学術研究に結びつけるこ

とができるというものもありますし､ ああそうか､ あ

のころの人というのはこういう物事の考え方をしてい

たんだなということが後になってわかるというような

ものもある｡ そういうものの総体を含めて､ 歴史資料

として重要なということ｡ だから､ 決して歴史学のた

めにだけ奉仕する公文書館ではないということをぜひ

御理解いただきたいと思います｡

○田端委員 ありがとうございます｡ そうしますと､

個人あるいは民間と言っていいのかもわかりませんが､

例えば政治家が回顧録とかそういったこと等々､ 今ま

でもたくさんそういう例があります､ あるいはまた新

聞､ 雑誌等､ 過去にさかのぼってのそういう歴史資料

を積み重ねた論文を発表されたり書かれたりとか､ こ

ういうことも広い意味では歴史資料になり､ 広い意味

では公文書ということにもなっていくのではないのか

な､ こんな思いもしますが､ その辺はどこからどこま

でという線がどこで引けるのかというのは非常に難し

いかと思いますけれども､ その点､ 重ねてちょっとお

伺いしたいと思います｡

○菊池参考人 ｢歴史資料として重要な｣ というのが非

常に幅広いというのは､ 確かに御指摘のとおりです｡

公文書という形で公文書館に入ってくるものは､ 各行

政機関あるいは国会や司法府も含めて国の機関から移

管という形で入ってくるという形が原則なものですか

ら､ そういう意味でいうと､ やはり基本的に言うと､

全く個人が書いた日記だとか何かというのが果たして

入るのかどうかというところは､ そこまでは広がらな

いというのが通常の公文書の範囲だろうと思うんです｡

公的機関から移管されてくる公文書の中には､ なかな

かそういうものは入りにくいかなと｡ ただ､ 今回の法

律の中には､ 私ども国立公文書館には､ 寄贈や寄託で

文書が入ってくるというようなものも私どもがお預か

りすることができるように法律で規定していただきま

したから､ そういうものが将来は入ってくる余地があ

るということでございます｡

○田端委員 ありがとうございます｡ そうしますと､

私は､ 国会図書館等との関係がそこのところは非常に

大きくなっていくんだろう､ こう思います｡ それで､

有識者会議の座長ということで､ 尾崎参考人にはきょ

うは議論のおまとめの中のお話を実感こもっていただ

きまして､ 大変ありがとうございます｡ お話を伺って

いて､ 私も､ 今回のこの法律の制定が公務員の意識改

革､ そして大きく文化を変えるあるいは行革に通じる

ということは､ 大変格調が高いといいますか目標の高

い､ すばらしいことだ､ こう思います｡ そういう目標

を高くすればするほど､ 果たして現実が､ 例えば公務

員の意識改革､ これから行くんだから､ まだそこまで

行っていない､ だけれども目指さなきゃならない｡ そ

ういう意味で､ 一応法律はここででき上がったという

か､ これからそれが実施される｡ これから何が足らな

いんだろう､ この法律が仮に施行になって､ 本当の意

識改革あるいは文化の改革にまで本当に行くだろうか､

ちょっと悲観的かもわかりませんが､ そういう思いが

しています｡ 座長としてまとめられた御意見の中で､

そこはどういうふうな御認識で､ そして法案との関係

で､ その思いが法案の中にどういうふうに出ているの

か､ その辺のところをお願いしたいと思います｡

○尾崎参考人 確かに､ 公務員の文化を変えるという

のは､ そう急速にできるかどうか｡ 法の制定というの

は非常にいい機会になると思います｡ これで随分進歩

すると思います｡ 先ほど､ 私どもの若かったころの大

変恥ずかしい話を申し上げたわけでございますけれど

も､ 情報公開法などを経まして､ 現在の役所のレベル

はそこまでひどいというものではなくなっている､ そ

れなりにやはり向上をしているわけでございます｡ 特

に､ 有識者会議が創設されました直後に､ ただいまお
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席にいらっしゃいませんけれども､ 初代の上川陽子大

臣が全部各省を回ってくださいまして､ そして各省の

文書管理のあり方を実際に直接職員に当たって聞いて

くださった｡ これで随分雰囲気がぐっと締まってきた

という感じを受けました｡ そういうことで､ 法律の中

には､ コンプライアンスで内閣から勧告したりできま

すから､ そういうようなことを重ねていけばやはり文

化は次第に変わってきて､ 自分たちの大切な仕事とし

て公文書管理の問題があるんだということが自然と理

解されてくる｡ それが身についた公務員を育てなくちゃ

いけないと思うわけですね｡ そこで､ 研修というのが

非常に大切で､ 初任者の段階から何回かに分けてやは

り研修をしなくてはいけないんじゃないか｡ 中間管理

職になったとき､ 管理職になったとき､ やはりそれぞ

れに研修が必要ではないかというふうに思っておりま

す｡ それと､ やはりそういうことを世の中が評価して

くれないと張り合いがございませんので､ そこは私は

実はマスコミに期待をしておりまして､ こういう情報

管理の問題はまさにマスコミの仕事と隣り合わせでご

ざいますので､ ぜひこの点について公務員を励まして

やっていただいて､ 新しい文化が行き渡るように御協

力いただけたらと思っております｡

○田端委員 ありがとうございます｡ それで､ 実は先

ほど三宅参考人のお話の中で､ 福田官房長官の御指示

でしたか､ アメリカ等を視察されたというお話がござ

いまして､ そういった先進国におけるすぐれた体制と

いいますか､ それを目の当たりにされていろいろなこ

とをお感じになられたということでございます｡ 三宅

参考人のお話をずっと聞いていたり､ このチャートを

見ていますと､ 公文書管理担当大臣があって､ そして

公文書管理庁がそこにあって､ その上に内閣総理大臣

が総まとめという形でいる､ こういう一つの､ まさに

行政改革そのものに当たる大変大きな視点に立ったこ

とをベースにお考えになっているということがよくわ

かります｡ それはつまり､ 視察をされ､ あるいは当時

の官房長官の福田前総理の意識の中にも果たしてこう

いうことがあったのかな｡ ということは､ 先ほど尾崎

参考人がおっしゃっているような､ 大きな行革であり

文化を変えるんだということとここは話が一致してく

るんですが､ 三宅参考人は実際にそういった関係の中

でここにずっと携わってきて､ まだこの法律ではそこ

までは行っていませんが､ しかし､ やがて将来はこう

いう大きな構図を持ってやっていきたいんだ､ こうい

う思い､ そして､ 最初にこのことを発案といいますか

発起された福田前総理の思いとその辺はつながってい

るというふうに理解していいんでしょうか｡

○三宅参考人 たしか福田前総理は､ 御自分が主宰さ

れた懇談会の席でも､ よく30分とか､ あいさつだけで

はなくて会議にそのままおられて非常にお話をされて

いた｡ また､ 御自身がアメリカの公文書館で､ たしか

空襲で焼ける前の郷里の地図をまだ民間人であった若

いときにいただいた､ そういうアメリカのお話をされ

たりしておりまして､ やはり先進国と肩を並べられる

だけの公文書館のあり方ということを構想されていた

と思うんです｡ 最終報告の中にも､ 考え方の一つとし

て､ 公文書管理庁と､ 先ほど申しました特別の法人の

ような組織が本来あるべきだということになった思い

は､ やはりそういうところに最終報告でも含まれてい

たと思うんですが､ いささか小ぶりの法律になった｡

先ほど申しましたけれども､ 公文書管理委員会とそれ

を担当する事務局の職員は10名程度の､ 10名になるか

ならないかぐらいのものだということで､ 小さく生ま

れるというところのようなものですから､ 本当は大き

く産んでほしいところですが､ 少なくとも､ 小さく産

んでも大きく育てられるような手がかりをぜひ国会の

中で入れていただいて､ 福田前総理の思いを実現させ

ていただくことは日本の国民全部の思いだということ

につながっていくと思いますので､ ぜひともこの点は､

この審議の中でも御反映させていただきたいところだ

と考えております｡

○田端委員 よくわかりました｡ 私も､ 実は今回､ こ

の法律について少し皆さん方からも勉強させていただ

いて､ 初めて､ この奥の深さといいますか､ そういう

ことを今実感しているわけでございます｡ そういった

意味では､ ぜひ小さく産んで大きく育てる方向に我々

も努力していきたい､ こう思います｡ さて､ それで､

三宅参考人のお話の中に､ 中間書庫を設置して将来的

にはこれを､ それこそ大きく育てる｡ そして､ 例えば､

これは公文書管理庁の所管ということに図式ではなる

んだろうと思うんですけれども､ そうなっていけば確

かに公務員の意識は大きく変わるんだろう､ こう思い

ます｡ だから､ そういう方向を目指さなければならな

いなということもよくわかりますが､ 各省の中にそう

いうものをつくるという､ この意味の大きさというの

は大変なことだと思うんですけれども､ その辺のとこ

ろはどうでしょうか｡
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○三宅参考人 先ほどの中間書庫の件でございますが､

これは､ 私も委員を務めさせていただきました懇談会

の中では､ 霞が関に近いところに一つ大きなものをつ

くるという話とともに､ 各省庁の中にも中間書庫のよ

うなものをつくって､ 外の書庫に入れるか､ 各省庁の

中の中間書庫的なものに入れるか､ その両方があって

もいいんじゃないかという議論をしたことを覚えてお

ります｡ そういう意味では､ 各省庁の中にも中間書庫

的なものをつくる､ あるいはこれを中間書庫の一翼を

担うものとして位置づけるということが法文上でもはっ

きりしますと､ これはやはり､ 先ほど尾崎委員からも

ありましたように､ 公文書の管理が役所の中の業務と

して非常にステータスの高いものになろうかと考えて

いるところでございますので､ 各省の中にも中間書庫

をつくるような方向づけで検討していただくことは大

変いいことではないかと考えております｡

○田端委員 それで､ 福井参考人にお尋ねしたいと思

いますが､ 福井参考人は大変お詳しくて､ いろいろな

ことを御研究なさっているということでございます｡

私は､ 将来的にはやはり､ 国会図書館がいいのかどう

かわかりませんが､ 立法府の公文書､ そして司法の関

係の公文書､ 公文書も三権整えなければ､ 今回は行政

でいっていますが､ 将来的には本当の意味の公文書と

いうのはそういう形が必要なんだろう｡ そうすると､

相当時間は先のことになるのかなとは思います｡ しか

し､ その第一歩が行政の中でしっかりとここで位置づ

けられるということは大変大きいと思っておりますが､

福井参考人の御意見をお願いしたいと思います｡

○福井参考人 全くおっしゃるとおりと存じます｡ 今

回の第一歩は大変大きいことはもう間違いないわけで

ございまして､ ただ､ 方向としては､ 国家機能が立法､

司法､ 行政と三権にわたりまして､ しかも､ そのそれ

ぞれが極めて重要な役割を果たしていることからいた

しますと､ 国民にとっては､ 情報開示の点でも公文書

の保存の点でも､ やはり同様にアクセスができるとい

うことは望ましい方向でありまして､ ぜひそのような

方向を目指していっていただければと存じます｡ その

判断は､ やはり直接には立法府が行うことになるもの

だと思います｡

○田端委員 ありがとうございます｡ まだまだお尋ね

したいんですが､ 時間が来たようでございます｡ 菊池

参考人､ これから体制づくり､ また研修とか職員の質

の向上とか､ いろいろとまだ大変御努力いただく必要

があろうかと思いますが､ ぜひ頑張っていただいて､

法律の施行と相まって､ どうぞまた､ より高い理想に

向かって御健闘をお願いしたいと思います｡ きょうは

先生方､ どうもありがとうございました｡ 以上で終わ

ります｡

○吉井委員 日本共産党の吉井英勝です｡ きょうは､

４人の参考人の皆さんには大変貴重なお話をお聞かせ

いただき､ ありがとうございます｡ それで､ 四人の皆

さんにそれぞれのお考えというものを伺いたいんです

が､ 伺いたい内容につきましては､ 一つ､ 尾崎参考人

も､ 昨年学習院大学で開かれた記録管理学会で講演さ

れたものとか､ それから､ 三宅参考人のお書きになっ

た､ 市民の権利､ 自由を広げることに関する図書の中

でお述べになったものなど､ 中間書庫の問題について

いろいろ論じておられますが､ 例えば日弁連の方の意

見書では中間書庫については非現用文書､ 三宅参考人

の方は現用文書を含めてのお考えを､ お書きになった

ものでは書いておられました｡ 私､ 現用文書も非現用

文書も含めて､ ここのところの考え方というものをお

聞きしておきたいのは､ 各省庁が持っている文書を､

省庁の判断だけで､ これは残しましょう､ 廃棄しましょ

うというふうに簡単にいくと､ やはりまずいと思うん

ですね｡ それは､ どういう形にしろ中間書庫で一度預

かって､ 中間書庫ともう一つ大事なのが､ 基準の作成

だと思うんですね｡ 第三者機関等で基準を作成して､

その基準に基づいて評価をして､ これは原本は例えば

公文書館が持っていたとしても､ コピーは､ やはり現

用文書の場合ですと当然必要なわけですから､ あるい

はそこまで現用文書を中間書庫へ移すかどうかという

ことはありますが､ 原本というものは各省庁の方で､

使わないと仕事になりませんから､ それは戻すとか､

これは廃棄するとか､ これは30年保存にするのか､ あ

るいはさらに永久保存という扱いにするのかとか､ 判

断基準を設けてきちんとした判断をする｡ それは､ で

きるだけ客観的立場で判断できる委員会がいいと思う

んですが､ その判断をして､ それに基づいて大事なも

のは公文書館できちんと管理していくというふうな､

そういうことが大事なのではないかなというふうに思

うんです｡ この中間書庫と､ 基準をどうつくるか､ 基

準に基づいてどう判断するのかということについて､

４人の参考人の方からそれぞれのお考えというものを

伺いたいと思いますので､ よろしくお願いします｡
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○尾崎参考人 先生のおっしゃりますとおり､ 中間書

庫の果たす役割は非常に大きいと思います｡ 今回の法

律では､ 最初に文書を作成しましたときに､ 先々のス

ケジュールまで作成者が考えてつくるわけでございま

すね｡ そういうデータがついてファイルが保存される

ことになるわけでございますが､ 例えば､ そこで10年

先に廃棄あるいは10年先に国立公文書館の方に移管す

るとか､ そう書いてあったとしても､ 実際に現用文書

として使っておりますときに､ もうこれは公文書館に

渡してしまっても大丈夫だというようなことも起こり

得るわけですね｡ ですから､ 中間書庫に一遍入れまし

て､ そこで検討して､ 場合によっては､ もう各省庁が

抱え込んでいないで公文書館に渡すというような判断

もあり得るわけでございます｡ そこで､ その際に各省

庁が自分で判断するのがなかなか難しいところがござ

いますので､ いわゆるアーキビストと言われておりま

すような方､ 専門家を養成して､ そういう方々が公文

書館なら公文書館に籍を置いて､ 出かけていって相談

できるような体制､ そのぐらいの陣容を持っていれば

中間書庫というのは生きるのではないかというように

考えております｡ 中間書庫は非常に大切な問題である

というように考えておりまして､ ぜひ実効性のある､

いい中間書庫をつくっていただきたいと存じておりま

す｡

○三宅参考人 日弁連の意見書の中では､ ６ページで､

｢内閣府または国立公文書館が､ 各行政機関の非現用文

書をすべて受け入れることができる中間書庫｣ という

ことでまず書いておりますが､ これは､ 要らなくなっ

たと行政機関が考えたものは､ 基本的に全部まずそこ

に入れるべきだと考えたところの意味でございます｡

現用の文書の中で､ 今回の法律によりますと５条５項

で､ レコードスケジュールを立てて移管するものと廃

棄するものの二つに分ける｡ その分けたところのもの

が､ 国立公文書館法の11条１項２号で ｢行政機関から

の委託を受けて､ 行政文書の保存を行う｣ ということ

で､ 移管の措置をとるべきことが定められたものに限

るということで､ ここは現用文書のものも含んでいる

ということです｡ 私どもは､ 現用文書で､ まず廃棄す

べきものを廃棄する､ 廃棄すべきものは除いて移管す

べきものだけというところは少しまだ問題があるので

はないかと考えておりまして､ とにかく廃棄について

は内閣総理大臣の承認を得るべきだと｡ それで､ それ

以外のもので､ 要らなくなった､ 役所にあって今は使

わないというものはとにかく一たん倉庫に入れるとい

う形で､ やはり現用の文書も中間書庫に入れるという

形をとるべきではないかと考えております｡ 意見書の

中ではちょっとその辺が､ せっかくの考えが全部､ 要

は法案に書かれたものに即して考えておりますが､ 昨

年の10月の意見書の中では､ 最終報告に反映させてい

ただくべく､ もう少しその辺のことを踏まえて考えて

おりますので､ 日弁連のホームページ等で参考にして

いただければと考えております｡

○福井参考人 中間書庫に関しましても､ 現用文書も

含め､ 幅広く残すということが適切だと考えます｡

○菊池参考人 確かに､ 文書の種類によって30年の保

存とかの保存期間が設定されて､ それはレコードスケ

ジュールで設定されるわけですけれども､ それでは､

その役所の中でもって30年間ずっと持っていて常時活

用するかというと､ そうじゃなくて､ 情報公開の請求

が出てきたときには､ 作成､ 接受官庁としてそれを国

民に対してお示しする｡ これはまさに､ 公文書館で閲

覧請求に対応して閲覧に供するというのとはまた違う

意味の情報公開法に基づく｡ では､ その間の管理とい

うものをずっと各省庁の現用文書の書庫の中でやるか

というと､ これはまたその必要性もないかもしれない｡

だから､ そこは中間書庫で見る｡ それで､ 中間書庫に

持っていくのは､ 将来いずれ公文書館に移管すべきも

のというような限定でもって多分やることになると思

いますから､ そういう意味でいうと､ まだあくまでも

現用文書だぞということが一つの前提だと思います｡

中間書庫をどういうふうな制度設計にするか｡ 中間書

庫についてどこまで､ どのくらいのものを義務的に設

置するのか｡ 先ほど三宅参考人がおっしゃったように､

各省庁にも書庫があるんだから､ そこできちっと分別､

管理してもらえれば､ それをもって中間書庫と言って

もいいじゃないかという考え方もあります｡ これは経

済効率性でいうとそういうことだろうと思いますけれ

ども､ いずれにしても､ これからよく考えていかなけ

ればならないことだと思います｡ これは基本的には､

長い保存期間中にちゃんと国民からの開示請求にこた

えられるような体制をとっておくということが一つと､

保存期間中に散逸したり滅失したり誤廃棄されたりす

ることがないようにというところがまさに主眼でござ

いますので､ そういう形での制度設計が考えられるべ

きだと思います｡

○吉井委員 今､ 中間書庫の問題とともにもう一つお
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聞きしておきたかったのは､ 要するに､ 廃棄するのか

保存するのか､ その保存が30年なのかいわば永久保存

になるのかとか､ それから廃棄する以前の段階でも､

廃棄までに短い期間､ ３年か５年かとか､ どういう基

準を設けるか､ この基準をやはり客観的な機関でまず

作成すること｡ それから､ 中間書庫で預かっているも

のについても､ それをどうするのかについての判断を

どういう機関でもって行うのかということで､ それは

第三者機関的なものを考えてつくることが適切なのか

どうかとか､ もちろん､ そのときには司書資格とか学

芸員資格とかいろいろなことも､ あるいは多方面の有

識者の方ということもかかってこようかと思います｡

どういうふうにして基準をつくるのかということと､

基準に基づいてどう評価するのか､ その点についての

お考えというものを４人の参考人の方から伺いたいと

思います｡

○尾崎参考人 現在でも､ この種の文書は何年保存で

あるという基準はあるんですね｡ それが十分かどうか

という問題はあるわけですが､ 恐らく､ 現在存在する

基準をもとにして､ 新しい目で新たな基準がつくられ

るのではないかというふうに思います｡ その場合には､

公文書管理委員会に当然相談なさることになりますか

ら､ そこでいろいろ､ 第三者といいますか有識者の意

見も反映されるということになるのだろうと思ってお

ります｡

○三宅参考人 現行の法律案によりますと公文書管理

委員会がございますが､ 文書の廃棄､ 保存の基準等に

つきましては､ 公文書管理委員会が諮問を受けて､ 十

分そこで検討していただいて基準をつくっていただく

ということがやはり大事ではないかなと考えておりま

す｡ 私どもは､ その背後に公文書管理についての推進

会議のようなものを考えておりまして､ そこで国民の

意見も反映できるような､ バックアップのようなこと

ができるものがあった方が､ 国民､ 日本国全体で公文

書の管理という文化レベルを引き上げるための後追い､

フォローアップができるようなものがあっていいので

はないかなと考えて､ 推進会議的なものを提案させて

いただいたところです｡ それから､ 廃棄と保存の基準

ですが､ 今も情報公開法の施行令に基づいて､ 各省庁

が廃棄するもの､ １年以内に廃棄してもいいものと､

１年保存､ ３年､ ５年､ 10年､ 30年とございます､ 行

政ファイル管理簿でこういう文書を保管していますと

いうことをするんですが､ 問題なのは､ 行政文書管理

簿のタイトルで検索しても出てこないという問題があ

ります｡ 行政文書ファイル管理簿のつくり方のような

ものもきっちりやらないと､ 例えばＣ型肝炎の資料と

かいっても出てこないというようなことを学者の意見

として聞いたことがございますが､ タイトル名をなか

なか検索できないように書いてしまうと､ 検索できな

い問題がある｡ そういう具体的なところも詰めていく

必要があるんだろうと考えています｡

○福井参考人 文書の保存､ 廃棄は､ やはりできるだ

け客観的基準で､ 事の軽重に応じてということが一般

論としては重要かと思いますが､ ただ､ 保存､ 廃棄の

問題を考えるときに､ 先ほども申し上げましたが､ 電

子化技術の進展を踏まえますと､ 原本の保存､ 廃棄の

問題と､ 電子化されたものの保存､ 廃棄の問題は全く

次元が異なると思います｡ 原本は､ これだけの技術の

進展のもとでは､ ほどほどに廃棄するということはそ

れほど支障がないと思うんですね｡ むしろ､ 原本の保

存コストの観点から短く設定せざるを得なかったとい

うことを電子化で代替させるのであれば､ 相当幅広い

文書､ これまでは捨てていたようなものでも電子化情

報としては永久保存するということは､ 技術的にもコ

スト的にもこれまでよりははるかに容易なわけですか

ら､ そういう区分した考え方で保存､ 廃棄を考えてい

くことが適切だと思います｡

○菊池参考人 行政文書ファイルのつくり方とか保存

期間だとか､ それから保存期限が終了した後の処理の

方法だとかということについては､ 基本的に､ 多くの

事項についてちゃんとした基準を政令によりつくって､

それでそういうようなものにのっとって処理されるよ

うにする｡ しかも､ その制定に当たっては､ 内閣総理

大臣が主務大臣としてちゃんと公文書管理委員会なり

に意見を聞くというような形のことをやって､ そうい

う仕組みもあちらこちらに入っておりますので､ そう

いう面で全くずさんな形になってしまうということは

ないのではないか､ こういうふうに考えています｡

○吉井委員 この問題､ どういう基準をつくってどう

評価するかということの大事さについては､ 実はこの

間この委員会でもやったんですけれども､ アメリカの

公文書館では30年たって公開されて､ 日本の方にある

はずなのに不存在だと｡ ですから､ そういう点では､

これからやはりその基準をきちんとし､ 基準に基づい

ての評価をきちんとしないと､ 先ほど福井参考人から

もお示しいただいたようないろいろな事例が出てまい
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りますから､ そこは非常に大事なところではないかと

いうふうに思っているんです｡ 菊池参考人にお伺いし

ておきたいのは､ やはりこういう問題になりますと､

中間書庫にしろ公文書館にしろ､ 専門家ですね､ 司書

資格を持っている方とか､ 歴史にしろ美術にしろ学芸

員の資格を持っている方､ どれだけ専門家をきちんと

抱えていくかということと､ もちろん養成するという

ことも大事なんですが､ そういう点で､ 体制をちゃん

としないと､ 箱は立派なものができたんだけれども中

身はさっぱりだということになってしまっては余り意

味がありませんから｡ そういう点で､ どういう専門家

を､ 現在非常勤の方が多くて常勤が少ないという問題

もありますし､ ですから､ どれぐらいの規模の体制を

考えて取り組んでいくべきかということについて､ 日

ごろ館長としていろいろ御苦労いただいていると思い

ますので､ お聞かせいただければというふうに思いま

す｡

○菊池参考人 大変御理解のある御質問を賜りまして､

ありがとうございます｡ まさにそういう専門家､ 司書

ですとライブラリアンとか､ それから美術館なんかの

学芸員なんかですとキュレーターという､ 英語で言い

ますとアーキビストというんですけれども､ アーキビ

ストに対応する日本語訳がまだ確立していないという

ような状況でございます｡ そういうことで､ 司書養成

課程とか､ 学芸員の資格を付与するための大学での教

育課程､ そういうような形のものができていない｡ やっ

と幾つかの大学ないし大学院ででき始めたという状況｡

そこから私どもも何人か採用させていただいたりして

いるわけですけれども､ まだ今のところは､ 司書資格

を持ったり学芸員資格を持ったり､ あるいは大学院レ

ベルで歴史研究をしてきた､ 歴史文書を読むことが得

意だとか､ あるいは中世文書の宿場の文書を読むこと

ができる､ そういう人たちがまだ多くて､ 体系的な形

での教育体制というのができていません｡ そういうこ

とも当然考えていかなきゃいけませんけれども､ すべ

てを公文書館でやるわけにもまいりませんし､ 国がや

るべき話､ 必ずしもそういうことでもない｡ だから､

私が言っていますのは､ 教育機関であるとか関係団体

であるとか､ あるいは､ 場合によれば企業､ 団体等も

力を合わせて､ どういうふうにやっていったらいいの

か｡ 私ども自身としては､ 今の形ではなくて､ この間

の有識者会議の提言にもありましたように､ 数百人規

模というものをぜひとも実現したい､ そうしなければ

いけない､ こう考えておりますので､ よろしく御支援

を賜りたいと思います｡

○吉井委員 時間が参りましたので､ 質問を終わりま

す｡ どうもありがとうございました｡

○重野委員 社会民主党の重野安正です｡ 参考人の皆

さんにおかれましては､ 本日､ 大変御多用な時間を割

いて､ この公文書管理に係る審議に対する貴重な御意

見を述べられました｡ 私どもの審議に大変参考になる

お話がたくさんございました｡ そのことにつきまして､

まず冒頭に厚く御礼申し上げたいと思います｡ 時間が

限られておりますので早速質問に入りますが､ まず尾

崎参考人にお伺いいたします｡ 有識者会議の座長とし

て最終報告を取りまとめられました｡ その中で､ 私は

注目している文言があるんですが､ 締めくくりのとこ

ろに､ 国民の貴重な財産という表現､ 文言がございま

した｡ まず､ 国民の貴重な財産と述べられたその理由､

なぜにそういうことを言っておられるか､ その点につ

いてお伺いします｡

○尾崎参考人 公文書は現用文書としても大切なもの

でございますし､ また歴史的文書として長く後代に伝

えられるものでございます｡ そういう意味で､ 国民に

共通する貴重な財産であると私ども考えております｡

全く法律的な意味で言っているわけではございません｡

その意図するところは､ 大変大切なものであり､ しか

も､ 表題に ｢時を貫く｣ と書いてございますが､ 時代

を超えるものであるということを言いあらわしたとい

うようにお考えいただけたらと存じます｡

○重野委員 ということでありますけれども､ この法

律をずっと読んでみましても､ 今尾崎参考人が申され

ましたような趣旨を体した表現､ 国民の貴重な財産な

んだという､ 公文書に対する､ ある意味最も重要な表

現だと思うんですが､ これが法律の中に取り入れられ

ていないと私は見るわけです｡ 担当に聞いてみました

ら､ ｢国民主権の理念｣ というその中に入っている､ こ

ういう説明でありました｡ 私の主張する国民の貴重な

財産という意味と､ 担当が言う ｢国民主権の理念にのっ

とり､｣ という､ ここは私は同一視できないんですね｡

その点について､ 先生どのようにお考えでしょうか｡

○尾崎参考人 私どもの報告をどのように法律上表現

するかということは､ いわば立法に当たる方のお考え

によるわけでありまして､ そこまで一々申し上げるの

もどうかと私どもとしては考えておりますけれども､
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もしもその担当の方が ｢国民主権の理念にのっとり､｣

というところに国民共通の財産という意味まで含めて

いるんだということであれば､ そういうことこそ記録

にきちんと残しておいていただきたいというように思

います｡ 法律に何もかも書けとか､ あるいは法律用語

としてどうかという問題はあるのだと思います｡ しか

し､ 私どもの報告した心は理解をしているんだという

ことをぜひ記録にとどめていただきたいと思います｡

○重野委員 ありがとうございました｡

それでは､ 三宅参考人にお伺いいたします｡ まず､

16条１のハ､ ニで ｢当該特定歴史公文書等を移管した

行政機関の長が認めること｣､ これを削除するという理

由ですね､ その点をひとつ聞きたい｡ まず､ それをお

答えください｡

○三宅参考人 16条１項の ｢行政機関の長が認めるこ

とにつき相当の理由がある｣､ ここは私の意見書の骨子

に少し書いておきました｡ 先ほどちょっと時間の関係

で説明をはしょりましたが､ ３ページのところに､ 例

えば防衛外交情報で申しますと､ 1956年10月の河野外

相とソ連・フルシチョフ第一書記との会議とか､ 1960

年､ 藤山外相とマッカーサー米国駐日大使との会議､

これは､ 主要な部分は全部､ 情報公開法でも非公開に

なっておるわけですね｡ その理由はということになる

と､ いや､ それは外務大臣の判断でこれは出せないか

らですよ､ そう言われると､ 裁判所は､ 外務大臣はそ

う言っているんだからだめですよという話になるので､

ここのところは非常に､ 情報公開法の中でいうと､ 防

衛外交情報が公開されない一つのネックになっている

んですね｡ 情報公開法のそういう問題がありますので､

今出せなくても､ 残しておいて､ 将来きっと出しても

らえるようなものとして公文書管理法というものもあ

ると思うんです｡ でも､ 将来ということで期待しても､

情報公開法と同じ文言だとすると､ 公文書館には移管

されたけれども､ 役所が言うからやはりだめですよと

いう話にやはりなりかねなくて､ ほとんど､ 50年たっ

たものも今まだ出ない､ こういう実情がありますので､

ここのところは､ 情報公開法の文言の調整ということ

もございますが､ 公文書管理法は一歩進めて､ 本当は

行政機関の長の判断ということだけで利用拒否ができ

るような文言にしない方がいいのではないかと考えた

ところでございます｡

○重野委員 次に､ 25条､ これについてちょっと見解

をお聞きしたいんですが､ 25条は､ 特定歴史公文書と

して保存されている文書が歴史資料として重要でなく

なったと認める場合には､ 内閣総理大臣に協議､ 同意

を得て当該文書を廃棄することができる｡ これは国民

の知る権利､ 例えば､ 歴史資料として重要でなくなっ

たと判断するのは資料を持っている側であって､ 知り

たいあるいは見たいという立場の側の思いというのは､

この中には盛り込まれていないんですね｡ その点につ

いて､ 修正というか､ 先生の違いを見ても､ この部分

も同様に､ そのままいくんだ､ こういうことになって

いるんですが､ そこら辺の判断基準というのは一体ど

ういうところにあったんでしょうか｡

○三宅参考人 法案が公表されて､ 短期間で意見書､

日弁連の会でまとめることでちょっといろいろ対応し

たんですが､ 確かに25条も､ 私､ 公文書館の有識者会

議の委員も務めさせていただいておりますので､ この

適正な判断は十分できるんではないかとつい思ったん

でございますが｡ 現業の機関において､ 移管すべきも

のと廃棄すべきものについて第三者機関の意見を聞く

という観点からしますと､ 25条につきましても､ ｢内閣

総理大臣に協議し､ その同意を得て､｣ というところの

関係で､ その際､ 内閣総理大臣が公文書管理委員会に

諮問して､ 歴史資料として重要でなくなった､ 国立公

文書館の長が､ こういう申し入れがあったけれどもこ

れでいいかということを公文書管理委員会で審議､ 検

討していただいて､ かつ､ その委員会の議事が公開さ

れることによって､ 国民も､ 大事じゃなくなったと言っ

ているけれども､ そうではないでしょうということが

言えるような､ そういうルールづくりが修正でできる

ともっとよくなるのではないかと､ 今考えたところで

ございます｡

○重野委員 次に､ 先生の案を見ますと､ 附則７条を

削除する､ こういうことになっているんですが､ なぜ

７条を削除するのか､ お聞かせください｡

○三宅参考人 附則７条は､ 刑事確定記録と軍法会議

記録ですね｡ これには特別の思いがございまして､ 10

年ぐらい前に澤地久枝さんが ｢雪はよごれていた｣ と

いう､ 二・二六事件についての､ 保管されていない､

裁判担当者がお持ちになった資料で本を書かれたこと

がございました｡ 今の東京地検の地下に二・二六事件

の記録はばっとファイル化して置いてあるわけですか

ら､ 本来､ そういうものは､ 国民がだれでもそこにア

クセスできるという形がとられなければ昭和史の検証

などはできないと考えておるんですが､ 残念ながら､
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今回のこの法律では､ 刑事確定訴訟記録法は法務省の

所管ですので､ これはもう別扱いという格好になって､

タッチされていない｡ 刑事記録というのは､ 重要な事

件についてはやはり残されているわけですから､ 削除

することによって､ 本来はこれも国立公文書館に行政

文書として移管されるべきだということをはっきりさ

せた方がいいのではないかと考えたところでもござい

ます｡ いろいろ､ 関係省庁の調整もございますでしょ

うが､ その辺は十分検討していただいて､ この辺につ

いてもはっきりした御見解を委員会で出していただけ

ればと考えているところでございます｡

○重野委員 ありがとうございました｡ それでは､ 次

に福井参考人にお伺いいたします｡ 現在の行政の文書

管理ですね､ 万般にわたりまして､ 福井参考人はどう

いう所見を持っておられるか､ ちょっと大きな話にな

るんですが､ お聞かせください｡

○福井参考人 残念ながら､ まだ十分な基準が確立さ

れているとは言えず､ また､ 担当者にとりましても文

書管理というのは頭の痛い課題ではありますけれども､

どれをどれぐらい保存するのかということについて､

十分な､ 徹底した厳格な管理がなされているという状

況ではないと思います｡

○重野委員 そういうところから出発して､ 今回のこ

の法案に対する福井先生の意見が述べられてくるわけ

ですね｡ そこで､ 今回の法案が､ 行政の側の意図的な

廃棄あるいは怠業を十分に防げる内容となっているか

どうか､ その点についての御感想をお聞かせください｡

○福井参考人 一部イエスで一部ノーだと思います｡

といいますのは､ こういった保管のルールができるこ

とは､ やはり重要な情報が散逸したり廃棄されること

を防ぐ非常に大きな武器になるという点は間違いなく､

その点では大きな前進だと考えますけれども､ 先ほど

も申し上げましたように､ どのような文書が保管され

ねばならないのかという点の実体規範は､ この法案で

は残念ながら含まれておりません｡ この点は情報公開

法も共通の課題でありますけれども､ いかなる文書が

保存対象になるべきなのかというところが余りに行政

裁量の中に埋め込まれてしまうことは望ましくなく､

この点は将来の重要な立法課題かと思います｡

○重野委員 加えて､ 第４条､ 軽微なものを除くとあ

るんです｡ これはどのようにも解釈できるんですね｡

その解釈する人によって相当にばらつきがあるんだろ

うと思うんですが｡ この軽微なものという文言を理由

にして文書の廃棄が行われることだってあり得ると思

うんですね｡ そういう点を非常に危惧するのでありま

すが､ その点については先生はどのようにお考えでしょ

うか｡

○福井参考人 やはり､ 軽微か重大かといったような

いわゆる不確定概念による基準は､ できるだけ､ 可能

な限り法案の要件に持ち込まないことが望ましいと思

います｡ その意味で､ どう書けばいいのかという客観

基準はなかなか難しいといえば難しいんですけれども､

その事案の軽微さ､ 重大さの内容や程度についてでき

るだけ細則的なものが設けられて､ 仮に今成立するに

しても､ その中身が何か､ どういう基準なのかという

ところが実体化されることが非常に重要だと思います｡

可能であれば､ 条文の中あるいは政省令も含めて､ 法

の修正といったことはより望ましいことだと考えます｡

○重野委員 次に､ 法案では行政機関の長という言葉

が間断なく出てくるのであります｡ その行政機関の長

が､ 保存期間や廃棄､ 移管などを定める､ こういうこ

とになっているんですが､ この点についての所見はい

かがでしょうか｡

○福井参考人 この点につきましても､ 先ほども申し

上げましたが､ 行政機関の長が仮に最終判断権者であ

る場合であっても､ できるだけ第三者の判断をかませ

るといったような工夫が行われることがより望ましい

と考えています｡

○重野委員 ありがとうございました｡ 次に､ 菊池参

考人にお伺いいたします｡ 国立公文書館として､ 現在

の人員あるいは独法としての位置づけ､ それが十分だ

というふうに認識されておるか､ あるいは今後整備し

ていくとした場合に必要性が高いものというのはどう

いうものが考えられるのか､ そこについてお聞かせい

ただければありがたい｡

○菊池参考人 これから整備していかなければならな

いのは全般的でございますけれども､ 先ほどからの御

議論がありますように､ 今の日本の社会で非常に不足

しておりますのは､ 言ってみますと､ 公文書の評価､

選別とかいうような面で､ 各省庁に対して､ 何を残し

何を廃棄するかということについて専門的知見からア

ドバイスするだけの資質を持っている､ 各行政機関に

対してアドバイスしたり指導助言をしたりすることが

できるような内容を持っている人を育てるということ

が一つ必要です｡ ただ､ 逆に､ また別の面からいいま

すと､ 非常に多様なんです｡ というのは､ ただ保存し
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て国民に利用していただけないのでは公文書館として

の意味がございませんから､ やはり利用していただく

ためには､ 目録をつくって､ それを例えば､ インター

ネットでも今やっていますけれども､ 検索ができて､

それでもって､ わざわざ国立公文書館まで来なくても

画像も見ていただける､ そういうような形にしていく

ためには､ そうすると､ やはりコンピューターだとか

そういう情報処理の専門家というのも必要になるわけ

ですから､ そういうような面でいうと､ いろいろな多

種多様な能力を持った人､ 一人の人が全部カバーする

ことはできませんから､ そういうような形での人が必

要で､ 現在の状況でこれを賄うということはとてもで

きませんので､ できるだけ早くに充実強化をしていた

だきたい､ こういうのが私どもの要望です｡

○重野委員 それぞれ参考人の皆さん､ 貴重な御意見

をいただきまして本当にありがとうございまいました｡

今後ともよろしくお願いいたします｡ 以上で終わりま

す｡ (以下略)

(衆議院会議録議事情報より抜粋)

公文書等の管理に関する法律案についての質疑・採決

(衆議院内閣委員会 平成21年６月10 日 (水))

○渡辺委員長 これより会議を開きます｡ 内閣提出､

公文書等の管理に関する法律案を議題といたします｡

この際､ 本案に対し､ 上川陽子君外４名から､ 自由民

主党､ 民主党・無所属クラブ､ 公明党､ 日本共産党及

び社会民主党・市民連合の共同提案による修正案が提

出されております｡ 提出者から趣旨の説明を聴取いた

します｡ 上川陽子君｡

○上川委員 ただいま議題となりました公文書等の管

理に関する法律案に対する修正案につきまして､ 自由

民主党､ 民主党・無所属クラブ､ 公明党､ 日本共産党

及び社会民主党・市民連合の五派の提出者を代表いた

しまして､ その提案の理由及び概要について御説明申

し上げます｡

本修正案は､ これまでの当委員会における議論を踏

まえ､ 国民の期待にこたえ得るよりよい公文書管理の

法制度を実現するため､ 与野党を通じた立法府の意思

をもって政府提出の法律案を修正しようとするもので､

先般来､ 与野党において協議を行い､ 取りまとめたも

のであります｡ その主な内容は､ 第一に､ 目的に､ ｢公

文書等が､ 健全な民主主義の根幹を支える国民共有の

知的資源として､ 主権者である国民が主体的に利用し

得るものであること｣ を明記することとしております｡

第二に､ 行政機関の職員は､ この法律の目的の達成

に資するため､ 当該行政機関における経緯も含めた意

思決定に至る過程並びに当該行政機関の事務及び事業

の実績を合理的に跡づけ､ または検証することができ

るよう､ 処理に係る事案が軽微なものである場合を除

き､ 法令の制定または改廃及びその経緯その他の事項

について､ 文書を作成しなければならないこととして

おります｡

第三に､ 行政機関の長は､ 行政文書ファイル等につ

いて､ 保存期間の満了前のできる限り早い時期に､ 保

存期間が満了したときの措置として､ 国立公文書館等

への移管の措置をとるか､ 廃棄の措置をとるかを定め

なければならないこととしております｡

第四に､ 行政機関の長は､ その保存する行政文書ファ

イル等の集中管理の推進に努めなければならないこと

としております｡

第五に､ 行政文書ファイル管理簿及び法人文書ファ

イル管理簿の公表に関する措置は､ 公文書等の管理に

関する法律において定めることとしております｡

第六に､ 行政機関の長は､ 保存期間が満了した行政

文書ファイル等を廃棄しようとするときは､ あらかじ

め､ 内閣総理大臣に協議し､ その同意を得なければな

らないこととするとともに､ 内閣総理大臣は､ 行政文

書ファイル等について特に保存の必要があると認める

場合には､ 当該行政文書ファイル等を保有する行政機

関の長に対し､ 当該行政文書ファイル等について､ 廃

棄の措置をとらないように求めることができることと

しております｡

第七に､ 内閣総理大臣は､ 行政文書管理規則または

利用等規則の制定または変更について同意をしようと

するときは､ 公文書管理委員会に諮問しなければなら

ないこととしております｡

第八に､ 行政機関の長及び独立行政法人等は､ それ

ぞれ､ 当該行政機関または当該独立行政法人等の職員

に対し､ 公文書等の管理を適正かつ効果的に行うため

に必要な知識及び技能を習得させ､ 及び向上させるた

めに必要な研修を行うこととするとともに､ 国立公文

書館は､ 行政機関及び独立行政法人等の職員に対し､

歴史公文書等の適切な保存及び移管を確保するために

必要な知識及び技能を習得させ､ 及び向上させるため

に必要な研修を行うこととしております｡

第九に､ 行政機関の長及び独立行政法人等は､ 統合､
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廃止等の組織の見直しが行われる場合において､ 見直

し後における行政文書等の適切な管理のための措置を

講じなければならないこととしております｡

第十に､ 附則に行政文書及び法人文書の範囲その他

の事項に係る検討条項を規定することとしております｡

以上が､ 本修正案の提案の理由及びその概要でありま

す｡ 何とぞ委員各位の御賛同をよろしくお願い申し上

げます｡ (拍手)

(略)

○馬渡委員 自由民主党の馬渡龍治でございます｡ きょ

うは､ 副大臣､ 政務官､ どうぞよろしくお願いいたし

ます｡ 主に質問はこちらにさせていただきます｡ 大臣

はごゆっくりしてください｡ 先ほど上川議員から､ ｢公

文書等が､ 健全な民主主義の根幹を支える国民共有の

知的資源として､ 主権者である国民が主体的に利用し

得るものであること｣､ まさにそのとおりであると思い

ます｡ そして､ しっかりと公文書を管理していただけ

ば､ まだはっきりと解明していない日本の国のいろい

ろな歴史上の問題､ これに対しても､ 公文書が中立で

公正な証人となってくれると私は思いますので､ 今回

の法律ができて公文書がしっかりと管理されますよう

に願っております｡

そこで､ 質問いたしますが､ 公文書の管理を適正に

行う､ また効率的に行うということは､ 国が意思決定

を適正かつ円滑に行うためにも､ また国の説明責任を

適切に果たすためにも必要不可欠であると思います｡

しかし､ 今の現状では､ 公文書の管理について各府省､

役所がそれぞればらばらで対応していますので､ ここ

のところは､ 適正でかつ効率的な公文書管理を実現す

るための体制は､ 残念ながら今は不十分だと思います｡

こうした点を踏まえて､ 公文書管理を行うことの意義

及び本法案を提出した趣旨についてお伺いしたいと思

います｡

○並木大臣政務官 まさに先生御指摘いただいたとお

りでございまして､ 公文書というのは､ 主権者たる国

民が知的資源として活用して行政等への理解を深めて

いく､ また行政も同時に､ 説明責任を果たしながら､

国民にきちっと意思決定等のそうした面も理解してい

ただく｡ 相互に､ そうした意味でお互いが力を合わせ

て国をつくっていく｡ そういった点で非常に貴重なも

のでありますし､ また､ 過去とか歴史から学んでいっ

て､ それを将来にも生かしていく､ それはずっと継続

して､ 国民の中にそうしたものが受け継がれていくと

いうことが大変重要であろうかと思います｡ そういっ

た点から考えて､ 今御指摘いただいたとおり､ これま

で､ ともすると管理が不十分というか､ 各省庁でそれ

ぞれの判断によって廃棄されたりしてきたというとこ

ろもあろうかと思います｡ そういった点で､ これから

ますます適切な管理ということがまさに求められるわ

けでありますけれども､ 公文書等のライフサイクルを

通じて統一的な管理ルールを決めていく､ そして歴史

公文書等の統一的な保存及び利用のルールについて定

めていく､ そういうことによって国の責任を果たして

いかなければならない｡ まさに民主主義の基本的なイ

ンフラで､ これをきちっとしなければ民主主義が支え

られないんじゃないか｡ そういった点において､ 今回

は､ 国民目線に立って､ そうした公文書の価値観とい

うものをもう一度しっかりと考えながら体制を整備し

ていく､ そういうことで重要であるかというふうに考

えております｡ どうぞよろしくお願いします｡

○馬渡委員 これからの､ ずっと未来にわたっての日

本の国の､ 日本の国民の知的資源であるわけでありま

すから､ その重要性をぜひ担当する職員の方々にも認

識していただきますようにお願いいたします｡

続いて､ 修正案の提案者の方にお伺いしたいと思う

んですけれども､ この法案については与野党で修正の

協議がなされましたが､ 今回の修正のポイントについ

てお伺いしたいと思います｡ よろしくお願いします｡

○上川委員 お答えをいたします｡ 今回､ 与野党の協

議を通じまして､ 立法府の意思として修正案が取りま

とめられたということに対して､ 本当に心から感謝し

たいというふうに存じます｡

御質問の修正のポイントということでございますが､

まず､ 第１条の目的規定の見直しであります｡ 先ほど

指摘されました公文書の大変重要な役割､ 国の活動や

歴史的な事実の正確な記録としての公文書の役割は大

変大事なものがある､ この民主主義の根幹を支える基

本インフラであるという認識､ また同時に､ 国民に対

しての説明責任を果たす上でも大変大事な財産である､

こういうことであります｡ このことをしっかりと目的

規定の中に明確にしていくことは､ 国民の皆さんにとっ

ても理解をしていただくことにもつながりますので､

そういう意味で､ ここにしっかりとその意図､ 意思と

いうものを反映させるべく明記をしたものでございま

す｡

第二点目は､ 作成すべき文書の範囲の具体化及び明
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確化であります｡ どういう文書が行政文書であるかと

いうことにつきましても､ 国民の皆さんからの理解が

なかなか得にくいということもありますので､ 先ほど

申した１条の目的規定にしっかりとこたえ､ それを達

成するために､ 文書を適切に作成することの重要性と

いうことを踏まえて､ 行政機関の意思決定のみならず､

その経緯も含めた意思形成過程や事務事業の実績を合

理的に跡づけることができるように文書を作成するこ

とが大事であるということについて明文化したもので

ございます｡

それから三点目といたしましては､ 行政文書ファイ

ルの廃棄ということが大変大きな課題になりました｡

ここにつきましては､ それぞれの行政機関ではなく､

やはり内閣総理大臣が統一的にその同意をすることに

よって担保していくという規定でございます｡ 行政機

関の長が､ 保存期間が満了した行政文書ファイル等を

廃棄しようとするときには､ あらかじめ､ 内閣総理大

臣に協議し､ その同意を得なければならないこととし

ておりまして､ これは８条の２項の規定でございます｡

さらに､ ８条の４項の規定におきまして､ 内閣総理大

臣は､ 行政文書ファイル等について特に保存が必要で

あると認める場合には､ 当該行政文書ファイル等を保

有する行政機関の長に対し､ 当該行政文書ファイル等

についての廃棄の措置をとらないこととするよう求め

るという規定を設けたものでございます｡

また､ 四点目でありますが､ やはり､ 公文書が適切

に管理されるためには､ 何よりも職員の皆さんの意識

改革が大変大事であります｡ そういうことも含めまし

て､ 行政機関等の職員の研修に係る規定というものを

設けたものでございます｡ 主なポイントということで

御説明を申し上げました｡

○馬渡委員 今､ 上川議員からの答弁の中に､ 私が次

に内閣総理大臣の権限についてお伺いしたいと思うん

ですけれども､ 今お話しをいただきましたので｡ アメ

リカの公文書館は､ 館長の許可がなければ勝手に廃棄

できないという強い権限を持っているようであります

が､ 日本においても､ 内閣総理大臣に強い権限を持っ

ていただいて､ 本当に力強いリーダーシップで統一さ

れたルールで管理がなされますように､ よろしくお願

いいたします｡

同じく修正案の提案者にお伺いしたいんですけれど

も､ この修正案の附則第13条第２項の中に､ 国会及び

裁判所の文書の管理のあり方については､ この法律の

趣旨､ 国会及び裁判所の地位並びに機能等を踏まえ､

検討が行われるものとする旨の規定がありますけれど

も､ それでは､ この検討はだれが行うのか､ そこのと

ころをお伺いしたいと思います｡ よろしくお願いしま

す｡

○上川委員 御質問の修正案の附則の第13条第２項と

いうところでございますが､ この規定につきましては､

この法律の趣旨､ 国会及び裁判所の地位及び権能等を

踏まえて､ 国会､ 裁判所それぞれにおいてなされるも

のであるというふうに理解しております｡ 立法府､ 司

法府の文書につきましては､ 三権分立のもとでそれぞ

れ管理が行われているところでございます｡ 国民の皆

さんからとりましては､ 国家機関の意思決定に係る記

録ということにつきましては､ これは何も行政府だけ

ではございません｡ 立法府や司法府の中にも､ 公文書

がたくさん作成されて､ そして保管されているもので

ございます｡ 今回､ 行政府の公文書管理のあり方等の

見直し､ この機会にこれを参考にしていただいて､ 適

切な措置が立法府にも司法府にも及んでほしい､ こう

いう声が国民の皆さんから寄せられているということ

でありますので､ それを踏まえて､ 附則第13条第２項

にこうした規定を設けたところでございます｡

○馬渡委員 私からもぜひお願いしたいのは､ きょう

の質問じゃありませんけれども､ 例えば法務省の刑事

事件の関係の文書というのが､ 明治14年以降､ 公文書

館に移管されていないんです｡ ですから､ 戦前､ 戦中､

戦後の日本の国としての真実というものをある程度究

明していくためにも､ その中にひょっとしたらヒント

となる文書も､ まだ出ていないものがあるかもしれな

い｡ そこのところは私個人の思いなんですけれども､

大いに検証していただいて､ まだあいまいになってい

る部分をそろそろもう､ 日本の国としてしっかりと検

証して､ 間違ったところは間違っていますよというよ

うにしていくためにも､ その過去の文書というのが大

変貴重なものとなりますから､ そういったことで､ ぜ

ひこういった裁判所関係の文書も重要なものはしっか

りと判断していただきたいな､ そう思うわけでありま

す｡

今回のこの法律ができて､ 新しい枠組みができます｡

でも､ 国立公文書館の職員の方というのが42名ですか､

それでこれだけの膨大な文書を取り扱っていくんでしょ

うから､ そこを適切に処理していく能力というのが､

処理能力というのが､ だれが見たって､ この人数でや
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れるわけがない､ そう思うと思います｡ ですから､ せっ

かく法律をつくっても､ そういったところの処理能力

を向上していくような環境整備をしていかなければ､

それこそ､ 仏をつくって魂が入っていないということ

になろうかと思います｡ ですから､ 本当に公文書館の

専門的な知識を生かして､ 内閣総理大臣が政府全体の

公文書管理に取り組んでいかなければならないんです

けれども､ そのためには､ 公文書館の人員の増強､ そ

れから各省庁の文書を扱う職員の方のスキルも向上し

ていかなければ､ やはり対応できないと思います｡ そ

ういった人員の拡充や職員のスキルアップ､ こういう

ことにまず初めに取り組まなきゃならないと思うんで

すけれども､ そこのところはどのようにお考えか､ 教

えていただきたいと思います｡

○増原副大臣 馬渡委員の御指摘でありますが､ 二つ

あると思います｡ 一つは､ まさに行政組織そのもの､

まさに公文書をつくるところがきちっとした形でそれ

を作成する､ この能力が一体十分かどうか｡ 私は､ ど

うも十分ではないというふうに思っております｡ それ

から､ 第二点目の公文書館の方の組織あるいは体制の

あり方でありますが､ 御指摘のように40名強の極めて

少ない､ 一見効率的にやっているというふうに見えな

くもないんですが､ 諸外国の例を見れば､ とてもそれ

は十分とは言えないだろうというふうに思います｡ そ

して､ スキルの方､ 管理の技術､ 能力､ こういう点に

ついても諸外国の例を見ながらさらにレベルアップを

図っていかなくてはいけないというふうに思っており

ます｡ いずれにしましても､ 行財政改革厳しき折に､

どういうふうに人的な資源を投入していくか､ 一律に

独立行政法人だからこれだ､ 私も党の行政改革推進本

部で､ これでいいのかなと思いながらやったことがあ

りますけれども､ どうもそういうものであってはいけ

ない｡ 消費者庁のときも､ 国民生活センター充実せよ

という声が与野党問わずありました｡ そういう意味で､

めり張りをつけたこれからの定員管理なり研修をしっ

かりやっていかなくてはいけないのではないか､ その

ように思っております｡

○馬渡委員 ぜひ､ 国の基本にかかわることでありま

すから､ そしてこの公文書の管理の最高責任者が内閣

総理大臣ですから､ この法律ができて､ 当然そういっ

た予算のことについてもお考えいただけると思います

が､ 大臣初め副大臣､ 政務官の御活躍によって､ そう

いった適正な管理ができる組織づくりに向けてまず御

尽力いただきますようお願いを申し上げまして､ 質問

を終わらせていただきます｡ ありがとうございました｡

(略)

○西村 (智) 委員 民主党の西村智奈美です｡ きょう

は､ 公文書管理法案の修正案を中心に質問をしたいと

考えております｡ 多くの方々の御協力やら思いやらが

いろいろ詰まったこの公文書管理法とその修正案であ

りますけれども､ 私は､ 率直に言って､ この修正案は

かなりの程度評価できるところまで来たのではないか

というふうに考えております｡ 当然のこと､ 積み残し

の課題もいろいろあるわけですけれども､ しかし､ こ

の法案ができたからといって公文書管理の課題がすべ

て解決するわけではなく､ これからも不断の見直しが

必要､ 不断のチェックが必要なものでありますので､

そういった意味では､ ようやくきょうスタートライン

に立てるのかなという思いがしております｡ 修正案の

ポイントについて､ それぞれ確認的にお伺いをしてい

きたいと思います｡

まず､ 第１条の修正でありますけれども､ ｢主権者で

ある国民が主体的に利用し得るものであることにかん

がみ｣､ このように文言が追加をされました｡ かねてよ

り私たちは､ いわゆる知る権利を情報公開及び公文書

管理の中にはきちんと打ち出すべきだと主張してまいっ

ておりますけれども､ この部分については､ いわゆる

知る権利のことであるというふうに理解してよろしい

でしょうか｡

○枝野委員 御指摘の規定は､ 直接的には公文書の有

している性格について規定をしているものであります

が､ 公文書に対して主権者が､ 国民が主体的に利用し

得ると言っているということは､ 裏返せば､ それを権

利と呼ぶかどうかは立場によって､ 場合によっては提

案者の中でも意見が違うかもしれませんが､ 国民の側

は公の文書に対してアクセスできるものなのであると

いうことの裏返しになっているわけですから､ ある意

味で知る権利を前提としているという理解をしていた

だいていいと私は認識をしています｡

○西村 (智) 委員 次に､ 第４条でありますけれども､

ここのところはいわゆる文書の作成の項目でありまし

て､ 修正の中でも非常に議論のあったところだと承知

をしております｡ この第４条の第１号から第５号まで

項目が具体的に追加をされております｡ この第１号か

ら第５号については具体的事項として列記しているも

のであり､ そのほかの項目についても､ この第４条で
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定めているとおり､ ｢当該行政機関における経緯も含め

た意思決定に至る過程並びに当該行政機関の事務及び

事業の実績を合理的に跡付け､ 又は検証することがで

きるよう｣ にその他の項目についても作成しなければ

ならないということを定めているというふうに理解し

てよろしいでしょうか｡

○枝野委員 委員も御理解のとおり､ 実はここのとこ

ろはなかなか難しく､ つまり､ すべてを列挙すること

は､ 行政の広範さ､ それから多様性を考えると多分不

可能であるけれども､ 実際に文書を作成する公務員の

皆さんにとっても､ あるいはそれをちゃんと記録して

もらいたいという国民の立場からとっても､ ある程度

こういったものはちゃんと文書をつくるんですよとい

うことをできるだけ明確にしたいという中で１号から

５号までを列挙いたしましたが､ 条文にもございます

とおり､ ｢次に掲げる事項その他の事項について｣ となっ

ておりますので､ この１から５の各号の規定に準じて､

しっかりと必要なものは文書を作成していただく､ そ

ういう内容になっております｡

○西村 (智) 委員 さらに､ これはこの委員会の質疑

の中でも論点として出てきた項目でありましたけれど

も､ 政府が何か政策決定をする際に､ 基礎的な調査を

外部委託するケースが多々あると思います｡ その外部

委託された調査結果は､ 最終報告は出てくるでしょう

けれども､ その本当に大もとのもととなるもとデータ

を取得することができずに､ 例えば道路計画の合理性

を判断するときには､ もとデータがないので問題にな

ることが多々あったりいたしましたが､ 今回の法案で

は､ この外部委託されたもとデータの取得については

行政文書の定義あるいは整理でも規定をされておりま

せん｡ しかし､ 今回の公文書管理法及び修正案の趣旨

に照らせば､ 政府はその取得に努めるべきであるとい

うふうに考えますが､ この点､ 提案者はいかがお考え

ですか｡

○枝野委員 御指摘のとおり､ 今回の規定の中は､ 修

正案も含めて､ 取得ということについての規定はして

おりません｡ しかしながら､ 外部委託して得られたデー

タや結論についても､ それが官公庁に提出をされれば

そこの保持する文書になりますから､ それぞれの内容

に応じて管理をしていくということの中に当然入って

まいります｡ そうしたときに､ 例えば先ほど御質問も

ありました４条の各号で､ 当該行政機関における経緯

も含めた意思決定に至る過程云々かんぬんを合理的に

跡づけ､ または検証できるように文書を作成してくだ

さいという明文の規定がございますので､ 直接は適用

になるわけではありませんけれども､ それが重要な意

思決定にかかわるデータの部分であるならば､ 当然役

所の方に提出されるであろうし､ 提出された時点でしっ

かりと保存すべき文書の範囲に入るということが､ こ

うした規定などから､ 当然に各行政官庁はしていただ

けるものだというふうに理解をしております｡

○西村 (智) 委員 続いて､ 第６条の第２項でありま

す｡ ｢当該行政文書ファイル等の集中管理の推進に努め

なければならない｡｣ という条文が新たにつけ加わりま

した｡ これはいわゆる中間書庫のことを指していると

理解してよろしいのでしょうか｡

○枝野委員 このこと自体が中間書庫をつくらなけれ

ばならないというようなことを規定しているものでは

ございません｡ 実際に中間書庫をつくるとすれば､ ど

こに､ どういう形で､ どういうルールでという詳細を

決めなければなりませんが､ しかしながら､ 中間書庫

を必要とするということの物の考え方のベースとこの

規定の物の考え方のベース､ つまり､ ファイル等の集

中管理をしていかないと､ それらをさらに廃棄するの

か､ 公文書館に移すのかとか､ そういう整理を含めて､

いろいろなことの管理がうまくいかないだろう､ だか

ら､ できるだけ一カ所に集めて集中管理した方がいい

という物の考え方の中からは､ それが物理的にも一カ

所に集めた方が機能的､ 効率的であるし､ その場所が

十分に確保される等ということがあれば､ この規定の

中からでも､ その運用において中間書庫をつくること

は排除していないというふうに思いますし､ なおかつ､

可能であるならば､ そういう方向に進んでいくことを

期待している規定であるというふうに思っております｡

これこそまさに､ 実際に運用を始めて､ そうしたこと

の中で中間書庫という段階にどういうふうに進んでい

けるのか､ いくとすれば､ それを改めて近い将来の法

改正で行うのか､ 運用で行っていくのかということが､

運用開始後の早い段階で多分議論をせざるを得ないと

いうか､ すべきテーマであろうというふうに理解をし

ております｡

○西村 (智) 委員 続いて､ 第７条であります｡ 第７

条の第２項及び第11条の第３項｡ ここで､ 行政文書ファ

イル管理簿をいろいろな方法により公表しなければな

らないということになったわけで､ この点はとかく､

行政文書ファイル管理簿などがわかりにくいとか扱い
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にくいという指摘が多々あったところでありますので､

この点については､ 修正は大変評価できるのではない

かと考えております｡ ただ､ その際､ やはりファイル

名のわかりやすさについては同時に配慮していかなけ

れば､ せっかく管理簿を公表しても役に立つとは言え

ないのではないかと思っておりまして､ ファイル名の

わかりやすさについて配慮すべきといういろいろな方

面からの指摘について､ 提案者のお考えはいかがでしょ

うか｡

○枝野委員 従来の政府案でも ｢名称を付する｣ とい

うことにはなっておりましたが､ 今回の修正で､ その

ファイル管理簿を一般の閲覧に供し､ 公表するという

ことになって､ 一般の皆さんがそれを見て参考にする

といいますか､ その情報を得るということになります

から､ 役所の内側の人たちがその名称を見てわかりま

すということだけでは､ この条文が入ったことによっ

ての意味がないということになっている｡ つまり､ 情

報公開等に資するために､ その管理簿をごらんになる

一般国民の皆さんがわかるような名称を付するんだと

いうことが､ 私は必然的に､ この修正が入ったことに

よって､ 内閣には､ 各行政官庁には付されていると｡

問題は､ 具体的にその付し方というのは､ なかなかそ

れぞれ､ いろいろな行政の種類によって､ 文書の種類

によって､ 一律に決めることはできませんが､ わかり

やすく最大限､ 例えばキーワードを幾つか並べたよう

な名称にするというような努力をするということは､

これによって法的に裏づけられているというふうに理

解しています｡

○西村 (智) 委員 次に､ この公文書管理全体につい

ての課題でありますけれども､ 例えば､ 第６条につい

て中間書庫についての検討が進むことを期待されてお

り､ また､ 行政文書ファイル管理簿の公表などについ

ても取り組むなどということになりますと､ 全部では

ありませんが一部から､ 公文書管理をすることは､ 逆

に面倒だし､ 行政の仕事をかえって煩雑にするし､ ま

た､ 費用もかかっちゃうんじゃないか､ こういう批判

があるようであります｡ しかし､ 本来の公文書管理と

いうのは､ それを適切に行うことで究極の行政改革に

もなるわけですし､ ある意味､ 国民の皆さんにわかり

やすく政策､ 事務事業などの形成過程をお知らせする､

見ていただくという点でいえば､ まさに必要な民主主

義のコストであるというふうにも考えますけれども､

この点について提案者はどういう御見解でしょうか｡

○上川委員 今回の公文書管理法が制定されますと､

文書が作成されたところから移管､ 廃棄の長い時間の

プロセスの中で､ それぞれ､ 作成者から､ 整理をした

り､ また､ 保存や保管をしていくというさまざまなか

かわりが生じます｡ それを統一的､ 一体的に進めると

いう制度になっておりますので､ そのことを進めるこ

とによって､ 逆に､ 行政のある意味では非効率さとい

うものを是正する､ 大変大事な財産になるというふう

に思います｡ 先ほど他の委員からの御指摘がありまし

た､ 現在の体制というのは､ 人員面でも､ また予算面

でも､ 施設面でも､ 他国と比べても大変貧しい状況で

あるということでありますので､ この文書管理の法律

がしっかりと対応していくべく､ そのための基盤を整

備していくということをしっかりやっていけば､ 逆に､

初期投資は高いとは思いますけれども､ うまく進むこ

とによって､ その後のメンテナンスはコストがむしろ

削減するというような効果も期待できるというふうに

思っておりまして､ そのことをこの法案が後押しして

いくということにつながるというふうに思っておりま

す｡

○西村 (智) 委員 ありがとうございます｡ 続いて､

第33条でありますけれども､ これは､ 行政機関ないし

独立行政法人等が組織の見直しを行う場合の行政文書

等の管理についての規定であるわけですけれども､ 第

２項で､ 独立行政法人等も適正な文書管理を行いなさ

いという対象に加わっております｡ そこで､ お伺いな

んですけれども､ 第２項で言うところの､ 独立行政法

人等が民営化等される場合の､ 記載されておりますと

ころの ｢この法律の規定に準じた適正な管理｣ が行わ

れなければならない､ この ｢適正な管理｣ というのは

具体的にどういうことを指しているのでしょうか｡

○枝野委員 独立行政法人等が民営化等される場合に

はいろいろなケースがありまして､ 例えば､ 既存の組

織が廃止をされて､ 新組織が民間でつくられて､ そこ

に引き継がれるというようなケースもあり得ます｡ 例

えば､ こういった場合に､ 組織がなくなっちゃうんだ

からということで､ その独立行政法人が持っていた文

書を全部破棄されるということでは困ります｡ あるい

は､ 民営化をされますと､ この法律による公文書とし

ての管理の対象ではなくなってしまいます｡ そこから

先､ もうどう捨ててもいいんだとか､ そういうことに

なってしまったのでは､ 少なくとも行政の一翼を担っ

ていた時代の記録がそこで途切れてしまうということ
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になっては困ります｡ したがいまして､ 廃止をする場

合であっても､ そうではなくて組織引き継ぎで民営化

される場合であっても､ これはもう民間になるんだか

らということで､ 一たん関係する省庁にその文書を移

していただくとか､ あるいは､ 引き継ぎ民間団体にお

いてこれはちゃんと管理をしてくださいということを

決めて､ そのことを引き継ぐとか､ もちろん､ それぞ

れの文書の種類と民営化の性質等によって､ 組織変更

の形態によって､ 具体的なものはケース・バイ・ケー

スで違ってきていますが､ それまで独立行政法人とし

てしっかりと管理をしなければいけなかったというこ

との趣旨に照らして､ 必要なものはしっかりとしかる

べきところに残すということをやっていただかないと

いけない｡ この規定がないと､ 最初に申し上げました

とおり､ 組織がなくなるんだから全部捨てちゃうとい

うことは､ さすがに現実にはされないとは思いますけ

れども､ そういうことが間違ってもないようにきちっ

とやってくださいという規定を置いたということでご

ざいます｡

○西村 (智) 委員 続いて､ ちょっと一つ抜かしてし

まいました､ 第８条の第２項と第４項でありますけれ

ども､ これは､ 廃棄について内閣総理大臣の同意を必

要とするという条文であります｡ 結果として､ 行政機

関の長の､ 言ってみれば恣意性が排除されるので､ 大

変評価できる項目だと思いますが､ この立法趣旨につ

いて伺いたいと思います｡ 公文書管理は､ 当面はやは

り政治のリーダーシップで行われるべきことでありま

すけれども､ 将来的に､ 人材育成がきちんと行われ､

公文書館の位置づけももっと明確になったときには､

政治的中立性に配慮してこれは行われるべき性格のも

のであろうと考えます｡ この点について提案者に伺い

ます｡

○枝野委員 御指摘のとおり､ 本来､ 公文書の管理に

ついては､ 専門家が専門的､ 中立的な観点から行うの

が望ましいというふうに思います｡ ただ､ 現状では､

日本の国内においてそうした専門家の方が必ずしも多

くない｡ ですから､ そこをしっかりと育てようという

規定も置いております｡ それと同時に､ もう一つは､

日本の行政システムが､ 現行憲法の現行解釈上､ 各省

庁の分担管理ということで､ 役所ごとにルール､ 基準

が全然違うという中で進んできておりますので､ これ

をしっかりとどの役所においても､ もちろん､ 行政の

性質上､ いろいろな違いはあるとしても､ 基本的な基

準や考え方､ ルール､ ベースは一緒ですよということ

で､ おかしな捨て方はしないでくださいねということ

をやるに当たっては､ これは内閣総理大臣という内閣

の長､ 首相たる内閣総理大臣のところで強い政治的リー

ダーシップを持って行いませんと､ 各役所の横並びで

官の役所をつくっても指揮命令監督権がございません

から､ 現状までの歴史的な経緯というもの､ それを､

基準をしっかりと横並びさせていくという段階､ そし

て､ それが専門家が育っていくプロセスとちょうど重

なってくるということで､ 現状においてはこういう形

をとった｡ できるだけ早い段階で､ より中立的､ 専門

的な機関で判断をしていくというところに進んでいけ

ればいい､ これは個人的に思っております｡

○西村 (智) 委員 続いて､ 附則について､ ２点ほど

伺いたいと思います｡ 附則の第13条第１項において､

｢行政文書及び法人文書の範囲その他の事項について検

討を加え､｣ というふうに記載をされております｡ 公文

書管理法は行政情報公開法とやはり車の両輪であると

言われますし､ 行政文書の定義については不断の見直

しが必要と思いますけれども､ ここで言うところの

｢行政文書及び法人文書の範囲その他の事項｣ は､ そう

いったものを含むというふうに理解してよろしいでしょ

うか｡

○枝野委員 これはもう端的､ 率直に申し上げますが､

ここは政党間の協議の中でも､ 行政文書の定義の余計

な限定は要らないのではないかということで､ 議論､

意見が分かれました｡ これは､ 私どもとしては､ 組織

的に用いるというような限定は要らないのではないか

というふうに考えておりますが､ ただ､ 従来の情報公

開法と横並びであるべきだろう､ あるいは､ もしこの

限定を外すとしたときに､ では､ 外すだけでいいのか

とかという議論が､ 必ずしも各政党間で一致した結論

を出せる状況ではなかったということの中で､ きちっ

とこういうことも含めて､ 範囲という以上は定義も含

んでいる､ 定義より広い概念だと思いますので､ そう

したこともこれからも議論の対象として､ 何が行政文

書としての定義､ 範囲としてふさわしいのかを検討し

ていこうということで､ こういう規定を置いていただ

いたということでございます｡

○西村 (智) 委員 最後に一点､ 附則の第13条第２項

でありますけれども､ いわゆる有識者最終報告で言う

ところの国立公文書館を特別の法人とするということ

に向けて､ 提案者はどのような形でこの検討が行われ
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るべきであるというふうに考えていますか｡

○枝野委員 国立公文書館には､ 行政文書だけではな

くて､ 司法関係の文書や立法関係の文書もしっかりと

保存していくということが本来の姿であるというふう

に思います｡ そうした場合においては､ 行政文書につ

いては､ 行政の内閣提出法案で､ 行政の一機関として

の独立行政法人として国立公文書館が管理をするとい

うことで全然問題はないわけですけれども､ これが立

法関係や司法関係の文書に関与するということになる

と､ まさに三権分立の観点から､ 行政の一機関が最高

裁判所や国会に対して何らかの権限行使ということは

できません｡ そうすると､ では､ 行政文書だけではな

い､ 司法や国会の文書をどうするのかということにつ

いての､ 先ほど上川提案者からもありました議論と並

行しながら､ そうした文書も包括して公文書の全体管

理をする機関というのは､ 私自身は､ 特別の機関とい

うことは現行憲法上も可能である､ 講学上は､ よく中

学や高校の憲法の教科書では三権分立と書いてありま

すけれども､ 大学レベルの憲法の教科書は三権分立だ

なんてどこにも書いていなくて､ 権力分立としか書い

てありませんので､ 三権である必要はない､ 特別な機

関として､ 現行憲法上も国立公文書館を置いて､ そこ

が司法や立法についても一種中立的に文書管理をでき

るようなことを将来的に議論の中で合意形成ができて

いけばいいな､ こんなふうに思っております｡

○西村 (智) 委員 ありがとうございました｡ 時間で

すので､ 終わります｡

(略)

○吉井委員 日本共産党の吉井英勝です｡ 前回の委員

会の質疑の中で､ 防衛省の宇宙開発利用推進委員会の

議事録が作成されていないことが改めて明らかになり

ましたが､ 小渕大臣からは､ 意思決定過程における文

書が残っていないという事実が明らかになっているの

だと思うという答弁がありました｡ 平和な宇宙開発の

一つに､ 例えば宇宙太陽光発電とマイクロウエーブを

使った伝送システムの研究開発というのがあるんです

が､ しかし､ これはキラー衛星技術と結びつく問題も

持っているわけなんですよ｡ それだけに､ 日本のこれ

までの宇宙開発の成果や国際的信頼を損なわないよう

に､ そして行政の文書主義をきちんと守っていくよう

に､ やはり大臣として､ 防衛省に､ この宇宙開発利用

推進委員会のまず会議録をきちんと作成しなさいとい

うことと､ この間御紹介したように､ 会議録の､ メモ

書き程度の､ 名前だけぴゅっぴゅっと載っているよう

な､ これは議事要旨とも言えないものですね｡ やはり

そういうものはもう少しきちんとしたものにして公開

をしなさいと､ そういうふうにさせていくことが法律

を生かしていく上で大事だと思うんですが､ まず最初

にこのことを伺います｡

○小渕国務大臣 お答えをいたします｡ 委員が御指摘

のように､ 意思決定過程も含めて文書を作成､ 保存す

ることの重要性につきましては､ 私どもも全く同じ意

識を持っておるところであります｡ これを踏まえて､

政府案では､ 第４条におきまして､ 意思決定並びに事

務及び事業の実績について文書を作成しなければなら

ないという形で､ その趣旨を盛り込んだところであり

ます｡ しかしながら､ この規定ぶりでは､ 経緯も含め

た意思決定の過程や事務事業の実績を合理的に跡づけ

ることができる文書を作成､ 保存するようにするとい

う趣旨が必ずしも明確ではないという御懸念から､ 今

回の修正案におきまして､ そのことを条文上明記する

形の修正がなされているものと認識をしております｡

○吉井委員 今おっしゃった政府案４条にかかわると

ころなんですが､ この点では､ さきの防衛省の宇宙開

発利用推進委員会は､ 宇宙の軍事利用をどういう分野

で進めていくのかというのを具体的に記述した宇宙開

発利用の基本方針というのをことし１月15日に決定し

ていますが､ その宇宙開発利用の基本方針を決定する

に当たっての文書がどのように作成されているかの資

料を出していただきたいと求めても､ 宇宙開発利用に

関する基本方針について決定するという決裁文書だけ

出てくるんですね｡ 方針決定までの議論の過程､ つま

り意思決定に至るまでの過程についての資料というの

は一切出てこない､ こういう問題がありました｡ これ

は防衛省だけの話じゃないです｡ 私はずっと宇宙の関

係をやっているものですからあれなんですけれども､

内閣の方の宇宙開発戦略本部､ あそこの専門調査会の

議事録も､ ６月２日に決定された政府の宇宙基本計画

の会議録も作成されていなくて､ 宇宙基本計画の作成

に至るまでの過程に関する文書もないわけですよ｡ だ

から､ 議事録を作成していないという不適切な問題に

加えて､ 行政の意思決定が密室議論でされているとい

うかなり典型的な事例だと思うんですが､ 大臣の方に､

やはり意思決定過程も文書化をきちんと義務づけ､ 公

開するべきだ､ 簡単に軽微なものとは扱わない､ そう

いう立場で臨んでいただくことが大事じゃないかと思
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うんですが､ 伺います｡

○小渕国務大臣 委員御指摘の点はまさにそのとおり

でありまして､ ただ単に意思決定のみならず､ その意

思決定に至るまで､ どのような経緯でその決定がなさ

れたかということもしっかりと残し､ また管理をして

いくべきではないかと考えております｡

○吉井委員 実は､ 次に文化庁にかかわる問題で伺っ

ておきたいんですが､ ユネスコ世界遺産への登録が検

討されている大阪府の百舌鳥古墳群と古市古墳群､ 巨

大前方後円墳がたくさん築かれている地域なんです｡

私は百舌鳥古墳群のところにかつて住んでいたことも

ありますから毎日のように見ていたんですが､ 古市古

墳群の中で最初に築かれたと考えられているのが､ 藤

五寺市の津堂城山古墳というのがあります｡ この古墳

は周濠が二重にめぐっていることがわかっているんで

すけれども､ 国指定の史跡にされているのは内側の堀

だけなんです｡ また､ 史跡の範囲の中を府道大阪羽曳

野線というのが通っておりまして､ なぜ外側の堀の部

分を史跡にしていないのか､ そういう問題がやはりあ

るわけなんですね｡ せっかくユネスコ登録を考えてい

るときなんですが､ 何で外側の堀は史跡に指定されて

いないのか､ なぜ府道が走っているのか､ そういうい

ろいろな問題がありますから､ 実は文化庁の方に､ 史

跡指定の経緯を示してもらいたいと求めたわけですよ｡

そうしたら､ 30年から50年以上たっておって資料がな

かなか見つからなくて､ 詳細がわからないという話な

んですね｡ ユネスコ登録を考えるという大事なときに､

文化庁の意思決定の過程すらわからない､ こういうこ

とではなかなか､ 国際的にもちょっと恥ずかしい話で

すから､ やはり､ 行政の意思決定の過程をきちんと文

書化するのはもとより､ まず保管をする､ そのことが

非常に大事なことだと思うんですが､ 保管について伺っ

ておきます｡

○山崎政府参考人 適切な文書の保管についてのお尋

ねでございますけれども､ この法案が成立した場合に

は､ この法案の趣旨に沿って適切な保管がなされ､ ま

た､ 意思決定の途中も適切に保存できるように努めて

まいりたいと考えております｡

○吉井委員 これからの話はこれからにしても､ 本来

だったら､ 捜しまくればと言ったら変ですけれども､

きちんと捜して､ あいまいになっているものもきちん

と管理しないと､ ユネスコ登録だといったって国際的

に笑われてしまうような話になりますから､ そこをま

ずきちんとやってもらいたいと思います｡

次に､ 先日の参考人質疑のときの意見陳述で福井参

考人が言っておられましたけれども､ 情報公開や公文

書の保存､ 提供形態は､ それを必要とする人の利便に

最もかなう形式でなければならないという陳述があり

ました｡ また､ 今はデジタル化している時代だという

お話もあったんですが､ 国会の側から､ 資料として作

成している電子媒体を提供されたいと求められたとき

に､ 従来､ 大体文書にこだわって文書でお出しなんで

すが､ 電子媒体の形でも出すというふうにするべきで

はないかと思うんですが､ 大臣のお考えを伺っておき

たいと思います｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

いわゆるデジタル化された文書についてのお尋ねで

ございますけれども､ 本法案におきまして､ 行政文書

には電磁的記録も含まれております｡ これは第２条第

４項でございます｡ したがいまして､ デジタル化され

た文書につきましても､ 紙の文書と同様に､ 適正な管

理及び提供が行われるものと考えております｡

○吉井委員 現在の公文書館への移管率が0.7％｡ 法律

が施行されたら公文書館への移管がふえると思うんで

すが､ この点は参考人に伺っておきますが､ 今後の移

管率を大体どれぐらいに考えておられますか｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

本法案におきましては､ 歴史公文書等はすべて移管

される仕組みになっております｡ これによりまして､

行政文書全体のうち移管される文書の割合は現在より

もかなり上昇するものと予想しております｡ 具体的に

どの程度増大するかにつきましてはなかなか難しいと

ころはございますけれども､ 諸外国における移管率は

およそ２％から５％だというふうに承知をしておりま

す｡ 政府といたしましては､ 歴史公文書等の適切な移

管を進めまして､ 移管率の上昇に努めてまいりたいと

考えております｡

○吉井委員 実は､ 移管率をふやすということは体制

をどう強化するかということにもかかわるわけですね｡

そのことに入る前に､ もう一つ伺っておきたいんです

が､ 実は５月25日付の毎日新聞の ｢みんなの広場｣ と

いうところに投書されたものがあって､ これはなかな

かやはり移管に当たって大事な問題だなと思ったのは､

行政庁から別な行政庁､ あるいは行政庁から公文書館

にしても､ 文書が移っていくときの個人情報の扱いの

問題なんです｡ これは､ この日､ 和歌山の､ ある70歳
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の方から､ 大手証券会社で情報が流出した問題があり

ましたね､ それにかかわっての話なんですが､ 私が今

一番､ 気がかりなのは定額給付金の申請書類に記入す

る自宅の住所､ 電話番号や振込先の金融機関の口座番

号などの個人情報である｡ この申請書類の管理責任者

は誰なのか｡ 書類の原本や電子化された情報は何年､

保存され､ 廃棄されるのか｡ 国民には全く知らされて

いない｡ 大手企業でも流出するくらいだから､ ｢お役所

仕事｣ と言われる自治体の情報管理は大丈夫だろうか｡

これは､ 普通の国民の感覚からすると当然そういうこ

とになってくるので､ 文書あるいは電子媒体にしろ､

移管ということは､ これから､ 公文書館へということ

もありますが､ 自治体から国へ来て国から公文書館へ

来るもの､ いろいろあると思うんですが､ まず､ こう

した情報管理というものについてどのように取り組ん

でいかれるのか､ そのお考えを伺っておきたいと思い

ます｡

○山崎政府参考人 行政機関の長は､ 行政文書に記載

された保有個人情報につきまして適切な管理のための

措置を講じる義務がございます｡ また､ 今回公文書管

理法が制定されれば､ 行政文書につきましては適切な

保存と利用を確保するための保存義務の明確化､ これ

は法第６条でございます｡ また､ 保存期間満了前にあ

らかじめ移管または廃棄の措置を設定､ いわゆるレコー

ドスケジュールでございますけれども､ こういうよう

なものが規定されております｡ このような措置は､ 行

政機関におきます個人情報の誤廃棄あるいは紛失など

の防止に大きく寄与するものと考えております｡

○吉井委員 建前はそうなんですよ｡ しかし､ いろい

ろなところでじゃじゃ漏れなんですね｡ それが実態な

んです｡ アメリカの公文書館は､ アメリカ公文書館が

大統領府に属する独立機関として設置されているとい

うこととともに､ 公文書管理についてアメリカ公文書

館長官が一元的権限を持っており､ 公文書の移管や廃

棄についての長官の権限が非常に大きいわけですね｡

いかなる記録も長官の許可なく廃棄したり移管したり

してはならないということになっております｡ 違反に

は罰則もあるわけです｡ 簡単に廃棄させない基準づく

りというものがまず必要だと思うんですが､ この点に

ついてのお考えを伺っておきます｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

御指摘の基準づくりにつきましては､ まさに最も肝

要な問題でございまして､ この公文書管理法案におき

ましては､ 適切な基準を設定するということが定めら

れております｡ そういうことで､ 今後は､ その基準づ

くり､ あるいは政令を制定するときには公文書管理委

員会への諮問も行うことになってございますので､ こ

の点､ 大幅に改善するものと考えております｡

○吉井委員 次に､ 公文書館というのは独立行政法人

ですが､ 公文書の管理は国が責任を持って直接行うべ

きものだと思うわけです｡ なぜ独立行政法人でなけれ

ばならないのかが問われてくると思います｡ 独法通則

法では､ ｢｢独立行政法人｣ とは､｣ ｢国が自ら主体となっ

て直接に実施する必要のないもののうち､ 民間の主体

にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあ

るもの｣ となっておりますが､ これは､ 本来は国が直

接運営するということをやはり考えていくべきではな

いかと思いますが､ 大臣のお考えを伺っておきます｡

○小渕国務大臣 公文書館のあり方については有識者

会議でもさまざまな議論がなされていたところであり

まして､ また､ 立法府､ 司法府からの公文書を移管す

るに当たりましてもしっかりとした組織が必要だとい

うことで､ ｢｢特別な法人｣ とすることが適当である｣

という最終報告も受けたところであります｡ こうした

ことを受けまして政府内で検討した結果､ 三権分立の

観点から､ 内閣提出の法案において､ 協議機関の設置､

及び､ 立法府及び司法府の参画を義務づける規定を盛

り込むことは困難と判断をしたところであります｡ そ

のため､ 本法案では､ 特別の法人とすることではなく､

独立行政法人のままとしたところであります｡ したが

いまして､ まずは独立行政法人という形で本法を施行

させていただきたいと思っておりますけれども､ 国立

公文書館がその役割､ 機能を十分に果たせるようにす

るため､ 現行状況も踏まえつつ､ 必要に応じて､ その

法的位置づけにつきましてもさらに検討してまいりた

いと考えております｡ また､ そのような趣旨から､ 修

正案におきましても５年後の見直し規定も盛り込んで

いただいたものと認識をしております｡

○吉井委員 今おっしゃった有識者会議の方でその点

は指摘されていて､ 国に戻して内部部局､ 外局にする

案と､ 権限を持つ特別の法人とするという両案があっ

たわけですね｡ 最終的に､ ｢現在の独立行政法人から権

限と体制を拡充した｣ ｢｢特別の法人｣ とすることが適

当｣ となっているわけですが､ 有識者会議の報告書､

有識者の意見を取り入れるということをもっと考えて

いくべきだと思います｡ 次に､ 職員の数の問題などに
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ついて伺っていきたいんですが､ 参考人も述べられま

したが､ 職員の数の上でも､ 諸外国の国立公文書館と

は比較にならないもので､ 日本は42人､ アメリカの公

文書館2500人､ カナダ公文書館660人､ イギリス公文書

館600人､ フランスの公文書館440人､ ドイツ公文書館

が800人と､ 大体１けたから２けた違うわけですね｡ こ

の数で､ 先ほど移管率をお伺いしましたけれども､ 移

管率を上げるのは､ 上げなきゃいけないんです､ 大事

なことなんです｡ しかし､ それで受け入れた場合に公

文書館が機能するのか｡ 公文書を国民が活用する組織

としてはやはり余りにも貧弱と言わざるを得ませんか

ら､ どう強化していくか､ このことについて伺いたい

と思います｡

○小渕国務大臣 まさに委員御指摘のとおりでありま

して､ 人員も含めた体制の強化をしていくことは新た

な公文書管理制度の必要不可欠な要素であると考えて

おります｡ 有識者会議の最終報告につきましても､ 将

来的に数百人規模の体制を実現すべきであるという御

提言をいただいたところであります｡ しかし､ 直ちに

数百人規模ということにはなかなかまいりませんので､

将来のあるべき体制を見据えて､ 今後､ 順次国立公文

書館の人員の拡充を図っていきたいと考えております｡

まずは､ 本年度におきまして､ 通常の増員に加えて､

専門家10名を非常勤職員として採用するなど､ 柔軟な

形での人員の拡充に取り組んでいるところであります｡

また､ 専門家の確保､ 養成についても､ ｢専門家が十分

に養成・活用されていない｡｣ ｢専門家に求められる資

質や具体的な職務内容､ 養成方法｣ が明確にされてい

ないなどの御指摘がありますので､ 中長期的な視点に

立って､ 計画的な人員の確保､ 各種研修による養成､

資質の向上などに努めてまいりたいと考えております｡

○吉井委員 多分､ 時間からすると一番最後の質問に

なろうかと思います｡ これは､ ただ職員をふやしただ

けでは本当にだめなわけで､ 専門的実務を行える職員

をふやさなければならないんです｡ 今年度ふやしたと

いうお話などもあるんですけれども､ やはり一つは､

行革推進法により一律削減した定数枠にとらわれるこ

となく､ 必要な職員をきちんと確保するということ｡

それから､ 現在､ 公文書館には司書資格者が６人です

が､ 常勤は１人なんですね｡ 学芸員資格保有者10人の

うち､ 常勤が２人なんですね｡ だから､ 常勤の専門職

員を確保して､ 公文書館をスタッフの面でもきちんと

充実させるという､ 大きな気概を持ったといいますか､

決意を持って取り組む必要がやはりあると思いますが､

最後にそれを伺って質問を終わりたいと思います｡

○小渕国務大臣 まさに御指摘のとおりでありまして､

体制を強化させていくためにまず必要となってくるの

は､ 人員の確保､ そして専門的な人員の養成であるか

と思っております｡ その点を十分に踏まえて施行して

まいりたいと考えております｡

○吉井委員 時間が参りましたので終わります｡

(略)

○重野委員 社会民主党の重野安正です｡ 早速質問に

入ります｡ 昨年１月の本会議で､ 私は､ 米軍では永久

保存する航海日誌を自衛隊では４年で廃棄してしまう､

防衛調達は複数年にわたることが多いにもかかわらず､

防衛行政の文書保存期間も３年とか５年､ 防衛機密と

称すれば一切を秘匿できるという発想を改め､ 保存期

間を長くするとともに､ せめて事後的に検証できるよ

うな体制を整えるべきだ､ こういう質問をいたしまし

た｡ 当時の福田総理は､ 防衛行政についてはできる限

り情報を公開して国民の理解を得ることが重要である

にもかかわらず､ 防衛省・自衛隊において不適切な文

書管理がなされていた､ この点については遺憾である､

防衛省においては､ 行政文書の管理状況調査の結果を

踏まえて､ 文書管理に関する教育の徹底､ 実効的なチェッ

ク体制の確立､ 規則の見直しなど､ 文書管理のあり方

の根本的な見直しに取り組んでいる､ これらの取り組

みを通じて､ 行政文書を適切に保存するとともに､ 可

能な限りの情報公開に努め､ 国民に対する説明責任を

しっかり果たすことが必要､ このように福田総理は答

弁をされました｡ そこで､ 具体的に伺いたいと思いま

すけれども､ 米軍では航海日誌を永久保存することに

なっていますが､ 公文書管理法ができることでどうな

るのか｡ この点についてまず最初にお伺いいたします｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

御指摘のように､ これまでの不適切な文書管理の事

案を踏まえまして､ 本法案では､ 保存期間の問題も含

めまして､ 再発防止のための措置を盛り込んでおりま

す｡ 具体的には､ 統一的な保存期間基準につきまして､

公文書管理委員会の御意見を伺いながら策定すること

としております｡ また､ 適切な保存と利用を確保する

ために､ 保存義務の明確化でありますとか､ あるいは

文書管理状況の内閣総理大臣への定期的な報告､ また

内閣総理大臣によります実地調査を実施することとし

ております｡ さらに､ 保存期間満了前にあらかじめ移
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管または廃棄の措置を設定させ､ その状況を､ 定期的

な内閣総理大臣への報告でありますとか実地調査によ

り確認することとしております｡ これらの仕組みによ

りまして､ 行政機関の文書管理は抜本的に改善するも

のと思われます｡

○重野委員 次に､ 第１条の ｢目的｣ についてであり

ます｡ ｢国及び独立行政法人等の有するその諸活動｣ と

いう言葉が出てくるんですが､ この ｢等｣ という中に

どういったものが入るのか｡ 政策や計画や事業が決定

されるまでには､ その根拠となる調査業務を外部の民

間企業や公益法人に委託することが多い｡ そうしたも

のの存在なしには事務及び事業も成り立たない､ これ

が現実だろうというふうに考えます｡ したがって､ 政

府が決定する政策､ 計画､ 事業に関して外部に業務を

委託する場合には､ 当然文書によって委託内容が明記

されなければならないし､ その結果作成される文書も

また行政文書である､ このようにみなすことが重要だ

ろうというふうに考えますが､ その点についてはいか

がでしょう｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

御指摘の点につきましては､ 委託元であります各省

庁が､ 委託事業の成果物の活用あるいは適切な事業の

遂行､ 執行が行われたかどうかを確認するためなど､

その必要性を的確に判断して文書等を取得することが

適当であると考えます｡ このため､ 政令等の文書管理

ルール上の､ 委託事業に係りますもとデータの取り扱

い等につきましては､ 有識者で構成いたします公文書

管理委員会の御意見も伺いつつ､ そのあり方につきま

して今後検討してまいる所存でございます｡

○重野委員 そこで､ 今回の法律の最も重要な柱の一

つは､ 意図的な情報隠しをなくしていくということだ

ろうと思います｡ 自衛隊で行われた､ 航海日誌を､ 保

存期間を無視して廃棄したという事件がございました｡

これはもう論外｡ 保存期間を短くする､ あるいは先ほ

どの質問とも関連いたしますけれども､ 民間企業の文

書だからという理由で不存在とするといった行為が行

われれば､ 事実上情報を隠すことが可能になってしま

う｡ これは法律の精神とも合致しない事柄だと考えま

すが､ この点について確認しておきたいと思います｡

また､ そうならないために､ すべての文書の作成時点

から国民にその存在を明らかにすべきだと思います｡

書誌情報､ タイトルや分類､ キーワード､ 作成日､ 保

存期間などは､ 文書作成後直ちにつけて行政文書ファ

イル管理簿に登録をすることが必要ではないでしょう

か｡ そうすれば､ 国民が早く目にして､ 文書の存在に

気づくことができます｡ そこで､ 行政文書ファイル管

理簿への登録を直ちに行うというふうに政令で明記す

べきではないかというふうに思うんですが､ この点に

ついてはいかがですか｡

○山崎政府参考人 本法案におきましては､ 文書名､

保存期間､ 保存期間満了日､ そして保存期間満了時の

措置､ さらには保存場所等の書誌情報につきましては

行政文書ファイル管理簿に記載し､ 定期的に内閣総理

大臣への報告を行いますとともに､ 公表も行うことに

なっております｡ 御指摘の管理簿への書誌情報の登録

時期につきましては､ 各行政機関の業務実態なども踏

まえつつ､ 公文書管理委員会の御意見も伺った上でルー

ル化を図ってまいりたいと考えております｡

○重野委員 それと関連しまして､ 意図はしないんだ

けれども結果的に文書が捨てられるという懸念があり

ます｡ 例えば､ 情報公開法の施行令に基づいて作成さ

れた行政文書ファイル管理簿の検索ページというのが

あります｡ 最近はかなり改善されているというふうに

聞いておりますが､ 登録がまだまだ不十分､ 先ほども

質問がございましたけれども｡ また､ 使いにくい､ こ

ういう苦情もあるんだというふうに聞いております｡

その中で､ 一つの例でありますけれども､ 八ツ場ダム

というのがあります｡ 八ツ場ダムを検索して ｢八ツ場

ダムの建設に関する基本計画の作成に対する関係農業

用水利水者等の意見聴取について｣ という項目を見る

わけですね｡ そうすると､ その中で､ 保存期間満了時

期として2010年というふうになっております｡ ところ

が､ ダム自体の完成は､ 2010年どころかもっとずれる

んですね､ 2015年､ こういうふうに聞いています｡ そ

うすると､ 保存期間満了は2010年で､ ダムができ上が

るのは2015年｡ だれが考えてもこれはおかしい､ こう

いうことになるわけです｡ やはり､ 物によっての保存

期間の設定等々､ これは十分考えなければならぬテー

マだと思います｡ 巨額で､ かつ長期にわたる公共事業

です｡ さまざまな事情から完成がおくれるというのは､

もうこれは常識なんですね｡ 工期内にでき上がるなん

という例の方が少ない｡ そういうことが現実にあると

いう点において､ 私は､ この保存期間については今後

政令やあるいは文書管理規則で定めることになると思

うんですが､ こうした公共事業などについての保存期

間は完成後何年というふうに具体的にすべきだと思う
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んですが､ その点についてはいかがでしょう｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

先生御指摘のように､ 文書の類型に応じました保存

期間や業務の性格等に応じた起算日の考え方につきま

しては政令で定めることを予定しておりまして､ 今後､

現在の行政文書の保存期間のルールとなっております

行政機関情報公開法施行令の規定も参考にしつつ､ 公

文書管理委員会の御意見を伺いながら検討していく予

定でございます｡ 御指摘の点につきましては､ 有識者

会議の最終報告におきましても､ ｢業務遂行上の必要性

を十分検討することなく､｣ ｢最低保存期間をそのまま

保存期間として設定している場合がある｡｣ ことが問題

点として指摘されておりまして､ 業務遂行上必要な文

書が廃棄されることのないように検討を進めてまいり

たいと考えております｡

○重野委員 次に､ 文書管理の適正化あるいは効率化

のために､ 保存期間などについて国民からの提案や意

見を受け付けて適切に対応するための項目を政令に設

ける､ そういうことをやったらどうでしょうか｡ 提案

をいたします｡ そのことによって､ 短い保存期間満了

による廃棄という形で結果的に情報隠しをしていると

いう批判を避けることができると思うんですね｡ また､

結果的に実際そうなる事態を防げるのではないか､ そ

の点が第一であります｡ 次に､ 廃棄されてしまえば､

国民の共有財産は二度と取り戻すことができないわけ

です｡ ですから､ そのような予防策が必要だと考えま

すが､ その点についてはいかがでしょう｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

文書の保存期間などの書誌情報につきましては､ 行

政ファイル管理簿に記載いたしまして公表することと

しております｡ 本法案におきまして明示的な規定を置

いているわけではございませんけれども､ この管理簿

を見た国民から､ 行政機関や総理大臣に対しまして､

文書管理に関する意見や提案が行われることは当然あ

り得るものと考えております｡ また､ 各種ルールにつ

きまして政令で定めることになっておりますけれども､

政令を定める場合には､ いわゆるパブコメ､ パブリッ

クコメントを行うことになっているところでございま

す｡ そういうことで確保できるのではないかと考えて

おります｡ また､ 誤廃棄の防止につきましては､ レコー

ドスケジュールの適切な設定､ また､ 内閣総理大臣へ

の定期報告､ 場合によっては実地調査､ 勧告､ こうい

う手段を総動員いたしますと､ 誤廃棄等の従来ありま

した不適切な事例は相当程度改善されるものと考えて

おります｡

○重野委員 次に､ 廃棄の問題について､ 公文書管理

機関の長の承認なしには行えない仕組みが必要だ､ ま

ず私の結論ですが｡ そこで､ 修正案で､ 内閣総理大臣

の同意という文言が入りました｡ これは原案よりは前

進している｡ 評価をいたします｡ 時の政権が廃棄した

いと考える文書を廃棄することは依然可能です｡ この

点は､ 有識者会議が述べていました､ 特別の法人がこ

の役割を果たすべきだという点について､ 我々もやは

りそうだというふうに思います｡ そこで､ 公文書管理

の先進国である米国では､ 先ほども述べましたけれど

も､ 国立公文書記録管理局長官の承認なしには廃棄で

きない､ こういう仕組みになっています｡ 修正いたし

ましたけれども､ その前の原案では､ 行政機関の長が

廃棄を決定するということになっていた､ その点につ

いて､ なぜそういうふうな原案となったのかという点

が一つ｡

それから､ 公文書管理について､ とりわけ重要な位

置を占めるのが国立公文書館です｡ この法的位置づけ､

先ほども質問がありましたけれども､ 他国に比べて極

めて貧弱だという点が指摘をされているわけですが､

そこ辺をどう強化していくのか｡ まさにこの法律が制

定されるということに合わせて､ 国立公文書館の質､

量を高めていくということが私は絶対的に重要だと思

うんですが､ その点についてお聞きしたいと思います｡

○山崎政府参考人 お答えいたします｡

まず､ 最初の御質問でございますけれども､ 政府案

におきましては､ 歴史資料として重要な公文書につき

ましてすべて移管することとしておりまして､ これを

適切に行うために､ 文書ごとに保存期間満了時の移管､

廃棄の措置をあらかじめ定めるという､ いわゆるレコー

ドスケジュールを導入することにいたしました｡ この

移管､ 廃棄の措置につきましては､ 行政文書ファイル

管理簿に記載し､ 定期的に内閣総理大臣への報告を行

いますとともに公表も行うこととされております｡ さ

らに､ この報告等によりまして､ 移管､ 廃棄の設定に

問題があると考えられる場合には､ 内閣総理大臣が実

地調査や勧告を行い､ 改善を図る仕組みとしたところ

でございます｡ このように､ 文書の作成､ 取得から移

管､ 廃棄に至るまでの間に内閣総理大臣による適切な

チェックを制度化いたしましたことから､ 政府案にお

きましては､ 文書の廃棄の権限につきましては､ その
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文書を保有する行政機関の長の権限にゆだねることと

したものでございます｡

次に､ 二つ目の御質問でございます｡ 国立公文書館

の位置づけでございますけれども､ 国立公文書館が行

政文書を含む歴史公文書の保存に関し専門的な助言を

行えるようにするためには､ 内閣総理大臣の責任とリー

ダーシップのもとで､ 内閣府と国立公文書館とが連携

して公文書管理に当たることが適切だと考えておりま

す｡ そのため､ 国立公文書館につきましては､ 内閣府

の所管する独立行政法人の形態のままとしたところで

ございます｡ もちろん､ この修正案におきまして5年後

の見直し等が定められておりますので､ 今後､ 実施状

況に応じまして適切に対応したいと考えております｡

○重野委員 以上で終わります｡

(略)

○渡辺委員長 これより原案及び修正案を一括して討

論に入るのでありますが､ その申し出がありませんの

で､ 直ちに採決に入ります｡ 内閣提出､ 公文書等の管

理に関する法律案及びこれに対する修正案について採

決いたします｡ まず､ 上川陽子君外四名提出の修正案

について採決いたします｡

(略)

○渡辺委員長 起立総員｡ よって､ 本修正案は可決い

たしました｡ 次に､ ただいま可決いたしました修正部

分を除く原案について採決いたします｡

(略)

○渡辺委員長 起立総員｡ よって､ 本案は修正議決す

べきものと決しました｡

○渡辺委員長 この際､ ただいま議決いたしました本

案に対し､ 加藤勝信君外三名から､ 自由民主党､ 民主

党・無所属クラブ､ 公明党及び社会民主党・市民連合

の共同提案による附帯決議を付すべしとの動議が提出

されております｡ 提出者から趣旨の説明を聴取いたし

ます｡ 泉健太君｡

○泉委員 ただいま議題となりました附帯決議案につ

きまして､ 提出者を代表いたしまして､ その趣旨を御

説明いたします｡ その趣旨は案文に尽きておりますの

で､ 案文を朗読いたします｡

公文書等の管理に関する法律案に対する附帯決議 (案)

政府は､ 本法の施行に当たっては､ 次の諸点につい

て適切な措置を講ずべきである｡

一 公文書管理の改革は究極の行政改革であるとの

認識のもと､ 公文書管理の適正な運用を着実に実施し

ていくこと｡

二 公文書等の管理に関する施策を総合的かつ一体

的に推進するための公文書管理担当機関の在り方につ

いて検討を行うこと｡

三 行政文書の管理が適正に行われることを確保す

るため､ 一定の期間が経過した行政文書に関しその保

存期間満了前に一括して保管等の管理を行う制度 (い

わゆる中間書庫の制度) を各行政機関に導入すること

について検討を行うこと｡

四 国民に対する説明責任を果たすため､ 行政の文

書主義の徹底を図るという本法の趣旨にかんがみ､ 軽

微性を理由とした恣意的な運用のなされることのない

よう､ 万全を期すること｡

五 公文書管理と情報公開が車の両輪関係にあるも

のであることを踏まえ､ 両者の適切な連携が確保され

るよう万全を期すること｡

六 公文書の適正な管理が､ 国民主権の観点から極

めて重要であることにかんがみ､ 公文書管理に関する

職員の意識改革及び能力向上のための研修並びに専門

職員の育成を計画的に実施すること｡ また､ 必要な人

員､ 施設及び予算を適正に確保すること｡

七 既に民営化された行政機関や独立行政法人等が

保有する歴史資料として重要な文書について､ 適切に

国立公文書館等に移管されるよう積極的に対応するこ

と｡

八 国立公文書館等へ移管された特定歴史公文書等

に対する利用制限については､ 利用制限は原則として

30年を超えないものとすべきとする ｢30年原則｣ 等の

国際的動向・慣行を踏まえ､ 必要最小限のものとする

こと｡

九 本法に基づく政令等の制定・改廃の過程及び公

文書の管理・利活用に関して､ 十分に公開し､ 多くの

専門的知見及び国民の意見が取り入れられる機会を設

けること｡

十 特定歴史公文書等の利用請求及びその取扱いに

おける除外規定である本法第16条に規定する ｢行政機

関の長が認めることにつき相当の理由｣ の有無の判断

に関しては､ 恣意性を排し､ 客観性を担保する方策を

検討すること｡

十一 特定歴史公文書等の適切なデジタルアーカイ

ブ化を推進し､ 一般の利用を促進すること｡

十二 公文書の電子化の在り方を含め､ 電子公文書

の長期保存のための十分な検討を行うこと｡
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十三 刑事訴訟に関する書類については､ 本法の規

定の適用の在り方を引き続き検討すること｡

十四 一部の地方公共団体において公文書館と公立

図書館との併設を行っていることを踏まえ､ これを可

能とするための支援を検討すること｡

十五 宮内庁書陵部及び外務省外交史料館において

も､ 公文書等について国立公文書館と共通のルールで

適切な保存､ 利活用が行われるよう本法の趣旨を徹底

すること｡

以上でございます｡

(略)

○渡辺委員長 これにて趣旨の説明は終わりました｡

採決いたします｡

(略)

○渡辺委員長 起立総員｡ よって､ 本案に対し附帯決

議を付することに決しました｡

この際､ 本附帯決議に対し､ 政府から発言を求めら

れておりますので､ これを許します｡ 小渕国務大臣｡

○小渕国務大臣 ただいま御決議のありました附帯決

議につきましては､ その趣旨を十分に尊重して､ 適切

な措置の実施に努めてまいります｡ (以下略)

(衆議院会議録議事情報より抜粋)

公文書等の管理に関する法律案についての採決

(衆議院本会議 平成21年６月11日 (木))

○議長 (河野洋平君) 日程第二､ 公文書等の管理に関

する法律案を議題といたします｡ 委員長の報告を求め

ます｡ 内閣委員長渡辺具能君｡

○渡辺具能君 ただいま議題となりました法律案につ

きまして､ 内閣委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます｡

本案は､ 公文書等の管理に関する基本的な事項とし

て､ 行政文書等の作成・保存､ 国立公文書館への移管

等についての原則を定めるとともに､ 歴史資料として

重要な公文書等が国立公文書館等において適切に保存

され､ 利用に供されるために必要な措置等を講じるも

のであります｡

本案は､ 去る５月21日本委員会に付託され､ 翌22日

小渕国務大臣から提案理由の説明を聴取した後､ 27日

から質疑に入り､ 29日には参考人から意見を聴取する

など慎重な審査を行いました｡

６月10日､ 本案に対し､ 自由民主党､ 民主党・無所

属クラブ､ 公明党､ 日本共産党及び社会民主党・市民

連合の五派共同提案により､ 目的に､ ｢公文書等が､ 健

全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源とし

て､ 主権者である国民が主体的に利用し得るものであ

ること｣ を明記すること､ 行政機関の職員の文書作成

義務について､ その範囲の具体化及び明確化を図るた

めの規定を整備すること､ 行政文書ファイル等の廃棄

についての内閣総理大臣の同意に関する規定を整備す

ること等を主な内容とする修正案が提出され､ 提出者

から趣旨説明を聴取いたしました｡ 次いで､ 原案及び

修正案を一括して質疑を行い､ 同日質疑を終局し､ 採

決いたしましたところ､ 修正案及び修正部分を除く原

案はいずれも全会一致をもって可決され､ 本案は修正

議決すべきものと決した次第であります｡

なお､ 本案に対し附帯決議が付されました｡ 以上､

御報告申し上げます｡ (拍手)

○議長 (河野洋平君) 採決いたします｡ 本案の委員長

の報告は修正であります｡ 本案は委員長報告のとおり

決するに御異議ありませんか｡

(略)

○議長 (河野洋平君) 御異議なしと認めます｡ よって､

本案は委員長報告のとおり修正議決いたしました｡

(以下略)

(衆議院会議録議事情報より抜粋)

小渕内閣府特命担当大臣

｢公文書等の管理に関する法律案｣ 提案理由説明

上川陽子衆議院議員 修正部分説明

(参議院 内閣委員会 平成21年６月16日 (火))

○委員長 (愛知治郎君) 公文書等の管理に関する法律

案を議題といたします｡

まず､ 政府から趣旨説明を聴取いたします｡ 小渕国

務大臣｡

○国務大臣 (小渕優子君) 公文書等の管理に関する法

律案につきまして､ その提案理由及び概要を御説明申

し上げます｡

国民の貴重な知的資源である公文書を適切に管理し､

後世に伝えていくことは､ 国の重要な責務であります｡

しかしながら､ 昨今､ 行政機関において不適切な文

書管理事案が発生するなど､ 公文書管理の状況は､ 国

民の国に対する信頼を失わせるものがあります｡

国の重要な責務を果たし､ 不適切事案の再発を防止

するためには､ 文書管理法制を確立することにより国

民の期待にこたえ得る公文書管理システムを構築する
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必要があります｡

このため､ この法律案を提出いたした次第です｡

この法律案の概要は､ 統一的な､ 行政文書のライフ

サイクルを通じた管理ルールや歴史公文書等の保存及

び利用のルールを規定するとともに､ その適切な運用

を図るため､ 公文書管理委員会の設置､ 内閣総理大臣

による改善勧告などについて定めるものです｡

政府といたしましては､ 以上を内容とする法律案を

提出した次第ですが､ 衆議院において修正が行われて

おります｡

何とぞ､ 慎重に御審議の上､ 速やかに御賛同くださ

いますようお願い申し上げます｡

○委員長 (愛知治郎君) この際､ 本案の衆議院におけ

る修正部分について､ 修正案提出者衆議院議員上川陽

子君から説明を聴取いたします｡ 衆議院議員上川陽子

君｡

○衆議院議員 (上川陽子君) ただいま議題となりまし

た公文書等の管理に関する法律案の衆議院における修

正部分につきまして､ その趣旨及び内容を御説明申し

上げます｡

本修正は､ 衆議院内閣委員会における議論を踏まえ､

国民の期待にこたえ得るより良い公文書管理の法制度

を実現するため､ 与野党を通じた立法府の意思をもっ

て政府提出の法律案を修正しようとするもので､ 与野

党において協議を行い､ 取りまとめたものであります｡

その主な内容は､ 第一に､ 目的に､ ｢公文書等が､ 健

全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源とし

て､ 主権者である国民が主体的に利用し得るものであ

ること｣ を明記することとしております｡

第二に､ 行政機関の職員は､ この法律の目的の達成

に資するため､ 当該行政機関における経緯も含めた意

思決定に至る過程並びに当該行政機関の事務及び事業

の実績を合理的に跡付け､ 又は検証することができる

よう､ 処理に係る事案が軽微なものである場合を除き､

法令の制定又は改廃及びその経緯その他の事項につい

て､ 文書を作成しなければならないこととしておりま

す｡

第三に､ 行政機関の長は､ 行政文書ファイル等につ

いて､ 保存期間の満了前のできる限り早い時期に､ 保

存期間が満了したときの措置として､ 国立公文書館等

への移管の措置をとるか､ 廃棄の措置をとるかを定め

なければならないこととしております｡

第四に､ 行政機関の長は､ その保存する行政文書ファ

イル等の集中管理の推進に努めなければならないこと

としております｡

第５に､ 行政文書ファイル管理簿及び法人文書ファ

イル管理簿の公表に関する措置は､ 公文書等の管理に

関する法律において定めることとしております｡

第六に､ 行政機関の長は､ 保存期間が満了した行政

文書ファイル等を廃棄しようとするときは､ あらかじ

め､ 内閣総理大臣に協議し､ その同意を得なければな

らないこととするとともに､ 内閣総理大臣は､ 行政文

書ファイル等について特に保存の必要があると認める

場合には､ 当該行政文書ファイル等を保有する行政機

関の長に対し､ 当該行政文書ファイル等について､ 廃

棄の措置をとらないように求めることができることと

しております｡

第七に､ 内閣総理大臣は､ 行政文書管理規則又は利

用等規則の制定又は変更について同意をしようとする

ときは､ 公文書管理委員会に諮問しなければならない

こととしております｡

第八に､ 行政機関の長及び独立行政法人等は､ それ

ぞれ､ 当該行政機関又は当該独立行政法人等の職員に

対し､ 公文書等の管理を適正かつ効果的に行うために

必要な知識及び技能を習得させ､ 及び向上させるため

に必要な研修を行うこととするとともに､ 国立公文書

館は､ 行政機関及び独立行政法人等の職員に対し､ 歴

史公文書等の適切な保存及び移管を確保するために必

要な知識及び技能を習得させ､ 及び向上させるために

必要な研修を行うこととしております｡

第九に､ 行政機関の長及び独立行政法人等は､ 統合､

廃止等の組織の見直しが行われる場合において､ 見直

し後における行政文書等の適正な管理のための措置を

講じなければならないこととしております｡

第十に､ 附則に行政文書及び法人文書の範囲その他

の事項に係る検討条項を規定することとしております｡

以上が､ 公文書等の管理に関する法律案の衆議院にお

ける修正部分の趣旨及びその内容であります｡

何とぞ､ 御審議の上､ 御賛同くださいますようお願

いを申し上げます｡

○委員長 (愛知治郎君) 以上で趣旨説明及び衆議院に

おける修正部分の説明の聴取は終わりました｡ (以下略)

(参議院会議録情報より抜粋)

公文書等の管理に関する法律案についての質疑・採決

徳永久志君 (民主)／松井孝治君 (民主)／岩城光英君
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(自民)／岡田広君 (自民)／山下栄一君 (公明)／糸数

慶子君 (無所属)

(参議院内閣委員会 平成21年６月23日 (火))

○徳永久志君 おはようございます｡ 民主党・新緑風

会・国民新・日本の徳永久志であります｡

それでは､ ただいま議題となりました公文書等の管

理に関する法律案について質問をいたします｡ 小渕大

臣におかれましては今大変大事な時期だというふうに

思いますので､ 私もできる限り配慮をさせていただき

ますのでお体に障りのないようにお願いをしたいと思

います｡

本法案は衆議院段階で修正協議が調ったわけであり

ます｡ 協議に御尽力をされた皆様方に改めて敬意を表

したいと存じます｡

まず､ 修正合意でなされた部分のポイントの一つに､

第１条の目的の部分が挙げられるんだろうと思います｡

有識者会議の最終報告の言葉を借りるならば､ 公文書

とは未来に生きる国民に対する説明責任を果たすため

に必要不可欠な国民の貴重な共有財産であるとありま

す｡ 私なりに更にこれに付け加えるならば､ 国民の貴

重な共有財産である以上は国民は知る権利があるとい

うふうに考えております｡

そういった意味では､ 衆議院の委員会の審議の段階

でも同様の主張がなされているというふうにお聞きを

しております｡ 例えば､ 公文書は国民の共有財産であ

り､ そしてまた知る権利を保障をするんだという文言

についてしっかりと条文の中に盛り込むべきだとの主

張もなされたやにお聞きをしておるわけであります｡

そうした中で､ 修正合意された表現というものは､ 国

民共有の財産という言葉ではなくて､ 国民共有の知的

資源というものであります｡ また､ 知る権利について

は直接的にはそういう文言は見当たらないわけであり

ます｡

そこでまず､ なぜこのような書きぶりになったのか

につきまして提案者に伺いたいと存じます｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 衆議院における修正の提

案者の枝野でございます｡ 今の御質問にお答えをさせ

ていただきます｡

まず､ 国民共有の財産という言葉にならなかったと

いうことの理由､ 経緯でございますけれども､ 趣旨と

してはほとんど変わっていないんですけれども､ やは

り財産という言葉は通常は金銭的な価値を持つものと

いう日本語としての印象を多くの方が持たれていると､

若干ここでの意味は違うであろうと､ その誤解を招か

ない方がいいだろうというのが一点ございます｡ それ

から､ 共有財産といった場合は分割請求権を国民が持

つのかというような誤解をこれまた招きかねない言葉

ではないかと｡ 別にそう使ったからといって誤解をさ

れるかどうかということはありません｡ できるだけそ

ういった誤解を招かない方がいいだろうということで､

同じような趣旨で違った言葉に置き換えられないかと

いうことで国民共有の知的資源という言葉を使わせて

いただいたというのが経緯でございます｡

それから､ 知る権利でございますが､ これは私ども

民主党の修正協議の立場としては､ 是非､ 知る権利と

いう言葉を明記をしていただいた方がいいのではない

かということを申し上げました｡ ただ､ 知る権利の定

義といいますか意義といいますか､ そういったことに

ついて必ずしも統一的な認識ができていないのではな

いか､ あるいはその法的性質､ 法的位置付けについて

も必ずしも現段階で修正協議に当たった各政党間での

認識が一致をしなかったということがございまして､

あえて知る権利という言葉を盛り込むということまで

踏み込むことはできなかった｡ ただ､ 修正で､ 主権者

である国民が主体的に利用し得るものであるというこ

とを記載をさせていただきました｡ まさに､ 主体的に

利用し得るというのは､ 一定の権利性を持っているか

らこそ主体的に利用し得るということになるわけでご

ざいますので､ その趣旨といいますか､ 知る権利と一

般に言われているようなことについて､ 国民のそういっ

た立場というか権利というか､ そういったものをしっ

かりとこの法律で裏付ける､ 担保していくんだという

趣旨はしっかりと書き込まれているというふうに認識

をいたしております｡

○徳永久志君 ありがとうございました｡

小渕大臣は､ 先ほどの衆議院の答弁の中におきまし

ても､ 今ほどの点につきまして､ 国民の貴重な共有財

産という言葉あるいは知る権利を盛り込むべきだとい

う質問に対して､ そういう文言をわざわざ条文の中に

使わなくても､ 国民主権の理念にのっとりという言葉

であるとか､ あるいは国民に対する説明が全うされる

という言葉が入っているので､ それで事足りるのでは

ないかという趣旨の答弁をされていたわけであります｡

今回こうした修正が衆議院で加えられたということに

ついて､ まず大臣としてどのように受け止めておられ

るのかを伺いたいと存じます｡
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○委員長 (愛知治郎君) 小渕大臣は着席のまま答弁さ

れて結構でございます｡

○国務大臣 (小渕優子君) お気遣い､ いろいろありが

とうございます｡

この点､ 政府案におきましては､ 今御指摘がありま

したように､ 国民主権の理念にのっとり､ そして現在

及び将来の国民に説明する責任を全うする旨を規定す

ることにより表現をしたと申し上げたところでありま

すけれども､ 衆議院によりまして修正をされました｡

どちらかといえば､ 政府案に示したのは行政の立場

から見たこの本法案の意義がより強く表現されていた

のではないかと思いますけれども､ 主権者たる国民の

側に立って公文書が国民共有の知的資源であり､ 国民

が主体的に利用し得るものと位置付けたことによりま

して､ 本法案の意義であります行政側そして国民の側､

両方の立場からの権利をより明確にしていただいたも

のと考えております｡

○徳永久志君 それでは､ 最後に確認でございますけ

れども､ 先ほど枝野先生が御答弁をいただいた中身､

この考え方については政府としても十分に共有ができ

るんだということととらえさせていただいてよろしい

でしょうか｡

○国務大臣 (小渕優子君) 全くそのとおりでございま

す｡

○徳永久志君 さて､ 日本の行政機関の重要な意思決

定は文書に基づいて行われるということになっており

ます､ もちろん例外はあるわけですけれども｡ この文

書主義原則も各省庁の文書管理規定で規定されるにと

どまっておりまして､ 包括的な文書管理法制の制定に

は至っておらなかったわけであります｡

2001年に行政機関の保有する情報の公開に関する法

律､ いわゆる情報公開法が施行されまして､ 初めて法

律の条文に文書管理に関する規定が設けられました｡

すなわち､ 22条におきまして､ ｢行政機関の長は､ この

法律の適正かつ円滑な運用に資するため､ 行政文書を

適正に管理するものとする｡｣ としました｡ まさに､ 情

報公開法と文書管理とは車の両輪であるという考え方

が明記をされたと理解をいたします｡

ただ､ 海外の先進国におきましては､ 通常は情報公

開法よりも､ その前提となります文書管理法制が先に

確立をしているわけであります｡ 例えばアメリカでは､

情報自由法､ 情報公開法に当たる情報自由法の制定は

1966年でありますが､ それよりかなり前の1950年にい

わゆる文書管理法制である連邦記録法が制定をされて

おります｡ また､ イギリスの情報公開法に当たる情報

自由法の制定は2000年と結構最近なわけですけれども､

文書管理法制たる公記録法は1958年に制定をされたわ

けであります｡

私が思いますに､ ここにある考え方というのは､ 文

書管理の仕組みを法制化をし､ しっかりと整備するこ

となく情報公開の制度をつくっても､ 基本的なインフ

ラが整備されていない以上､ 問題が生じるということ

にあるのではないかと思っております｡

そこで､ 日本の場合はなぜ先進国と比べてこの順序

が逆になってしまったんだろうかということをやっぱ

りここで総括をしておくべきなんだろうと思いますけ

れども､ この辺り､ 政府はどのようにお考えか､ お聞

きをいたします｡

○副大臣 (増原義剛君) 委員御指摘のとおり､ アメリ

カやイギリスにおきましては､ 情報公開法制に先立っ

て文書管理法制が整備されております｡ また一方で､

フランスや韓国などにおきましては､ 情報公開法制の

方が先に整備されて､ 後に文書管理法制が来ていると

いうところもありますので､ 世の中いろいろあるんだ

ろうと思っておりますが､ 論理的に考えれば委員御指

摘のとおりだというふうに思います｡ 公開すべき文書

がしっかりしていないというときに公開法が先立ちま

してもやはりどうかなという点は私も同感であります｡

これを､ いわゆる文書管理の基本､ これは先生先ほ

ど御指摘の行政機関の情報公開法第22条において基本

的ルールを定めるということになっておりますけれど

も､ これでは､ その後起こったことを考えますといろ

いろございました､ 必ずしも十分な状況にはあらずと

いうことで､ この度､ 現用､ 非現用を通じて文書のラ

イフサイクル､ これに沿った統一的な文書管理のルー

ルを法定しようというものであります｡ この新たな文

書管理法制が確立されますれば､ あるいはこれを契機

として､ 国立公文書館の体制強化など､ 我が国の公文

書管理システムが諸外国に比べまして遜色のない状況

になるように努力をしてまいりたいと､ そのように考

えております｡

○徳永久志君 今副大臣が御答弁いただきましたよう

に､ 世界各国それぞれいろいろでありますけれども､

あるべき姿としては､ やはり文書管理法制が制定をさ

れて情報公開というのがあるべき姿の一つであるんだ

ろうということは共有をさせていただいたと思います｡
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じゃ､ なぜ今日に至るまでこの文書管理法制が制定

をされてこなかったんだろうかということをちょっと

考えると､ やはり私はこれは､ 先ほど小渕大臣の答弁

でも行政側云々という言葉がございましたけれども､

ある意味行政側の理屈が優先されてきた結果こうなっ

たんじゃないのかなと｡ 今日まで文書管理法制がなかっ

たことに対して不便を感じない､ あるいは不合理に感

じない､ あるいは不思議に思わないという行政側の感

覚というか､ 文化というか､ そういうものがあったん

ではないかなというふうに思うわけですけれども､ そ

の辺りいかがでございましょうか｡

○副大臣 (増原義剛君) 委員御指摘の点は､ 私も26年

間行政官をやっておりましたが､ やはりあったんだろ

うというふうに思います｡ そうしたときに､ 何という

んでしょうか､ はなから､ 例えば戦後であれば､ 我が

国の経済の復興あるいは社会の発展という大きな目的

のようなものがあって､ それに向かってどんどんどん

どん進んでいるという状況ですから､ また一方でさし

たる大きな失敗もなかったんだろう と思います､ キャッ

チアップするまでは｡

そういう意味で､ 皆さんがその状況を共有していた､

行政も国民もですね､ そういうことであったんだろう

と思いますが､ 今はもうそういう時期ではないという

ところで､ いろんな意見があり､ いろんな議論があっ

て国の意思決定がされていくということでありますの

で､ やはり民主主義の原点であります情報開示､ これ

をしっかりやっていくことが大事ではないかなと思っ

ております｡

○徳永久志君 情報公開と文書管理というのは車の両

輪と言われながらも､ これまで片方の車輪が欠けた状

況でずっと走ってきたわけでありますね｡ 先ほども副

大臣とも共有をさせていただきましたけれども､ 行政

側は不便に感じないし､ あるいは不思議に思わないけ

れども､ その一方で､ じゃ､ 国民サイドからすればか

なりの不便が生じてきているのではないかと､ また当

然それに付随する問題も生じてきているんだろうと思

うわけです｡

例えば､ 情報公開法によって情報の公開を求めたけ

れども不開示となったことに対して不服申立てが行わ

れるわけですが､ この情報公開・個人情報保護審査会

にその内容について諮問をされるわけであります｡

ちょっとこれを見ていきたいと思うんですけれども､

この審査会に諮問された総件数及び諮問理由の内訳に

ついて､ ここ３年くらい概要を内閣府にお示しいただ

きたいと思います｡

○政府参考人 (鎌田英幸君) お答えいたします｡

平成18年から20年度までのこの３年間に情報公開・

個人情報保護審査会に対し諮問が行われました合計件

数は2892件となっております｡ これらはいずれも諮問

庁が行いました不開示決定ないし一部不開示決定に対

する不服を理由としているわけでございます｡

これらの諮問事件におきまして何が争点になってい

るかについて類型別に御説明申し上げますと､ まず第

一に多いのは､ 文書等の全部又は一部の不開示の妥当

性を争うもの､ これが2168件､ 全体の75％に及んでお

ります｡ その次に多い第二が､ 文書等が不存在である

と､ いわゆる文書不存在事件と申しておりますが､ こ

れが404件で全体の14％に及んでおります｡ さらに､ 文

書等の存在の有無を答えない､ これは､ 文書等の存在

の有無について答えますと不開示情報を開示すること

になってしまいますためにそういうことになるわけで

ございますが､ それが146件､ 全体の５％｡ それから､

開示決定した文書以外にも別の文書があるのではない

かという争点があるものが81件､ 全体の2.8％､ その他

のものが93件､ 3.2％などとなっております｡

○徳永久志君 今の御答弁の中で特徴的だと思います

のは､ 文書不存在､ 公開を要求した文書そのものが存

在をしないという理由で不開示決定となったという部

分で､ これが全体の14％に当たるということでありま

す｡ やはり私はここに､ 車の両輪と言われながらもそ

の片方を欠いた状況で走ってきた問題､ ひずみという

ものが､ この文書不存在を理由にはねつけられるとい

うことに顕著に出ているというふうに私はとらえさせ

ていただこうと思っています｡

東京大学大学院の小早川教授は､ 文書不存在の類型

を幾つかにまとめておられます｡ 一つは物理的な不存

在というもので､ 行政がそもそも対象となる文書を作

成､ 取得していない場合であります｡ あるいは､ 作成､

取得した後に､ 保存期間の経過後あるいは満了前に廃

棄してしまった場合ということに分けておられます｡

もう一つは､ 文書が存在しているにもかかわらず保管

状況等が良くなかったがために､ あるにもかかわらず

見付からなかったというような不開示決定もあるとい

うことであります｡

そこで､ 一つ目の物理的に存在しないという中で､

廃棄されてしまったという事例について一つだけ取り
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上げたいと思います｡ 海上自衛隊の補給艦 ｢とわだ｣

の航泊日誌が廃棄された問題であります｡

旧テロ特措法に基づきましてインド洋に派遣されて

いた海上自衛隊の補給艦 ｢とわだ｣ の航泊日誌の一部

が､ 保存期間であるにもかかわらず廃棄されてしまっ

たという事案であります｡ 海上自衛隊の艦船の航泊日

誌は､ 一年間は艦船内に据え置く､ その後の３年間は

当該艦船の在籍する地方総監部に保存されるべきもの

が裁断機で廃棄されてしまったということであります｡

まず､ 防衛省はこの事案について､ なぜこのような

事案が起こってしまったのか､ 原因をどのように分析

をされたのでしょうか｡

○政府参考人 (徳地秀士君) お答え申し上げます｡

先生御指摘の海上自衛隊の補給艦 ｢とわだ｣ の航泊

日誌の誤破棄問題につきましては､ 平成19年の７月に

｢とわだ｣ の乗組員が､ その時点においては本来保存期

間内でありましたために廃棄してはならない航泊日誌

を､ 当該日誌の文書管理者であります艦長の許可を得

ないで保存期間を経過した他の航泊日誌とともに誤っ

て破棄したものでございます｡

調査の結果､ 当該誤破棄が行われた原因としまして

は主として四つのものがございます｡

第一に､ 航泊日誌は当時の規則におきまして､ これ

も先生御指摘のとおり､ １年間艦内で保存をいたしま

して､ その後３年間は在籍する地方総監部において保

存するということになっておりましたけれども､ 隊員

が航泊日誌の保存期間につきましてまず正しく認識を

していなかったということが挙げられます｡

それから第二に､ 航泊日誌の破棄に際しまして､ 航

泊日誌の文書管理者でありました艦長あるいは保管責

任者でありました航海長の許可を得ておりません｡ つ

まり､ 適正な手続が取られていなかったということで

ございます｡

それから三点目に､ 航泊日誌の文書管理者でありま

した艦長それから保管責任者でありました航海長の隊

員に対する監督指導が不十分であったということが挙

げられます｡ それから第四に､ 航泊日誌の保存期間､

つまり､ 先生も御指摘になりました､ １年間は艦内そ

れからその後３年間は在籍する地方総監部内に保存と､

こういう規則になっておったわけですけれども､ この

規則どおりに正しく適正に保存が実施されていなかっ

たというようなことが考えられるわけでございます｡

○徳永久志君 それでは､ そういった分析に基づいて､

再発防止のためにどのような手だてが講じられたのか､

伺います｡

○政府参考人 (徳地秀士君) 航泊日誌につきましては､

補給艦のこの ｢とわだ｣ の事案を含めまして､ 不適切

な文書管理によりまして､ 保存期間満了前に誤って破

棄された事例も判明をいたしております｡ このような

事案が再び起こることのないように､ 航泊日誌を含め

た文書の取扱いについて再発防止策を講じておるとこ

ろでございます｡

具体的には､ まず､ 一昨年の11月に航泊日誌を行政

文書ファイル管理簿に登載するよう指示をいたしまし

て､ 行政文書として適切に取り扱うように徹底をして

おります｡ それから､ 実務に即しました文書管理マニュ

アルというものを作成しまして､ これを活用しながら

全隊員を対象に文書管理に関する教育を徹底しており

ます｡ それから､ 講習を実施をいたしまして､ 文書管

理者などに対しましても教育を充実させたところでご

ざいます｡

それから､ 昨年の４月でありますが､ 航泊日誌に関

する規則の改正を行いまして､ 昨年の９月からは､ 保

存期間をこれまでは４年となっていたわけでございま

すけれども､ これをまず30年に延長いたしました｡ そ

れから､ 船の中で１年保存した後は､ 残りの29年は呉

にあります第一術科学校で一元的に保存することとい

たしたところでございます｡

○徳永久志君 原因として規則が守られていなかった､

あるいは手続が正当に取られていなかったという点が

挙げられて､ それについての教育を徹底的にやってい

るんだというような答弁だったというふうに思います｡

当然それらは重要でありますけれども､ その前提とし

て､ なぜ航泊日誌を都合四年間保存しなければならな

いことになっているのか､ それは海上自衛隊の活動を

後世に伝える作業の一部だという認識をまず持ってい

ただかないと､ その認識が徹底をされていないといけ

ないんだろうと思うんですね｡ 何かケアレスミスのた

ぐいで済む問題ではないんだろうなということをやっ

ぱり徹底をしていただきたい､ 歴史の一ページを刻ん

でいるんだという認識は強く持っていただきたいわけ

であります｡

そこで､ そういった関連の中で､ 先週の外交防衛委

員会において同僚の風間議員が指摘していたミリタリー

ヒストリアン制度についてちょっと伺っておきたいと

思います｡
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アメリカ軍は､ 司令官に必ずミリタリーヒストリア

ンという記録の専門家を付けています｡ そして､ この

ミリタリーヒストリアンという人は､ 当該司令官やそ

の部隊の活動状況を文書やフィルムなどに収め､ 後世

に残していく｡ そしてその司令官が退任した後には､

その人物の活動記録を作成するというような制度を持っ

て､ しっかりと軍の活動を後世に伝えていこうという

姿勢を持っているわけであります｡

そこで､ まず現状ですけれども､ 例えば､ 今自衛隊

はインド洋とかソマリア沖などに派遣をされていて､

大体海外に千人以上が､ 部隊が展開をしているわけな

んですが､ こうした海外の派遣部隊にこうした専門の

記録係のような方というのは随行をされているんでしょ

うか｡

○政府参考人 (徳地秀士君) お答えいたします｡

自衛隊が海外に部隊を派遣する際に､ 編成上､ 部隊

の指揮官など特定の要員に随伴して､ その隊員の活動

記録を収集､ 作成をする､ そういう組織､ 要員という

ものを特別に設けているわけではございません｡ 他方

で､ 派遣された部隊の活動について記録をしておくと

いうことは､ これは大事でございますし､ それから内

外に広く理解をしていただくということも大事でござ

いますので､ 部隊における広報要員などが業務上､ 部

隊の活動を記録するというようなことをしているわけ

でございます｡

○徳永久志君 そういう特別の要員というのはいない

ということでありますけれども､ やはりこれからも海

外での自衛隊の活動というのは増えていくだろうと思

います｡ そうした中で､ それをしっかりと検証し､ ま

た後世に正確に伝えていくという目的､ それはもちろ

ん国民に対しての説明責任をしっかりと果たすという

目的もありますので､ やはりここは今回こうした公文

書管理法制が成立されることを一つの契機として､ 日

本の自衛隊にもこういうミリタリーヒストリアンの制

度を導入するということを､ せめて検討を始めていく

ということが必要なのではないかと思いますけれども､

御見解を賜ります｡

○政府参考人 (徳地秀士君) この点につきましては､

先生も冒頭御指摘になられましたとおり､ 去る６月18

日の参議院の外交防衛委員会で浜田大臣からもお答え

をしておるとおりでございますけれども､ 風間先生な

どからの御指摘につきまして､ 参考にしてやっていき

たいと思うけれども､ 今の時点でこれを取り入れると

いうことは考えておりませんと､ こういう御答弁になっ

ておりましたけれども､ 今申し上げましたとおり､ 現

時点で今先生御指摘のようなミリタリーヒストリアン

というような制度を取り入れるということは考えられ

ておらないわけでございますけれども､ ただ御指摘の

趣旨も踏まえまして､ 引き続きその文書管理の徹底､

それから自衛隊の活動状況についての情報について提

供する､ あるいはきちんと記録をする､ 保存をすると

いうようなことができるように努めたいとは考えてお

ります｡

○徳永久志君 特別の制度を設けなくても現状の要員

の中でそういう記録をしっかりとしていくんだという

部分については当然のことでありますけれども､ やは

りアメリカのようにしっかりと専門的知識を持って博

士号まで取得した方がミリタリーヒストリアンとして

後世に記録を残すという崇高な使命の仕事に就いてお

られるわけですから､ 是非､ これは余り冷たく突き放

すんじゃなくて､ しっかりと前向きに検討していただ

きたいなということを言わせていただきます｡

それともう一つ､ 文書不存在ということに絡んでで

すが､ これはそもそもそういう文書があるのかないの

かも分からないという中でいきますと､ 沖縄に関する

幾つかの密約あるいは核についての幾つかの密約があ

るわけであります｡ 密約と言うと外務省の方はむっと

されるのかもしれませんけれども､ 通常言われている

言葉であります｡

まず､ 沖縄返還に関する密約､ いわゆる西山事件と

して有名になった件についてであります｡

この西山事件は､ 沖縄返還協定第４条に基づいてア

メリカが沖縄の地権者に支払うべき土地の原状回復費

用の400万ドルを日本政府が肩代わりするという事実を

裏付ける機密電報のコピーを毎日新聞の西山記者が外

務省事務官より入手､ 調印前に密約疑惑を指摘する記

事を書いたことが発端であります｡

この密約を裏付ける文書の情報公開請求が起こされ

ました｡ 外務省は昨年10月２日付けで対象文書の不存

在を理由に不開示を決定した通知書を出しています｡

この通知書では外務省は該当文書は保有していないと

いうふうにしているわけであります｡ 情報公開の請求

の対象とされました文書は､ 沖縄返還前に日米両政府

の高官が交わした３通の秘密文書だということであり

ますけれども､ この外務省の言う保有していないとい

うのは､ 文書は作成､ 取得されたが廃棄されたという
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理解なのか､ あるいは別の理解をそもそもしなければ

いけないのかということについてまずお伺いをしたい｡

○政府参考人 (梅本和義君) お答え申し上げます｡

ただいま密約ということをお使いになられたわけで

ございますが､ 沖縄返還国会の当時から歴代の外務大

臣等が一貫して繰り返し説明しておりますとおり､ 沖

縄返還に際しての支払に関する日米間の合意は沖縄返

還協定がすべてであり､ 密約は一切存在しておりませ

ん｡ これまで累次の機会に関連すると思われるファイ

ルを調査はいたしましたけれども､ 密約の存在を示す

文書は見付かっておりません｡ こういうようなことを

踏まえまして､ 本件情報公開請求に対する不存在によ

る不開示決定は情報公開法に基づきまして適切に判断

をして行ったものでございます｡

○徳永久志君 それならば､ そういう指摘をされた密

約と称する内部文書があるかもしれないということで､

取りあえずは一生懸命捜してみたんだけれどもなかっ

たんだという理解でいいんですか｡

○政府参考人 (梅本和義君) これは､ これまで累次の

機会にいろいろな御指摘もございましたので､ 念のた

め関連すると思われるファイルを調査をしたというこ

とでございますが､ 密約の存在を示す文書は見付かっ

ておらないと､ こういうことでございます｡

○徳永久志君 それでは､ 配付資料､ お手元にお配り

しました資料の一を御覧ください｡

平成12年５月29日付け朝日新聞の記事であります｡

朝日新聞と琉球大学の教授の方が密約を裏付ける米国

の公文書のつづりを入手したと報じています｡ また､

一枚おめくりいただきまして､ 配付資料の二でありま

す｡ 平成14年６月28日毎日新聞の記事でありますが､

日米間の密約と明記した米国政府の公文書を毎日新聞

がアメリカ国立公文書館で入手したと報じているわけ

であります｡

このようにマスコミとか民間の手によって一方の当

事者であるアメリカの公文書でこの密約の事実が明ら

かになっていることについて､ 外務省はどのように考

えておられるのでしょうか｡

○政府参考人 (梅本和義君) これも累次にわたり御答

弁を申し上げているところでございますけれども､ 米

側文書という御指摘の文書につきましては､ 外務省と

してその性格を承知しておりませんので､ 内容につき

コメントする立場にはないということでございます｡

ただ､ いずれにせよ､ これはもう何十年にわたり外

務大臣等が答弁をしておりますけれども､ 沖縄返還に

際する支払に関する日米間の合意というのは返還協定

がすべてでございまして､ 密約は一切存在しておらな

いと､ こういうことでございます｡

○徳永久志君 従来の答弁を繰り返しておられるわけ

なんですけれども､ この件に関して情報公開訴訟が起

こされています｡

東京地裁は今年の６月16日､ 文書を保有していない

と主張する国に対し､ その理由を合理的に説明する必

要があると指摘をしています｡ さらに同地裁の裁判長

は､ 米国側に密約を裏付ける文書があるのだから日本

側にも同様の文書があるはずだとする原告側の主張は

十分に理解できるとして､ もし密約そのものが存在し

ないというのであれば､ アメリカの公文書をどう理解

するべきなのかについて国側が説明をすることを希望

すると述べています｡

私も全くもって同感でありますけれども､ この東京

地裁の指摘について外務省はどのようにとらえていま

すか｡

○政府参考人 (梅本和義君) 本件についてはまだ訴訟

が係属中でございますので､ 詳細について私ども､ 今

の時点でコメントをするという立場にはないというこ

とでございます｡

○徳永久志君 じゃ､ ちょっと別の角度から行きます｡

密約にかかわってもう一つです｡ 配付資料の三を御覧

ください｡

これは､ 1960年の日米安保条約改定に際して､ 核兵

器を積んだアメリカ軍の艦船や航空機の日本への立ち

寄りを黙認することを合意した核持込み密約について

であります｡

当時のライシャワー駐日大使は大平正芳外務大臣と

会談し､ 核を積んだ艦船と飛行機の立ち寄りは持込み

に当たらないとの解釈の確認を要求され､ 大平外務大

臣は密約の存在を初めて知って､ 了承したとされてい

ます｡ こうした経緯や解釈は日本語の内部文書に明記

され､ 外務省の部局で管理をされてきたといいます｡

これらのことは４人の外務次官経験者が共同通信に明

らかにしています｡

この次官に引き継がれてきたという内部文書は存在

するんでしょうか｡

○政府参考人 (梅本和義君) この点につきましても､

従来から申し上げておりますとおり､ 御指摘のような

密約というのは存在をいたしません｡ この点について
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は､ 歴代の総理大臣及び外務大臣がそのような密約の

存在を明確に否定しているところでございます｡ した

がって､ また密約というものについての､ 密約だとい

うような文書も存在をしておりませんと､ これもあと

累次御答弁をしているところでございます｡

○徳永久志君 先ほどの沖縄返還にかかわる密約のあ

れにつきましては､ 外務省はそういう指摘があったの

で取りあえず行政ファイル等は捜してみたんだという

お話でございました｡

今回､ この配付資料で配らせていただきました東京

新聞の記事によりますと､ もう４人の外務次官の方が

証言をされているわけであります｡ この部分について､

あるいは外務大臣についてもそれぞれお示しをしてい

るんだということでありますし､ その四人の外務次官

の方々はこの内部文書をそれぞれ引き継いでいったと

いう表現までされているわけですね｡

ですから､ 沖縄返還のときの密約についてはそうやっ

て捜索をされたわけですから､ こうした外務次官の方々

に対してしっかりと事情を聴かれたというような経緯

も当然あるわけですよね｡

○政府参考人 (梅本和義君) これはほかの委員会でも

御答弁を申し上げているところでございますけれども､

そのような密約はないということでございまして､ こ

れは歴代の総理大臣､ 外務大臣が密約の存在を明確に

否定する答弁をしているところでございます｡

したがいまして､ 改めて関係者に対して事実関係を

確認することは考えておりません｡

○徳永久志君 どうも納得いきませんが､ ちょっと､

時間があります､ 先に進みます｡

密約がなかったということでその立場を崩されない

わけでありますけれども､ あたかもジグソーパズルの

空白部分を埋めるようにしていくと､ どうしても公開

情報とかあるいはその事実関係等々､ 証言等たどって

いくと､ 密約というピースを埋め込まないと全体像が

はっきりとしないというような状況に今あるんだろう

というふうに思うんですね｡

今ほど挙げました二つの事例というのは､ 既にもう

30年以上も経過をしているわけでありますし､ そして

一方の当事者であるアメリカ側からは密約の存在を証

明をする公文書が次々と明らかになっているわけです｡

しかも､ 外務省の次官を含めて交渉担当者の方々の証

言も次々と出てまいりました｡ もう公に認めて､ そう

いう文書なんかを公開をするということを考える時期

に来ているんではないんでしょうかね｡

当時の状況はまさに米ソ冷戦の真っ最中ということ

も分かっていますし､ しかも国会の状況や核､ 沖縄と

いった問題については大変緊迫した状況にあったとい

うことも理解をしています｡ 内閣委員会ですから外交

論には踏み込みませんけれども､ 日米の合意事項の中

には密約にせざるを得ない事情もあったということも

理解をいたします｡ 現在進行形の外交案件まで公表し

ろということは言っていません｡ 繰り返しますけれど

も､ 30年以上も経過をして､ そして当事者の一方がも

う既に公表をして認めているにもかかわらず､ ないと

言い切る外務省の姿勢に私は若干の違和感を感じるん

ですね｡

外交交渉に当たる政治家や外交官が電話のやり取り

に至るまできちんと記録に残して次の世代に引き継い

でいく｡ もちろん20年とか30年という時間を空ける必

要もあるのかもしれません｡ これはやっぱりすべて主

権者たる国民へという考え方を徹底していけば当然こ

のような姿勢になるんだろうと思うんですけれども､

我が国外務省はそれをやっていただかないわけであり

ます｡ そして､ 得々と､ おれ一人が墓場まで持ってい

くんだという何か一種のヒロイズムに陶酔をされてい

るのではないかなというふうに思うわけなんですね｡

やはりもうそろそろそういう事実というのを今申し上

げた感じで理解をいただいて､ 公にしていくという作

業を検討されてはいかがですか､ 外務省｡

○政府参考人 (梅本和義君) まず､ これは例えば昭和

56年にも当時の鈴木総理が御答弁されておりますけれ

ども､ このライシャワーさんと大平さんの話を先ほど

御指摘になりましたけれども､ 大平さんはそういうこ

とを言っておらない､ 外務事務当局も一切承知しない､

記録もない､ こういうことでございますと､ こういう

ふうに申し上げているわけでございます｡

したがいまして､ 私ども､ 何かそのような文書を引

き継いでいるとかそういうことは一切ございませんの

で､ 今の御指摘はございましたけれども､ 従来の答弁

のとおりということでございます｡

○徳永久志君 外務大臣のどなたかが否定をされてい

るということですけれども､ 一方で肯定をされている

方も次々と出ているわけなんですね｡ ですから､ この

辺りをやっぱりもう少し謙虚に､ 真摯に取り組んでい

ただきたいなと｡ また､ 追って私の方も取り上げさせ

ていただきますが｡
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この関連でちょっと外務省に併せてお聞きしますが､

本法案の第16条によれば､ 外務省から国立公文書館等

に移管され特定公文書として保存されているものは､

第１項第１号ハの規定､ 国の安全が害されるおそれ､

他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそ

れ､ 他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るお

それがある場合には外務大臣は非公開にするべく意見

を出すことができるとなっているんですけれども､ こ

の私が今挙げた二つの密約というのは､ この国の安全

を害するおそれも､ 今公表してもないわけです｡

他国との信頼関係が損なわれるわけもない｡ それか

ら､ 国際機関との交渉上不利益になるわけでもないと

いうことですから､ これ､ あれば当然この三つには該

当しませんよね｡

○政府参考人 (梅本和義君) 累次申し上げているとお

り､ この密約というものについて文書はございません

ので､ そのない文書についてちょっと今のような御質

問についてお答えするということはできないというこ

とでございます｡

○徳永久志君 もうこれ以上やると水掛け論でござい

ますので､ ちょっと次の話題に移りますけれども､ こ

れ改めましてまた時間を取って取り上げさせていただ

きたいと思います｡

ちょっと外務省に関連して､ 外務省が作成する行政

文書も当然ながら対象となるわけですけれども､ 他省

庁は国立公文書館へ移管されるわけですけれども､ 外

務省の場合は更に省内に外交史料館がありますよね｡

この辺りはどのような仕分を今考えておられるんでしょ

う｡

○政府参考人 (梅本和義君) 外務省では､ 歴史的文書

と分類された文書はすべて外交史料館に移管されてお

りまして､ 国立公文書館には移管をされておりません｡

これは､ 平成13年３月30日の閣議決定､ ｢歴史資料と

して重要な公文書等の適切な保存のために必要な措置

について｣､ ここにおきまして､ 歴史的公文書等の移管

を受けて保存し､ 及び利用に供する機関として適当な

ものが置かれる行政機関においては､ 当該機関に当該

公文書等を移管することとするというふうにされてお

りまして､ この閣議決定の実施についての各府省庁官

房長等申合せにおきまして､ 外務省の外交史料館はそ

のような機関だということになっているわけでござい

ます｡

したがいまして､ 外務省では歴史的文書と分類され

た文書はすべて外交史料館に移管をすると､ こういう

ことになっているわけでございます｡

○徳永久志君 すべて外交史料館に行くということで

ありますけれども､ よく､ 衆議院の議論の段階でもあ

りました｡ 国立公文書館のスタッフは非常に貧弱であっ

て､ これを拡充する必要があるんだということがさん

ざん言われております｡ この点については恐らく多く

の人が同意をすることであって､ かつ､ この国立公文

書館というのは独立行政法人でありますから､ スタッ

フを拡充するんだということについてはまあまあその

気になればできるのかなと｡

ただ､ 外交史料館についてはこれ外務省の一部局で

ありますから､ 行政改革の例えば総人件費の削減の対

象となるわけですね｡ したがって､ 今の現状で､ 外交

史料館でしっかりとそういった外交文書を保存をして

いくという体制面については十分なんでしょうか｡ あ

るいは､ これを拡充をするといっても今の縛りが入っ

てしまってそう簡単にはいかないのではないかなとい

う思いもするんですけれども､ いかがでしょうか｡

○政府参考人 (梅本和義君) お答え申し上げます｡

私どもも外交史料館が完璧であるというふうに申し

上げるつもりはございません｡ ただ､ 外交史料館はそ

れなりに実績もございますし､ これまで外交史料をき

ちんと保存してきているわけでございまして､ 確かに

全体としての行政の簡素化､ 効率化という中でこのよ

うな組織をどういうふうに維持していくのかというの

は課題であるというふうに考えておりますけれども､

現時点で何かここに移管することに問題があるという

ふうには考えておりません｡

○徳永久志君 本法案は究極の行政改革と言われてい

ます｡ やはり全省庁が一丸となって取り組まないとい

けないにもかかわらず､ 私は､ この外務省外交史料館

がもしかしたらこの改革から取り残されるのではない

かなと｡ あるいは､ 宮内庁書陵部も同様ですよね｡ そ

う思うと､ ここは政府として外務省外交史料館あるい

は宮内庁書陵部といったものを国立公文書館のもう分

館にしてしまってもいいのではないかなという思いも

するわけなんですけれども､ これ通告していませんが､

小渕大臣､ 御見解を賜ればと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

この法案におきまして､ 第２条第３項におきまして

国立公文書館等というのがございます｡ この等と申し

ますのは国立公文書館類似施設を想定しておりまして､
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宮内庁書陵部あるいは外務省の外交史料館も､ 政令で

認められればこの類似施設となるわけでございます｡

ただ､ その場合にあっても､ 管理あるいは公開のルー

ルについては統一的に本法案の規定が適用されること

になりますので､ そういう意味では一体的な管理､ 保

存ができるものというふうに考えております｡ (発言す

る者あり)

○徳永久志君 そうですね､ 今おっしゃったように､

それでは一体的に分館として管理をしていただくのが

一番いいのではないかなというふうに思うわけなんで

すね｡

本法案が施行されてから５年後に見直しをするとい

うことでありますので､ 是非これも課題として挙げて

いただく必要があるんだろうということを指摘させて

いただきたいと思います｡

次に､ 特定歴史公文書の扱いについて､ 先ほどの密

約から含めて､ 流れでありますけれども､ 本法案では､

国立公文書館等に移管された文書のうち､ 先ほど言い

ました外交安全保障と個人情報､ そして公安関係の文

書については移管元の行政機関の長が非公開にするべ

きとの意見書を提出することができて､ 国立公文書館

等はそれを参酌しなければならないとなっています｡

また､ 非公開を公開へと変更する場合にも移管元に通

知して意見書を提出する機会を与えなければならない

としていますけれども､ まずこの理解でよろしいでしょ

うか｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

先生御指摘のとおりでございます｡

○徳永久志君 すると､ 国立公文書館等の等には外交

史料館も含まれるんだということでありますので､ こ

の等が行う参酌という日常聞かない言葉なんですけれ

ども､ 具体的にどのような行為になるのかということ

ですね｡

つまり､ 移管元の大臣などから非公開にするべきだ

と意見書が出れば､ もうそのまま自動的に受け入れて

非公開としなければならないのか､ あるいは国立公文

書館等側が意見書に対して独自の判断もできるのだと

いう理解をしてもいいのか､ その辺りについてちょっ

と伺いたいと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

本法案第16条第２項におけます参酌と申しますのは､

移管元機関の意見を踏まえつつ､ 最終的には国立公文

書館等の長が判断するということを意味しております｡

具体的には､ 移管の際に付された意見を参考にいたし

まして国立公文書館等の長が判断すると､ こういう仕

組みになっております｡

○徳永久志君 今の､ よく分かりました｡

それでは､ この参酌という行為ですね､ これどのよ

うな手続で進めるのかということも一つ問題だろうと

思うんですね｡ その統一的な手順を定めてしまうのか､

あるいは国立公文書館､ 外務省あるいは宮内庁といっ

た形で個々それぞれに任せてしまうのか､ その辺の統

一ルールを制定云々についてはいかがでしょうか｡

○政府参考人 (山崎日出男君) 公文書の保存あるいは

公開につきましては､ 各省庁共通のルールに服してい

ただくというのが基本でございますので､ それは共通

のルールに基づいて行うというふうにしていきたいと

考えております｡

○徳永久志君 ありがとうございます｡

意見書の参酌によって公開､ 非公開が決まってくる

わけですね｡ ですから､ これは少なくとも､ 例えば今

し方ずっと取り上げてきました外務省の庁内の恣意的

な部分とか､ あるいは省内の力関係で決まらない仕組

みをつくっていかないといけないんだろうと思うんで

すね｡ 外務大臣が外交史料館の館長に対して非公開に

せよという意見書を出して､ なかなかこれ､ 外交史料

館の館長が､ 部下でありますから､ いや､ それはとい

うことはなかなか言いづらい雰囲気がなきにしもあら

ずなんだろうというふうに思いますね｡

ですから､ この辺り､ もっと透明性､ 客観性をしっ

かりと担保できる仕組みをここにつくっておく必要が

あるんだろうと思います｡ 例えば､ 外部の有識者から

成る第三者機関のようなものをつくって､ そこで諮問

をして検討をしていくという､ こういう手続の透明化

というのを図っていく必要があるのではないかと思う

わけなんですが､ この辺りいかがでしょうか｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

文書の作成､ 保存､ 移管､ 公開と､ 我々は公文書の

ライフサイクルと言っておりますけれども､ それは共

通のルールに基づいてやるというのが基本原則でござ

いますので､ この公開につきましても基本原則を定め

ていきたいというふうに考えております｡

○徳永久志君 だから､ その基本原則の中に､ 今私が

先ほど御提案した事柄についてはいかがですかとお聞

きしております｡

○政府参考人 (山崎日出男君) 先ほど申しましたルー
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ルを策定するときには公文書管理委員会にお諮りして

定めるということになりますので､ 委員御指摘の手続

につきましても､ そのような方向で検討してまいりた

いと考えております｡

○徳永久志君 それではそのように､ 是非恣意的な部

分で決まったというふうなことが後ろ指さされないよ

うに､ 形をしっかり整えていただくことを希望したい

と思います｡

次に､ その同じ流れですが､ 行政文書の廃棄の部分

についてであります｡

本法案第８条において衆院で修正が加えられまして､

行政文書ファイルなどを廃棄しようとするときは､ あ

らかじめ内閣総理大臣との協議､ そして総理の同意が

必要とされることになりました｡

まず､ この廃棄に当たって総理との協議､ 同意が必

要であるという条項を新たに設けられたことの意味合

いについて､ 提案者に伺いたいと存じます｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 公文書の保存期間満了し

た場合には､ あらかじめ設定したところに従って公文

書館等に移管又は廃棄をするということになっている

わけでありますが､ 公文書の重要性にかんがみ､ 恣意

的な特に廃棄がなされてしまいますと取り返しの付か

ないことになります｡

過去にも､ 先ほど来議論のございましたとおり､ 誤

廃棄等の事例が生じたことなどにかんがみたときには､

最終的な廃棄の段階では､ 各行政機関の長だけにゆだ

ねるのではなくて､ 行政権を有する内閣全体としての

責任として内閣総理大臣が強い政治的なリーダーシッ

プの下で最終的に判断をすると､ こういう形で恣意的

な廃棄や誤廃棄などを抑止しようと｡ そして､ もし万

が一そういったことがあった場合には､ これ内閣総理

大臣が､ まあ事実上は実態は内閣総理大臣の下の行政

各部が行うことになるかと思いますが､ しかし内閣総

理大臣の名前で行うわけですから､ おかしなことがあっ

たら政治的な大きな責任になるというブレーキといい

ますか､ そういったものを付けた上でこの廃棄につい

てはおかしなことがないようにということをさせよう

と､ こういう趣旨でございます｡

○徳永久志君 ありがとうございました｡

それでは､ お手元配付資料の五を御覧をいただきた

いと思います｡ これは､ 2004年12月に NPO 法人情報

公開クリアリングハウスが発表した各行政機関の文書

廃棄量調査結果であります｡ この調査は､ 行政文書が

廃棄される際に民間業者にその処理を委託しているこ

とに着目をし､ その契約と支出に関する資料を情報公

開請求してその実態を調査したものであります｡ 資料

には省庁ごとに年度別に廃棄重量を記しています｡

ここで特徴的なことは､ 2000年度あるいは2001年度

に､ 大体平均すると前の年に比べて倍以上の文書が廃

棄をされている｡ 特に①の農林水産省に関しては､ 1999

年度から2000年度にかけて20倍もの文書が廃棄をされ

ているわけなんですね｡ なぜこういうことになってい

るんだろうということですけれども､ 実は情報公開法

が1999年５月に成立をし､ 2001年４月に施行をされる

ということであります｡ これに密接に関連をしている

と言わざるを得ないわけなんですね｡ 情報公開法が2001

年４月から施行されると､ いろいろとややこしい文書

をいっぱい情報公開されたらたまらぬと､ だからこの

際捨ててしまえと､ ざっくばらんに言うと｡ こういう

メンタリティーになってしまったんじゃないかと｡ じゃ

ないと､ この2000年､ 2001年にこれだけ前の年に比べ

て倍の量の行政文書が廃棄されるということは､ 合理

的説明が付かないわけなんですね｡

まず､ これ､ こういう状況をしっかりと出させてい

ただいたわけなんですけれども､ この事案について､

小渕大臣､ どのような感想を持たれますか｡ 感想です

からちょっと｡

○国務大臣 (小渕優子君) 確かに､ この数字を見ます

と大変多くの廃棄がなされているというふうに感じま

す｡ しかし､ この廃棄文書は新聞や雑誌などの一般の

ごみというものも含むということでもありますし､ あ

るいはこの平成12年から13年というのは省庁の再編が

行われたということでありますので､ それを機に多く

の物を捨てたということもあるのではないかと思いま

すので､ これがそのまま不適切な廃棄が行われたと言

い難いこともあるのではないかというふうに思ってお

ります｡

いずれにしましても､ この法案が成立しましたらこ

うした不適切な廃棄というものが絶対にないようにし

てまいりたいと考えております｡

○徳永久志君 もちろん新聞とか雑誌のたぐいも入っ

ていますし､ 逆に､ 省庁再編で庁舎を替わるからとい

うので､ そこで､ 何か民間の御家庭のお引っ越しじゃ

ないんですから､ 引っ越しのときに余計なやつは全部

捨ててしまえという形で捨てられても､ これ行政文書

の適切な管理にはならないわけですよね｡
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ですから､ そういうことでもないんだろうと思いま

すけれども､ やはり､ 最後の方で大臣おっしゃってい

ただきましたけれども､ 今回のこの文書管理の法案が

施行をされるときに､ またぞろ､ 歴史は繰り返すじゃ

ありませんけれども､ 組織防衛の論理が働いてどっと

大量廃棄をされるということがないよう､ 是非これは

政府全体で目を光らせていただきたいなということを

申し上げておきたいというふうに思います｡

そこで､ 先ほどの総理の同意と協議を必要とすると

いう部分についてでありますけれども､ ちょっと確認

をさせていただきたいんですけれども､ 内閣総理大臣

は政治家でありますから､ 当然のごとく党派性を帯び

るわけであります｡ 例えば､ 政権交代が成った場合､

Ａ党からＢ党へと政権が移りますと､ Ｂ党の党首が国

会で首班指名を受ける前に､ 時のＡ党党首の総理が同

意に基づいて保存期間が満了した文書を大量に廃棄し

てしまうという事態も一応頭の体操の中では想定をさ

れるわけですけれども､ この辺りについては提案者は

どのようにお考えでしょうか｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) まず､ 廃棄あるいは管理

について､ この法律そして政令､ あるいはこれまた内

閣総理大臣の一元的な同意に基づいてでありますが､

各省庁ごとの規則ということでルールが決まっており

ます｡ そのルールに基づいて各行政機関の長は廃棄等

を､ 特に廃棄について総理大臣の同意を求めるという

ことになりますので､ まずそこでワンクッション入る

だろうと｡ その上で､ 内閣総理大臣が恣意的にもっと

捨てちゃえみたいな話が万が一でもあれば､ それこそ

まさにいわゆる政治責任の問題になると｡

ここまで言っていいのかどうか分かりませんが､ 行

政のどこかの部局が知らないうちに勝手に捨ててしまっ

たということですと､ 個別の責任者の責任を問うこと

というのはなかなか今の行政システムでは難しいです

が､ まさに内閣総理大臣が最終的に判断しているとい

うことになれば､ 明確にその政治責任が問われるとい

うことになるという意味で､ 適正な管理がなされると

いう方向に向かうんだと思っております｡

○徳永久志君 最終的には内閣総理大臣の政治責任を

問うんだという部分だというふうに思います｡ やはり､

文書の移管か廃棄かの判断を行政機関の長にゆだねて

しまうというのは､ 制度的あるいは状況的な変化によっ

て極めて恣意的になってしまって危険性があるという

ことでありますから､ この修正が行われることは非常

に喜ばしいというふうに思います｡

それでは､ もう時間がありませんので､ 最後に､ 本

法案は公布の日から２年以内に施行とありますけれど

も､ 今後の具体的な実施に向けてのスケジュールをお

示しいただきたいと存じます｡

○副大臣 (増原義剛君) 本法案公布後は､ 政府におい

て２年以内の施行､ これに向けて必要な政省令､ ガイ

ドラインを作っていくことになります｡ そういう意味

で､ 公文書等の適正な管理の実現に向けたスタートラ

インであります｡ 本法案が公布された後も更に気を引

き締めて､ 政府一丸となって公文書管理に取り組んで

いくということでございます｡

先ほど先生御指摘のありましたようなことは決して

あってはならないわけでありますので､ そういうこと

も含めてしっかりやってまいりたいと思っております｡

○徳永久志君 以上で質問を終わります｡ ありがとう

ございました｡

○松井孝治君 おはようございます｡

同僚議員の徳永議員の質問に引き続いて､ 私の方か

ら残余の項目について質問をさせていただきます｡

小渕大臣､ そして修正案提案者のお二方にも今日御

出席いただいておりますが､ 修正協議もまとまりまし

て､ 大変各会派がそれぞれの主張を闘わせながら最終

的には合意をいただいたということについて､ 改めて

敬意を表しておきたいと思います｡

最初に､ この公文書管理法の趣旨についてちょっと

確認をしておきたいんですが､ 先ほど徳永議員の方か

らお話がありましたが､ 私ども､ これはやはり広い意

味での行政改革の一環だと考えておりまして､ 民主党

は昨年､ 民主党の次の内閣の中で霞が関改革について

の文書をまとめさせていただいておりますが､ その中

で､ 政官接触を含めた協議過程の文書管理等の適正化

と情報公開という項目がありまして､ その中で､ 政策

立案過程における各種協議についての文書の記録､ 保

存､ 管理体制を適正化するとともに適切な情報公開を

推進する､ そして､ 個別行政決定・執行に関する各種

協議について文書の記録､ 保存､ 管理体制を適正化す

るとともに情報公開を徹底するという項目について民

主党として意思決定をさせていただいております｡

これが実は国家公務員制度改革基本法の中に反映を

されておりまして､ 国家公務員制度改革基本法､ これ

修正協議された後の文言の中に､ 第５条の中に､ ｢政府
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は､ 政官関係の透明化を含め､ 政策の立案､ 決定及び

実施の各段階における国家公務員としての責任の所在

をより明確なものとし､ 国民の的確な理解と批判の下

にある公正で民主的な行政の推進に資するため､ 次に

掲げる措置を講ずるものとする｡｣ ということで､ その

後に２号の条文がありまして､ １号が､ ｢職員が国会議

員と接触した場合における当該接触に関する記録の作

成､ 保存その他の管理をし､ 及びその情報を適切に公

開するために必要な措置を講ずるものとすること｡ こ

の場合において､ 当該接触が個別の事務又は事業の決

定又は執行に係るものであるときは､ 当該接触に関す

る記録の適正な管理及びその情報の公開の徹底に特に

留意するものとすること｡｣｡

２号として､ ｢前号の措置のほか､ 各般の行政過程に

係る記録の作成､ 保存その他の管理が適切に行われる

ようにするための措置その他の措置を講ずるものとす

ること｡｣ ということが国家公務員制度改革基本法の中

に明確に位置付けられておりまして､ 小渕大臣に､ こ

れは通告外でありますが､ 当然の基本的な認識だと思

いますので､ こういう国家公務員制度改革基本法の今

申し上げた条文､ これも念頭に置いて文書管理を適切

にするということで今回閣議決定をされたものである

のかどうか､ それから､ 修正案提案者である枝野議員

にお伺いいたしますが､ 今の国家公務員制度改革基本

法の規定の理念を引き継いで今回の修正協議に当たら

れたのかどうか､ その点､ 大臣と提案者に確認してお

きたいと思います｡

○国務大臣 (小渕優子君) 委員が御指摘のように､ 今

回のこの法律案が行政改革の一つであるという認識は

私も同じように持ち合わせておりますし､ 今委員から

御説明がありましたとおり､ そうした点も十分に踏ま

えつつ公文書管理というものが行われていかなければ

ならないと考えております｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 今､ 松井委員から御指摘

のありました認識､ 全く共通でございまして､ 引き継

いでというか､ 共通の認識に基づいて公務員制度につ

いてはそういった書かれ方になったのであろうと､ そ

して文書管理そのものの規定については今回こういっ

た形になったと､ こういうことだろうというふうに思っ

ております｡

○松井孝治君 ありがとうございます｡

大臣､ 御答弁のときは本当に御着席のままでも結構

ですので､ 委員長の御配慮ですから､ 是非､ 御着席で

も結構ですので｡

それで､ じゃ､ 具体的な条文に即して質問をさせて

いただきたいと思いますが､ 文書主義を徹底するとい

うことについては､ 元々､ 政府の有識者懇談会､ 尾崎

護さんが座長を務めておられたと思うんですが､ そこ

でもやはり文書主義というものをもっと徹底しなけれ

ばいけないという理念を提起されていたと思います｡

今回､ 法案､ 我々も政党としては修正合意をいたし

ましたが､ 非常に大事な点は､ 文書主義といったとき

に､ どこまでのものを文書で残すかというのは､ これ

は行政実務を担当されている方々からいうと非常に難

しいですね｡ 先ほど政官接触の部分がありましたけれ

ども､ じゃ､ 問い合わせのような電話が政治家から掛

かってきたら全部文書に残すのかというようなことも

なかなか難しい部分はあるのは事実です｡

それから､ 役所の中でいろんなブレーンストーミン

グと称する議論をしているときに､ その議論を全部速

記録取って残すなんということをしても､ 逆にこれは

非効率な行政を招くという部分は私は率直に言えば存

在すると思います｡

そこで､ やはり難しいのが､ この文書の例えば定義｡

条文を見ますと､ 文書の定義というのが２条にありま

して､ これは文書だけじゃなくて定義の条項でありま

すが､ そこで一つの代表事例である行政文書という規

定を見ますと､ ｢｢行政文書｣ とは､ 行政機関の職員が

職務上作成し､ 又は取得した文書｣､ 括弧､ 括弧は除き

まして､ その文書 ｢であって､ 当該行政機関の職員が

組織的に用いるものとして､ 当該行政機関が保有して

いるものをいう｡｣ というふうに規定されているわけで

あります｡

そして､ 第４条のところは修正で大幅に変わって､

具体的にその文書の内容というものについて､ どうい

うものについて文書を作成しなければならないのかと

いうことが例示が置かれております｡

ここのところが非常に大事でありまして､ まず最初

に枝野修正案提案者にお伺いしたいんですが､ 民主党

は当初､ この文書の定義の２条の中で､ ｢行政機関の職

員が職務上作成し､ 又は取得した文書であって､｣､ そ

の後の ｢当該行政機関の職員が組織的に用いるものと

して､ 当該行政機関が保有しているものをいう｡｣､ こ

の ｢組織的に用いるものとして､｣ というところについ

てたしか削除を求めておられたというふうに思うわけ

であります｡
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最終的にこれは残っているわけでありますが､ ここ

の ｢組織的に用いるもの｣ ということが余りにも強い

限定が掛かっていて､ いや､ これは組織としての文書

じゃないんだというふうにどんどんどんどんそこが抜

けていきますと､ 全部､ これは個人的なメモランダム

であります､ 最終的に組織決定している文書は閣議決

定した公式の文書だけでありますということになると､

これは先ほどの私が申し上げたような行政改革の方か

ら出てきたような基本的な政策決定過程を残しておく

ということに反すると思うんですが､ ｢組織的に用いる

もの｣ という文言が最終的に残っていることについて､

これをどういうふうに解釈をして､ あるいは修正案提

案者､ 今日､ 上川議員もお見えでございますが､ 修正

案提案者間でもいろいろ議論があったと思うんですが､

その点､ この ｢組織的に用いるものとして､｣ というの

はどういう趣旨で文言として政府案が残っているのか､

御答弁いただきたいと思います｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 御指摘のとおり､ 修正協

議におきまして民主党は､ この ｢組織的に用いるもの｣

を削除すべきではないかということを強く主張をいた

しました｡

これは､ 元々この文言自体がいわゆる行政情報公開

法と同じ文章が来ているということで､ 行政情報公開

法の作成時点から我が党はこういった文言は要らない

ということを申し上げてきた経緯もありましたし､ 百

歩譲って行政情報公開法についてはこういう規定があっ

たとしても､ こちらは行政が保有する文書についての

管理でございますので､ 例えば典型的な行政機関の職

員が組織的に用いるものでない文書､ 例えばいわゆる

本人のメモ帳みたいなところに何か書きましたと｡ こ

れは､ 職務上のことについてそこにメモが書かれてい

たとしても､ 個人のメモ帳を公文書として管理しろと

いうことにはならないでしょうし､ 情報公開の対象に

しろということは基本的には原則としてならないだろ

うというようなことになるわけですが､ これはそもそ

も行政が保有している文書ではないだろうということ

になりますから､ そもそもこの規定がなくても問題は

ないということで主張いたしました｡

ただ､ 最終的には､ 特に情報公開法との関係につい

て､ こちらを動かすと情報公開法も動かさなきゃなら

ないのではないか等ということまで踏み込みますと､

なかなか修正協議が更に時間が掛かり､ 広範になって

合意できるかどうかということもありましたので､ そ

こについてはやむを得ないという判断をいたしました｡

一方で､ 御指摘もございましたが､ ４条についての

修正の協議において､ 作成しなければならない文書の

範囲について明確化をすることができました｡ つまり､

行政機関における経緯も含めた意思決定に至る過程並

びに当該行政機関の事務及び事業の実績を合理的に跡

付け､ 又は検証することができるような文書を作成し

なければならないということになっているわけであり

まして､ 当然のことながら､ 一方で作成義務が課せら

れている文書は組織的に用いる文書であるということ

に含まれるということは当然だろうというふうに思い

ますので､ この４条の修正と併せて読むならば､ 委員

が危惧をされて御指摘をされましたようなことにはな

らない､ つまり必要な文書は作成され､ そして本法律

での保存､ 保管､ 管理の対象になる行政文書に入ると

いうふうに理解をいたしております｡

○松井孝治君 ありがとうございます｡

それでは､ ちょっと政府参考人に､ 細かい点でもあ

りますので､ いったん答弁を求めたいと思うんですが､

今､ 枝野修正案提案者の方からお話がありました｡ ４

条には文書作成義務を負う文書の例示が５号にわたっ

て記されています｡ そこについて､ そうしますと､ 解

釈として､ 第２条は確かに､ 私が先ほど申し上げまし

たように､ ｢当該行政機関の職員が組織的に用いるもの

として､ 当該行政機関が保有しているものをいう｡｣ と｡

したがって､ この文言の解釈でいいますと､ 例えば

課長レベル､ 局長レベルで､ ある政策の原案が作られ

たと｡ それを例えば事務次官あるいは副大臣あるいは

大臣のところで､ いやこれでは駄目だということで修

正が行われた｡ 修正が行われる前の､ まあ古いバージョ

ンですね､ 組織の中で途中段階の議論というようなも

のは､ 例えば､ ｢当該行政機関の職員が組織的に用いる

ものとして､ 当該行政機関が保有しているもの｣ では

ないんじゃないかという議論が､ この２条だけ読むと

そういう議論があり得るわけでありますが､ しかし､

今､ 枝野修正案提案者がおっしゃったように､ ４条の

趣旨まで含めていくと､ ｢組織的に用いるものとして､

当該行政機関が保有しているもの｣ の中には過去の経

緯あるいはいろんな選択肢､ そういったものが､ 行政

機関の内部で議論されていた記録のようなものも当然

のことながら､ 最終的な結論とは違っているものであっ

たとしても､ ｢組織的に用いるものとして､ 当該行政機

関が保有しているもの｣ というものに含まれ得るとい
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う解釈で私は間違いないと思うんですが､ 端的にそう

いう解釈でいいかどうか､ 中身は個々の事例に即して

議論しなければいけないと思いますが､ 概念的にはそ

ういう解釈でいいかどうか､ 御答弁いただきたいと思

います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

概念的には､ 先生御指摘のとおりでございます｡

○松井孝治君 ありがとうございます｡

そうすると､ ここは程度論がどんどん出てきますの

で､ 最終的には個別事例に即して議論しなければいけ

ないんですが､ 役所の中の議論でいうと､ 通常､ いき

なり事務次官なり局長が筆を執っていろんな文書を､

政策の企画文書なりいろんな調整案であり､ あるいは

対処方針案であり､ そういったものをいきなり次官､

局長が書くということは余りあり得ないです｡ 普通で

あれば､ 増原先生御存じのとおり､ 課長補佐なり､ 場

合によっては係長が起案をする､ それを当該責任課長

の下で議論をする｡ そして責任課長がある案を作って､

それを例えば局長のところに持っていく､ あるいは局

長の手前であれば部長であったり審議官であったりと

いうところを経て局長のところに持っていく｡ 局長の

ところでやはり基本的には決裁をする｡ そしてそれを

次官に上げる､ 大臣に上げる､ あるいはそのプロセス

においていろんな各省協議が存在するというような文

書の作り方をするのが普通であります｡ もちろん総理

の施政方針演説や所信表明演説みたいに､ そういうプ

ロセスを割愛してトップダウンでやるというものもあ

るでしょうけれども｡

こういう普通の行政文書の手続において､ じゃ､ ど

こまでの内部の文書を残すのか､ これは恐らく実務上

も非常に大きな課題になると思います､ この法律が成

立した後ですね｡

そこについて私は､ 常識的に､ ４条の各号に書いて

あるようなものについては､ これは非常に重要文書の

例示がなされていると思うんですね､ ４条の各号の規

定は｡ これは､ 与野党の政治的な判断でこういう各号

の文書が入った｡ それについては､ 少なくとも私は､

私の考え方でいうと､ やはり局長クラスとか責任課長

クラスがきちっと議論をした経緯のあるもの､ そこを

すっ飛ばしていきなり大臣の指示で紙が下りてきたも

のは､ これはもうしようがないですよ｡ だけれども､

少なくともボトムアップで上がってきたものについて

は､ 責任課長､ 責任局長のところでどういう文書が作

成されたのか､ そこの点についてはきちんと､ これは

何とか局長の下でどういう文書を作りましたという記

録は行われることが最低限必要じゃないかというふう

に考えるわけであります｡

個別事例はもちろん個別事例に即して判断しなけれ

ばいけませんけれども､ やっぱりこの法案を考えると

きの原理原則として､ その程度のことは私は確認して

おきたいと思うんですが､ まず政府参考人に御判断い

ただいて､ その後､ 副大臣から御答弁いただきたいと

思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

先生御指摘の課長あるいは局長が手を入れた文書な

どにつきましては､ 確かに､ 御指摘のとおり､ 最終的

なものではないにしても当該行政機関において一定の

責任を有する者が作成したと､ そういうしかるべき判

断を得た文書と考えられます｡ したがいまして､ 修正

案の趣旨に照らし合わせてみれば､ 適切な作成､ 保存

が必要な文書の類型に該当し得るものと考えておりま

す｡

○副大臣 (増原義剛君) ただいまの御意見でございま

すが､ 経緯がはっきり分かるようにする､ 大事なこと

だと私は思います｡

ただ､ 私の経験からしまして､ 私も大蔵省にいたと

きに､ 財政演説について､ これは衆議院の審議でも申

し上げたんですが､ やりますと､ それを草案を作る｡

ちょうど企画官という､ まあ昔でいう筆頭補佐ですよ

ね､ そこで各補佐なり係長にパーツをそれぞれお願い

しまして､ それを集めてきて私のところで一応一覧性

のあるものを案を作る｡ 案です､ あくまでも｡ それを

今度課長のところでしっかりやる｡ 相当赤鉛筆入りま

すね､ これも｡ これは松井委員御承知のとおりであり

ます｡ そして､ それをその次に今度は主計局の次長に

上げていく｡ その間に､ その辺りから今度は各省折衝､

これは閣議決定マターでありますので､ それもやって

いくということになります｡ そして､ 今度は､ そこで

クリアしたもの､ まあ局長のところではそんなに大き

く変わりませんけれども､ 上げていって､ もう局長に

上げるときには大体並行して大臣にも上げるんですね｡

ちょうど私のときは渡辺美智雄さんが大臣で､ ミッチー

節じゃありませんが､ 大変な赤鉛筆がだあっと入って

きましたね｡

経済は生き物であると､ 晴れる日もあれば雨の日も

ある､ 山もあれば谷もあると｡ まさにその年は大変な
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歳入欠陥になったので､ あれ入れておいて良かったろ

うと言われたのでありますが､ そういう経緯の変遷と

いうのをどこまで一体やるのか｡

いわゆる経済見通しでシンクタンクなどが､ 10社ぐ

らいがどの程度の将来の成長率の見通しを出している

か､ それをすぐ調べてくれ､ 一覧性のあるものを作る｡

ここら辺りはかなり客観的で､ 余り直る余地はないで

すね｡ ところが､ 先ほど申し上げたように､ 閣議決定

をする財政演説ということになりますと､ これは相当

ある程度権威があるものでないと､ 係長クラスあるい

は企画官クラスのものを経緯を示すものとして残すか

どうかというのはちょっとかなり疑問があるなと私は

個人的に思います｡

ただ､ 外交上なんかの交渉とか､ そういったものに

ついてはまた別の切り口があるんでしょうけれども､

ジャンルによってある程度分けていく必要があるんで

はないかなと私は思っております｡

○松井孝治君 珍しいパターンで､ 政府参考人の方が

はっきりした答弁をされました｡

今副大臣がおっしゃったことはそうなんですよ｡ で

すから､ 私が申し上げているのは､ 少なくとも責任課

長や局長のレベルのところの議論は残すべきじゃない

かと｡ それ以下のレベルの議論､ 今企画官ということ

をおっしゃいましたが､ これはいろいろ経緯がありま

す｡ その企画官レベルでも非常に大事なものもあるし､

逆に言えば､ 局長レベルでも非常に形式的なものもあ

るでしょう｡ だけれども､ しかしやっぱり､ 基本的に

今の役所の体制であれば責任局長があり責任課長がい

るわけですから､ そこのところでどういう議論であっ

たのか｡ これも大臣の意向においてもちろん大きく変

わることがあるわけです｡ それは場合によっては､ 時

の政権から見れば､ 大臣の意向と全く違う議論を課長

レベルではしていたということはあり得るわけで､ そ

れを直ちに情報公開するかどうかは別ですよ｡ それは､

中身の機微にわたるものについて､ 薬害肝炎問題につ

いて大臣の意向と例えば局長や課長の意向が全然違う､

それを課長レベルのものを出したら混乱するだけです

から｡

ただし､ それは､ 先ほど申し上げたような政策の立

案過程をきちんと透明に残す､ そしてそれを次の執務

参考資料にするという意味においては､ 少なくとも責

任課長レベルではこういう議論をしていたところを､

局長がそこはそうではなくてこういう議論をすべきだ

と言った､ あるいはそれに次官が手を入れた､ あるい

は副大臣が手を入れられた､ 大臣が手を入れられた､

指示をされた､ それはきちんと残してそして行政の記

録にしましょうと｡

それを公開できるかどうかは事柄にもよるでしょう｡

私はそういうことを申し上げているわけで､ 副大臣が

おっしゃっていることと別に矛盾するわけではないと

思います｡

少し具体的な話をさせていただきたいと思いますが､

例えば､ これ４条の各号に掲げている事務に応じて議

論をしていきたいわけでありますが､ 修正案提案者に

お伺いしなければいけませんが､ 例えば､ 法案を作る

ときに､ 今回の法案も行政機関の間で相当激しいやり

取りがあったんではないかと思うんですね｡ これは通

常､ 私が昔行政組織に在籍していたときの常識でいう

と､ 副大臣もおっしゃいましたけど､ 各省折衝みたい

なものはいきなり課長レベルでやりませんね｡ 課長補

佐レベルでやります｡ 原案を作って､ 例えば法案の原

案を､ この公文書管理法案だったら公文書管理法案の

原案を作ります｡ 各省にその原案を投げます｡ そうす

ると､ そのときの窓口は､ 大体課長補佐ぐらいが窓口

をやります｡ いきなり課長はやらないですね｡

しかしこれ､ 組織としてそういう原案を投げるとき

に､ 課長補佐が決裁権限を持って原案を投げるという

ことは普通あり得ないですね｡ 少なくとも責任課長あ

るいは局長ぐらいまでは上げて各省協議に付すると｡

そのときに､ しかし文書としては課長補佐が窓口になっ

て､ 例えば内閣府の課長補佐の方が財務省の課長補佐

クラスの人とあるいは警察庁の課長補佐クラスの方々

とやり取りをする｡ そのときに当然文書でやります｡

今は何か霞が関のWANとかを通じてやったり､ ある

いはそこにあるフォーラムに原案を張り付けて皆さん

が意見を言い合ったりとかするようですが､ 私が在籍

していたころは､ ファクスで投げて質問文が200問も300

問も来るというようなやり取りを役所の間ではしてお

るわけでありますね｡ 役所の間でいろんな法令協議と

称するもので何百問も質問をして､ 昔､ ロール時代の

ファクスのときはロール１本分ぐらい質問が来たとか

そんな話もあるわけでありますが､ それを徹夜で交渉

をする｡

ここ､ こういう役所間のやり取りというのは､ 少な

くともある役所の中で組織として原案を作って､ それ

を別の行政機関に協議をしているというこういうプロ
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セスですね｡ こういうプロセスは､ 僕は､ 局長とか課

長とかが窓口であるかどうかということはともかくと

して､ 各省間にわたる会議とか協議というものについ

ては､ もう少し丹念にその記録を残して､ お互いの役

所がどういう意見を述べ合ったのか､ これも大体文書

で行ったりすることも多いわけです､ もちろん対面折

衝もありますけれども｡ そういうものについてもやっ

ぱりしっかり残していかなければいけない､ こういう

ところこそ各省の利害の対立みたいなところが出るわ

けですから｡

というふうに思うわけでありますが､ この４条の規

定の中で､ 例えば４条の､ 今申し上げたようなものは

１号の法令ということでも読めますし､ 閣議決定文書

であるということでも読めますし､ あるいはそれ以外

の複数行政機関による申合せとかあるいは協議という

ようなことでも読めると思うんですが､ やはりそうい

う行政機関同士のやり取りについては､ より丹念に､

最初､ 政府参考人が御答弁いただいた課長クラス､ 局

長クラスのところは残すということだけでなくて､ やっ

ぱり課長補佐レベルでどういう協議をしていたのかと

いうようなことについてもその概要は残すようにすべ

きだと私は理解しておりますし､ そういう趣旨の修正

ではなかったかと思うんですが､ 枝野修正案提案者に

その点について伺います｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 御指摘のとおりでござい

まして､ 特に３号に ｢複数の行政機関による申合せ又

は他の行政機関若しくは地方公共団体に対して示す基

準の設定及びその経緯｣ というのを明記をいたしまし

たのは､ 省庁を超えていろいろなやり取りがなされる

ということはしっかりと記録に残しておかなければい

けないだろうと｡

しかも､ これは後の方でもしかすると御質問がある

かもしれませんが､ 今回の法律も､ 現在の憲法の解釈

と内閣法の下によれば､ 各行政機関は分担管理の原則

ということになっていて､ もちろん内閣は一体のはず

なんですけれども､ 基本的に行政は分担管理されてい

る各省庁ごとに縦の意思決定がなされていくという､

こういう今の行政システムの下では､ その分担管理し

ている行政機関を超えていろんなやり取りがなされる

ということについては､ 外から事後的に検証すること

が可能であるということにしないと､ その分担管理が､

プラスもマイナスもあります､ 俗に言われる縦割りの

弊害と言われるマイナスもありますけれども､ そのマ

イナスばかりが目立っていってしまう｡ もちろんプラ

スもあって効率性がその方がいいということがあるわ

けですが｡ その代わり､ 別々に分担管理しているんだ

から､ そこでのやり取りはちゃんと後に残ってもいい

ようなやり取りをちゃんとしなさいよということをや

ることによって一種のいい意味での緊張感が出るんだ

と｡

そういうことも含めて､ そういった枠組みの趣旨と

しても当然やるべきですし､ 今回の修正案の第3号を明

記をした趣旨から考えても､ 当然のことながら､ 省庁

間のやり取りについては､ それをされた役職がどこで

あるのかということではなくて､ 記録に残すべき合理

的に跡付ける内容であるというふうに思っております｡

○松井孝治君 もう今の枝野修正案提案者の御意見に

尽きると思うんですが､ 念のために確認をいたします

と､ 上川提案者､ 今の議論も恐らく最後の修正協議に

おける一つの大きな論点だったと思うんですが､ 基本

的には同じような考え方と理解してよろしいでしょう

か｡

○衆議院議員 (上川陽子君) 今回の修正協議の中でも､

２条に係る定義とそして文書の作成プロセスですね､

プロセスに係る第１番目の作成というところの２条と

４条の部分をどのように位置付けるのかというところ

で最後の調整をいたしました｡

｢組織的に用いるもの｣ に係るものでありますが､ 意

思形成過程が合理的に跡付けることができるという形

で､ 先ほどの御指摘がありましたけれども､ ５号の具

体的な項目を入れるということでありまして､ その目

的に照らして､ 案件の重要性と､ あるいはどのレベル

の方がかかわるのかということについても､ ケース・

バイ・ケースとはいえ､ 十分にそのことを含めて､ こ

の２条と４条を読み込むことによって現場の中のマニュ

アルというか運用上の基準も作られるというふうに想

定しておりますので､ まさにおっしゃったとおりでご

ざいます｡

○松井孝治君 ありがとうございます｡

枝野提案者に伺いたいんですが､ これも文書として､

さっき外交密約という話がありましたけれども､ 政府

機関の中で覚書ってよく作りますね｡ これは､ 次官級

とか局長級ということになりますと当然公印を使って

決裁をして押すわけでありますが､ 時々､ 課長級にな

りますと､ 私印を使って､ 最後は当事者間の合意でお

互いの当時の解釈を残そうなんていうことをやること
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もあります｡

こういう省庁間の覚書､ この覚書も場合によっては

存在する､ しないという議論が起こることがあります

が､ こういうものも基本的に､ 今は協議過程の概要は

残すということですから､ こういう覚書についてもき

ちんと残すという理解でよろしいかどうか､ 枝野提案

者の御意見を伺います｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 当然のことながら､ ４条

第３号の複数の行政機関による申合せに該当して､ 残

すべき対象であるというふうに認識をいたしておりま

す｡

○松井孝治君 次に､ この４条の第４号､ ちょっとこ

こだけ私､ 理解が十分にできていないんですが､ 職員

の人事に関する事項というものを文書で残さなければ

いけないと､ こう規定があるわけですが､ これは人事

ファイルのことなんでしょうか､ それとも､ それ以外

のものも何か具体的にあるんでしょうか｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) いわゆる人事記録､ 人事

ファイルは当然入ります｡ これは､ これにあえて書か

なくても当然残すものかなというふうに思いますが､

それに加えて､ 人事に関する事項ということで､ 行政

機関の職員が再就職をするに当たって行政機関が関与

をした場合はその経緯に関する記録､ つまり､ 俗に言

われる天下りのあっせん等がなされた場合には､ それ

に関する記録は当然職員の人事に関するということに

なりますので､ あっせん等があればそのことについて

記録を残すと､ こういう意味でございます｡

○松井孝治君 ここはなかなか微妙なところだと思う

んですね｡

退職管理の一環として､ 組織が外部に対して再就職

あっせんをするということはずっと行われてきたこと

でありまして､ それは恐らくそういうものを残すと｡

これも具体的にどこまで文書でどういうふうに経緯を

残すのかというのは､ ここら辺の話は余り恐らく紙で

残していないと思うんで､ それは紙で残せというのが

今回の立法趣旨であるということだと思うんですね｡

この点を一点確認させていただきたいのと､ それから

もう一点は､ 職員の再就職後の身柄については､ これ

は本来は民間人であって､ 例えば､ 過去にその当該行

政機関の職員であった者の処遇について､ これ世間で

はわたりと言われているものでありますが､ 行政機関

はもう関与をするのはやめようというような話は今政

府部内でも行われていると思うんですが､ 例えばこう

いうものについて何らかの関与があった場合に､ それ

は今回の文書に残すということをこの法案は義務とし

て国家公務員に課しているのかどうか｡ その一点目と

二点目についての提案者の見解を伺いたいと思います｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) まず第一点目の御指摘､

つまり組織としての管理の範囲として現に職員である

者の再就職についてあっせんをすることについては､

当然この５号で読み込むことができるというふうに認

識をいたしております｡

それから､ いわゆるわたりの問題でありますが､ こ

れは恐らく修正協議に合意をした政党によって､ わた

りがどれぐらいあるのかとかいうことについての認識､

理解がそれぞれ異なっているわけでありますが､ もし

も行政機関そのものが行政機関に籍を置いたことのあ

る者の､ 今民間人になっている者の再就職先について

何らかの関与をするという事実があるとすれば､ それ

は第５号の職員の人事に関する事項そのものには直接

当たらないかもしれませんが､ 第４号で個人又は法人

の権利義務の得喪及び経緯という規定もございます｡

この二つの条文を合わせて読み込み､ なおかつこれ

は限定列挙ではありませんので､ 次に掲げる事項その

他の事項について文書を作成しなければならないとなっ

ておりますので､ この二つの規定の趣旨にかんがみれ

ば､ もし､ いわゆるわたりについて行政機関が関与､

あっせんをすることがあれば､ そのことは文書に残さ

なければならないということになるのがこの条文の読

み方であるというふうに認識をいたします｡

○松井孝治君 修正案提案者の見解は分かりました｡

それで､ 具体的にその職員の退職管理ということになっ

てきますと､ まあ恐らくいきなり公式の協議というよ

うなことではなくて､ まずは打診とかいうようなもの

があると思うんですが､ その辺りまでここについては､

恐らくこの後は政府のお考えでは官民人材交流センター

というところの職員がその主たる役割を担われるとい

うことになるんだろうと思いますが､ 官民人材交流セ

ンターの職員は､ じゃ職員の人事に関することという

ことで彼らが職務として行ういろんな企業に対する打

診､ 働きかけ､ 一般的なですね､ そういうようなもの､

あるいはその個々の職員に対するあっせんの条件のや

り取り､ こういうものについて全部文書で残すという

ことを想定しておられるのか｡ その辺りの程度論です

ね､ そこを伺いたいと思います｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) まさにここはそれぞれの

アーカイブズ 37

159

�����������������������������������������

����



案件ごとに､ 処理に係る事案が軽微なものである場合

を除きという規定と､ それから経緯も含めた意思決定

に至る過程､ 事務及び事業の実績を合理的に跡付け､

検証できることができるようということの解釈問題に

なるかというふうに思いますが｡

例えば､ ある人について､ こういう人材が欲しいん

だということが官民交流センターにある企業なら企業

から申込みがあったと｡ それは文書で申し込んでくだ

さいと｡ それで最終的にこういう人がいますのでどう

でしょうかということをあっせんをされる｡ それは文

書で当然残してくださいということになろうかと思い

ますが､ じゃ､ その間のやり取りで､ 給料を幾らにし

ましょうとかなんとかというところまで果たして全部

残すということが現実問題として適切であるか､ 可能

であるかということを考えれば､ これは最終的には運

用の問題でありますが､ この修正部分を提起をした提

案者としては､ そこまでは必ずしも求められるもので

はないだろう､ ただし､ こういうところから､ こうい

う企業なら企業からこういう人が欲しいということの

申込みはちゃんと文書にしてもらって､ それがあっせ

んに至ったかどうかは別としても文書に残しておきま

しょうと｡ 最終的にあっせんすることになったときは､

これこれのいつの申入れに対して､ こういうことであっ

せんをしますということもこれも文書に残しておけと｡

少なくともその二つのところは必要ではないだろうか

と､ こういうふうに思います｡

○松井孝治君 分かりました｡

具体的に今人事記録の話をいたしましたが､ 本当に

文書の記録というのはなかなか線引きが微妙だと思い

ます｡ 例えば､ 先ほど各省協議ということを申し上げ

ましたが､ これはしょっちゅう電話で具体的に話をや

ります｡ じゃ､ その電話の記録を一々全部作るのか作

らないのか｡ こういうことになってくると､ 本当に記

録はある程度当面残した方がいいのは事実なんですが､

その記録を作ることの労力というようなものもありま

すので､ そこら辺をどう判断するかというのは､ 実際

にこの法案を法律として成立させて運用してみないと

なかなか､ ある程度試行錯誤でやらざるを得ないとこ

ろはあるということは私も理解しておるつもりであり

ます｡

同時に､ これ後でも少し伺いますが､ 最近メールに

よるやり取りというものが非常に増えています｡ これ

はメールの場合はログというのが残るわけですね｡ で

すから､ そういう意味では電話など､ あるいは対面交

渉に比べていろんな交渉経過を追跡するということは

非常にやりやすいという面があると同時に､ そのログ

をどういうふうに文書として保管するのかというとこ

ろは､ 特に電磁的な媒体というのは､ 正本であるかど

うかということの確定が本当にそれでできるのかどう

かというところが難しい部分があると思うのでありま

すが､ これは政府参考人に伺いたいと思いますが､ こ

の法案では､ いわゆるコピーされた､ コピーといいま

しょうか､ 印刷された文書であろうと電磁的な文書で

あろうと､ それは公文書という限りにおいては扱いを

変えないという理解でよろしいのかどうか｡

まあよろしいんだと思うんですが､ そうだとしたと

きに､ 本当に､ その電磁的なファイルあるいはコンピュー

ターにおけるサーバーの文書のログの電磁的な記録と

いうのが､ 公文書としてそれを残せるということは分

かるんですが､ その例えば後における捏造であるとか

書換えであるとか､ 本当に最終的なバージョンが残っ

ているかどうかというようなことの確認をするような､

そういう技術的知見は十分蓄積しているんでしょうか｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

先生御指摘の電子的媒体と紙文書についてでござい

ますけれども､ 行政文書の定義に該当すれば､ 紙であ

ろうが電磁的記録であろうが､ これはもう無差別とい

うことになっております｡

また､ メールのログでございますけれども､ このロ

グにつきましては､ だれがメールを利用したのかとか､

あるいはだれに送信したのかとか､ あるいは処理が成

功したのか等を自動的にコンピューター上で作られる

記録であると理解しております｡

これに関しましては､ 情報公開法に基づく開示請求

についての情報公開・個人情報保護審査会の答申例と

いたしまして､ 職員がインターネットのウエブサイト

を閲覧した際の閲覧日時あるいはユーザーに関する情

報を記録いたしましたいわゆるクッキーフォルダにつ

いて､ これはパソコンのソフトウエアの機能によって

自動的に記録されるものでありますので､ 行政文書に

は該当するとは認められないという答申がございます｡

このメールのログとクッキーフォルダにつきまして

は同じでございますので､ 本答申に即して考えれば､

メールのログにつきましては原則として行政文書には

該当しないものと理解しております｡ しかしながら､

メールそのものにつきましては､ これは組織共用であ
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れば行政文書でございますので､ 適切な管理を行うと

いうのは当然のことでございます｡

○松井孝治君 後段の質問に答えておられません｡ 要

するに､ 電磁的記録は公文書になり得るということは

そのとおりですね｡ 今日､ 外務省おいでいただいてい

ますが､ たまたま外務省の文書管理規則を拝見をいた

しておりますが､ これはもちろんこの法律に基づいて

行政機関として新たに作られるという文書管理規則で

上書きされるものでありますが､ 今外務省は､ 例えば

電信及び公信に関する特則というのがあって､ ｢本省と

在外公館の間で送信される電信については､｣ ｢情報通

信課が管理するサーバー上に作成され､ 保存される電

磁的記録を正本とみなす｡｣ と､ こう書いてあるわけで

すよ｡

しかし､ じゃサーバー上にあるものが本当に正本と

して､ 例えば外部から第三者が侵害してそのファイル

を書き換えるなんということができないような対応が

できているのかどうか｡ そこについてきちんと対応で

きているんですかと､ 技術的知見は蓄積しているんで

すかということを伺っているんですが､ いかがでしょ

う｡

○政府参考人 (山崎日出男君) それにつきましては内

閣官房全体でセキュリティーの管理等を行っておりま

すので､ 直接の担当ではございませんけれども､ 知見

は蓄積しているものと考えております｡

○松井孝治君 知見､ 蓄積しているんですか､ 本当に｡

例えば､ 各省のじゃ電磁的文書の管理ということに

ついて､ 各省はどんなソフトウエアを使っているんで

すか｡ それは統一できていますか｡ それは本当に正本

として電磁的記録を残せるぐらいまで自信を持って知

見は蓄積していて､ それは､ じゃ､ もしそういうこと

だったら､ 基本的に保存の物理的なスペースもあるし､

全部記録を電磁的に残したらいいじゃないですか｡ そ

れはできるんですか｡

○政府参考人 (山崎日出男君) それにつきましては電

子政府全体の取組の中で行われておりまして､ 確かに

まだまだ完璧ではないかもしれませんけれども､ 例え

ば歴史文書の保存につきましては､ いわゆる原本性の

確保でありますとか､ あるいは何年ぐらい果たしても

つんだろうかという､ あるいは一定期間にマイグレー

ションといいますか､ 更新しないといけないんではな

いかとかの課題がございますので､ それについて研究

しているところでございます｡

○松井孝治君 研究しているなら研究しているという

ふうにおっしゃっていただきたいと思います｡

それで､ それをもっとちゃんときちんと検討してお

かないと､ 将来の､ 今どんどんどんどん電磁的やり取

りといいましょうか､ 電子メールによるやり取りとか､

インターネットというか霞が関WANを介しての協議

とか､ あるいは外部でいうとインターネットを介した

いろんな外部との通信記録というものが残って､ そう

いうものをどう保管するかというのが大きな課題なん

ですから､ 是非内閣府におかれては､ そういうところ

の技術的な予算取りとかあるいは各省の共通システム

づくりみたいなものに､ それは内閣官房の別の部署が､

e-Japanかなんかのところがやっているからというこ

とではなくて､ 是非取り組んでいただきたい､ その応

援をしようと思って振っているわけでありまして､ しっ

かり取り組んでいただきたいと思います｡

少し話題を戻して､ ちょっと本体の方の､ 先ほどの

文書の定義ばかりやっておりますが､ 法律の条文上､

最初に文書の定義がありまして､ そして４条というと

ころに､ 第２章､ 行政文書の管理の一番冒頭に､ 文書

主義ですね､ 先ほどの５項目のこういう文書の例示､

こういうようなものについては基本的に文書で残しな

さいというところが入っておりまして､ その後､ 具体

的に､ 特に行政文書でいうと､ ５条に整理という項目

があって､ ６条に保存という項目があって､ ７条に行

政文書ファイル管理簿というのがあって､ ８条に移管

又は廃棄､ ここは内閣総理大臣が今度チェックすると

いうところでありますが､ ９条に管理状況の報告とい

うのがあって､ 10条に行政文書管理規則というものが

入っている構成なんですね｡

ここまでが行政文書のところなんですが､ 私は今日

は行政文書について伺いたいと思っておりますが､ こ

の10条を見ますと､ 行政機関の長は､ この行政機関の

長はというのは､ 先ほど枝野提案者が分担管理原則で

すからとおっしゃったわけですが､ 要するに各省庁の

基本的に長ですね｡ ですから､ 基本的には大臣と読み

替えていただいても一般的にはいいと思うんですが､

各省の大臣は行政文書管理規則を定めなければいけま

せんと､ こういう規定があって､ その次にその第２項

で､ 行政文書管理規則にはこれこれこういう項目をちゃ

んと入れてください､ そして第３項に､ 行政機関の長

は､ すなわち各大臣は､ 行政文書管理規則を設けよう

するときには､ あらかじめ内閣総理大臣に協議し同意
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を得てください､ そして､ 行政機関の長は､ 規則を設

けたときにはこれを公表しなければなりませんよと､

こういう体系になっていて､ 基本的には名あて人は各

大臣なんですね｡ 先ほど申し上げたように､ 今日外務

省の官房長もお見えいただいておりますが､ 今の現行

体制でも外務省は外務省で文書管理規則というものを

作っておられる｡ これは恐らく役所の決定で､ 役所の

内部決裁で､ これ､ 恐らく大臣告示でもないから､ 大

臣告示かな､ これは大臣まで決裁されているのかもし

れませんが､ こういう文書管理規則ができている｡

それぞれによってこの文書管理規則というのをどう

いうふうに決めるか､ どれぐらい整合性があるかとい

うことについては役所の業務の性格にもよるので､ 一

律に内閣府では決めていないということになっている

わけですね｡

今回の法律もそういう構成､ 基本的には分担管理原

則に基づいているわけでありますが､ 実務を伺います

と､ じゃどうするんですかと｡ 各省にこれから用意ド

ンで文書管理規則をこの法律ができたら作ってもらう

んですかというふうに申し上げたら､ 返ってきたお答

えは､ いやいや､ それはまずそのガイドラインみたい

なものを内閣府の方で作成して､ 大体ひな形でこうい

うふうに文書管理はこうあるべきですということを出

させていただきます､ それを踏まえて各省は文書管理

規則を作りますというふうにお答えをされるわけであ

ります｡

さすれば､ 普通に考えれば､ それは内閣総理大臣が

内閣全体の文書管理の責任者なんでありますから､ 内

閣総理大臣が文書管理規則についてはこれこれこうい

うことを定めるべきだという基本方針があって､ それ

に基づいて､ 当然各省において､ 個別事情もあるでしょ

うから､ 各省における文書管理規則を作ってください､

それに基づいて文書の記録､ 保存､ 管理というような

ものをしっかりやってください､ こうするのが普通の

考え方であろうと思うんですが､ これは役所に聞いて

も気の毒ですけれども｡

枝野提案者に伺いますが､ そういう考え方に本来立

つべきではないのかと｡ しかしながら､ いろんな､ 修

正協議ですから､ 当然どこかの政党の意見だけが通る

わけではありませんから､ 妥協されたという部分もも

ちろん現実的に､ 政治的にあると思いますが､ その点

について本当にこれでいいのか｡ 今のこの条文こうなっ

ているけれども､ しかし､ それで各省ごとに全くばら

ばらの基準を作っても､ 一応受ける段階で協議を受け

ますからチェックはできますけれども､ そのチェック

を超えて内閣全体としてもう少しこういう文書管理で

いくべきじゃないかという方向性を出すべきではない

かという､ そういう主張に対して修正案提案者として

どういうふうにお答えになるのか､ 御答弁いただきた

いと思います｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) まず､ 実際上の問題とし

ては､ この法律の条文の下であっても内閣総理大臣が

強いリーダーシップ､ 政治力を持っていれば､ 恐らく

この法律に基づいてそれぞれの規則ができるときには

鳩山由紀夫総理だと思いますので､ 鳩山由紀夫総理の

強いリーダーシップであるならば､ 内閣総理大臣の方

からしっかりとこういう基準でやれと､ 各省庁こうい

う基準で持ってこないと内閣総理大臣としては同意し

ないぞということを政治的にやれば､ 御指摘のような

ことの危惧なく､ ほぼ統一的な､ そして各省庁ごとの

特殊性だけ配慮した基準が作れるというふうに思って

はおります｡

ただし､ それはやはり内閣総理大臣が強いリーダー

シップを発揮するかどうかという､ その都度その都度

に左右されるわけでありますから､ 本来であればやは

り統一的なルールを内閣総理大臣の下で作って､ ただ､

例えば確かに外務省とか､ 法務省などもあるでしょう

か､ 各役所の特性に応じて若干役所ごとに違う部分が

あるとしても､ そこは逆に内閣総理大臣が各省大臣の

意見を聞いて､ それぞれの各省ごとの規則を作るとい

う方が本来の文書管理の在り方としては適切ではない

かということで､ 私ども修正協議ではそういったこと

を提起をいたしました｡

ただ､ ここは委員も御承知のとおり､ 現状の憲法の

解釈､ 私はこの解釈間違っていると思いますが､ 現状

の憲法の解釈とそれに基づく内閣法に基づけば分担管

理ということになっておって､ その分担管理を超えて

内閣総理大臣が横断的に直接その分担管理に入ってい

くことはできないという間違った解釈に基づいて内閣

法はでき上がっておりますので､ そこを変えろという

ことを修正協議で合意をしていただけるかということ

になれば､ それはなかなか現実問題としてないと｡ じゃ､

それができるまで合意しないで､ これができなくてい

いのかということになれば､ そういうことでもないと

いうことになれば､ 今最初に申し上げたとおり､ 運用

の仕方によってはしっかりとしたものができるという
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ルールでありますから､ そこのところはこういった形

でやむを得ないという判断をいたしました｡

ひとえに内閣総理大臣のリーダーシップに懸かると

いうふうに思っております｡

○副大臣 (増原義剛君) 先ほどから聞いていますと､

これまでの慣例が全く変わらないかのような御発言だ

と思いますね｡

しかし､ この度の法案では､ 統一的な管理ルールを

法令で規定するわけですよ､ 作成基準4条､ 保存期間基

準５条とか管理簿の記載事項７条と｡ これは公文書管

理委員会の方に諮問しまして､ その答申を経てちゃん

と政令で定めるわけであります｡ したがって､ そこに

は当然最低限のことは全部入っているわけですね｡ そ

れに基づいて今度は各省庁が自分たちのものを作る｡

それに当たっては事前協議を受けて､ これも当然公文

書管理委員会の方の調査､ 審議を受けますけれども､

それに基づいて今度は内閣府が同意をしていくと､ こ

ういう基準になっておりますので､ 私どもはこれで十

分に担保できると考えております｡

○松井孝治君 変えてもらわなければいけないんです

よ､ 変えてもらうための法律なんですから｡ だから､

それが本当に抜本的に変わるのかということについて

提案者に聞いているわけですから､ 今､ 私､ 政府に聞

いていませんので｡ まあ御発言は委員長が認められた

ので結構ですが｡

それで､ 次に伺いたいんですが､ 例えば修正案の中

で移管又は廃棄について､ この廃棄ですね､ 廃棄しよ

うとするときには内閣総理大臣に協議し､ 同意を得な

ければいけないという規定が修正案の中で入りました｡

ちょっと､ ここから先は具体的なその体制も絡めて

御質問させていただきたいんですが､ 年間､ 廃棄文書､

保存期間が切れる文書はたしか100万件でしたかね､ 100

万件の文書が保存期間が切れます｡ そのうちの､ 今廃

棄されているのが90万件ぐらいですね､ 90万件ぐらい｡

そうすると､ さらりと書いてありますが､ 内閣総理大

臣は90万件の文書について､ これは本当に廃棄してい

いかどうかということを判断しなければならないとい

うことを意味するわけであります｡

今､ 公文書管理課､ 今日課長もお見えでありますが､

は､ 課長も含めて何人でしたか､ ９名の人員でありま

す｡ これは議院修正ですからやむを得ないといえばや

むを得ないことでありますが､ 例えばこの一点のみを

取ってみても､ 年間90万件のファイルを､ 当然内閣総

理大臣は90万件のファイル見られませんから､ その補

佐機構である職員の方々が90万件のファイルを見て本

当にこれは廃棄できるのかどうかということを判断し

なければいけない｡

もっと言えば､ この修正条文の中には､ この文書は

残しておけよということを内閣総理大臣がきちんと指

示をするという､ そういう条項も入っている｡ そうなっ

てくると､ 霞が関が例えば年間どれぐらいの文書を作

成して､ あるいは過去の文書をどれぐらい持っていて､

その文書は､ これは重要だから廃棄するなというよう

なことを基本的にあらましどういう文書が作成されて

いるのかということを分かった上で､ これは保存しろ

とか､ これは廃棄するなというようなことを判断せざ

るを得ないという仕組みにしているわけでありますが､

実際､ 今日は山崎審議官に御答弁をずっといただいて

いますが､ 山崎審議官の下には９名の方しかいらっしゃ

らない｡ これでは到底､ 申し訳ないけれども､ 絵にか

いたもちというか､ 規定上はそれはきれいな規定があ

るけれども､ 実際､ じゃ､ 内閣総理大臣がそんな判断

できるのかということになってくると､ およそおぼつ

かないというふうに思うわけです｡

それで､ 前段のところで時間を使い過ぎましたので､

少しはしょって御質問を申し上げますと､ 今日配付資

料の中に諸外国の国立公文書館の比較というものを配

付させていただいております｡ これを見ていただきま

したら､ 今申し上げたのは､ 内閣総理大臣の補佐機関

である内閣府の公文書管理関係のスタッフが９名であ

ると､ 山崎審議官を入れれば10名かもしれませんが､

そのほかの方々も分掌されている方々は若干いらっしゃ

るかもしれませんけれども､ せいぜい10名程度ぐらい

しかかかわっていない｡ それを､ そこが判断した後､

実際の公文書管理をするところが国立公文書館､ 今日

は館長にもおいでをいただいておりますが､ 公文書館

であったり､ あるいは外交史料館であったり宮内庁の

組織であったりというところになるわけでありますが｡

国立公文書館を比較すると､ 日本､ アメリカ､ イギ

リス､ フランス､ オーストラリア､ 韓国という､ これ

は内閣官房､ 内閣府で作られた資料でありますが､ も

う一々読み上げるまでもない､ 圧倒的な､ 質は一生懸

命数少ない方々で頑張っていただいていると思います

けれども､ もう量的に全く比較にならないレベルであ

るということは､ これはもういかんし難い事実だと思

うんです｡
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要するに､ 内閣一元的に､ さっき増原副大臣が､ い

やいや､ もうこれは変えますよと､ 変わらないなんて

言わないでくださいというふうに御発言されましたが､

じゃ､ 変えますと言いながら､ 職員９名ですよ｡ 公文

書館で実際比べてみたら歴然たる違いがあるじゃない

ですか｡ 42人ですよ､ 日本は｡ アメリカは2500人です

よ｡ そのほかの国々はアメリカほどではないかもしれ

ないけれども､ 少なくとも数百人､ 500人オーダーの方々

がいて､ この公文書の管理ということをしているわけ

ですね｡ これを､ 公文書でどこまでのものを公文書館

に送るのか送らないのか､ そういう判断も含めてやる

人員､ そして実際送られたものの公文書館のスタッフ

の数､ あるいは予算規模というものも分からないとこ

ろもありますけれども､ 予算規模においてもやっぱり

圧倒的に少ない｡

しかも､ この状況の中で独立行政法人は､ さっき徳

永議員が､ 外交史料館は人件費､ 定員でカットされて

いるんじゃないか､ 大変じゃないかとおっしゃいまし

たが､ 実は独立行政法人も同じでありまして､ 行革推

進法で定員削減というものの下に置かれているという

状況で､ これは小渕大臣､ 御着席のままで結構であり

ますが､ いや､ もちろん御起立いただいても結構です

が､ こういう体制の権限的なこと､ あるいは文書の定

義みたいなこと､ あるいは文書主義みたいなことをい

かに徹底しても､ 結局のところ､ これ､ 各省でも同じ

なんです､ 実を言うと｡ 各省における本当にその文書

管理､ 一生懸命仕事をしろと言われる部分は一生懸命

やらされます､ それは､ 国会議員から資料要求も多い

し｡

だけど､ じゃ､ 例えば今回の法案を作られて､ その

後の経緯書をどれだけ残せますか､ どんなやり取りが

この委員会の場以外でも､ 例えば審議会でどういうや

り取りがあったということを経緯書を残せますか､ 各

省折衝の記録を残せますかといったときに､ 実はそう

いういろんな政策の企画立案をしている人たちは､ こ

れが一つ終わるとまた次の仕事をやらせなければいけ

ない｡

要するに文書管理にかかわる､ 非常にこのことは重

要で行政の基本的､ 質的転換をしなければいけないも

のなんだけれども､ じゃ､ 諸外国にあるようなアーキ

ビストというのがいて､ こういう文書は残しましょう､

これはいいですというような判断を少し第三者的な目

まで含めて管理をするような人の配置がされているの

か､ 全くされていない｡ 各省においていろんな政策の

企画立案をした人が一定期間それを整理して､ きちん

と記録に残すような余裕が与えられているかというと､

全く与えられていない｡

だから､ 私は､ 単に公文書館の定員を増やせばいい

ということだけではなくて､ 各省における定員配置､

これ公務員制度改革にもかかわることですが､ どんど

んどんどん私､ 退職されて外郭機関に行かれるぐらい

だったら､ 若干定年延長してでもそれはスタッフとし

て残っていただいて､ きちんと行政の土地カンがある

人たちがある政策をやった､ ある交渉をやった､ その

ことについてきちんと記録を残していくということに

人材は割いていかないと､ 申し訳ないけど､ 外郭団体

にいっぱい人を配置して､ そこに補助金を付けてお土

産付きでやっているという批判もありますけれども､

そういうことに人材を割いている余地があるのか｡

そういうことで､ 結局､ これは外務省でもどこの役

所でも同じですけど､ 結局､ 交渉当事者みたいなもの

が交渉経過を残せない｡ ２年､ 場合によっては１年で

どんどんどんどん替わっていく｡ 諸外国は､ 交渉記録

だけはしっかり残して､ しかも担当者は全然替わらな

い｡ そういう状況の中で例えば国際交渉やっても､ 圧

倒的に日本の地力というものがない｡

したがって､ ここら辺でやっぱりその記録をきちん

と残していく､ どういう経緯があったのかということ

をきちんと残していくということに人材を再配置して

いくようなことをしなければ､ 私は霞が関の力ってど

んどん落ちていくばかりだと思うんですよ｡

それは､ 政治家､ 我々も考えなきゃいかぬですよ｡

霞が関を疲弊させるようなことだけをやっていていい

のかというふうに考えていかなければいけないけど､

トータルとしてやっぱり日本の政府の力を蓄えて強化

していかなければいい政策なんか出てきっこないんで

すから､ だからここは大臣に御答弁いただきたいんで

ありますが､ しっかりとこういう記録を残す､ そして

経緯を残す､ そしてそれを次の行政をより良くしてい

くためにきちんとその経緯書を後代に継いでいくとい

うようなことを本当にやらないと､ 私は日本の霞が関

も永田町もおかしくなると思うんですが｡

例えば､ この国立公文書館のスタッフ体制､ あるい

は各役所における文書管理のスタッフ体制､ あるいは

内閣府､ 大臣のおひざ元の公文書管理課の課長さん以

下９名のスタッフというのはこれでいいのか､ ここら
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辺をどれだけ質的､ 量的にグレードアップしていくの

か､ そこについての大臣の御見解を伺いたいと思いま

す｡

○国務大臣 (小渕優子君) 御指摘いただいた点は誠に

そのとおりであると思います｡ 今後､ この公文書管理

をしっかりさせていくために体制を強化していくとい

うことは本当に大事なことであるんですが､ その体制

強化の中でも人員の育成あるいは人員の確保というも

のが何よりも大切なことではないかと思っております｡

有識者会議の最終報告の中では､ 例えばこの公文書

館につきましては将来的に数百人規模ということで御

報告をいただいているところであります｡ ただ､ 御指

摘のように､ すぐに数百人増やすということはなかな

か難しいことですけれども､ 将来のあるべき体制に向

けて､ 中長期的な視野に立って確実に計画的に人員と

いうものを増やしていかなければならないと思ってお

りますし､ それは内閣府においても同じであります｡

先ほどお示しいただきました諸外国の比較でありま

すけれども､ これを見てももう一目瞭然でありまして､

日本が本当に大変貧しい状況の中で公文書を管理して

いるという状況も分かりますし､ 内閣府においての人

員の確保､ また質の向上､ その人員の育成というもの

も十分にやっていかなくてはなりません｡

本年度ですけれども､ 内閣府､ ３名増員をいたしま

した｡ 公文書館においての非常勤の専門職員も11人採

用するということで､ 柔軟な形で人員の拡充にも取り

組んでいるところですけれども､ 今申し上げるのもちょっ

と恥ずかしいような人数の増え方であるかなというこ

とは思います｡

行革ということがある中で､ 定員の削減ということ

もあるんですけれども､ やはりこうしたところを拡充

をしていくということ､ 併せまして各省庁の中でもしっ

かりとした人材を確保する､ しっかりとした意識の改

革をしていくということは､ 長期的に見たときに十分

に効果が出ることであり効率化できることだと思って

おりますので､ 何よりもこの人員の確保について積極

的に進めてまいりたいと思っております｡

○松井孝治君 大臣が､ 申し上げるのも恥ずかしいと

おっしゃった感覚を大切にしていただきたいと思うん

ですよね｡ やっぱり霞が関だと､ ９名でやっておられ

るところで､ ６名から９名にするというのは大変なこ

となんですよ､ 現場の方からいうと｡ だけど､ そこは

やっぱり政治的意思でやらなければいけないことだと

思うんです｡

それで､ 例えばアメリカは NARA という非常に立

派な組織があります｡ ここは､ この資料を見ていただ

けたら分かりますように､ 映画フィルムまで入ってい

るというのはともかくとして､ 連邦議会記録とか裁判

所記録というようなもの､ 要するに三権のそれぞれの

文書について保管をしているんですね｡ これは独立行

政法人という今の公文書館のステータスがいいかどう

かということにも絡みますが､ ちょっと今日せっかく

館長が来ておられるので､ 後でどこか一言御発言をい

ただきたいとは思うんですが｡

この前､ 私も館長とお話しさせていただいて､ 現場

を徳永議員と一緒に見せていただきましたし､ また､

今後この委員会で現場視察ということも予定をしてい

ますけれども､ 本当にやっぱり苦労しておられると思

いますね｡ 予算あるいは人員がどんどんむしろ縮減さ

れているんですね｡ だから､ これは､ アメリカなんか

の場合､ 大統領直属組織ですよ｡ イギリスは確かにエー

ジェンシーだそうですが､ ほかの国は基本的に国の組

織として持っているんですね｡

私は昔､ 行政官の時代に企画と実施の分離というこ

とを自ら提起をしたので戦犯の一人かもしれませんが､

その企画と実施の分離といったときに､ その実施する

行政サービスが､ ある意味では民間と競合して､ そし

てそれが切磋琢磨しながらより良い行政サービスを受

けられるようなものと､ むしろこれは行政としての一

体的判断を重視しなければいけないものがあると思う

んです｡ ですから､ 私は､ 独立行政法人というステー

タスを保つ限りにおいては､ これは現実的に裁判所や

議会の文書を保管するというのはなかなか難しいと思

います｡ だから､ そこの議論も含めて､ その議論をす

るときに国立公文書館のステータスというのをもう一

回考えたらどうだと｡

何でもとにかく行政機関の､ 今公務員型の独立行政

法人の職員は総定員法の枠に入っているのか入ってい

ないのか､ その総定員法の枠の外に置けばいいという

ものでもなくて､ むしろ行政機関として責任を担う部

分というのはきちっと位置付けて､ それで､ 行政機関

だけじゃなくて政府機関として､ 場合によってはガバ

ナンスは議会と行政､ 内閣と､ そして裁判所の方々が

きちっとその中に入って､ ボードメンバーになってき

ちんと議論をするというようなことがあったらいいと

思うんですが､ これちょっと館長の立場ではなかなか
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言えないと思うんですが､ しかし今日せっかく参考人

として来ていただいているので､ 館長の立場をちょっ

と離れていただいても結構ですので､ 行政に関して有

識者のお一人である館長から一言それについてどう思

われるか､ 個人的見解をいただきたいと思います｡

○参考人 (菊池光興君) ありがとうございます｡

大変難しいお尋ねでございます｡ 実は私はこういう

お尋ねがあるたびに必ず申し上げるんですけれども､

独立行政法人として位置付けられてからのプラスの面

とマイナスの面がございます｡ マイナスの面というの

は､ やっぱり各省との例えば文書の移管協議というの

を､ 今まで移管協議やってきましたけれども､ 独立行

政法人であるがゆえに､ 常に内閣総理大臣という政府

の代表､ 内閣府の代表としての内閣総理大臣と各行政

機関の長としての各大臣の間で移管協議をしていただ

いて､ それの結果的な反射的利益を公文書館が受ける

と｡ 何とも隔靴掻痒な感じがしているという部分がご

ざいます｡ 逆に､ 反面､ 例えば予算の執行であります

とか業務の運営ということになりますと､ やっぱり法

人としての選択と集中というような形で予算をかなり

重点的に投下することができる｡ そういう中で､ 通常

の役所のベースでいえば10年ぐらい掛かったようなデ

ジタルアーカイブなんというのを３年ぐらいで立ち上

げることができた｡ そういう面での機動性だとか柔軟

性というのは独立行政法人､ 非常に予算執行の面も含

めて有用な部分がございます｡

じゃ､ これからどうするかというところですけれど

も､ まさに先生がおっしゃったように､ 国会あるいは

司法府との文書のやり取りというものをどういう形で

やるかというのは､ やっぱり独立行政法人ではなかな

かできないものですから､ これはやっぱり内閣総理大

臣のお力にすがらざるを得ない今の体制かなと｡

ただ､ 独立行政法人というのが独立行政法人通則法､

若干口が滑るかもしれませんが､ 独立行政法人通則法

を見ると､ 公共の仕事としては大事なことではあるけ

れども､ 必ずしも国が直接やらなくてもいいものを独

立行政法人でやらせるんだというような規定の仕方が

されております｡

今回､ ここに上川先生がおられますけれども､ 上川

先生のときに出していただいた報告書では､ 今､ 国家

事業として取り組むということで､ まさに国家事業と

して公文書の管理というものをやっていくんだという

ことを言っているのを､ 必ずしも国家の事業としてや

らなくてもいいんだと､ だから独立行政法人でやらせ

るんだというのは､ 若干その姿勢としては相当矛盾し

ているなという感じがありますから､ 本来これは何か

やっぱり別の形にしていただいた方が､ 今すぐじゃな

くても将来そういう形での検討を重ねていくというこ

とが是非とも必要だろうというふうに思います｡

○松井孝治君 館長､ 本当に伺いにくい質問に対して

率直にお答えいただいて感謝をいたします｡ これを理

由に館長をいじめないように政府関係者の皆さんには

お願いをしておきたいと思いますが､ これは私が伺っ

たことですから､ 個人的見解を述べてくださいと申し

上げたことで｡

私も実は同感でありまして､ 確かに今の行政の各部

本体の単年度主義とか､ こういう硬直性というのは取

り除くような事業体というのは認めていいけれども､

これ独立行政法人の中に相当数そういうのがあるんで

すね｡ やっぱりこれは非常に重要な国家的機能であっ

て､ ただ､ ガバナンスの在り方としてはやっぱりある

程度の自由度を持たせて運営させたい｡ でも､ それが

本当の民間代替可能なようなものではないというよう

なものについてどういう新しいガバナンスを持たせる

べきかというのは､ これは是非､ 政府全体として検討

すべきだと思います｡

実は､ 今日は総務省の行管局長も､ 所管外委員会で

ありますが､ おいでいただいたのは､ 二つのことを伺

いたいのは､ 今の独立行政法人制度､ これは通告して

おりませんが､ 突然の質問で恐縮ですが､ やっぱり独

立行政法人制度について､ 今後は､ やっぱりちょっと

曲がり角に来ているんじゃないかと､ そこを政府とし

てきちんと再検討する必要があるんじゃないかなと｡

余りにもいろんなものを､ いや､ 私は戦犯だと思って

いますよ､ 一介の行政官でありましたが｡ 余りにも多

くのものを独立行政法人でくくり過ぎた｡ そして､ そ

れを基本的には同じようなガバナンスで位置付けたと

いうことについて､ 自由度があったというような利点

はあるものの､ やっぱり一律の人件費削減とか､ その

手の一律の削減物が余りにも掛かり過ぎて､ これはやっ

ぱりちょっとおかしくなっていると｡ ここをどう評価

するか｡

それからもう一つは､ 実はこの公文書管理というの

は従来は行管局長のところの所掌事務だったんですね｡

行管局長のところの所掌事務は､ 片方で内閣人事局に

行き､ 片方でここは内閣府の公文書管理課の方に行き､

2009/10

166

�����������������������������������������

����



内閣としてこういう行政をどう効率化していくのか､

そこを効率的な行政システムでやると同時に､ その質

的な向上をどうするのかということについてのヘッド

クオーターをだれがやろうとしているのかがよく分か

らないわけですよ｡

人事局がいきなり人事・行政管理局になったりとか､

一部のこの公文書管理の在り方というのはこちらの方

に来たり､ あるいは情報システムの方は､ これは結局

行政管理局の一部として人事局に行くと言いながら今

度はやっぱり戻ってきたんですかね｡ 文書管理の裏表

になるような情報システムをどう整備していくのか､

これからの､ メールとかいろんなデータを結局コンピュー

ターを使ってやり取りする時代ですから｡

結局､ これはまあ局長にお聞きするには酷な質問か

もしれないけれども､ ここはやっぱり総合的にもう一

回､ 組織いじりで人事局とか何局とかどこをどう残す

かということはいいけれども､ やっぱり総合的にだれ

かが考えて､ どういう戦略部門を国自身が持つのか､

独立行政法人にするのか､ そこを是非お考えいただき

たいわけで､ 余りちょっと答弁をいただくには非常に

大ぶろしきな質問になりましたから､ もし何か御感想

が一言あれば｡ ただ､ 用意されたものはほとんど役に

立たないと思うんで､ いや､ それは用意されたものが

悪いという意味じゃなくて､ 私がそういう質問をして

いませんから､ 事前通告で｡ もし御感想が局長の方で

あれば､ 行管局長から一言御答弁いただきたいと思い

ます｡

○政府参考人 (橋口典央君) 御答弁申し上げます｡

大変大きな御質問で､ どういうふうにお答えしてい

いのか確かに困っているところでございますけれども､

まず第一点目の独立行政法人制度の在り方ということ

でございますが､ これは先ほど館長の方からも御答弁

ございました｡ 独立行政法人の事務､ 業務というもの

は､ 国がやるべきではあるけれども､ 国のやるべき事

務ではあるけれども､ 必ずしも直接国が自ら執行する

必要はないものと､ こういうくくりで仕組まれた制度

であるというふうに理解しております｡

ただ､ 先ほど委員からも御指摘がございました､ そ

のメリットとデメリットがあって､ そのメリットとい

たしましては､ やはり一つの独立した法人として､ そ

の法人の長､ 理事長が自ら責任を持ってその業務を､

国の業務を担っていくということであろうかと思います｡

ただ､ そのときに人員も含めたあるいは予算の面､

いろんな制約がある､ 一律的な制約があるという御指

摘､ これも事実であろうと思います｡ その辺について

は､ 独法制度の在り方そのものに関しておととしの12

月に独立行政法人制度の合理化計画というものが閣議

決定されまして､ 非常に広範な中身について御議論さ

れ､ そしてそこで決定され､ それが今実現に向けて進

められていくということでございますので､ 私どもと

してはその実現に向けて努力してまいりたいと､ こう

いうふうに考えているところでございます｡

それから､ もっと大きな問題といたしまして､ まさ

に私どもの行政管理局の業務にかかわることに関する

御質問でございました｡ 来年の４月からの内閣人事局

の発足､ これに当たって局の業務の機構､ 定員の審査､

立案､ こういったものを移管するということでござい

ます｡

これにつきましても､ その観点というのは公務員制

度改革の一環､ あくまでも公務員制度改革の一環でご

ざいまして､ 幹部職員の一元管理､ こういう観点から

どのような機能を内閣人事局に持たせるのがいいのか､

その場合に行政管理局との関係をどうするのかという

御議論があったというふうに承知しております｡ その

中で､ 今回の法案の中で決定付けられて進められてい

るものというふうに承知しておりますので､ 私ども､

確かにその担ってきた業務の核となるものではござい

ますけれども､ これまでの私どもが担ってきた､ 大き

く言いますと行革の推進機能と言っていいかと思いま

すが､ それが損なわれることのないように今後もいろ

んな連携を図る等の工夫をしていかないといけないだ

ろうなというふうに思っているところでございます｡

今の問題は情報システムについても同じかと思って

おります｡ 情報システム､ 私ども､ 行政機関の保有す

る行政情報のシステムの管理運用に関することという

ことで担ってきておりますけれども､ 今回の公文書管

理に係る文書管理システムについては､ これは所管は

どこかという御質問であれば､ 内閣府において一元的

に管理するということでございますので､ それは紙の

文書も電子文書もやはり内閣府でまずは所管されて､

総理の下にいろいろお考えいただく話であろうと｡

ただし､ これまで､ そのシステムにつきましては私

どものところでいろいろ計画し､ 企画させていただき､

関係府省一緒になってやらせていただきましたので､

そういったことも含めて連携をしながらやっていくと
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いうことだろうと思っております｡

済みません､ ちょっと長くなりました｡

○松井孝治君 もう残り時間があと３分になりました

のでまとめますけれども､ 一言だけ｡

外務省の官房長お見えいただいているので､ 外交史

料館も､ どうも伺ってみたら､ 外交史料館は設置法で

外交史料の編さんに関することとあるけれども､ 恐ら

くその設置自体は省令か何かで設置されているんじゃ

ないかと思うんですが｡ そのガバナンスの在り方とい

うのも､ 私､ 残念ながら外務省の事務当局から資料を

いただけませんでしたが､ だから､ そういう意味では

本当に､ この並びになっていてこの公文書管理法に服

するにもかかわらず､ 片方は公文書館法というのがあっ

て､ 片方は､ 外交史料館については､ その内部規律｡

どういう方々がその組織の運営にかかわっているかと

いう文書､ 内部規律の文書ぐらいあるでしょうと言っ

ても､ それはついに示されなかったことは残念であり

ますが｡

ただ､ そのことと外交史料の編さん､ 記録の保管､

あるいは適切な公開ということの重要性は､ これは当

然あるものだと私は思っていますし､ それから同時に

外交史料館のような組織を役所の中に持っておくとい

うのも､ これは今は整合性取れていませんよ､ 国立公

文書館は独立行政法人で外交史料館や宮内庁は役所の

中の組織ということで､ 本当にこれでいいのかという

議論はあろうと思いますが､ 私は､ 先ほど大臣もおっ

しゃった､ あるいは行管局長も若干そういうニュアン

スもあったし､ 館長がやはりそこは見直すべきだとい

うふうに率直におっしゃったところも含めて､ 僕は､

こういう公文書館あるいは史料館のような組織はきちっ

と国の責任においてやるということを､ 是非､ 今回与

野党協議で合意案が成立したわけですから､ 更に検討

をしていくべきだということを申し添えておきたいと

思います｡

官房長､ おいでいただいて､ 大変長時間聞いていた

だきながら申し訳ないですが､ ただ､ 外交史料館も､

そういう意味では私は政府組織としてそういうものが

あっていいと思います｡ それを統合するなり､ 徳永議

員がおっしゃったように､ 分館にして統合するという

のも一つの考え方かもしれませんが､ ただ､ トータル

として､ やはりこの公文書管理というのは､ 単にのし

の付いた古い文書をどういうふうに保管するのか｡ い

や､ そのこと一つを取っても大事な仕事ですよ｡ 今修

復するのに200年掛かるらしいです､ 今のスタッフで修

復しようと思ったら､ 傷んでいる公文書｡ それぐらい

の予算しか付いていない｡ それぐらいのことしか位置

付けられていないということを､ 今回､ 是非政府を挙

げて､ せっかく与野党合意ができたわけですから､ しっ

かりこの問題に取り組む｡

それは同時に､ 先ほど行管局長に御答弁いただいた

のも､ それは我が国の行政改革､ それは単にスリムに

するだけが行政改革ではなくて､ 質的にそれを強いも

のにしていくための改革の一歩でもあるということを

意見として述べさせていただきまして､ 通告をしなが

ら御答弁いただけなかった皆様方には大変おわびを申

し上げまして､ 私の質問を終わらせていただきます｡

ありがとうございました｡

(略)

○岩城光英君 昨年の１月に当時の福田総理が施政方

針演説で次のように述べられました｡

年金記録などのずさんな文書管理は言語道断です｡

行政文書の管理の在り方を基本から見直し､ 法制化を

検討するとともに､ 国立公文書館制度の拡充を含め､

公文書の保存に向けた体制を整備するというものであ

ります｡ その後､ ２月に今日お見えの上川大臣を担当

大臣に任命されましてから､ この重要な課題の扉が開

いたものと､ そんなふうに認識をしております｡

御承知のように､ 公文書は､ 行政文書としての資料

でありますと同時に歴史資料としての側面を有し､ 正

確に記述､ 記録し､ 安全確実に保管することは後世の

日本人に対する私たちの義務である､ 責務であると言

えると思います｡

ところで､ 中国の古典､ 司馬遷の史記には､ 2500年

以上前のこのような記述があります｡ 紀元前548年のこ

とです｡ 斉の国の時の君主荘公が大臣であります崔杼

という人間によって殺害をされました｡ それで､ 歴史

を記録する官吏であります太史は､ 崔杼､ その君を殺

す､ このように忠実に記しました､ 記録に｡ そのため

に崔杼に殺されてしまいます｡ 当時の官吏は専門職､

終身の仕事でありまして､ 父子兄弟が何代にもわたっ

て受け継いで､ その仕事を伝えていたようであります｡

それで､ この殺された太史の弟は､ また同じ内容のこ

とを記録に残しまして､ お兄さんと同じように殺され

てしまいました｡ またその次の弟も同じことで殺され

て､ 連続して３人の史官が､ 兄弟が殺されたわけです｡

そして､ その下の弟もまた死を恐れず､ 崔杼､ その君
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を殺す､ このように記録に残したので､ ここに至りま

してこの崔杼という大臣もいかんともし難く､ その後

は一切干渉しなかったとのことです｡

それで､ そのことを知らないで､ 一連の事件を聞い

て歴史が誤って伝えられるのを恐れて､ 自ら記録をす

るために出かけていった史官がいましたが､ この太史

の３番目の弟が健在であることを知り､ 欣然として引

き返したと､ こういう逸話でございます｡

歴史は正しく伝えなければならないと同時に､ それ

を扱う者も気概を持って任に当たるべきであるという

お話であります｡ 冒頭､ 長くなってしまいました､ 前

置きが｡ 早速､ 質問に移ります｡

これまで公文書の管理につきましては､ 国立公文書

館法や情報公開法により行われてまいりました｡ もと

より､ 公文書の作成から移管､ 廃棄までの一貫した文

書管理体制の実現を目指すことが肝要でありまして､

その意味におきまして､ 本法律案はまさに確固とした

文書管理体制を構築するための法律であると考えてお

ります｡

そこで､ まず基本的に､ 本法律案による文書管理体

制と､ 現行行われております文書管理体制との違いは

どういったところにあるのかということを具体的にお

示しを願います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

これまでの文書管理体制におきましては､ 各府省で

の文書管理の運用がまちまちであった､ あるいは国立

公文書館への移管に関する判断につきまして各府省主

導で保存期間満了直前に行われていた､ あるいは各府

省の文書管理状況に係る横断的なチェックの仕組みが

なかった等の問題点がございました｡

こういう反省に立ちまして､ 公文書等の適切な管理

のために､ 本法案におきましては､ まず行政文書の管

理に関する統一的なルールを法令で定めることといた

しました｡ 二番目に､ 歴史公文書等はすべて移管とな

りまして､ 行政文書の作成後早期に､ 国立公文書館の

サポートも受けつつ､ 移管又は廃棄の判断をすること

にいたしました｡ これはレコードスケジュールと言っ

ておりますけれども｡ また３番目に､ 文書管理の状況

につきまして内閣総理大臣への定期的な報告を義務付

けるなど､ コンプライアンスの確保に努めることとい

たしました｡ また､ 公文書管理委員会でありますとか､

あるいは国立公文書館といった外部有識者あるいは専

門家の知見を最大限活用する仕組みを整えたところで

ございます｡

これらの体制によりまして､ 各府省において適正か

つ統一的な文書管理が行われることになると考えてお

ります｡

○岩城光英君 大いに期待したいと思いますが､ 文書

管理体制の整備､ これを充実するためにはその一元化

が求められるのは明らかであります｡

現在､ 公文書管理のために内閣府に公文書管理課が

設置されております｡ この法案が成立した暁には､ 公

文書管理委員会の事務や内閣総理大臣の補佐を当課で

行うことになると考えますが､ 公文書管理の推進のた

めに公文書管理課は他の行政機関との間でどのような

協力体制あるいは関係を築いていくのか､ そしてその

権限についてはどのようなものになるのか､ お伺いを

いたします｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

本法案におきましては､ 各府省庁におきます統一的

な文書管理が適正に行われるようにするために､ 各省

庁の文書管理規則につきまして､ 内閣総理大臣への協

議と同意を義務付けたところでございます｡ また､ 内

閣総理大臣への文書管理状況の定期的な報告義務､ あ

るいは内閣総理大臣によります各省庁への実地調査あ

るいは改善勧告等の規定を盛り込んでいるところでご

ざいます｡

内閣府におきましては､ 大臣官房の公文書管理課を

中心に､ これらの規定に基づきまして各省庁の文書管

理状況を把握いたしますとともに､ 必要に応じて実地

調査あるいは改善勧告に係る連絡調整の業務を行うこ

とになるところでございます｡ これらの業務の遂行に

当たりましては､ 各省庁の理解と協力も得つつ､ 行政

機関全体の適正な文書管理の実現に向けて鋭意努力し

てまいりたいと考えております｡

○岩城光英君 次に､ 並木政務官におただしをいたし

ます｡

日々膨大な量の公文書が発生するため､ その保存､

管理については十分な体制が取られているものと考え

ております｡ そして､ その保存､ 管理の中には､ 資料

としての公文書を閲覧することも含めまして､ 中核的

な施設と地方の公文書館との間でもそれらを活用する

ことの便宜を図るためのシステム､ これが確立されて

いなければならないと私は思います｡

そのためには､ インターネット等を通じて検索や閲

覧など､ 全国の各公文書館等とのネットワークを図る
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べきであると考えます｡

現在､ 国立公文書館と地方に53施設あると言われて

おります地方の公文書館､ この関係はどのような関係

にあって､ またそれぞれ役割を持っているのか､ また､

この法律案が施行されることに伴いまして､ 関連施設

間でのネットワークの構築の必要性に関しましてはど

のようにお考えなのか､ お伺いをいたします｡

○大臣政務官 (並木正芳君) 国立公文書館は我が国に

おける中核的な公文書館といたしまして､ 今先生の御

指摘ありましたような地方の公文書館､ これへの各種

の研修あるいは技術的指導､ また毎年､ 全国の公文書

館長会議等を行いまして､ 連携強化を図っているとこ

ろであります｡

また､ ネットワークの面でも､ 53のうち49の地方公

文書館とウエブサイトへのリンクができるようにはなっ

ております｡ また､ とりわけ岡山の記録資料館ですか､

それとは所蔵資料をデジタルアーカイブということで

横断検索できると｡ 現状においてはこういうふうなと

ころでも連携されているところでありますけれども､

この法が成立しました後は地方の公文書館もそれぞれ

充実強化されてくるかと思います｡

現状においては数自体も少ないわけですし､ また地

域によって偏っていると､ こういう面もあるわけです｡

アメリカのように､ 直接､ 分館というかそういうもの

が､ 地方､ 地域の公文書館が22あると､ こういうとこ

ろもあるわけですけれども､ まずは日本においては今

までのいきさつを尊重しまして､ これからも地方の公

文書館が充実するに伴ってしっかりと国立公文書館も

連携強化､ そしてウエブサイト等々でも利用者が非常

に便宜が図れますように努力をしていきたいと､ 御指

摘のように努めていきたいというふうに思っております｡

○岩城光英君 今お話がありましたとおり､ 利用者の

利便性を図るためにも､ より一層の御努力をお願いし

たいと思います｡

次に､ IT 社会と言われます今日､ 国民が文書を場所

やそれから時間に制約されることなく広く利用できる

ようなそうしたデジタルアーカイブ化の推進､ これは

まさに時代の流れであると思います｡

紙による保存に対しまして､ 電子媒体による保存は

記録媒体の寿命が短いなどの問題がありますとともに､

記録媒体の更新のたびにコストが掛かるという問題が

あると言われております｡ 例えば､ かつては映画のレー

ザーディスクは LP レコード並みの大きさでありまし

たけれども､ 今では手のひらサイズの DVD になり､

その DVD も同じサイズで記憶容量の大きいブルーレ

イディスクに取って代わられようとしております｡ そ

して､ そのたびごとにディスクを再生する機器も取り

替えなければならない状況にあります｡

たまたま６月15日の日本経済新聞夕刊に載っていた

んですが､ 慶応義塾大学と京都大学､ シャープが､ 映

像や文書を半導体チップに記録し無線技術により高速

で読み出す実験に成功し､ 10年以内に記録の一千年保

存の実用化を目指すというふうな内容でございました｡

具体的にお伺いしますけれども､ この記録媒体の寿

命はどの程度のものと現在予測されているのか､ そし

てこの寿命の問題以外にも､ 電子媒体の弱点としてど

ういったものが想定されているのか､ お示しをいただ

ければと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

記録媒体の寿命につきましては研究者によって見解

が異なっている部分もございまして､ またメーカーや

保存環境によりますけれども､ 例えばフロッピーディ

スクあるいはCD‒ROMなどの場合におきまして10年､

20年程度だと言っている方も多くおられます｡

この電子媒体における保存につきましては､ 特徴と

いたしましては､ まず媒体の寿命が短くて､ 媒体の変

換が必須であるという特徴がございます｡ また､ 直接

的に内容が見えないために､ 管理するためには適切な

メタデータ､ まあ目次のようなものでございますけれ

ども､ そういうメタデータの付与が必要であると｡ ま

た､ フォーマットによりましては作成時のシステムへ

の依存度が高くて､ システムの陳腐化でありますとか､

あるいは入手困難等によって閲覧､ 再生が不可能にな

るおそれがあるといったような特性があると考えてお

ります｡

国立公文書館におきましては､ 平成23年度から電子

文書の移管､ 保存を開始する予定でございますけれど

も､ 開始に当たりましては､ これらに十分対応できる

ような仕組みを整えてまいりたいと考えております｡

○岩城光英君 今の話にも関連するわけでありますけ

れども､ 情報化社会になればなるほど外部からのアク

セスには危険が伴ってまいります｡ つまり､ 利便性と

危険性､ これは表裏一体のものとなっております｡ 物

事を正確に記述､ 記録し､ 安全確実に保管することが

公文書館の重要な役割であります｡

そこで､ 電子公文書化につきまして､ まず原本の安
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全確保を図るべきと考えますが､ どのような対策を取

られようとしているのか｡ また､ 利用に供するための

電子資料が外部から書き換えられる､ 又は置き換えら

れることを防ぐためにどのような対策が考えられるの

か｡ さらに､ 外部から書換え等されました場合にはそ

れに対応する体制はできているのか､ この辺につき

まして御説明いただきたいと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

国立公文書館におきましては､ 平成23年度からの電

子文書の移管､ 保存に向けて現在鋭意検討を進めてい

るところでございますけれども､ 先生御指摘のような

セキュリティー面の問題も大変重要であると考えてお

ります｡

したがいまして､ このため､ 平成23年度からの移管､

保存開始の際には､ 外部からの書換え等を防ぐため､

ファイアウオール等のセキュリティー対策を行うこと､

また万が一書換え等が行われた場合の復旧用のバック

アップデータを確保することに加えまして､ 原本デー

タをネットワークから切り離した状態で保存すること

等を検討しているところでございます｡

政府といたしましては､ 国立公文書館に移管されま

した貴重な歴史公文書等が失われたりあるいは破壊さ

れたりすることのないよう､ 万全のセキュリティー対

策を実施してまいりたいと考えております｡

○岩城光英君 この点につきましては､ 技術が日進月

歩進んでまいりますのでなかなか難しい問題もあろう

かと思いますが､ 万全の体制取れるように御努力をい

ただきたいと思っております｡

次に､ 増原副大臣､ それから修正案提出者の上川議

員に併せてお伺いしたいと思います｡

昨年提出されました公文書管理の在り方等に関する

有識者会議の最終報告におきましては､ 国立公文書館

を独立行政法人から権限と体制を拡充した特別の法人

とすることが提言されております｡ 国立公文書館の役

割の重要性にかんがみ､ 施設や設備の拡充のほか､ 現

在の独立行政法人としての位置付けを国の機関に改め

るべきとの考えもあるところです｡

しかし､ 本法律案では国立公文書館は独立行政法人

のままとしております｡ この点につきましては午前中

も議論のあったところでありますが､ このことについ

て､ この法律案を作成する過程でどのような議論ある

いは検討がなされたのでしょうか｡ また､ 衆議院での

修正により附則第13条が新設されまして､ 本法律案が

施行後５年を目途として検討を行うことになるととも

に､ 附帯決議の２項目めに､ 公文書管理担当機関の在

り方について検討することとしておりますが､ 将来的

にこの国立公文書館の地位を見直す予定はあるのでしょ

うか｡ この点を副大臣にお伺いします｡

それと併せまして､ 衆議院での修正で､ 附則に国会

及び裁判所の文書の管理の在り方については､ この法

律の趣旨､ 国会及び裁判所の地位及び権能等を踏まえ

まして検討が行われるものとするということが追加さ

れておりますが､ この三権を貫く公文書管理の通則法

について修正案提出者はどのようにお考えになってい

らっしゃるのか､ 併せてお伺いをさせていただきます｡

○副大臣 (増原義剛君) 岩城委員に御答弁申し上げま

す｡

御指摘の有識者会議の最終報告でございますが､ 御

指摘のように､ 国立公文書館が立法府､ 司法府からの

文書の移管をスムーズに受けられるように､ 両府との

間に協議機関を法律で設けることにより現在のいわゆ

る独法から特別の法人とすることが適当である旨御報

告を受けております｡ 政府の検討事項ということになっ

ておりました｡

これを受けましていろいろ検討をいたしましたが､

立法府､ 司法府からの文書の移管に関する協議機関の

設置の是非につきましては､ それぞれ立法府､ 司法府

の事情や判断もありましたことから､ 現在の三権分立

の観点から見まして､ 今直ちに内閣の提出法案の中に

協議機関を設置し両府の参画を義務付ける規定を盛り

込むことはやや困難であるという判断をいたした次第

でございます｡

このため本法案では､ 立法府､ 司法府との間の協議

機関を法定しないこととし､ その結果､ 特別の法人と

する前提がなくなったことから､ 国立公文書館は独立

行政法人のままとしたところでございます｡ ただ､ 国

民の目から見ますと､ 先ほど､ 国立公文書館等､ 等の

問題でもありました､ 午前中審議もございました｡ 外

務省あるいは宮内庁というところにもございます｡ そ

ういった行政府の中でのものをどうするのかというも

のもありますれば､ 立法府､ 司法府､ これに関するも

のもやはり一覧性のあるものとして､ 国民からアクセ

スしやすいようにしていくということは極めて大事な

ことだというふうに考えております｡

したがいまして､ 修正案にもございますように､ そ

こら辺りをしっかり踏まえて､ そちらの方向で一歩で
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も二歩でも前進するように努めてまいりたいと､ その

ように考えております｡

○衆議院議員 (上川陽子君) 冒頭に岩城委員から､ 昨

年の２月の福田総理の指名も含めまして､ また2500年

前の司馬遷の史記のということでお触れになりまして､

私もこの問題に取り組むに当たっては､ 司馬遷ではご

ざいませんけれども､ 日本の尊敬すべき司馬遼太郎さ

んの触れられました､ 日露戦争を扱った ｢坂の上の雲｣､

このときの記述に当たって､ 資料がなかなかなくて大

変御苦労なさったと｡ また､ 国が歴史的な記録をしっ

かりと正確に残しておくことの重要性や､ また同時に

公文書館のしっかりとした施設を設置するということ

は大変重要であるという御指摘もされているというこ

と､ このことも踏まえて取り組ませていただいたとこ

ろでございます｡ 御指摘をいただきまして本当にあり

がとうございます｡

今お触れになりました､ 今回､ 修正協議におきまし

て､ 修正案の附則におきまして､ 13条第２項で､ 立法

府､ 司法府の文書につきましても､ 行政府の文書管理

の法律が制定されて､ この文書管理の取組についても

これから進むわけでありますが､ そうしたことを踏ま

えて､ 立法府､ 司法府の中での行政文書についてもしっ

かりと取り組んでいただきたいということで附則に入

れさせていただいたところでございます｡ 民主主義の

一番基本である公文書のこの整備ということにつきま

しては､ 立法､ 司法､ 行政のそれぞれに公文書がある

わけでございますので､ そういう意味から､ これから

段階を経ながら丁寧に整備をしていく必要があるので

はないかという思いを込めて附則に入れさせていただ

いたところでございます｡

もちろん､ 権限､ いろいろな分立の権限が違います

ので､ そのことも踏まえて､ これからの実態を踏まえ

た上で､ ５年後の見直しの規定の中に検討をしっかり

していただきたいということでございますので､ これ

から通則法という形になるかどうかということも含め

て検討をしっかりしていっていただきたいというふう

に思っております｡

○岩城光英君 ありがとうございました｡

次の質問は小渕大臣にと思っておりますが､ 午前中､

松井委員の方から御質問があったこととほぼ同じ内容

でありますけれども､ そのときにも大臣から積極的に

取り組むという姿勢を示されて非常に心強く思ってお

りますが､ なお改めてお伺いをさせていただきます｡

国立公文書館は独立行政法人であるため､ 行革推進

法によります人件費の５％削減の対象となっておりま

す｡ ところが､ ほかの外国の施設と比べてのその人員

の配置は､ 先ほど議論のあったとおりであります｡ 国

立公文書館はこの果たすべき役割の大きさからやっぱ

り人員を増やし､ 体制を強化する必要があろうと思っ

ております｡ さらに､ 衆議院におきましては附帯決議

で､ 必要な人員､ 施設及び予算を適正に確保すること

としております｡

そこで､ この法律案による公文書管理､ これが十分

に機能するために､ 人員も含めまして国立公文書館の

体制強化の必要性に対する小渕大臣のお考えをお示し

願います｡

○国務大臣 (小渕優子君) お答えをいたします｡

委員が御指摘になりましたように､ 国立公文書館の

果たすべき役割､ そして機能は大変重要なものと認識

をしております｡ そのために､ その体制強化は新たな

公文書管理制度の必要不可欠な要素であると思ってお

りますし､ そのうちの人員の確保､ そして質の向上と

いうのはなくてはならないものであると考えておりま

す｡ 有識者会議の最終報告には､ 将来的には数百人規

模を実現すべきであるという御提言をいただきました｡

すぐに数百人増やすというのはなかなか難しいことが

あるんですけれども､ やはりしっかりと公文書のその

役割を果たしていくために､ 中長期的にわたって計画

的に人員の確保というものはしていかなければならな

いと考えております｡

本年度は公文書館において専門職員11人を採用する

など､ 柔軟な形で人員の拡充にも取り組んでいるとこ

ろですが､ 引き続きまして積極的にこの人員の確保に

努めてまいりたいと考えております｡

○岩城光英君 本当に前向きなお答え､ 心強く思いま

す｡ 私ども一生懸命バックアップしてまいりますので､

何分よろしくお願いしたいと存じます｡

そこで､ 最後の質問に移りますけれども､ 今大臣か

らお話ありました専門職についての質問になります｡

公文書館制度を担う専門機能を備えた人材､ この増強

を図るためには､ 教育研修制度の充実や､ あるいは資

格制度の整備に向けた検討など､ 専門職の保持者の養

成体制を､ これを確立することが重要であると思います｡

衆議院の附帯決議におきましては､ 専門職員の育成

を計画的に実施することとしてあります｡ また､ 公文

書館法第４条第２項は､ 公文書館には歴史資料として
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重要な公文書等についての調査研究を行う専門職員を

置くものとするとあります｡ しかし､ この公文書館法

附則第２項では､ 当分の間､ 地方公共団体が設置する

公文書館には専門職員を置かないことができるとなっ

ております｡ 公文書館法解釈の要旨によりますと､ 現

在､ 専門職員を養成する体制が整備されていないこと

などにより､ その確保が容易でないなどのためのよう

でございます｡

今後､ 国においても､ あるいは地方におきましても､

専門職員の必要性が高まることとなるものと考えられ

ますが､ 専門職員の育成の実施､ 学芸員や司書のよう

な資格制度の確立の必要性など､ その見通しについて

お伺いをいたします｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

公文書の管理を適切に行うためには､ 先生御指摘の

ように､ 国､ 地方共に文書管理の専門職員の養成確保

が重要な課題でございます｡ 政府といたしましても､

国立公文書館におけます研修の充実など､ 専門職員の

育成に更に積極的に取り組んでまいる所存でございま

す｡

また､ 平成21年度調査研究費といたしまして､ 文書

管理の専門家の在り方についても具体的な検討を行う

予定でございます｡ この調査研究の中で資格制度の必

要性も含めて検討してまいりたいと考えております｡

○岩城光英君 終わります｡

○岡田広君 自由民主党の岡田広です｡

昭和62年の第111国会において公文書館法が可決され

ました｡ この年に提出された議員立法は､ 衆議院１本､

参議院１本でありましたが､ 成立したのは公文書館法

の１本だけでありました｡ 昭和63年６月に施行されま

したこの公文書館法は､ 私の政治の師であり､ 当時私

が秘書をしておりました､ 元茨城県知事で参議院議員

でありました岩上二郎先生が中心となって発議された

議員立法でもあります｡

アメリカでは､ 議員立法で成立した法律の中にはそ

れぞれの中心的な議員の名前を付けられるということ

が多いと伺っておりますが､ 労使関係の法律で提案者

のタフト氏とあるいは下院労働委員長のハートレーさ

んの名前に由来したタフト・ハートレー法､ グラス・

スティーガル法という銀行と証券の垣根を定めた法律

に尽力したグラス氏とスティーガル氏の両議員の名前

を付けた法律などがあるわけでありますけれども､ 岩

上先生は､ 知事時代より歴史資料や行政文書の保存の

重要性を訴え､ 茨城県では歴史館というものを造りま

して､ ここに公文書館機能を早いうちから併設をされ

ておりました｡ 後で述べますけれども､ この歴史館の

予算は21年度約５億５千万､ この中で公文書館にかか

わる予算は２億５千万であります｡ 後でこれ日本の国

立公文書館の予算等と比較する意味で今数字申し上げ

たわけでありますけれども｡

62年の公文書館法につきましては､ 10年余の長い年

月を経て議員立法で公文書館法を成立をさせたわけで

ありますが､ 私はまさに秘書としてお手伝いをさせて

いただきました｡ 岩上法と言っても過言ではないんだ

ろうと､ そう思います｡ しかし､ 当時の状況を見ます

と､ ユネスコ加盟国117か国のうち､ 公文書館法同様の

法律ができたのは日本が一番遅かったという事実もあ

るわけであります｡

岩上先生は､ 公文書館法成立後の参議院予算委員会

におきまして､ 改めてこの公文書の保存等の重要性を

訴え､ 委員会の最後に､ 公文書館法の趣旨を遂行する

ために､ 政府は各省庁さらには公団､ 事業団にわたり

強く働きかけ､ 万全の措置を講じてほしい､ その御決

意のほどをお伺いしたいと質問をされました｡ 政府と

しては､ 行政文書はもとより､ 立法､ 司法その他の文

書にわたり､ できる限り収集に努め､ 後世に残してい

けるように､ 政府としてもこの法律に基づいて最善の

努力をしていきたいという答弁がありましたが､ この

答弁は､ 当時の内閣官房長官でありました小渕恵三大

臣､ 先生から､ 小渕優子担当大臣のお父上であります｡

力強い答弁をいただいたわけであります｡

私は､ 市長時代から歴史を尊ばない民族は滅びると

いう言葉を常々言っていましたけれども､ まさに歴史

の大切さは今までの議論の中で言うまでもないことで

ありますけれども､ 公文書館法がスタートしてから21

年がたち､ 今回この管理法が提案をされているわけで

ありますけれども､ 今お話ししたように､ 小渕恵三内

閣官房長官が答弁をされて今回の担当大臣が小渕優子

担当大臣というのも､ くしくも何か因縁のようなそん

な気がするわけでありますが､ この当時の総理大臣は

竹下登内閣総理大臣です｡ そして､ 自治大臣が本県の

梶山静六自治大臣という､ これもまた因縁のようなそ

んな気がするわけでありますが､ まず小渕大臣に､ 今

までの経過も踏まえまして､ 公文書の意義についてお

尋ねをしたいと思います｡
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○国務大臣 (小渕優子君) お答えをいたします｡

公文書は､ 民主主義の根幹を支える基本的なインフ

ラであります｡ 過去の歴史から教訓を学ぶとともに､

未来に生きる国民に対する説明責任を果たすために必

要不可欠な国民の貴重な知的資源であります｡ これを

適切に管理して､ その内容を後世に伝えていくことは

国の重要な責務と考えております｡

ただいま委員からお話がありました､ 今日に至るま

でに多くの先人の努力や歩みがあるということを決し

て忘れてはいけないと思っております｡ このような国

の重要な責務をしっかり全うするために､ しっかりと

した体制を整えられるように最善を尽くしてまいりた

いと考えております｡

○岡田広君 公文書館法は理念法でしたけれども､ ま

た今回は管理法ということで､ 本当にこれが動くんだ

なということで､ 本当に感無量のようなそんな気がす

るわけでありますけれども｡

国立公文書館､ これ北の丸公園にありますが､ 小渕

大臣はここは行かれたでしょうか｡

○国務大臣 (小渕優子君) 今から５年ほど前になりま

すが､ お伺いいたしました｡ それからまた数度お伺い

しております｡

○岡田広君 私も現状を先週見てきたわけですけれど

も､ これはまた後で述べますが､ 本当にもう少し予算

等につきましても充実をしていかなければならない｡

今までの委員の質問の中にもあったとおりであります

から､ これはまた後で伺いたいと思っています｡

平成11年の行財政改革・税制等に関する特別委員会

において､ 第二次世界大戦が終了した直後､ 政府にとっ

て都合が悪い文書の処分がされていたのではという質

問がありました｡ あるいは文書が行方不明になってい

る｡ これの質問に答えまして､ 当時の続訓弘総務庁長

官は､ 文書は国の命である､ そういう意味では､ 御指

摘のような事案は絶対に起こしてはならないし､ 起こ

らないと思いますと答弁をされています｡

残念ながら､ その後も質問の中にもありましたよう

な社会保険庁での年金記録の紛失あるいは防衛省の航

泊日誌の誤廃棄などが起きているわけであります｡ こ

こで続総務庁長官が起こしてはならないと言うのは私

も理解をするんですが､ 起こらないと思いますと御答

弁をされた根拠がちょっとよく分からないんですけれ

ども｡

明治維新､ まさに鎖国から我が国が開国へと進んで

文明開化の音がするという､ こういう標語も流れた時

代ですけれども､ まさに明治維新から近代的文明国家

を歩んできたわけでありますけれども､ この続長官の

思いとは裏腹にいまだに後世に残していかなきゃなら

ない公文書を廃棄しているという現実を考えると､ 真

の文明国家とは言えないんではないか｡ 私は､ 情報は

最も大事､ 歴史が大事です､ 歴史､ 情報｡

ちょうど2001年の NHK 大河ドラマは ｢武蔵｣ でし

た｡ 21世紀最初の大河ドラマです｡ なぜ NHK が ｢武

蔵｣ を上映したか｡ 考え方はたくさんあると思います｡

武蔵が生きた時代は戦国動乱から徳川家康が最後に国

を統一して安定政権に入った時代です｡ 武蔵が五輪の

書を書いたのはまさに徳川安定政権､ 260年という世界

に例を見ない安定政権をつくった｡ そういう中で武蔵

が剣の考え方を書いても､ もう平和になってしまった

わけですから書いても読まれないんじゃないか､ この

時代に五輪の書を書いても余り意味がないという､ 多

分武蔵はそれを知っていたと思うんです｡ しかし､ 自

分が生きてきたあかしとして熊本の洞窟にこもって五

輪の書を著したことは御承知のとおりです｡

武蔵の剣の哲学は､ 勝つことよりも負けない工夫を

するということにありました｡ この時代に負けるとい

うのは､ 剣道と違いますから死を意味するということ

です｡ 死なないために武蔵は何をしたかというと､ 情

報を最も大事にした｡ 今私たちが生きている21世紀､

IT の時代､ IT の話はまた後でしますけれども､ 情報

過多の社会｡ 都市にいても地域にいても一瞬に､ 瞬時

にして情報が入る時代｡ しかし､ 戦国動乱の時代も徳

川安定政権の時代も生きる上にとって大切なのは私は

情報だと､ こういうことを NHK がドラマを通じて全

国の皆さんに教えている､ そんな番組だと理解をして

います｡ 今年の ｢天地人｣ はこの前お話ししましたか

らしませんけれども｡

そういうことで､ 負けないために絶対に太陽と向き

合わない､ 太陽の光で一瞬目がくらんだら負けてしま

う｡ 太陽を背にして戦った｡ ２人以上の敵が来たら､

刀は大刀小刀､ 手は２本ありますから二天一流を編み

出した｡ これは当然の自然の摂理なんです｡

何よりも情報を大切にしたというのは､ 吉岡一門と

の一乗寺下り松の決闘｡ たくさんの敵が来たら幾ら強

くても切られて死んでしまう｡ 死なないために何をし

たかというと､ 決闘の前の日とその前の日､ ２日掛け

て一乗寺下り松の現場を自分の目で見て､ たくさんの
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敵が来たら狭い田んぼのあぜ道から逃げよう､ ３列４

列縦隊に歩けないところです｡ １列か２列｡ たくさん

の敵が来ました｡ 一目散に田んぼのあぜ道から逃げま

した｡ そして､ 振り向きざまに１人切って､ また駆け

出して振り向きざまに１人切って36人切りをしたのは

御承知のとおりです｡

そして､ 何よりも情報を大事にしたというのは佐々

木小次郎との決闘､ 日本一の剣客を決める決闘｡ 死な

ないために､ 負けないためにどうしたかというと､ 小

次郎の情報をしっかりと読み取ったということです｡

人一倍短気な情報を読み取った武蔵は､ 巌流島にわ

ざわざ遅刻して行ったんです｡ 二つ折りのいすに座っ

て､ 決闘の時刻になってもなかなか武蔵が来ない｡ 小

次郎は怒りの神経がクライマックス状態になっていま

した｡ そんなとき､ 岸辺に舟が着いた｡ 二つ折りのい

すから立ち上がって､ 一目散に武蔵目指して駆け出し

ながら､ 武蔵､ 見参と言いながら背中にしょった長い

物干しざおのような刀を抜きました｡ その次に何をし

たかというと､ 今度は左手で､ 多分､ 決闘の邪魔にな

るだろうと思ったんだと思います､ 刀のさやを左手で

取って海の中に投げ捨てました｡ この瞬間を武蔵は見

逃さなかったということです｡

今度は武蔵が大きな声で､ 小次郎､ 敗れたりと言い

ました｡ 小次郎は､ なぜ自分が戦う前に敗れたか分か

らない｡ そうこう考えているうちに､ 武蔵の次の言葉

が続きました｡ 勝者は自分の刀を元に収める刀のさや

を海中の中に捨てたりはしない､ 武蔵が大きな声で言

いました｡ この一言で小次郎は一瞬しまったと思った

んだろうと思います｡ 平常心を失ったということです｡

その一瞬のすきを目掛けて､ 長い木刀を右と左の両手

でしっかりと握り締めて､ 小次郎の頭目指して､ 脳天

目指して打ち下ろした｡ 鉢巻きが割れました｡ この一

瞬で勝負は決まったということです｡ いかに情報が大

事かということを言いたくて､ ちょっと脱線をしてし

まいました｡

各府省の公文書が破棄されない､ そういう中で適正

な管理が行われるためのコンプライアンスの確保､ 今､

岩城委員からも御質問があったとおりでありますけれ

ども､ 非常に情報､ 歴史､ 重要だということを再認識

していただきまして､ この点について政府参考人から

御答弁をいただきたいと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) コンプライアンスの確

保についてのお尋ねでございますけれども､ 本法案に

おきましては､ 歴史資料として重要な公文書につきま

してはすべて移管することとしておりまして､ これを

適切に行うために､ 保存期間満了時の移管､ 廃棄の措

置をあらかじめ決めておくという､ そういうレコード

スケジュールを導入することにいたしました｡

また､ この移管､ 廃棄の措置につきましては､ 行政

文書ファイル管理簿に記載し､ 定期的に内閣総理大臣

への報告を行いますとともに､ 公表も行うこととして

おります｡ また､ この報告によりまして移管､ 廃棄の

設定に問題があると考えられる場合には､ 内閣総理大

臣が実地調査あるいは勧告を行い改善を図る仕組みを

整えたところでございます｡

さらに､ 与野党共同の修正案におきましては､ 行政

文書ファイル等を廃棄しようとするときにはあらかじ

め内閣総理大臣の同意を得ること､ また､ 内閣総理大

臣は､ 特に保存の必要があると認める場合には行政機

関の長に対しまして廃棄の措置をとらないように求め

ることができることとなったところでございます｡

このように､ 本法案におきましては､ コンプライア

ンスの確保を図るため､ 内閣総理大臣によります適切

なチェックや改善措置についての制度化が盛り込まれ

ているところでございまして､ これに従いまして適正

な文書管理に努めていきたいと考えております｡

○岡田広君 是非､ 適正な管理ということに努めてい

ただきたいというふうに思っています｡

今答弁がありまして､ やっぱり廃棄をするというこ

ともとても大事だと思うんです｡ 先ほど質問の中で､

１年間で保存期間過ぎたものを100万件､ その中で90万

件は廃棄をしているという､ 今度はこの廃棄をする専

門職の養成というのを､ これが最も大事だと思います

けれども､ これはまた後で述べたいと思います｡

この公文書の廃棄については､ 職員の公文書管理に

対する意識が十分でなかったこと､ あるいは各府省に

おける管理､ 保存の､ この文書管理における一定のルー

ルがなかったことが大きな原因であると思うわけであ

りますけれども､ 本法案の修正の第８に､ 公文書が適

切に管理されるためには職員の意識改革が大事である

として､ 行政機関等の職員の研修に係る規定を設けた

わけであります｡ 意識改革のためには､ 各府省で在職

員の研修はもとより､ 新規採用職員､ 役職職員の研修､

こういうこともしっかり行う必要があると思うわけで

ありますけれども､ 具体的にはどのような形でこの意

識改革を進めていくのか､ お尋ねをしたいと思います｡
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また､ 本法案の大きなポイントとして､ 各府省で統

一的な管理ルールの下で公文書管理を行うこととなっ

ているわけでありますけれども､ これは具体的にはど

のような規定になっているのか､ これも政府参考人に

お尋ねしたいと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

あるべき公文書管理の実現のためには､ 先生御指摘

のように､ 行政職員一人一人が公文書管理に関する意

識とスキルの向上を図りますとともに､ 誇りと愛着を

持って公文書を作成し､ 堂々と後世に残す共通認識を

持つことが重要でございまして､ この点につきまして

は有識者会議の最終報告にも述べられているところで

ございます｡

このため､ 昨年11月の閣僚懇談会におきまして､ 小

渕大臣から各大臣に職員の意識改革に向けた指導の徹

底をお願いしたところでございます｡

また､ 関係省庁連絡会議の申合せにおきまして､ 職

員研修などの機会を通じまして､ 適正な文書管理が､

行政の適切かつ効率的な運営とともに､ 現在及び将来

の国民に対します説明責任を果たしていく上でも必要

であると､ そういうことの意識啓発あるいは文書管理

に関する知識､ 技術の習得に努めるというふうにして

いるところでございます｡ 職員の意識改革を図る方策

につきましては､ 引き続き､ 多角的な研修､ 多面的な

研修の実現に向けまして検討してまいりたいと考えて

おります｡

また､ ルールに対するお尋ねがございましたけれど

も､ 本法案におきましては､ 行政文書に関します統一

的な管理ルールといたしまして､ 作成あるいは整理､

保存､ あるいは行政文書ファイル管理簿､ 移管､ 廃棄､

我々はこれ文書のライフサイクルと呼んでおりますけ

れども､ 文書のライフサイクル全般について規定して

いるところでございます｡

特に､ 与野党共同修正案におきましては､ 経緯も含

めた意思決定に至る過程でありますとか､ 事務事業の

実績を合理的に跡付け､ 又は検証することができるよ

う文書の作成を行わなければならないものとされたと

ころでございます｡

○岡田広君 ありがとうございました｡

いろいろ御答弁いただきましたけれども､ まさにやっ

ぱり意識改革というのはもう非常に大事なことだろう

と思いますし､ 今､ 山崎官房審議官から愛着を持って

という言葉が出ました｡ まさに､ 愛というのはとても

大事なことだと思います｡ これ話をすると長くなるか

らまた言いませんけれども､ 愛という漢字は受け止め

るに心という字が組み合わさってできている｡ 相手の

心を受け止めるのが愛ということだけ是非覚えていた

だいて､ これ日本語でいうと ｢はい｣ という言葉なん

です｡ 漢字に直すと拝啓の拝です｡ これは辞書を引く

と､ 相手を敬うこと｡ だから､ 公文書を敬うこと｡ こ

れ､ 人間だけじゃなくて､ 愛は人と人の問題ばかりじゃ

なくてすべてそうだと思うんです｡ だから､ 私は､ 相

手を敬うこと､ おじぎをすること､ そして拝むことと､

三つ意味が拝という漢字の意味が書かれていますから､

このことだけヒントを申し上げておきたいと思います

から､ 是非これは指導を徹底をしていただきたい､ そ

ういうふうに思っています｡

各省庁における文書は倉庫で保管されたり､ 各部局

で保存したりしているなど､ 全く今ばらばらでありま

すけれども､ 本法案の修正で､ 行政機関の長は､ 行政

文書ファイル等の集中管理の推進に努めなければなら

ないとされたわけでありますけれども､ この修正した

目的について､ 修正案提出者の上川議員さんにお尋ね

をしたいと思います｡

○衆議院議員 (上川陽子君) ただいま御指摘になりま

した各省庁で文書が大変ばらばらに管理をされている

現状がございます｡ その文書が作成された後､ 適正に

管理をしていく一つの大きな手段として､ 適切な場所

で､ しかも状況が､ 長いスパンで保存されるものもあ

りますし､ また大変短いスパンで廃棄されるものもご

ざいますが､ 歴史文書として残っていく文書につきま

しては､ 初めの段階からできるだけ丁寧に保管､ 保存

をしていただきたいという思いも込めて､ 集中して適

切に管理をしていくということが大変大事ではないか

ということであります｡

作成された原課から手が離れて､ 専門的に非常に資

格のある皆さんにこの文書の管理についてもしっかり

していただくという意味で､ 集中管理を各省庁の中で

もしていただくと同時に､ 各省庁の垣根を越えて集中

的な管理制度を設けていただきまして､ そちらの方に

移管をしていく｡

さらに､ 今回は､ 中間書庫という制度につきまして

はパイロット事業も行われているところでありますの

で､ 今回､ 国立公文書館がこの中間書庫を業務委託を

するという制度にもなっておりまして､ そうした実績

を踏まえて､ できる限り集中管理の方向になるように､
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まずこの法律の中で項目を設けて､ 実践していただき

たいという思いを込めて修正をさせていただきました｡

○岡田広君 それぞれの省庁でしっかりと管理をする

という､ これは当然大事なことでありますけれども､

それぞれ省庁にも収集､ 保存をする専門家というのは

なかなかいない｡

先ほども質問の中で出ていましたけれども､ 公文書

管理課は山崎審議官を始めとして九名という数字が出

ています｡ 国立公文書館は42名という､ こういうスタッ

フの中で､ なかなか専門家､ 非常に難しいわけであり

ますけれども､ こういう状況の中では､ 今それぞれ省

庁で中間書庫での保存､ 管理ということになるのかな

という私理解をしているんですけれども､ この中間書

庫への移送範囲､ あるいは時期についてのスケジュー

ル作成などが必要になるんだろうと思っています｡

国立公文書館は､ 温度が22度､ そして湿度55％とい

うことで､ 空調設備の整った書庫でこれを収納してい

るわけでありますけれども､ それぞれの省庁ではまだ

そこまでの体制は取られてないんじゃないかと思いま

すけれども､ この中間書庫も同様な設備を備えた施設

で管理をするのが望ましいと思うわけであります｡

衆議院での附帯決議の３項目めに､ 中間書庫の制度

を各行政機関に導入することについて検討を行うこと

という項目が付されているわけでありますけれども､

この中間書庫の役割､ そしてこれからの管理について､

山崎参考人にお尋ねしたいと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

この中間書庫の集中管理の制度につきましては､ 原

課で行われているものを一定期間終了後に集中的に管

理するという意味で大変意味のあるものだと考えてお

ります｡

有識者会議の最終報告におきまして､ 集中管理の推

進について御提言をいただいたことを受けまして､ 政

府提出法案の第６条におきまして､ 時の経過や利用の

状況等に応じて適切な保存及び利用を確保するために

必要な場所における保存義務を定めたところでござい

ます｡ また､ 国立公文書館において中間書庫業務を行

うことができる規定を設けているところでございます｡

さらに､ この与野党共同修正におきまして､ この集中

管理に関します条文が付け加わったことも踏まえまし

て､ 今後､ 関係省庁とも相談しながら鋭意検討を進め

ていきたいと考えております｡

なお､ 内閣府におきましては､ ２年ほど前からパイ

ロット事業と称しまして中間書庫の検討を行っている

ところでございますけれども､ そこの問題点も踏まえ

まして､ 更に検討を進めてまいる所存でございます｡

○岡田広君 この中間書庫の果たす役割というのは大

変重要なものがあると思うわけでありますけれども､

今度は､ 中間書庫のこういう国立公文書館のような施

設整備ができても､ やはり人というのが､ 専門家､ こ

れがまた必要なんだろうと思います｡ こういうことで､

これはまたこの後聞きたいと思いますけれども｡

それで､ この前､ 国立公文書館を視察をして感じた

ことでありますけれども､ 資料の保存､ これに当たり

まして､ 紙の問題でありますけれども､ 酸性紙ででき

た本の劣化は大変深刻な問題であるということを伺っ

てまいりました｡ 日本より酸性紙を早くから使用して

きた欧米ではもっと深刻でありますけれども､ 1982年

に行われましたアメリカ・イエール大学図書館所蔵図

書の劣化調査では､ 約30％のものが既にぼろぼろで使

用できない状態であると国立図書館資料保存対策室の

資料には書かれてありました｡

酸性が強いほど紙は劣化しやすく､ アルカリ性に近

いほど紙は長い寿命を持つということでありますけれ

ども､ 和紙が千年以上の寿命がある｡ 正倉院の保存さ

れた資料は､ まさに原料にコウゾとかミツマタが使わ

れており長く保存ができるという､ そういうものであ

るということでありますけれども､ いずれにしても､

繊維が丈夫であること､ 中性であるということがその

理由であろうと思うわけであります｡

現在はパーマネントペーパーということで､ 耐久用

紙と呼ばれる保存に適した紙でありますけれども､ 保

存されている資料には酸性紙でできているものが多く

あるわけであります｡ 先日も見させていただきました

けれども､ 国立公文書館では､ 損傷を受けている資料

を部分的に虫直し､ あるいは全面裏打ち､ 入紙､ リー

フキャスティング等の方法で修復し､ 利用頻度が高い

ものや劣化しそうなものをマイクロフィルム化してい

るわけであります｡

この歴史的財産を後世まで残すための歴史的資料の

修復､ 保存について､ 公文書館法が成立して21年がた

つわけでありますけれども､ これは紙の科学研究､ 紙

の研究､ こういうことを今までやられたのかどうか､

あるいはやっていたとしたら､ こういう成果について

どうなっているのか､ これをお尋ねしたいと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

アーカイブズ 37

177

�����������������������������������������

����



国立公文書館におきましては､ 酸性劣化を保存上の

大きな問題であると認識しておりまして､ 試行的に脱

酸処理を修復業務に取り入れているところでございま

す｡ また､ 修復技法につきましては､ 様々な情報収集

でありますとか調査などを随時行いまして､ 修復の質

の向上に努めております｡

今後とも､ 貴重な公文書を国民に長く利用していた

だけるよう､ 国立公文書館におきます所蔵資料の修復

に関しまして一層積極的に取り組んでまいりたいと考

えております｡

○岡田広君 是非よろしくお願いしたいと思います｡

次に､ 第112回の予算委員会において､ これは岩上先

生が､ 日本の重要文書が外国の公文書館等に収められ

ている､ オランダにおいては山田長政の事績､ あるい

は占領下にあって内務省時代の一部の資料がアメリカ

の公文書館等に収められ､ 研究者は非常に不便を感じ

ていると｡ 福田総理が総理のとき､ アメリカに行った

ときにも､ 当時の自分の郷里の群馬の地図をアメリカ

からいただいたという､ そういうこともあったわけで

ありますけれども､ こういう質問に対して､ 政府委員

は､ 諸外国の公文書館に我が国の資料が収められてい

るという状況を承知していなかったと答弁をされてい

ます｡ 一つの問題提起という観点から今後勉強を続け

させていただきたいと考えているとの答弁があったわ

けでありますけれども､ 我が国についてこの答弁が今

どういうふうになっているのか｡ 一つの問題提起とい

う観点から今後勉強を続けさせていただきたいという

のは､ 何らかの検討をしたのかどうか｡ あるいは､ し

ていなければそれでもいいわけですけれども､ したら

どういう状況になっているのか｡

私聞きたいことは､ 諸外国にある例えば日本の歴史

的文化財､ そういう文書に関しても､ 例えば政府とし

て､ 世界の国々には大使館や領事館がありますから､

国際公文書館会議というのも開催をされているという

ことでありますから､ そういういろんな組織を通じて､

日本の散逸した情報､ 歴史資料､ そういうものを収集

をするというような考え方で検討されたことがあるの

か｡ あるいは､ 諸外国にあるこの日本の歴史的文化財

を買い取ることができるのかどうか､ そういう検討を

されたのかどうか､ お尋ねしたいと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) 諸外国の公文書の調査

についてのお尋ねでございますけれども､ 例えば平成

８年に内閣官房におきまして､ 日本の旧海外機関の文

書､ 刊行物等を含みます国内外のアジア歴史資料の所

在状況に関する調査などを行っております｡ 少ない定

員の中で十分ではないかもしれませんけれども､ 諸外

国の国立公文書館におきます所在状況について随時調

査をしているところでございます｡

また､ 諸外国からの公文書の返還のお尋ねでござい

ますけれども､ 今回の改正案におきまして公文書の寄

贈を受け入れることができるという規定を新たに設け

たところでございます｡ 今後とも､ 公文書の国際会議

の場等を通じまして実質的な寄贈でありますとか､ あ

るいは返還を要請することは可能であると思っており

まして､ できる限りそういう方向でやっていきたいと

考えております｡

○岡田広君 今の答弁聞いていると､ 世界のいろいろ

そういう日本の歴史資料について調査は統一的にやっ

ているというようなふうに答弁は聞こえなかったわけ

でありますけれども､ もう一度だけ､ 統一的にやられ

たのか､ そして､ 寄贈ということが今お話ありました

けれども､ 寄贈はこれで理解できるんですけれども､

買取りということ､ まあこれは予算が伴うことですが､

こういうことはまずできるのかどうか､ これもちょっ

と分からないので参考までに教えていただけますか｡

○政府参考人 (山崎日出男君) 統一的な調査というと

ころまではなかなか行っていないところはあろうかと

思いますけれども､ 例えば平成８年度の委託調査であ

りますとか､ あるいはほかの機関が行った資料の調査

の情報の収集､ 例えば東京大学の史料編纂所が行いま

した調査に関します情報の収集でありますとか､ ある

いはアジア経済研究所の行いました調査の情報収集等

を随時行っているところでございます｡

また､ 買取りについてのお尋ねがございましたけれ

ども､ 今般の法案におきまして､ 予算が伴えば買取り

は不可能ではないというふうに考えておりまして､ そ

こについても努力してまいりたいと考えております｡

○岡田広君 是非いろんな形で世界の公文書館等に保

存をされるいわゆる日本から散失してしまったそうい

う歴史資料等につきましては､ やっぱり統一的に調査

をされて､ そして､ どうしても､ 必要な専門家はいる

わけですから､ 必要なものに関しては予算措置をして

買取りという､ まあ交渉､ 寄贈してもらえば一番いい

わけですけれども､ なかなかそういうわけにいかない

んですけれども､ そういうふうに何か思い付いたよう

に平成８年とかやるとかということよりは､ 統一的に
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やっぱりやられたら私はいいんじゃないかと思うんで

すけれども｡ その予算の買取り､ やっぱり重要なもの

に関して､ 必要性があるものに関してという買取り､

今答弁ありましたけれども､ これもう一度お答えいた

だけますか｡

○政府参考人 (山崎日出男君) 公文書あるいは資料の

買取りにつきましては､ 制度上､ 予算が伴えば実行可

能と考えておりますので､ 今後とも可能な限り検討し

てまいりたいと考えております｡

○岡田広君 予算が通ればということなんで､ これを

担当大臣である小渕担当大臣､ どうでしょうか､ 将来

的に｡

○国務大臣 (小渕優子君) しっかり検討して､ 頑張っ

てまいります｡

○岡田広君 是非統一的に調査をして､ 何か､ 今の答

弁ではしようがないやというようなそんな感じですか

ら､ 公文書管理法ができるという､ こういうときにやっ

ぱりしっかりと調査をして､ そういうデータをやって､

その中で必要なもの､ 重要なものを､ 買取りまではな

かなか予算厳しいですからそこまで行かないにしても､

やっぱりそういう優先順位とか決めるという必要性は

あるんじゃないかなと､ そう私は思うのですが､ 要望

しておきたいと思います｡

公文書館の組織は､ これは松井さんから先ほど出た

諸外国の国立公文書館の比較の表でありますけれども､

日本の､ ここに書かれているとおりです､ これ申し上

げませんけれども｡ こういう中で､ 公文書館における

現在の職員数､ アーキビストで文書管理等を行うには

大変厳しいと､ だれが見てもこれ一覧表で出されたら

考えるんだと思うんですけれども､ このアーキビスト

の養成の現状についてお尋ねをしたいと思います｡

昭和62年に公文書館法が成立しまして､ 平成11年に

情報公開法が施行されているわけでありますけれども､

現在までアーキビストの養成がなされてこなかった｡

また､ 社会における認知度も低いです｡ 公文書等を適

切に保存して後世に伝えていくためには､ 携わるアー

キビストの資質として､ 高度な専門知識､ 技術に加え､

高い見識と幅広い視野が求められているわけであります｡

ヨーロッパ諸国やアメリカのように､ 国立アーキビ

スト養成学校のような専門養成機関の設置､ 大学院に

おける教育などにより人材育成を図れると考えている

わけでありますけれども､ 人材育成についての方策に

ついてお尋ねをしたいと思います｡

フランスではアーキビストを国で認可しています｡

アメリカでは民間で認定しています｡

日本でもアーキビストという資格制度を確立するこ

とによって能力を有する人材が確保されると考えるわ

けでありますけれども､ この制度化についてのお考え

をお尋ねしたいと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

公文書の管理を適切に行うためには､ 国､ 地方共に

文書管理の専門職員の育成確保が重要でございまして､

国立公文書館におきましては､ 国や地方公共団体の職

員を対象とした様々な研修を実施しているところでご

ざいます｡ 今後､ この研修の充実など､ 専門職員の育

成に更に積極的に取り組んでまいる所存でございます｡

また､ 21年度の調査研究費が付いておりまして､ そ

の中で文書管理の専門家の在り方につきまして具体的

な検討を行う予定になっております｡ この中で資格制

度の必要性も含めまして､ 鋭意しっかりと検討してま

いりたいと考えております｡

○岡田広君 是非､ しっかりと検討していただきたい

と思います｡

人材養成とか人材育成というのはどういうところに

行っても聞かれる言葉です｡ この前話した ｢天地人｣

だって､ あれは人材育成､ 人材養成を私たちに教えて

いるドラマ｡ それから雇用､ 景気､ 経済､ これは長く

なるから話はしません｡

それで､ 豊臣秀吉に仕えた黒田如水という大名が､

秀吉からこんな質問を受けました｡

この世の中で最も多いものは何か､ それに答えて､

それは人です｡ それでは､ この世の中で最も少ないも

のは何か､ それも人ですと答えました｡ 最初の多い方

の人というのは人間ということです｡ 少ない方の人と

いうのは人材ということです｡ 私は､ この人材を育成

し､ 育てている人こそが人物であると､ そう思うわけ

です｡ だから､ この資格制度というのはそれぞれの人

たちがやっぱり夢や目標の到達点､ 人材を育成をする

ためにまず人物が必要だということをとても私は大事

だろうと､ そう思っています｡

IT 時代という話がありました｡ IT というのはイン

フォメーションテクノロジー｡ 情報過多の社会､ ITの

ＩはアルファベットのＩです｡ これ一番最初のＩはイ

ンプットということです｡ たくさんの情報が入ってく

る社会になったということです｡ しかし､ そのたくさ

ん入ってくる情報の中から自分の仕事や生活に生かせ
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る情報はどれかと今度は興味を持つ､ 関心を示す､ ど

の情報が自分に必要かと､ インタレスト､ 興味を示す､

関心を示す｡ そして､ 自分の興味を示した情報につい

て､ 今度はイマジネーション､ それぞれの人の経験を

踏まえて､ 新しく創造する心を持つということ､ そし

て何よりも大事なのはアイデアのＩです｡ 21世紀は知

的所有権の時代だと言われています｡ 分かりやすく言

うと､ これからの時代は新しい発想やアイデアで勝負

をする時代だと｡ 限られた財源の中でいかに創意工夫､

アイデアが大事かという､ そういう時代に入ったんだ

ろうと私はそう思っています｡

このアイデア､ これは感動や感激から生まれてくる

と私はそう思っています｡ このカンという話､ 公文書

館の館､ 中間書庫の間､ 小渕担当大臣は少子化の担当

大臣もやっています｡ 少子化社会､ これを克服すると

いうのはもう最大の重要課題｡ 元気の元にうかんむり

を付けると完全という字に変わります｡ 元気がないと

完全はあり得ないという､ 言葉の持つ意味です｡ 小渕

担当大臣はこの公文書管理法の最高幹部､ 官と民と一

体となって汗を流す｡ 汗もカンです｡

これ､ このカンの話ばかりしているとまた時間が掛

かります｡ カンという漢字は､ 日本の国語の単語の中

で一番多い漢字がこのカンです｡ 70以上あります｡ 一

番いい公文書館管理をする､ いい環境をつくる､ そし

て感動し感激をするというのは生きることです｡ その

ほかのカンはまた皆さんで是非考えてください｡

アイデアというのは､ たくさん入ってくる情報の中

でどの情報が自分の仕事や生活にとって大事かという

取捨選択をしなければ､ 情報過多の時代ですから情報

にうずもれてしまうということになるわけです｡ だか

ら､ インターネットやｉモードというのはよこの糸と

いうことです｡ たくさん入ってくる情報の中でどの情

報が大事かと取捨選択をする､ 自分の考え方､ 物差し

をしっかりと作り上げるというのがたての糸です｡ だ

から､ インターネットやｉモード､ よこの糸｡ 世界地

図の中でイラクはどこか､ アフガニスタンはどこかと

探すときには､ 東経何度､ 北緯何度ということで､ よ

この糸とたての糸で世界のどんな場所も探し出すこと

ができるはずであります｡ だからマイナスという記号

は横一本です｡ たての糸を重ね合わせるからプラスと

いう記号に変わるんです｡ いかにたての糸､ 自分の考

え方､ 物差しを作り上げるか｡ しかし､ それには情報

がしっかりとなければ､ 今度は情報がたくさんあった

らどの情報が大事と､ これは多分廃棄処分するにして

も90万件､ 廃棄してもいいという目を養う､ 観察眼､

鑑定眼というのか､ 目を養わなければやっぱり情報が

消失してしまうということもあるわけですから､ いか

に人材育成､ その上に人物というのが大事かというこ

とを私は申し上げたいわけであります｡

そのために､ 是非この管理法ができることを契機に

されまして､ 国だけではなくして当然地方にもこの風

を広げていくというのはとても大事なことだろうと､

私はそう思っています｡ 選挙だって風と言います｡ 大

きい選挙は風です｡ 永田町には永田町の風があるのか

もしれません｡ 会社には社風という風があります｡ 学

校には校風､ 家庭には家風という､ どこに行っても風

があるんです｡ 風というのは最も怖いです｡

この国際公文書館会議を始めとして､ 都道府県､ 政

令指定都市の公文書課長会議､ あるいは全国公文書館

長会議とか公文書館職員研修会など､ 様々な会議や研

修を通して知識の習得とか技術の向上に努めておられ

ることは十分理解をしているわけでありますけれども､

この機会に国ばかりではなくして地方自治体でもこの

文書管理の重要性を更に高めていかなければならない

んだろうと､ そう思っています｡

都道府県で今15館ですか､ 市町村で６館､ これは昭

和60年時点｡ そして現在では､ 都道府県の公文書館が､

15館､ 倍になりまして､ しかし30館で､ 市町村は23館､

政令都市７館という､ こういう数字ですけど､ なかな

か地方に風が広がっていかないという状況の中で､ 私

は､ それぞれ公文書館､ 図書館に併設であったり歴史

館に併設であったり､ なかなか単独の館を造ることは

非常に財政的に地方自治体厳しいと思いますから､ やっ

ぱり様々な形でこれはやっていかなきゃならないと思

いますけれども｡

この館ができているというところはやっぱりトップ

の理解があるという地域だろうと､ 私はそう理解をし

ていますから､ いろいろ職員研修ももちろん重要であ

りますけれども､ 地方自治体の知事とかあるいは各首

長のトップセミナー､ これは都道府県知事会議とか六

団体首長あるいは議長六団体の会議もそれぞれ行われ

ているわけでありますから､ そういう機会も利用して

更にこのトップセミナー､ 国が声掛けして進めるべき

と私は考えるわけでありますけれども､ 山崎審議官か

ら御答弁をお願いいたします｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

2009/10

180

�����������������������������������������

����



先生御指摘のように､ 国立公文書館におきましては､

従来から全国公文書館長会議あるいは地方公文書館職

員を対象とした研修を行う等､ 地方におけます公文書

管理の意識喚起に努めてきたところでございます｡

本法案におきましては地方公共団体に対します努力

規定も設けたところでございまして､ 地方におきまし

ても今後適切な文書管理に向けまして積極的な取組が

行われることを期待しております｡ 当方といたしまし

ても､ 地方公共団体に対しまして積極的に働きかけを

行ってまいりたいと考えております｡

○岡田広君 是非積極的に働きかけをお願いしたいん

ですが､ 何かやっぱり全国に対してこういう､ 何とい

うか､ 計画を作ってやっぱり目標値を決めていかない

と､ まあ目標値決めるというのはなかなか難しいんだ

ろうと思いますけれども､ ただ形だけやっているとな

かなか広がらないということもありますので､ もう少

し工夫が必要なんじゃないかなという､ そういう気が

するわけであります｡

次は､ 先ほど公文書館法成立してから今日までの公

文書館の全国の数については説明したとおりでありま

すけれども､ その中でも､ 平成５年に神奈川県に設置

されました神奈川県公立公文書館は昭和58年に施行さ

れた情報公開制度がきっかけで設立されたと伺ってお

りますが､ 地方自治体はまさに財政的に苦しい､ そう

いう厳しい現状でありますけれども､ この公文書館が

ない地方自治体には､ 図書館あるいは学校の空き教室､

公民館等を公文書館的機能を有する施設とするために､

国で財政措置､ 今までもされているんだろうと思いま

すけれども､ 更に一層こういうことに拍車を掛けてい

ただきたいと思うんですが､ これは総務省の方にお尋

ねしたいと思います｡

○政府参考人 (望月達史君) 委員御指摘の､ 公文書館

的機能を持たせるために図書館あるいは学校の空き教

室､ 公民館の改修工事などを行う場合には､ 例えば一

般事業債あるいは合併特例債といった地方債を財源と

して活用することができます｡ また､ 本年度補正予算

におきまして措置されました地域活性化・経済危機対

策臨時交付金､ いわゆる１兆円の交付金でございます

が､ これを充てることも可能でございます｡

公文書館的機能を持ちます施設を設置しようとする

地方公共団体におきましては､ 地域の実情を踏まえな

がら､ こういった措置の活用を含めて御検討いただき

たいと考えております｡

○岡田広君 是非､ この管理法が成立をした暁には､

総務省としては､ 今御答弁にありました臨時交付金も

使えるわけですから､ それぞれの地方自治体がなかな

かそこまで知らないんですよ｡ そういうことを是非地

方にも､ これだけの話ではありませんけれども､ PR

をして､ こういう整備をしていくためにこの臨時交付

金も使えるんだよという､ こういうことも是非広報を

していただきたいなというふうに思っているところで

あります｡

先ほどのＩの話はアイデアで止まりましたけれども､

一番最後のＩはインストラクターというＩです｡ これ

は指導者という意味です｡ さっきＩを五つ挙げました

けれども､ 最後のＩはインストラクター｡ 是非指導者

の育成､ さっきちょっと忘れましたから申し上げてお

きたいと思います｡

それで､ 将来的には､ この行政の文書だけではなく

して､ 特殊法人あるいは独法法人､ 企業､ 団体等の文

書管理も重要になってくるわけであります｡ 先般､ 消

費者庁の設置法案が成立しましたけれども､ 福田前総

理が施政方針演説の中で､ ｢これまでの生産者､ 供給者

の立場から作られた法律､ 制度､ さらには行政や政治

を国民本位のものに改めなければなりません｡ 国民の

安全と福利のために置かれた役所や公の機関が､ 時と

してむしろ国民の害となっている例が続発しておりま

す｡｣ と御発言をされているわけであります｡

この独法法人の在り方についてはメリット､ デメリッ

ト､ あるいは司法､ 立法の収集等､ これは先ほど質問

にありましたから申し上げませんけれども､ まさに世

界の､ この松井委員提出の資料を見ただけでも､ フラ

ンスでは私文書とか企業文書等も収集をしております｡

そういう中で､ 消費者庁の設置に結び付いたパロマ

の湯沸器事故､ あるいはシンドラー社のエレベーター

事故など､ こういうものについても製作過程の情報と

か､ あるいは原子力発電にかかわる情報を企業でも､

今回の法案を契機に､ 文書の保存､ 管理の重要性をま

さに再認識してもらうべきだと考えているわけであり

ますけれども､ この公文書というものを知ってもらう

ためにも､ こういう企業､ 団体にも風を広げていく､

こういう広報活動をこれからどう展開していくのか､

これは山崎審議官にお尋ねしたいと思います｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

公文書は申すまでもなく民主主義の根幹を支えます

基本的インフラでありますとともに､ 過去､ 歴史から
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教訓を学び､ 未来に生きる国民に対する説明責任を果

たすために必要不可欠なものでございます｡ そういう

公文書を適切に管理してその内容を後世に伝えるとい

うことが国の重要な責務でありますことから､ 今般､

公文書管理法を提出させていただいたところでござい

ます｡

こうした公文書管理の意義､ あるいは公文書そのも

のの意義につきまして､ 幅広く御理解をいただくため

にも､ 今後､ 官民を問わず必要に応じて情報交換､ 啓

発に努めてまいりたいと考えております｡

○岡田広君 是非これを契機によろしくお願いをした

いと思います｡

平成19年の166国会におきまして国家公務員法改正法

が可決､ 成立しまして､ 国家公務員に対し省庁ごとに

行っていた再就職のあっせんを廃止し､ 窓口を一元化

し､ 再就職先を紹介する官民人材交流センターの設置

が決定し､ 平成21年正式発足して業務を開始したとこ

ろでありますが､ 今年になって省庁と関係が深い民間

企業や特殊法人に再就職していたことが判明をしたわ

けでありますけれども､ 今週の25日から衆議院で幹部

職員等に係る人事の一元管理に関する規定の創設等､

あるいは内閣人事局の設置に関連する規定の整備等に

ついての国家公務員法等の一部を改正する法律案の審

議が始まる予定であると伺っております｡

昨日､ 自民党の細田幹事長に天下り・わたり全面禁

止に向けた決議書を提出をしたわけでありますけれど

も､ 今回､ 国民に誤解を与えることのないようなこの

制度に､ 決議書をここで読み上げると時間が掛かりま

すので読み上げませんけれども､ こういう決議書と同

様に､ 国民に誤解を与えることのないような制度にす

べきであるというふうに考えているわけであります｡

この独立行政法人の国立公文書館長の任期は４年と

定められています｡ 再任についての文言は記述されて

いません｡ 現在の館長は現在３期目であります｡ 昭和

52年に閣議決定した特殊法人の役員の選考事項を見て

みますと､ 役員の長期留任は避けることとし､ 原則と

してその在職期間はおおむね６年を限度とすること､

ただし総裁等又は副総裁等の職にある者で特別の事情

がある場合はこの限りではないが､ この場合において

も原則として８年を限度とすることと書かれていると

いうことから見ても､ 天下り・わたり全面禁止を始め

とする公務員制度改革の議論が今されている今日であ

りますから､ 長期留任､ これ３期ですからちょうど12

年ということになるわけでありますけれども､ 年齢は

70歳限度とうたってあります､ 特殊法人のこの規定に

よりますと｡ この規定を運用しているというお話があ

りましたけれども､ まさにこの長期留任というのは現

在の流れに逆行しているという､ そう思うわけであり

ます｡ ここの国立公文書館長の任命は内閣総理大臣が

行っているんだろうと､ そう思うわけでありますけれ

ども､ これは内閣府の浜野官房長さんにこの考え方を

是非お尋ねをしたいと思います｡

○政府参考人 (浜野潤君) 独立行政法人の長の在任期

間につきましては､ 特殊法人同様､ 原則２期８年を限

度として運用しております｡

国立公文書館の現館長につきましては､ 本年３月末

に任期８年を迎えたところでございますが､ この時期

はちょうど国立公文書館の業務機能の充実を内容に含

んでおります公文書等の管理に関する法律案を国会に

提出しております時期であったことから､ その段階で

は再任されたものと承知しております｡

ただ､ 国立公文書館の館長につきましては､ 原則２

期８年とのルールの趣旨を踏まえまして､ 現在御審議

いただいております公文書等の管理に関する法律案の

今後の状況を見ながら､ 改めてしかるべく検討される

ものと考えております｡

○岡田広君 ありがとうございました｡ 是非､ 適切な

対応をしていただければと思うわけであります｡

次の質問でありますが､ 国立公文書館が独立行政法

人となりました平成13年度以降の国から同館への運営

費交付金､ これは予算の問題､ もう既に出ております

けれども､ 平成13年度から17億4800万円､ 平成21年度

は20億7400万円となると｡

先ほど申し上げましたが､ 私の茨城県の歴史館も５

億５千万という､ これ､ 一館しかありません｡ 一館だ

けで運営していますが､ こういうお金使って運営をし

ているわけでありますけれども｡

しかし､ これは独法法人に限って予算だけ見ますと､

この国立公文書館につきましては､ 13年度から21年度

の間に数字では18.6％の増額になって､ ほかの独法法

人は大体減っている､ 行財政改革の流れの中で減って

いるわけでありますけれども｡ しかし厳しいという状

況には変わりはないんだろうと思います｡ 運営費交付

金等政府関係法人への支出が絞られる傾向の中では高

い伸び率を示していると､ この数字だけ､ データを見

ると言えるんだろうと､ そう思うわけでありますけれ
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ども｡

国立公文書館､ そしてつくばに分館があります｡ ア

ジア歴史資料センターの三施設があるわけであります

けれども､ なかなか､ 私は茨城で､ 大変申し訳なかっ

たんですが､ つくばに､ 高エネ研のすぐ後ろに分館が

あると｡ 高エネ研まで行きましたけれども､ 残念なが

ら初めて知りました｡ 大変申し訳なく思っていますけ

れども｡ 国民にも余り知られていません｡

つくば分館があるつくば市には宇宙開発事業団を始

めとする多くの研究施設があり､ つくばには､ 御承知

のように､ 秋葉原からつくばまでのつくばエクスプレ

スというのが開通をしまして､ 非常にお客さんの乗降

客､ 東京駅延伸までは一日乗降客27万という､ この27

万の数字をもう既に確保していますから､ これから鉄

道利便増進法等もありますし､ 国の助成もいただきな

がら､ 秋葉原の延伸へと進んでいくんだろうと思うん

でありますけれども｡

やはりつくばの分館につきましても少し PR をして

いただきたい｡ 先人が残した歴史に触れて､ 未来を創

造する最先端技術を見学できるのがつくばであります

から､ こういうこともアピールしながら､ なかなかつ

くば分館だけで行こうという人もいないかもしれませ

んけれども､ 是非､ 総合的に､ 一人でも多くの人たち

に来ていただくということもとても大事なことであり

ますから､ これ､ 一番最後に､ 国立公文書館の質問に

ついて大臣にお尋ねしたいと思いますけれども｡

国立公文書館へのアクセスというのは､ 伺いました

ら､ 50万件｡ ここのアジア歴史資料センターは約100万

件のアクセスがあるということで､ IT 時代になりまし

て､ 歴史資料をデータベース化してインターネット等

を通じて公文書の情報を提供するためには､ 公文書関

係の予算､ 更に充実させなければいけないというふう

に思っているわけであります｡

これ20億､ NHK は放送ライブラリー､ あれフィル

ムを保存するのに年間23億､ NHK だけでも使ってい

る｡ そういうことを考えると､ この20億の予算で果た

して､ 管理法ができてこんな対応でいいのかという､

そういうことを踏まえて､ 是非､ 大臣から御答弁をい

ただきたいと思います｡

○国務大臣 (小渕優子君) 公文書は国民の共有の知的

資源であります｡ 公文書が広く一般に利用されて活用

されることというのは､ 本法案の趣旨にかんがみれば

大変重要なことであります｡

今は､ 利用者の利便性を考えると､ IT 化の時代にあ

りまして､ インターネット等を通じた公文書の情報提

供の充実は最優先で取り組まなければならない課題で

はないかと考えております｡

国立公文書館におきましては､ 平成17年度からデジ

タルアーカイブシステムを構築いたしました｡ 平成21

年度の補正予算におきましてデジタルアーカイブの推

進経費を５億円計上したところでありますけれども､

今後､ インターネットを通じた公文書の情報提供に更

に力を入れていくために､ しっかり予算も確保してい

きたいと考えております｡

○岡田広君 ありがとうございました｡ 是非､ 来年度

予算に期待をしています｡

最後でありますが､ この国立公文書館､ 先ほどつく

ば分館のお話もしましたけれども､ 是非多くの国民に

も知っていただくというのがとても大事なことだろう

と思います｡ 国立公文書館では､ 所蔵資料を広く紹介

して､ 館の活動と歴史資料として重要な公文書等を保

存することの意義を国民に御理解いただくために､ 常

設展､ 私もこの前見てきました｡ 常設展のほかに､ 春

と秋の２回､ テーマを決めた特別展を開催をしています｡

平成17年春の特別展では､ 将軍のアーカイブズを展

示したところ､ 約１万１千人､ これが多分国立公文書

館の特別展示の中で一番多い人数だそうです｡ この将

軍のアーカイブズの展示につきましては､ ４月15日に

天皇皇后両陛下も展示を御覧になられたということで

あります｡ 今春は旗本御家人特別展が開かれまして､

約９千人の方々がおいでになったと｡

今年は御承知のように天皇陛下御在位20年､ 御成婚

50年をお迎えになりました喜ばしい年であります｡ 天

皇陛下の即位礼が行われた11月12日を休日とする法案

はまだ残念ながら国会に､ もう去年からやっているん

ですが､ 提案をされていませんけれども､ 一日も早く

これ提案して､ 11月12日を休日として､ やっぱり天皇

陛下は国の象徴ですから､ 国民で祝うというこれは一

つの節､ 節というのはやっぱり景気の活性化のために

も大変私は大事なことだろうと､ 国民全体で祝うとい

うこともとても大事だと思いますが､ これは別な話で

すから､ ここではこれは私の考えだけ申し上げたいと

思います｡

国立公文書館の秋の特別展は､ 私も申し上げたんで

す､ 御在位20年だから天皇皇后両陛下の資料を展示を

されたらと言ったら､ ちょうどたまたまそういうこと
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で進んでいるということを伺いました｡ 考え方はみん

な一緒だと｡ 天皇陛下御在位20年記念公文書特別展示

会を10月31日から11月19日まで開くという予定だそう

であります｡ ですから､ 即位をされた11月12日もこの

中に入っているということです｡ この日が休日になる

ということが今国会で決められると本当に私はいいん

だろうと思うわけでありますけれども｡

天皇皇后両陛下を始めとして､ あるいは皇族の方々

にもこの国立公文書館に御来場いただきまして､ 秋の

特別展を盛大に開催をすること､ そのことによって国

民の関心も高まる､ 国立公文書館の周知にも私はつな

がると思うわけであります｡

そこで､ 小渕担当大臣にお尋ねしたいと思いますが､

宮内庁へ､ 天皇皇后両陛下に､ あるいはこれは開幕式

典をやるのかどんなスケジュールでやるのか､ 私は全

く中身は聞いておりません｡ 開幕の日にテープカット

とか何かあるとしたら､ 開幕式典等の行事などにも御

臨席いただければ､ もっとやっぱりここへの興味そし

て関心､ 国民に広く知らせることができるんではない

かと思いますけれども､ 天皇皇后両陛下に対しての宮

内庁へ､ この展覧会を見に来ていただくこと､ あるい

は行事に参加してもらうこと等について働きかけをお

願いしたいと思いますが､ いかがでしょうか｡

○国務大臣 (小渕優子君) 平成21年秋の特別展につき

ましてですけれども､ 陛下が国民とともに歩いてこら

れた年月を振り返る意義ある展示会となるように今企

画を進めているところであります｡ 企画に当たりまし

ては､ 今内閣府の本府連絡準備室や宮内庁とともに緊

密に連絡を取りつつ進めているところでありまして､

内閣官房や宮内庁からは公文書や写真等の提供を受け

るべく､ 今話を進めているところであります｡

御質問がありました天皇皇后両陛下の御出席につき

ましては､ 今後十分に検討してまいりたいと考えてお

ります｡

○岡田広君 是非よろしくお願いしたいと思います｡

ちょうど､ まさに御在位20年､ 御成婚50年という記

念すべき年にこの公文書管理法が提案をされて可決､

成立されるということになる大変意義のある年であり

ますから､ 是非お願いをしたいと思っています｡ 国民

の皆さんに広く PR をして宣伝をしていくというのは

とても大事なことであり､ もう重ねて申し上げますが､

山崎官房審議官にもいろいろ御答弁いただきましたけ

れども､ この管理法ができることを契機に､ はずみに

して､ この公文書管理に､ 政府､ 行政のみならず､ やっ

ぱり地方公共団体も改めて再認識してもらうというの

はとても私は大事だと思うんです｡ 節とか契機という

のは物すごく大事です｡

アメリカに渡ったイチロー選手､ 大活躍しています

けれども､ 愛知工大名電高校を卒業して､ あの人はド

ラフト４位です｡ ドラフト４位でオリックスに入って､

１年目と２年目は１軍と２軍を行ったり来たりの選手

生活｡ 言葉で言えば鳴かず飛ばずの選手生活です｡

これでは駄目だということで､ ３年目に名前を改名

したんです｡ 鈴木一朗から片仮名のイチローに改名を

した｡ これだけなんです｡ これをはずみにして､ これ

を契機にして打撃練習に精進して､ ３年目から７年間

パ・リーグで首位打者｡ アメリカに渡ったことをはず

みにして記録をつくっている｡ ９年連続200本安打､ 今

年､ 2000本安打､ この前到達した｡ やっぱりはずみと

か契機はとても大事だと私はそう理解しています｡

野球でいえば､ 松井選手とか松坂選手というのは高

校時代から将来を期待されたドラフト１位の選手です｡

でも､ ドラフト４位の選手でも､ そういうはずみや契

機を大切にする｡

これは別に野球のことでも何でも同じだと思うんで

す｡ ともすれば私たちの生活が単調になる｡ 日本には

お正月とか七草がゆとか節句とか節があるんです｡ 節

を大切にする民族が日本民族だと､ 私はそういうふう

に理解をしています｡

最後､ 高橋尚子選手の話もして大体終わりたいと思

いますけれども､ あの人も中学時代から陸上部です｡

デビューしたのは県立岐阜商業高校の２年生のときで

す｡ 全国高校駅伝に参加をして､ 47都道府県45位です｡

下から､ びりから数えた方が早い｡ そして､ 大阪学院

大に学んで､ マラソン､ 陸上､ 駅伝､ 何回も走りまし

たけれども､ 一度も優勝したこと､ １位になったこと

ないんです｡ 陸上の世界では高橋尚子選手は全く無名

の選手でした｡ その無名の選手が世界一に輝いたとい

うのは､ 紛れもなく小出監督との出会い､ これをはず

みにして､ 契機にして､ 練習に精進をして､ ２時間19

分46秒のオリンピック記録で金メダルを取ったと｡

だから､ いかにはずみ､ 契機が大事かと､ そういう

ことを申し上げて､ 答弁は求めませんので､ 少し時間､

附帯決議が長いですから､ ちょっと時間を早めに終わ

りたいと思います｡

以上です｡ ありがとうございました｡
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○山下栄一君 公明党の山下でございます｡ 岡田委員

の後､ ちょっとやりにくいですけれども､ マイペース

でやりたいと思います｡

今日は衆議院から上川提案者､ また枝野提案者､ 来

ていただきましてありがとうございます｡

私は､ 今回の法案修正は非常に重要な､ 内容の濃い

修正をしていただいたなと高く評価したいと思ってお

ります｡ 特に１条の目的条項､ ４条の行政文書の作成､

また８条の総理大臣の関与､ これは極めて重要な修正

であったというふうに感じております｡

２年前に､ 私､ 参議院の決算委員会で､ 公文書の管

理のルールが何でこんなにいいかげんなのかなと｡ 会

計検査院が指摘､ 文書が平気で破棄されていると､ 検

査入ったときにですね｡ そういう非常にひどい内容に

つきまして質問をさせていただいたことがございました｡

その後､ いろんな防衛庁､ 防衛省､ どっちでしたか､

公文書の保存､ 管理の問題ですね､ それから厚労省の

国民の命にかかわる情報､ 文書､ これを放置し隠ぺい

していたとか､ そんなことが重なりました｡ そういう

ことが契機となって､ 直接的には公文書適正管理法と

いいますか､ なったと思いますけど｡ 福田総理のリー

ダーシップでここに至ったということは聞いておりま

すが､ また議員連盟もあったと｡ だけど､ えらい遅過

ぎたなと｡

行政機関の情報公開法はもう平成11年にできている｡

行政機関の情報公開ルール化しているのに､ 前提とな

るその情報源である行政文書､ 公文書の法的ルールが

ない｡ ルールなしに情報公開というのはどういうこと

かと｡ その情報公開の前提となる公文書の適正管理に

係るルール作り､ 今日までしてこなかったということ

は､ 大変な立法府としての責任｡

私は､ 平成19年に､ 自分で､ 自分でというか､ 議員

立法の公文書適正管理法みたいなものをちょっと考え

て､ 参議院の法制局と相談して素案ぐらいまで考えた

ことあったんですけど､ その後､ 内閣府として総理､

また上川前の担当大臣でしたかね､ のときに一緒に作っ

ていかれたということになってきましたのでね､ 去年

ですか､ 非常に注目しておったわけでございます｡

質問に移りますが､ まず､ この８条の関連で､ これ

修正にかかわることですけど､ 行政文書と法人文書が

あると｡ 行政文書については､ 保存期間が終了して､

移管する､ 廃棄するときは総理大臣が関与する､ もち

ろん管理委員会もその諮問を受けてだと思いますけど｡

ところが､ 独立行政法人等､ まあ独立行政法人､ こ

れは独立行政法人の判断で廃棄できる､ これ11条の３

項ですが｡ それは対象にならなかった理由をちょっと

お聞かせ願いたいなと､ 法人文書の方です｡ それはそ

の所管独自の独立行政法人の判断で廃棄できると､ こ

の辺ちょっと､ 提案者にお聞きしたいと思います｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 本来的に言えば､ 内閣総

理大臣のチェックというものを独立行政法人文書等に

ついても入れた方がベターであるという考え方は十分

あり得るかなというふうには思っております｡

ただ､ 午前中の審議の中にもございましたとおり､

行政文書だけでも内閣総理大臣あるいはその下の現状

の内閣府の組織で果たしてきちっとチェックできるの

かどうかというような現実問題を踏まえつつ､ なおか

つ､ もちろん行政文書に比べて独立行政法人等の文書

が気軽に捨てられていいというわけではありませんけ

れども､ まずは現実的に､ ぎりぎり内閣総理大臣のチェッ

ク､ 行政文書だけでも大変だということを考えるとき

には､ まずはここにしっかりとした管理､ チェックを

入れていくと｡ そこでチェックがしっかりとなされて

いるときに独立行政法人がもっといいかげんなことを

やるということは､ ルールさえきちっと作ってあれば

そう簡単には起こらないのではないかということを考

えまして､ そこが対象としての議論には上らなかった

と､ こういう理解をしております｡

○山下栄一君 その11条３項のちょっと当然のことを

確認させていただきますけれども､ この中の独立行政

法人には公文書館は入っていませんよね｡ ちょっと25

条との関係で｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 当然のことながら､ 公文

書館に移管をされた公文書について､ 独立行政法人で

ある公文書館がこの11条の規定に基づいて管理､ 廃棄

ができるということにはなっておりません｡

○山下栄一君 25条で､ 国立公文書館､ 移管後の大事

な文書を預かる､ 国民のために｡

そこの長は､ 要するに歴史資料として重要でなくなっ

たと認める場合には､ 総理大臣と協議して､ その同意

を得て文書を廃棄するんだと､ こう書いてございます｡

それで､ 私は､ この公文書館というのはちょっと非

常に重要な特定独法だと､ だから25条があると｡ 普通､

独法だったら自分の判断で廃棄できるけれども､ 担当

の重要な独法なので､ 自らの判断でできない｡ で､ 総

理大臣の関与を入れた25条の規定は重要規定だと思い
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ますけれども｡ ということがこの公文書館の重要性を

示していると｡

特定独法の扱いだったら､ 独立行政法人だから､ 一々

そんな総理大臣の同意なんか得なくても､ 独立行政法

人なんですから｡ だけれども､ あえて同意を得て廃棄

するという仕組みをつくること自身がこの公文書館の

独自の地位というか､ 重要性というか､ それを示して

いるなと､ この25条というのはね｡

したがって､ 公文書館というのは独法というスタイ

ルでいいのかという議論になっていくのではないかと｡

特別の独法というよりも､ 分かりやすい形で､ 特別の

法人にするなり法制局並みの内閣直属の組織にしても

いいのではないかと｡ もちろん､ 先ほど来､ 午前中か

らあったようでございますけれども､ この国立公文書

館の組織の在り方についてはいろいろ議論されたよう

ですけれども､ 私は､ 25条そのものが､ やっぱり独立

行政法人という在り方､ もちろん公務員型かも分かり

ませんけれども､ それはちょっとまずいねということ

を25条そのものが示しているなという理解したんです

ね｡ だから､ 独法でいいのかという議論がそこからも

できるのではないかと｡

私は独法というのはまずいんじゃないのかなという

考え方なんですけれども､ 御意見ございましたらお伺

いしたいと思います｡

○衆議院議員 (上川陽子君) ただいま山下議員の御指

摘の国立公文書館の組織形態ということでございます

けれども､ 現行の独立行政法人のままでは立法府や司

法府からの､ あるいは行政機関からの文書の移管等も

円滑に進まないというような課題がありまして､ その

見直しにつきましては実は課題になっていたところで

ございます｡

ここにつきましては､ 有識者会議の最終報告の中で

も､ 現在の独立行政法人から特別の法人に改組するこ

とが適当ではないかという御指摘もなされておりまし

て､ ここにつきましては､ これから２年後の法施行､

さらには５年後の見直しという形の中で､ この公文書

管理の体制そのものについても検討を加えるという形

で､ 今御指摘の問題意識そのものも検討の対象にしっ

かりしていくということを織り込ませていただいたと

ころでございます｡

○山下栄一君 重要な検討課題だと思いますので､ 国

権の最高機関として､ それぞれどうするかということ

は検討を引き続きする必要があるというふうに思いま

す｡

それで､ ８条ですけれども､ この総理大臣の同意､

行政文書を廃棄するときは総理大臣が同意をするとい

う｡ これはもう重要な修正だと私は思いますけれども､

この内閣総理大臣というのは内閣府の長の総理大臣か､

内閣の首長としての総理大臣かと､ 重要な論点やと私

は思うんですね｡

それで､ この法律全体を見渡すと､ この総理大臣と

いうのは､ 一府省の内閣府のトップではないなと､ だ

から８条があると｡ ほかの行政機関の長､ 大臣が廃棄

するときには総理大臣の同意｡ それは内閣府の長だっ

たら並列になりますからね､ 並列というか､ 自分の内

閣府の文書もあるわけですから｡ 自分の文書は自分で

判断して､ よその大臣の廃棄はちょっと待てと言うと

いうようなことはおかしいなと｡ 31条､ 勧告もできる

ということは､ やっぱりちょっとこの内閣府の長とし

ての総理大臣ではないのではないかという解釈が正し

いのではないかと私は思います｡

ちょっと法律上はっきりしませんので､ 内閣の首長

としての総理大臣というのが自然な解釈ではないかと｡

いかがでしょうか｡

○衆議院議員 (上川陽子君) 御指摘の点でございます

が､ 法律的な解釈ということでいきますと､ 公文書管

理を主管する内閣府の長としての内閣総理大臣であり､

内閣の首長としての内閣総理大臣ではないということ

でございます｡

今回､ 公文書管理法案では､ 公文書等の管理に関す

る基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関する事

務が新たに内閣府の所掌事務とされたということであ

りまして､ それにのっとって全体の公文書管理に関す

る統括的な機関として内閣府の役割が高い次元で設置

されたところでありまして､ その長としての内閣総理

大臣であるということでございます｡

今回､ ８条の関係の中でも､ 最終的に保存期間が終

了した行政文書ファイル等を廃棄しようとするときに

は､ あらかじめ内閣総理大臣の同意が必要であるとい

うことで､ ８条の２項それから８条の４項を組み込み､

内閣総理大臣の関与を強化すると､ こういう修正を行っ

たところでございますが､ その意味でこの法律をしっ

かりと使っていただきまして､ 恣意的な管理とか､ あ

るいは廃棄の防止とかいうことについて不適切な事例

が生じないようにこの法律の規定を十分に生かしてい

ただきたいと思っております｡
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ただ､ 法的地位としては今御答弁申し上げたとおり

でございますが､ やはり内閣総理大臣が強い政治的な

リーダーシップを発揮していただくということが極め

て重大だというふうに思っておりますので､ そういう

意味で大いなる発揮を期待しているところでございます｡

○山下栄一君 私は､ 内閣府の長としての総理大臣で

は､ ちょっとこれは一貫性がないなと｡ 自らの文書も

あると､ 内閣府にはね｡ そうであるのに､ よそのトッ

プの廃棄等､ 重要な行政行為について同意を得るとい

うふうにしたということは､ それはやっぱりちょっと､

内閣府も一段高いのかも分かりませんけど､ やっぱり

内閣の首長としての判断でないと､ 内閣府の文書の廃

棄もできるわけですから､ それちょっと通りにくいん

じゃないかと思いますけれども､ 副大臣､ いかがでしょ

うか｡

○副大臣 (増原義剛君) 確かに山下委員のようなお考

え方もあろうかと思いますが､ そこのところは､ やは

り修正案提出者の上川委員が申されましたように､ あ

くまでも本件につきましては､ 公文書関係につきまし

ては内閣府の長としての内閣総理大臣､ これに対して､

この度の公文書管理法案でもって特段の権限が与えら

れてきておるわけでございますので､ 一見矛盾するよ

うだという御指摘も分からなくはないんでございます

が､ この法律の性格からして､ 内閣府の長としての内

閣総理大臣ということでよろしいかと思います｡

○山下栄一君 それで､ この１条､ １条の修正は､ 国

民主権の理念にのっとりという前に重要な指摘がござ

います｡ 国民主権という言葉がなかなか定着しないと

いいますか､ 憲法に書いてあるんですけど､ なかなか

国民は自分が一番偉いと思っていないというか､ そう

いう面があることが､ 民主主義という真実が､ 課題が

残っていく背景かなと｡

そういうことを踏まえて､ その前のところですけど､

国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録で

ある公文書等が､ その次ですけど､ 健全な民主主義の

根幹を支える国民共有の知的資源だと､ だから主権者

である国民が主体的に利用し得るようにせないかぬと

いうふうに書いてございます｡ 健全な民主主義の根幹

を支える国民共有の知的資源が行政文書であり法人文

書だと｡

こう考えてくると､ これは統治機構の､ 統治機構と

いうのは別に行政とは限りません｡

それはもちろん検討課題に書いてあります､ 検討さ

れるものとするとたしか修正で書いてあったと思うん

ですけどね｡ この第１条の精神でいくと､ やはり立法

府の文書､ これは行政文書と言わないんでしょうか､

立法文書ですかね､ にかかわる文書､ それから司法機

関の文書､ これも国民の権利義務にかかわる重要な公

文書があるはずだと｡

もちろん､ 検討課題ではあるんですけれども､ この

第１条から推測すると､ これは提出者が閣法であるけ

れども､ これは立法府に身を置く者として､ もちろん

司法機関の情報も含めて､ 統治機構の民主的統制とい

いますか､ それが国民主権だと思いますので､ そうい

う観点からの公文書適正管理法とすると､ 必然的に立

法府､ 行政府はどうするんですかと､ 情報公開法もちゃ

んと整っていないと思いますけど､ これはやっぱりき

ちっとやらないと､ 民主主義国家としてはまだ途中段

階だと｡ したがって､ 附則の方に書かれたとは思うん

ですけど｡

そういう意味で､ この第１条の言葉というのは､ 検

討課題になっている立法､ 司法まで含めた統治機構の

民主的統制という観点から重要な課題だと､ 検討でい

いんですけどね､ という位置付けが大事なんではない

かと､ 提案者に確認したいと思います｡

○衆議院議員 (上川陽子君) 委員御指摘のとおりでご

ざいまして､ この目的に照らして､ 民主主義の基本で

あります立法､ 司法､ 行政の三権の統治機構の中で作

られた公文書については､ しっかりと適正に管理し､

また保存､ 移管されていくということの全体観の中で､

今回は行政府の行政文書に絞ったという形で提案され

たところでございます｡

そこで､ 立法府も司法府も､ 今回の附則に照らして､

行政府の公文書管理の在り方の見直しをしっかりと参

考にしていただきながら適切な措置を講じてほしいと

いう国民の声が強いということで､ この附則の中に書

き込ませていただきました｡

この三権の部分につきましては､ 一つの､ 地位と権

能についてはそれぞれの役割がございますので､ こう

いったことの検討も含めて､ また国立公文書館の法的

な位置､ 先ほど御指摘ありましたけれども､ 独立の行

政法人という位置付けでありますので､ 最終的な方向

としてどのようにあるべきかと､ 特別な法人として全

体観の中で位置付ける必要があるのではないかと､ こ

ういう御指摘もございますので､ そういう意味で､ 今

後の重要な検討事項として附則及び附帯決議の中でも
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しっかりと今後の在り方という形で取り組んでいただ

きたい旨を記載したところでございます｡

○山下栄一君 今から私が申し上げることは私の一番

の問題意識にかかわることなんですけど､ それは冒頭

申し上げたことに通じます｡ 平気で文書を破ってしま

うということがあっても､ 何か責任も余り､ あいまい

なものになってしまう､ 懲戒処分もされないと｡

それで､ 今回は統一的な管理ルールを､ 政令でしょ

うか､ 政令の形で示しますと｡ 示すんですけれども､

それに基づいて､ 結局､ 管理規則は､ 各省庁の管理規

則､ 移す前､ 移管する前の行政文書､ 各省庁それぞれ

が責任持つことになっています｡ それは管理規則とい

うのは内部ルールですよね｡ もちろん､ 政令から直接

出てくる内部管理規則かも分かりませんけど､ 位置付

けとしては内部規定みたいな位置付け｡ 今はそうやと

思いますけど､ だから平気で廃棄していた､ 責任も余

りあいまいだと｡

今回のこの各省庁が作る管理規則は､ 統一的なルー

ル､ 政令で示される保存義務に係ること､ 保存期間､

それは基準を政令で示すなんですけど､ 実際は管理規

則で運用されるのではないかと｡ それは､ 内部ルール

という位置付けのままなのかどうかということがちょっ

とはっきりしないなと｡

これ､ ちょっと私の一番重要な問題意識で､ もちろ

ん､ 元々これ小渕大臣の趣旨説明にも書いてありまし

たように国民の不信から､ 平気で､ 保存､ 管理という

のができてないと､ できてないからちゃんとせないか

ぬということから始まった今回の法律なんですけど､

一番肝心の部分が各省庁の管理に任せられていて､ 移

管する前ですよ､ それは管理規則という内部規則のま

まだったとしたら､ これはちょっとどうなのかなとい

うことを思いまして､ 現在の内部規定である管理規則､

各省庁の､ それと今回の法律に基づく中でのこの管理

規則の違いを､ 同じ立法府に身を置く者としての提案

者また副大臣､ 政務官､ お考えがあれば､ お願いします｡

○副大臣 (増原義剛君) ただいまの御指摘でございま

すが､ この度はまずはこの法案によりまして統一的な

管理ルール､ これを法令できちんと定めるということ

になっております｡ もう御承知のとおりでございます｡

そこで､ まず政令でもって各省全部横断的な統一ルー

ルを作ります､ そして､ それを受けまして､ 今度はこ

の法案の10条３項で各府省の文書管理規則､ これをさ

らに各府省が作るという形になっておりますので､ そ

れぞれ法令に基づいた形になります｡

そこで､ 統一的な管理ルールはもちろん内閣府で作

ります｡ そのときには公文書管理委員会の審議を経て

行いますが､ 各省庁が作るこの文書管理規則､ これに

つきましても事前協議を受けまして､ 当然のことなが

ら､ それも公文書管理委員会の方に付議することにな

ると思いますが､ それをもって了解､ 同意をすると､

10条３項でございますが､ そういう形になっておりま

すので､ 法令上の根拠もきちっとしてくるというふう

に考えてよろしいと思います｡

○山下栄一君 じゃ､ 具体的にお聞きしますけど､ 要

するに､ 各省庁の管理規則違反､ 保存義務､ 一次的に

は各省庁の管理規則に書いてあると思うんだね､ 具体

的には､ 統一基準じゃなくて｡ だから､ 文書を破って

しまいましたと｡ 移管される前の各省庁の出来事です｡

それは管理規則違反になるんじゃないのかなと｡ そ

うしたら､ この違反した責任の問い方ですけど､ 例え

ば懲戒処分なり､ 刑事罰はないですわね､ それはどう

なるのかなと｡

だから､ これ､ 第１条は､ 公文書というのは健全な

民主主義の根幹を支える国民共通の知的資源という位

置付けでやるものですから､ 別に公文書館移ってから

そうなるんじゃなくて､ 移る前からそういう位置付け

でなくてはいかぬと思うんですね｡ それが管理規則､

内部規則違反だったとしたらですよ､ 懲戒処分かその

程度だ､ 法律違反でもないと､ こうなってしまうので

はないかと｡

だから､ 責任の問われ方が結局は余り変わらないの

ではないかと｡ もちろん意識も変えにゃいけませんけ

どね｡ 結局､ 破ったかて責任が問われる形がはっきり

しないままでいくと､ これはコンプライアンスどころ

か､ ちょっとあいまいな法律になってしまうのではな

いかと｡ だから､ 移管する前の行政文書ですよ､ 廃棄

してしまったと､ 個人が､ 管理規則に違反して｡ その

責任というのはどんな問われ方するんでしょうか｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

先ほど管理規則違反というお話がございましたけど､

この公文書管理法におきましては､ 従来はややいいか

げんな文書管理の事例というのもあったものですから､

今回法律で､ 例えば文書作成義務でありますとか､ あ

るいはレコードスケジュールによる移管､ 廃棄の判断

を付すとか､ あと､ 廃棄のときには承認を得るとか､

そういう基本的枠組みを法律で作っております｡ した
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がいまして､ こういう勝手な廃棄をした場合には法令

違反ということで懲戒処分の対象になるということで

ございます｡

○山下栄一君 分かりました｡ ここは非常に大事なと

ころだと思いますので､ 私､ 今日はこれ採決するそう

ですので､ 衆議院並みの議論して､ 願わくはですけど

ね､ そうしてもらいたかったなとは思いますけど｡

ちょっとこれ､ 今の論点も大事な論点｡ 今､ 審議官

から明確にこれは法令違反だと､ 管理規則違反という

面があるけれども法令違反なんだと､ 懲戒処分の対象

に明確になりますと｡ だけれども､ １条からすると､

これは民主主義の根幹を支える知的資源なんだから､

懲戒処分という問い方もあると､ 場合によったら罰則

ということもあり得ますねと､ そんな大事なものを勝

手に廃棄したという場合はですよ｡ ということも含め

て検討課題になるのではないかと､ すぐにはいかない

と思いますけどね｡ それも検討課題になるのではない

かと｡ 懲戒処分の対象に明確になるということは重要

な位置付けだと思いますけど｡

今の審議官のことを､ それでよしとしたいですけど､

大臣の方からの再確認を､ 御答弁を､ 座ったままで結

構ですのでお願いしたい｡

○副大臣 (増原義剛君) ただいまの御指摘の点でござ

いますが､ 法令違反の場合､ 当然のことながら懲戒処

分の対象になります｡

ただ､ これが故意か過失かによりましてそのウエー

トも大分違ってくる､ 上の方の懲戒処分であるのか､

まさに退職というんでしょうか､ 免職というところま

で行くのか､ あるいはそうでないのかという場合もあ

りましょう｡ それから､ さらには､ これは公文書でご

ざいますので､ 刑法に定める公文書に関する規定がそ

の適用になる､ いわゆる可罰的違法性が問われるとい

うようなことも十分にこれからは出てくるんであろう

と､ そのように思っております｡

○山下栄一君 分かりました｡ ありがとうございまし

た｡ 明快でございます｡

ただ､ 国家公務員法上､ その辺の位置付けが法律上

は明記されてないのではないかと思いますので､ 刑法

の範疇にも入るのではないかと｡ だから､ 刑事罰を問

うときはやっぱり何か別の法的措置が必要なんではな

いかというのが私の意見ですけど､ また今後の課題と

して､ 立法府として引き続きの検討をやっていく必要

があるのではないかということを申し上げて､ 質問を

終わりたいと思います｡

○糸数慶子君 無所属の糸数です｡ よろしくお願いい

たします｡

小渕大臣におかれましては､ お体のこともございま

すが､ 激務をお元気でこなしていらっしゃいますので､

改めて敬意を表しながら質問させていただきます｡

まず初めに､ この歴史公文書等の保存､ 利用等の観

点から質問させていただきます｡ しんがりでございま

すので､ これまで多分似たような質問､ また私出てく

ると思いますが､ 改めてまた御答弁いただきますよう

にお願いいたします｡

沖縄の返還交渉に当たっては､ 米軍が有事の際に核

を持ち込むことを認める日米の密約､ その締結を示す

米政府の公文書が米国立公文書館で見付かっています｡

沖縄返還協定では､ 米軍が支払うべき軍用地の復元補

償費を日本が肩代わりする密約､ この密約は西山太吉

記者が取り上げ､ 逆に逮捕､ そして起訴されたことで

もよく知られていますが､ 同じように密約を裏付ける

公文書が米国立公文書館で見付かっています｡

さらに､ 最近では､ 米軍人の犯罪を日本側が裁けな

いようにする裁判放棄密約も米公文書館で見付かって

います｡

この密約を実行するよう検察官に指示したのが法務

省刑事局の秘密文書です｡ 文書名は､ 検察資料､ 合衆

国軍隊構成員等に対する刑事裁判権関係実務資料です

が､ 国会図書館でこれが見付かりました｡ これに対し

まして法務省は利用制限を国会図書館に申し入れ､ 図

書館は利用禁止として､ 現在は一部を黒塗りにして条

件付利用にしています｡

また､ 日米地位協定のその条文等をどのように解釈

するかという外務省の機密文書､ これ､ 地位協定の考

え方が存在することも明らかにされました｡ これらの

密約等は既に40年近く経過していますが､ この年月の

経過も利用制限等とのかかわりで問題となります｡ 後

ほど質問させていただきます｡

まず､ 小渕担当大臣にお伺いしたいのは､ この米国

立公文書館で日本側が作成した極めて重要な歴史公文

書が見付かるのに､ 日本では同じものが不存在となっ

てきたことをどう思われますか､ それはなぜだとお考

えでしょうか､ 御見解をお伺いいたします｡

○国務大臣 (小渕優子君) 作成､ 保存されるべき公文

書が不存在であるということについてという御質問で
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ありますけれども､ これまではやはり､ どういうもの

が作成すべき文書であるのか､ また､ 作成された文書

に関しても､ いつまで保存をされるべきなのか､ しっ

かり管理をされるべきなのかということが各省庁によっ

て判断が任されていたためにまちまちであったという

ことで､ 法令においても明確化されていなかった｡ そ

のため､ このような､ 不存在である､ あるいは作成を

されていなかったのか､ あるいは作成をされても存在

をしないのか､ その辺りが大変不明確であったのでは

ないかと思っております｡ 本来､ 作成し保存されてし

かるべきである文書が実際には作成されておらないと

いう事案などが生じていると認識をしています｡

このため､ 政府案では､ 文書作成義務や保存義務に

ついての明文の規定を盛り込んだところでありまして､

さらに､ 衆議院における修正におきまして､ 作成すべ

き文書の範囲の具体化及び明確化が図られたところで

あります｡

本法が施行された後は､ 作成､ 保存されるべき公文

書が作成されておらないというようなことがなくなる

ものと考えております｡

○糸数慶子君 それでは､ 次にお伺いいたしますのは､

枝野議員にお伺いいたします｡ この不存在の公文書に

ついてですが､ 本法案の修正提出者でいらっしゃいます｡

不存在としているこの公文書が外国で公開されてい

る場合､ 政府は､ 修正後の本法案の第４条に基づきま

して､ この過去の意思決定の跡付け､ それからこの検

証のために､ 当該文書について照会､ そして調査をし

て､ さらに取得する必要もあるのではないかと思われ

ますが､ その点についてお伺いいたします｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 今回､ ４条の規定で､ 一

定の行政の手続､ プロセスにおける文書はしっかりと

まさに文書化をしなければいけないということを法的

に義務付けるわけでございますが､ 今回の修正の直接

の効果として､ 過去の意思決定あるいは行政プロセス

についてさかのぼって文書を作成し又は取得をしなけ

ればならないということを直接に義務付けるものでは

ございません｡

しかしながら､ 第１条で､ 先ほどの山下先生の御質

問でも何度も出てまいりましたとおり､ 公文書等は健

全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的財産であっ

て､ 主権者である国民が主体的に利用し得るものであ

るということを明確にいたしております｡

このことは､ 過去に作成をされたらしくて我が国に

おいて今不存在とされている文書であっても､ まさに

我が国の健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知

的資源であって､ 主権者である国民が主体的に利用し

得るものでありますから､ 政府､ 内閣としてはそうし

た文書が海外にあると推測される場合には､ それを取

得をする努力をするという責任は本条１項の修正によっ

て当然発生をするものであるというふうに認識をいた

しております｡

○糸数慶子君 ありがとうございます｡

私ども沖縄県民にとりまして､ 先ほど徳永議員から

もかなり詳しく質問もございましたけれども､ 日本復

帰に際する県民の立場として､ やはり国民の一員とし

て知る権利というのを有しておりますが､ なかなかそ

の存在が明らかにされないという､ そういう思いから

今御質問させていただきました｡

次に､ 外務省にお伺いをしたいと思います｡ 外務省

には､ マル秘と申しましょうか､ 又は極秘と､ こう指

定された文書があるようですが､ どのようなものが極

秘文書に該当するのか､ あるいは､ そのマル秘とか極

秘とかその行政文書は､ 本法案ではどのような扱いに

なるのでしょうか､ 御見解をお伺いいたします｡

○政府参考人 (河相周夫君) お答え申し上げます｡

外務省では秘密保全に関する規則というものがござ

いまして､ その下で､ 極秘文書というものは､ 秘密保

全の必要性が高く､ その漏えいが国の安全､ 利益等に

損害を与えるおそれのあるものという区分に当たるも

のは極秘ということでございます｡ 秘は､ 極秘に次ぐ

程度であって､ 関係者以外の者には知らせてならない

文書ということで分類をしております｡

現在御審議いただいておりますこの公文書管理法､

これが成立をし､ 実際運用されるということになった

場合には､ 当然この法律に従って適切に外務省として

も文書の管理を行っていくという所存でございます｡

○糸数慶子君 今の答弁にもございますように､ やは

り外務省には､ 例えば日米地位協定の解説書と言われ

る､ 地位協定の考え方という文書があると思いますが､

この件に関しましては地元の新聞でもかなり大きく取

り上げられました｡ しかし､ 実際にはあるのかないの

かよく分からない状況の中でなかなか表に出てこない

というところでありますが､ この日米地位協定の解説

書と言われるいわゆる ｢日米地位協定の考え方｣､ この

文書があるならあるで､ 公開しない理由を明らかにし

ていただきたいですし､ もしないというふうにおっしゃ
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るのであれば､ ないならないという､ その合理的な御

説明を求めます｡

○政府参考人 (河相周夫君) お答え申し上げます｡

今の御指摘のございました書類というのは ｢日米地

位協定の考え方｣ 増補版というものでございます｡ こ

れは外務省､ 政府で保有をしておるということをこれ

までも明らかにしているところでございます｡

この文書は､ 昭和50年代に作成をされました部内の

参考資料ということで､ 日米地位協定に関する当時の

担当者の考え方を整理をして書いたものでございます｡

この中には､ 部内の考え方の整理と併せて日米間の外

交上のやり取りに関する記述が含まれておりまして､

これを公表する､ 公開をするということになりますと､

米国との交渉上､ 我が国が不利益を被るおそれがある､

若しくはアメリカとの信頼関係を損ねるおそれがある

ということから公表していないところでございます｡

これについて情報公開法に基づきまして開示請求が

ございまして､ 政府としては不開示という決定をいた

しました｡ それに対しまして､ 不開示に対する異議申

立てというのがなされまして､ これに対する情報公開・

個人情報保護審査会の決定がございまして､ これは平

成18年12月19日の決定でございますが､ その中では不

開示とした決定は妥当だという答申が出されております｡

さらに､ これについては裁判で訴訟が起こされてお

ります｡ 最終的に､ 東京高裁の判決としては､ 不開示

決定を行った外務大臣の判断に裁量の逸脱又は濫用が

あったとは言えないということが､ これは元々東京地

裁の原審でございますが､ これを支持する裁判の判決

が出ておるというところでございます｡

○糸数慶子君 次に､ 法務省にお伺いいたします｡

さきに述べました検察資料､ 合衆国軍隊構成員等に

対する刑事裁判権関係実務資料ですが､ これに関しま

しては衆議院の外務委員会でも取り上げられました｡

全面開示するようになるようですが､ これは国会図書

館におきまして今後利用制限が解かれるというふうに

理解してもよろしいでしょうか｡

○政府参考人 (甲斐行夫君) 御指摘の資料につきまし

ては､ 公務の範囲に関する日米合同委員会の部分につ

きまして､ 先生御指摘の６月19日の衆議院外務委員会

において質疑がございました｡ そこで､ 外務省から､

米側と協議を行った結果､ 黒塗りを外したものを６月

17日の理事会でお配りしましたという答弁がなされま

した｡ また､ その合意には現在の社会通念に適合しな

い部分があるので､ 米側と見直しのための協議を行っ

ている旨答弁されたものと承知をいたしております｡

御指摘の資料中には､ ほかにも公開することによっ

て米国との外交上支障がある部分があるということで

ございまして､ 国会図書館において利用制限の措置を

とっていただいているところでございますが､ 現在､

外務省におきまして､ 当該部分の扱いにつきまして米

側との協議を行っておられるものと承知しております｡

今後､ その協議の状況を踏まえつつ､ その結果に応

じまして､ 法務省としても国会図書館に対して必要な

申入れをするなどの措置をとっていきたいと考えてお

ります｡

○糸数慶子君 次に､ 外務省の外交史料館の位置付け

についてでございます｡

先ほども質問がございましたが､ 本法案が成立をい

たしますと､ 外交史料館は本法案第２条第３項の国立

公文書館等に該当しますか｡ 該当した場合にはこの公

文書の移管等はどのようになるのでしょうか｡ 外交史

料館にそのまま抱え込むのか､ 国立公文書館に移すも

のがあるのかどうかという点でお伺いいたします｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

公文書管理法案におきましては､ 国立公文書館等と

いう施設の概念を設けておりまして､ 外交史料館に関

しましては､ 国立公文書館に類する機能を有するもの

として､ 政令で定められれば国立公文書館等となるわ

けでございます｡

また､ 外交史料館が国立公文書館等と位置付けられ

れば､ 現在の仕組みと同様､ 外務省の歴史公文書等に

つきましては外交史料館に移管されることとなります｡

また､ その場合､ 移管又は廃棄の判断は､ 各省の統一

ルールに基づきまして移管元の各行政機関の長が行う

ことになるわけでございます｡

○糸数慶子君 ありがとうございました｡

次に､ 公文書の移管､ 廃棄について枝野議員にお伺

いいたします｡

この公文書の移管､ 廃棄は極めて重要でありまして､

各府省の独自の判断で保管されたり廃棄されたりする

ようなことになりますと､ 時代を超えた跡付けが困難

になってまいります｡ 本法案､ 修正法案の第８条２項､

第４項の､ 内閣総理大臣の権限にゆだねる一方で､ 判

断の客観性､ それから中立性を確保するために公文書

管理委員会に諮問する方が望ましいと考えますが､ 諮

問することをしなかった理由をお聞かせいただきたい
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と思います｡

○衆議院議員 (枝野幸男君) 率直に申し上げて､ 修正

協議のある段階まで私もこの部分についても諮問をす

るべきではないかということを主張をしながら協議を

してまいりました｡ ただ､ 実は協議の中で､ 何しろ件

数が100万件近い件数だったと思いますけれども､ を１

年間にチェックをしていくということを合議体である

委員会で果たして物理的に可能であるのかということ

が一つ大きな問題として生じております｡

それから､ それだけではなくて､ 逆に､ 合議体のと

ころで捨てる､ 捨てないということを決めるというこ

とになると､ 責任の所在がはっきりしないのではない

かと｡ 内閣総理大臣の責任､ 判断で捨てる､ 捨てない

の最終的なことが決まるという現在の修正のやり方で

ありますと､ もし､ 本来こんなもの何で捨てたのかと

いうようなものが捨てられたということになれば､ ま

さに内閣総理大臣の明確な責任､ 政治責任ということ

がはっきりとするということになるわけでありまして､

そのことの方が実は､ 実際上も100万件近いチェックで

すから､ 委員会にかけたとしても､ それを外部的に監

視､ チェックをすることはなかなか難しゅうございま

すし､ 逆に､ おかしなものを捨てさせないというため

には､ 変なことをやったら大変なことになりますよと

いう責任の所在､ 明確にさせるやり方の方がなるほど

いいのかなというような議論になりまして､ そしてこ

ういう形になりました｡

その分､ このルール作り､ 政令や規則につきまして

は､ しっかりとこの第三者的委員会のところで内容を

吟味､ チェックしていただくということを徹底しても

らおうというふうに思っております｡

○糸数慶子君 次に､ 国民の知る権利の視点から､ 利

用制限について質問をしたいと思います｡

本法案で危惧しますのは､ 国立公文書館等に移管さ

れた文書のうち､ 特に外交そして公安関係の情報につ

いて､ 公開も非公開も行政機関の長の意見を重視する

と解されることにあります｡

そこで､ 小渕大臣にお伺いいたしますが､ 本法案の

第10条第２項では国立公文書館等の長が参酌しなけれ

ばならないとなっていますので､ 参酌する主体はあく

までも国立公文書館等にあり､ 行政機関の長は意見書

を出すだけという理解でよろしいのでしょうか｡

なぜ確認をするのかといいますと､ さきに指摘いた

しました法務省の実務資料のように､ 法務省が国会図

書館に利用制限を申し入れ､ 利用禁止や条件付利用と

なっては本法案の目的を損なうのではないかと思いま

す｡ 改めてお伺いいたします｡

○政府参考人 (山崎日出男君) お答えいたします｡

本法案第16条第２項において参酌という言葉が出て

きますけれども､ 参酌する主体は国立公文書館等の長

でございます｡ 本条項におきまして､ 利用請求に係る

判断は移管元府省の意思を参考にしつつも､ 国立公文

書館等の長が主体的に行うこととなります｡

○糸数慶子君 次に､ まず､ 非公開を公開する際の時

の経過についてでありますが､ 国際的には実は30年原

則と言われるものがございます｡ 30年を経過した公文

書は公開されるべきだとしており､ 衆議院の附帯決議

の８の方にも同様な趣旨が書き込まれております｡

初めに述べましたように､ 密約文書等は30年以上､

あるいは40年近くになっておりますが､ アメリカの国

立公文書館の公開からいたしましても､ 時の経過とい

うあいまいな表現ではなく､ 例えば30年原則を踏まえ､

30年を経過したら利用制限を解除すべきだと考えます

けれども､ 大臣の御見解をお伺いいたします｡

○大臣政務官 (並木正芳君) 文書の公開の可否であり

ますけれども､ 諸外国でも､ 先生も御承知のことかと

思いますけれども､ 個人の情報とかあるいは国の利益､

安全､ こういったことに係ることは必ずしも30年とい

う規定になっていないところも多うございます｡

そういった点で､ 一律に30年というよりも業務やケー

スごとに判断されるべきではないかというようなこと

にさせていただいているわけですけれども､ ただ､ 今

御指摘ありましたとおり､ 衆議院の内閣委員会におい

ても30年原則というようなものを尊重するようにとい

うような､ そうした附帯決議もいただいております｡

したがって､ 最小限に非公開というか､ それはとどめ

るべきだというような御趣旨でもあります｡

当然ながら､ この法ができるその趣旨が民主主義の

根幹というところもありますし､ 国民共有の知的資源

として､ 主体的に国民が利用できるようにというよう

な趣旨がまず最初にあるわけですから､ それを尊重し

て国立公文書館等の長がしっかりと､ 時の経過という

のは積極的な意味でのむしろ考えということもできま

すので､ そういったものを判断して決めるのではない

かというふうに考えております｡

○糸数慶子君 今アメリカでは例えば30年も経過すれ

ばしっかりと公文書が開示されていくという状況の中
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で､ 沖縄の密約問題に関しまして､ 先ほどの御質問に

もございましたけれども､ やはり存在､ 不存在という

ことに関しまして国がきちんとした開示をしていかな

い､ そういうところに､ 先ほども申し上げました､ 沖

縄県民としては､ やはり国の外交上のルートを通して

交わされた文書に関しましては､ きちんと透明性のあ

る答弁をいただきたいというのが､ 実は県民の思いで

あり､ 願いであります｡

沖縄返還をめぐるこういう日米の密約につきまして､

先ほどの答弁にもございましたけれども､ 本当に政府

が､ ないというそういう説明の在り方､ しかしアメリ

カにはきちんとあるという､ そのことをもって今実は

裁判も行われております｡ 東京地裁におきましても､

多くの有識者の方がこの件に関しまして､ ちゃんと文

書の公開ということに関する視点で裁判が行われてお

ります｡

先ほどもございましたけれども､ やはりこの密約の

存在を､ 過去に実際にあったんだというふうに証言を

しております吉野文六さん､ この方はお分かりのとお

り元外務省アメリカ局長､ の証人尋問の必要性に対し

ても実際にこの裁判で言及をされています｡ そういう

ことから考えましても､ 杉原裁判長は､ 交渉相手の米

側に文書がある以上､ 日本側に対応するその文書があ

るはずだというこの原告側の主張は理解できるという

ふうにきちんとしたことを証言をしていらっしゃいま

すので､ この場合に関しまして､ 先ほども申し上げま

した､ やはり､ たとえ当時の政権にとって好ましくな

い合意であっても､ 知る権利､ そしてその透明性を高

めていく上で日本の外交の現実を知らせることこそが､

むしろ国民の正確な外交判断を促すというその観点か

らも､ 今回の法案に対しましては､ やはり政府は情報

公開こそが民主主義国家の根幹である､ そのことを是

非明らかにしていただきたい｡

そういう意味で､ 今回の法案､ 是非とも､ もちろん

私も賛成でございます｡ 県民が願っているこの文書の

存在を明らかにして､ むしろ今後私たち国民の知る権

利､ しっかり保障していただくことを強く要望いたし

まして､ 私の質問､ 終わらせていただきます｡

ありがとうございました｡

(略)

○委員長 (愛知治郎君)

(略)

他に御発言もないようですから､ 質疑は終局したも

のと認めます｡

これより討論に入ります｡ 別に御意見もないよ

うですから､ これより直ちに採決に入ります｡

公文書等の管理に関する法律案に賛成の方の挙手を

願います｡

○委員長 (愛知治郎君) 全会一致と認めます｡ よって､

本案は全会一致をもって原案どおり可決すべきものと

決定いたしました｡

この際､ 柳澤光美君から発言を求められております

ので､ これを許します｡ 柳澤光美君｡

○柳澤光美君 私は､ ただいま可決されました公文書

等の管理に関する法律案に対し､ 民主党・新緑風会・

国民新・日本､ 自由民主党及び公明党の各派並びに各

派に属しない議員糸数慶子君の共同提案による附帯決

議案を提出いたします｡

案文を朗読いたします｡

公文書等の管理に関する法律案に対する附帯決議 (案)

政府は､ 公文書等が､ 国民共有の知的資源であり､

その適切な管理､ 体系的な保存及び利用制度の整備が､

国の基本的な責務・機能であるとともに､ 将来の発展

への基盤であることを深く認識して､ 本法の施行に当

たっては､ 次の諸点について適切な措置を講ずべきで

ある｡

一､ 公文書管理の改革は究極の行政改革であるとの

認識のもと､ 公文書管理の適正な運用を着実に実施し

ていくこと｡

二､ 国民に対する説明責任を果たすため､ 行政の文

書主義の徹底を図るという本法の趣旨にかんがみ､ 外

交・安全保障分野も含む各般の政策形成過程の各段階

における意思決定に関わる記録を作成し､ その透明化

を図ること｡ また､ 軽微性を理由とした文書の不作成

が恣意的に行われないようにするとともに､ 文書の組

織共用性の解釈を柔軟なものとし､ 作成後､ 時間を経

過した文書が不必要に廃棄されないようにすること｡

三､ 行政機関の政策決定並びに事務及び事業の実績

を合理的に跡付け､ 又は検証することができるように

するため､ 行政機関による委託事業に係る元データが

確実に取得される仕組みを検討すること｡

四､ 行政文書の管理が適正に行われることを確保す

るため､ 作成から一定期間が経過した行政文書をその

保存期間満了前に一括して保管等の管理を行う制度

(いわゆる中間書庫の制度) の各行政機関への導入につ
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いて検討を行うこと｡

五､ 保存期間の満了により廃棄される行政文書の量

が膨大なものであることを踏まえ､ 廃棄に係る行政文

書の内容の審査等に要する内閣総理大臣の補佐体制を

強化すること｡

六､ 公文書の管理・利活用に関する情報を十分に公

開し､ その在り方について多角的な専門的知見及び幅

広い国民の意見が取り入れられる機会を設けること｡

七､ 特定歴史公文書等の適切なデジタルアーカイブ

化を推進し､ 一般の利用を促進すること｡

八､ 公文書の電子化の在り方を含め､ セキュリティー

のガイドラインの策定､ フォーマットの標準化及び原

本性確保等の技術的研究を推進し､ 電子公文書の長期

保存のための十分な検討を行うこと｡

九､ 国立公文書館等へ移管された特定歴史公文書等

に対する利用制限については､ 利用制限は原則として

30年を超えないものとすべきとする ｢30年原則｣ 等の

国際的動向・慣行を踏まえ､ 必要最小限のものとする

こと｡

十､ 特定歴史公文書等の利用請求及びその取扱いに

おける除外規定である本法第16条に規定する ｢行政機

関の長が認めることにつき相当の理由｣ の有無の判断

に関しては､ 恣意性を排し､ 客観性と透明性を担保す

る方策を検討すること｡

十一､ 宮内庁書陵部及び外務省外交史料館において

も､ 公文書等について国立公文書館と共通のルールで

適切な保存､ 利活用が行われるよう本法の趣旨を徹底

すること｡

十二､ 本法に基づく政令等の制定・改廃に際しては､

十分に情報を公開し､ 多角的な専門的知見及び幅広い

国民の意見が取り入れられる機会を設けること｡

十三､ 公文書の適正な管理が､ 国民主権の観点から

極めて重要であることにかんがみ､ 職員の公文書管理

に関する意識改革及び能力向上のための研修並びに専

門職員の育成を計画的に実施するとともに､ 専門職員

の資格制度の確立について検討を行うこと｡ また､ 諸

外国における公文書管理体制の在り方を踏まえ､ 必要

な人員､ 施設及び予算を適正に確保すること｡

十四､ 既に民営化された行政機関や独立行政法人等

が保有する歴史資料として重要な文書について､ 適切

に国立公文書館等に移管されるよう積極的に対応する

こと｡ また､ 国民共有の知的資源を永く後世に伝える

ため､ 特定歴史公文書等の保存・修復に万全を期する

ことができる体制を整備すること｡

十五､ 本法の趣旨を踏まえて地方公共団体における

公文書管理の在り方の見直しを支援し､ また､ 国立公

文書館と地方公文書館との連携強化を図ること｡

十六､ 一部の地方公共団体において公文書館と公立

図書館との併設を行っていることを考慮しつつ､ より

多くの公文書館が設置されることを可能とする環境の

整備について検討すること｡

十七､ 刑事訴訟に関する書類については､ 本法の規

定の適用の在り方を引き続き検討すること｡

十八､ 附則第13条第１項に基づく検討については､

行政文書の範囲をより広げる方向で行うとともに､ 各

行政機関における公文書管理の状況を踏まえ､ 統一的

な公文書管理がなされるよう､ 公文書管理法制におけ

る内閣総理大臣の権限及び公文書管理委員会の在り方

についても十分検討すること｡

十九､ 公文書等の管理に関する施策を総合的かつ一

体的に推進するための司令塔として公文書管理に係る

政策の企画・立案及び実施を担当する部局及び機構の

在り方について検討を行うこと｡

二十､ 行政機関のみならず三権の歴史公文書等の総

合的かつ一体的な管理を推進するため､ 国立公文書館

の組織の在り方について､ 独立行政法人組織であるこ

との適否を含めて､ 検討を行うこと｡

二十一､ 公文書管理と情報公開が車の両輪関係にあ

るものであることを踏まえ､ 両者が適正かつ円滑に実

施されるよう万全を期すること｡

右決議する｡

以上でございます｡

何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます｡

○委員長 (愛知治郎君) ただいま柳澤君から提出され

ました附帯決議案を議題とし､ 採決を行います｡

本附帯決議案に賛成の方の挙手を願います｡

○委員長 (愛知治郎君) 全会一致と認めます｡ よって､

柳澤君提出の附帯決議案は全会一致をもって本委員会

の決議とすることに決定いたしました｡

ただいまの決議に対し､ 小渕国務大臣から発言を求

められておりますので､ この際､ これを許します｡ 小

渕国務大臣｡

○国務大臣 (小渕優子君) ただいま御決議のありまし

た附帯決議につきましては､ その趣旨を十分に尊重し

て適切な措置の実施に努めてまいります｡ (以下略)

(参議院会議録情報より抜粋)
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公文書等の管理に関する法律案採決

(参議院本会議 平成21年６月24日 (水))

○議長 (江田五月君) 日程第一〇 公文書等の管理に

関する法律案 (内閣提出､ 衆議院送付) を議題といた

します｡

まず､ 委員長の報告を求めます｡ 内閣委員長愛知治

郎君｡

○愛知治郎君 ただいま議題となりました法律案につ

きまして､ 内閣委員会における審査の経過と結果を御

報告申し上げます｡

本法律案は､ 公文書等の管理に関する基本的な事項

として､ 行政文書等の作成､ 保存､ 国立公文書館への

移管等についての原則を定めるとともに､ 歴史資料と

して重要な公文書等が国立公文書館等において適切に

保存され､ 利用に供されるために必要な措置等を講ず

ることを主な内容としております｡

なお､ 衆議院におきまして､ 目的規定に公文書等が

健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源と

して主権者である国民が主体的に利用し得るものであ

ることを明記すること､ 行政機関の職員が作成すべき

文書の範囲を具体化､ 明確化すること､ 行政機関の長

は､ 保存期間が満了した行政文書ファイル等の廃棄に

ついて内閣総理大臣の同意を得なければならないもの

とすることを主な内容とする修正が行われております｡

委員会におきましては､ 公文書管理の法制化の意義､

作成すべき文書の範囲､ 国及び地方における公文書管

理体制の充実強化､ 国立公文書館の組織の在り方等に

ついて質疑が行われましたが､ その詳細は会議録によっ

て御承知願います｡

質疑を終了し､ 採決の結果､ 本法律案は全会一致を

もって原案どおり可決すべきものと決定いたしました｡

なお､ 本法律案に対し21項目から成る附帯決議を行い

ました｡

以上､ 御報告申し上げます｡ (拍手)

○議長 (江田五月君) これより採決をいたします｡

(略)

○議長 (江田五月君) 投票の結果を報告いたします｡

投票総数 222

賛成 222

反対 ０

よって､ 本案は全会一致をもって可決されました｡

(拍手) (以下略)

(参議院会議録情報より抜粋)
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